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《メインテーマ》

人生100 年時代，求められる地域医療連携とは
―歯科衛生士の専門性を探る―

	 ［日　時］	 2023 年９月16日（土）	 14：30 ～ 16：30
	 	 2023 年９月17日（日）	 ９：30 ～ 17：00
	 	 2023 年９月18日（月・祝）	９：00 ～ 16：00
	 	 ※10月上旬よりオンデマンド配信予定

	 ［会　場］	 静岡県コンベンションアーツセンター　グランシップ
	 	 （静岡市駿河区東静岡２丁目３番１号）

	 ［参加費］	 会　員	 7,000 円／会員外	 	 12,000 円
	 	 学生（会員）	 1,000 円／	学生（会員外）	 3,000 円
	 ［第 18 回学術大会ホームページ］https://jsdhm.jdha.or.jp/18th/
	 ［日本歯科衛生学会公式 Twitter］@jsdh_official

	 	 ◦今大会は，会場での当日参加登録は受け付けません。事前参加登録のみとなります。
	 	 　オンデマンド配信のみ視聴希望の方は，10 月上旬より参加登録開始の予定です。
	 	 ◦�会場参加登録は，学術大会７月３日（月）～９月 15 日（金）17：00まで第 18 回学術大会ホームペー

ジで受け付けます。
	 	 ◦�会場に入場の際は，参加登録時のメールの印刷または，スマートフォンの画面表示ができるよう

にご準備ください。また，ご本人様確認を行わせていただく場合がございますので，会員の方は
会員証，会員外の方は身分証明書をご持参ください。

主催　日本歯科衛生学会，公益社団法人日本歯科衛生士会
共催　特定非営利活動法人静岡県歯科衛生士会
後援　静岡県，静岡市，一般社団法人静岡県歯科医師会，
　　　一般社団法人静岡市静岡歯科医師会，一般社団法人静岡市清水歯科医師会

日本歯科衛生学会 第18回学術大会 案内

	 交流会のご案内	 再びはじまる交流の輪

［日　時］	 2023 年９月 17 日（日）　17：00 ～ 19：00（入場 18：30 まで）
［会　場］	静岡県コンベンションアーツセンターグランシップ６階ホワイエ

全国から静岡に足をお運びいただく皆さまに
静岡県歯科衛生士会からのささやかなおもてなし♡
厳選した静岡茶を甘味ののこる冷茶仕立てにし，静岡県内の銘菓と共に提供します。
茶っきり娘と一緒に静岡でのひとときをご堪能ください。
皆さまと直接交流できる喜びを噛みしめられる時間となりますように。

交流会参加費は無料です。

大会HP 公式Twitter
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▲ ▲ ▲ 会 場 の ご 案 内 ▲ ▲ ▲

16日：日本歯科衛生士会
	 　全国病院歯科衛生士連絡協議会
17日：口演発表
	 Ａ会場サテライト
18日：口演発表
	 ランチョンセミナーB
	 Ａ会場サテライト

Ａ
会
場	

１
Ｆ

Ｄ
会
場
／
Ｅ
会
場	

６
Ｆ

Ｂ
会
場	

11
Ｆ

開会式
学術表彰
特別講演
教育講演
招聘講演
シンポジウム
県民フォーラム
口演発表
閉会式

商業展示 ポスター発表
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16日：ワークショップ
	 日本歯科保存学会共同企画

17日：口演発表
	 ランチョンセミナーA
18日：口演発表
	 ランチョンセミナーC

名
古
屋
駅

新
静
岡
駅

新
清
水
駅

東
京
駅

JR
静
岡
駅

長
沼
駅

グランシップ

東
静
岡
駅

静岡鉄道

約１時間 約１時間

徒歩約３分

徒歩約７分

約６分 約14分

東海道新幹線

東海道本線

静岡県コンベンションアーツ
センター　グランシップ
〒422-8019
静岡市駿河区東静岡二丁目3番1号
https://www.granship.or.jp

▼ ▼ ▼ 交通のご案内 ▼ ▼ ▼

交通アクセス
詳細はこちら▼

Ｃ
会
場

10
Ｆ
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日　程‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

■ 2023 年９月16日（土）
時間

会場

１F
中ホール大地

ホワイエ

10F
1001‐1

10F
1001‐2

10F
1002

10F
1003

B 会場
11F

会議ホール風

■ 2023 年９月17日（日）
時間

会場
１F

中ホール大地
ホワイエ
Ａ会場

１F
中ホール大地

Ｂ会場
11F

会議ホール風

Ｃ会場
10F 1001

Ｄ会場
6F 展示

ギャラリー
Ｅ会場

6F
交流ホール

中ホール
ホワイエ

６F　ホワイエ

■ 2023年９月18日（月・祝）
時間

会場
1F

中ホール大地
ホワイエ
Ａ会場

1F
中ホール大地

Ｂ会場
11F 

会議ホール風

Ｃ会場
10F 1001

Ｄ会場
６F 展示

ギャラリー
Ｅ会場

6F 
交流ホール

中ホール
ホワイエ

10：009：00 11：00 12：00 13：00 14：00 15：00 16：00 17：00 18：00 19：00

10：009：00 11：00 12：00 13：00 14：00 15：00 16：00 17：00 18：00 19：00

10：009：00 11：00 12：00 13：00 14：00 15：00 16：00 17：00 18：00 19：00

総合受付
14：00 ～ 16：00

総合受付
9：00 ～ 16：00

参加者入場 9：00 開始

総合受付
参加者入場 9：00 開始

教育講演
13：50 ～
14：50

サテライト

閉
会
行
事

シンポジウム
9：30 ～ 11：30

口演発表
セクション４
11：40 ～
12：31

口演発表
セクション７
15：00 ～
15：51

口演発表
セクション5
11：40 ～
12：31

口演発表
セクション8
15：00 ～
15：51

口演発表
セクション6
11：40 ～
12：31

口演発表
セクション9
15：00 ～
15：51

サテライト

次
回
案
内

ポ
ス
タ
ー
撤
去

ポスター討論
11：35 ～
12：35

口演発表試写
9：00 〜 11：00

口演発表試写
9：00 〜 11：00

口演発表試写
13：00 〜 15：00

交流会
17：00 ～ 19：00

商業展示
10：30 〜 17：00

商業展示
9：00 〜 15：30

ポ
ス
タ
ー

準
備

ポスター掲示
10：00 ～ 17：00

ポスター掲示 ポスター掲示

ランチョン
セミナーＢ

12：45 ～ 13：35

ランチョン
セミナーＣ

12：45 ～ 13：35

ワークショップ１
在宅・施設口腔健康管理委員会

14：30 ～ 16：30

日本歯科保存学会
共同企画

14：30 ～ 16：30

ワークショップ 2
地域歯科保健委員会
14：30 ～ 16：30

ワークショップ３
診療所委員会

14：30 ～ 16：30

全国病院歯科衛生士
連絡協議会

14：30 ～ 16：30

特別講演
11：10～12：10

サテライト

県民フォーラム
14：50 ～ 15：50

招聘講演
13：30 ～ 14：30

サテライト

口演発表
セクション１
16：00 ～ 16：51

口演発表
セクション２
16：00 ～ 16：51

口演発表
セクション３
16：00 ～ 16：51

ランチョン
セミナー A

12：20 ～ 13：10

開会行事
表彰式等

10：00～11：00

サテライト
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参加される方へ

１	 �会場（グランシップ）で参加する方の登録方法は，オン
ラインによる事前登録のみとなります。

	 �受付期間は，7 月 3 日（月）から 9 月 15 日（金）17：00
までです。当日登録受付は行いませんので，必ず 9 月 15
日までに参加登録を完了し，会場にお越しください。

	 �開場（入場可能）時間：
	 　　9 月 16 日（土）　14：00
	 　　9 月 17 日（日）・18 日（月・祝）　９：00
２	 �登録完了時にお送りする参加登録完了メールは，学術大

会当日，入場時に確認いたしますので，印刷またはスマ
ートフォンの画面表示ができるようにご準備ください。
また，ご本人様確認を行わせていただく場合がございま
すので，会員の方は会員証，会員外の方は，身分証明書
をお持ちください。

３	 �日本歯科衛生士会員（正会員）は，学術大会参加は特別
研修３単位，認定更新生涯研修６単位が取得できます。

４	 �学生参加受付は，９月１日（金）までです。参加登録方
法は，大会ホームページをご参照ください。

５	 �当日は，別途抄録の配布はいたしません。本誌を持参し
てください。購入を希望される方には１冊 2,000 円で販
売しますが，数に限りがございます。

６	 �会場内での飲食は指定された場所以外はご遠慮くださ
い。飲み物は，ペットボトル飲料のみ会場内にお持ち込
み可能です。

口演発表をされる方へ

１　発表データについて
　１）	 �発表データの作成方法は，学術大会HPをご確認下さい。
　２）	 �事前に発表データのアップロードが必要になります。
	 �データのアップロード期間は，８月 15 日（火）から

８月 28 日（月）となります。
	 �大会ホームページ内演題アップロードページ（https://

jsdhm.jdha.or.jp/18th/）よりデータをアップロードし
てください。

２　発表について
　１）	 �発表者の参加登録は，８月 31 日（木）までに必ず完

了してください。
　２）	 �会場入場後，試写受付（1F Ａ会場ホワイエ）で下記

の時間内に試写を行ってください。なお，当日のデー
タ変更はできませんので，あらかじめご了承ください。

　３）	 �発表時間は８分間，質疑応答時間は４分間です。時間
厳守でお願いします。

	 �※�発表と同時にオンデマンド配信用に録画をいたします。
　４）	 �演者は，発表時間 15 分前には会場にお越しになり，

前演者の登壇と同時に次演者席にお着きください。
　５）	 �会場備え付け PC を使用し，操作は演者ご自身で行っ

てください。持ち込み PC は使用できません。
　６）	 �発表終了１分前に黄色ランプ，終了時には赤ランプで

お知らせします。
　７）	演者席はスクリーンに向かって左側です。

ポスター発表をされる方へ

１	 発表ポスターについて
　１）	 �ポスター掲示は，９月 17 日（日），18 日（月・祝）の

２日間となります。ポスター討論は，９月 18 日（月・
祝）に行います。

　２）	 �発表ポスターの作成方法は，学術大会HPをご確認下
さい。

　３）	 �事前にデータのアップロードが必要になります。
	 �データのアップロード期間は，７月７日（金）から７

月 14 日（金）となります。
	 �学術大会ホームページ内演題アップロードページ

（https://jsdhm.jdha.or.jp/18th/）よりデータをアップ
ロードしてください。

	 �Web 開催の前回（第 17 回大会）のポスター発表（ス
ライド１枚）とは異なり，会場でのポスターパネルへ
掲示と，掲示ポスターと同一データのオンデマンド配
信となります。ポスターは，パネルサイズ内であれば，
１枚でも，複数枚を組み合わせたものでも構いません。

２	 ポスター掲示について
　１）	 �９月 17 日（日）９：30 ～ 10：00 に 6F ポスター受付

にお越しになり，発表者用リボンを受け取った後に，
ポスターをお貼りください。ポスター撤去後は，ポス
ター受付にリボンをお返しください。

　２）	 �ポスターの貼付および撤去は，下記時間内に発表者が
責任をもって行ってください。

　３）	掲示方法
　　⑴横 90cm ×縦 210cm のパネルを用意いたします。
　　⑵パネル上に，演題番号を当学会で用意し，表示します。
　　⑶�演題，所属，氏名は発表者が用意してください。
　　⑷�ポスターのパネルへの貼付は，備え付けの画鋲を使用

してください。
３　発表について
　１）	 �ポスター討論の時間には，リボンを胸に付け，ポスタ

ーの前に立ち，質問・討論に応じてください。演題番
号が奇数または偶数により討論時間が異なります。座
長はつきません。

　２）�ポスター討論時は，感染症対策のためマスクの着用に
ご協力下さい。

口演発表時に質問，追加発表をされる方へ

１	 �質問，追加発表をする際は，座長の指示にしたがってく
ださい。

２	 �発言者は，所属・氏名を述べてから発言してください。

発表日 貼付時間 撤去時間

9月 18 日（月祝）
9月 17 日（日）
9：30 ～ 10：00

9 月 18 日（月・祝）
15：50 ～ 16：00

発表日 試写時間
17 日（日） 17 日（日）	 9：00 ～ 11：00
18 日（月・祝）午前 17 日（日）	 13：00 ～ 15：00
18 日（月・祝）午後 18 日（月・祝）	 9：00 ～ 11：00

発表日 討論時間

9月 18 日（月・祝）
【奇数】11：35 ～ 12：05
【偶数】12：05 ～ 12：35
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学術大会プログラム

特別プログラム

特別講演　17日（日）11：10～ 12：10⃝Ａ会場（1F中ホール大地）
　患者の声から考える医療‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 82

	 静岡県立大学看護学部特任教授・副学長	 渡邉　順子

教育講演　18日（月・祝）13：50～ 14：50⃝Ａ会場（1F中ホール大地）
　未来につなぐ齲蝕予防戦略として周産期口腔保健の可能性を探索する 
　　―マイナス１歳からはじめるむし歯予防―‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 83

	 静岡県立大学短期大学部　教授・図書館長	 仲井 　雪絵

招聘講演　17日（日）13：30～ 14：30⃝Ａ会場（1F中ホール大地）

　韓国歯科衛生士の過去と現在、そして未来‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 84

	 大韓歯科衛生士協会　会長	 ファン・ユンスク

シンポジウム　18日（月・祝）9：30～ 11：30⃝Ａ会場（1F中ホール大地）

　がん患者を支える地域連携の重要性　静岡がんセンターの取り組み‥‥‥‥‥‥ 85

	 	基調講演　口腔支持療法と地域連携の取り組み
	 静岡県立静岡がんセンター　歯科口腔外科　部長	 百合草健圭志

	 	講演１　病院でがん患者を支える歯科衛生士の役割
	 静岡県立静岡がんセンター　歯科衛生士	 安藤千賀子

	 	講演２　地域でがん患者を支える歯科衛生士の立場から
	 静岡県歯科衛生士会　副会長	 大川　晃子

	 	講演３　がん患者の悩みや負担・苦痛に向き合い支える患者家族支援の取り組み
	 静岡県立静岡がんセンター　看護師	 久山　幸恵
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オンデマンド配信のみ

特別プログラム／ワークショップ

在宅・施設において求められる地域連携
担　当：日本歯科衛生士会　在宅・施設口腔健康管理委員会
コーディネーター：佐藤　奈美（在宅・施設口腔健康管理委員会）

行政の歯科衛生士の将来ビジョンを語り合おう
―都道府県，市区町村に勤務する歯科衛生士が職能を発揮するために―

担　当：日本歯科衛生士会　地域歯科保健委員会
コーディネーター：長　　優子（地域歯科保健委員会 理事）

参加対象者：都道府県歯科衛生士会の病院歯科衛生士担当者 及び
	 趣旨に賛同する病院・診療所等の歯科衛生士
担　当：日本歯科衛生士会 病院委員会
講　師：小椋　正之（厚生労働省医政局　歯科保健課　課長）

診療所歯科衛生士の魅力を語ろう！
担　当：日本歯科衛生士会　診療所委員会
コーディネーター：小林明子，小森朋栄，溝口奈菜，
	 塩浦有紀，岩男好恵，武藤智美
助言者：熊谷　靖司（東京都中野区　熊谷歯科医院　院長）

ワークショップ等／９月 16 日（土）　14：30 ～ 16：30

日本口腔衛生学会共同企画　
　歯科衛生研究の進め方‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 89

	 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 健康推進歯学分野　講師	 木野　志保

日本歯科保存学会共同企画　16日（土）14：30～ 16：30⃝ 10F  1001‒ ２号室

　口腔バイオフィルム感染症としてのう蝕とその予防・管理
　　―求められる認定歯科衛生士（う蝕予防管理）―‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 90

	 日本歯科保存学会認定歯科衛生士審査委員会委員長・徳島大学大学院教授	 湯本　浩通

県民フォーラム　17日（日）14：50～ 15：50⃝Ａ会場（1F中ホール大地）

　百年後の静岡が豊かであるために‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 91

	 ふじのくに地球環境史ミュージアム 館長	 佐藤洋一郎

研究討論会　24日（日）10：00～ 11：30⃝ LIVE 配信（Zoomウェビナー）

　歯科衛生研究における質問紙調査を考える
　　―効果的で効率の良い質問紙調査の方法―‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 92

	 日本歯科衛生学会編集委員会	 松田悠平　伊藤　奏

10 階
1001-1

10 階
1002

B 会場
11 階

会議ホール風

p.93 p.94

p.96

ワークショップ１ ワークショップ２

日本歯科衛生士会全国病院歯科衛生士連絡協議会ワークショップ３

10 階
1003 p.95



8

会員発表プログラム

口 演 発 表

——————————————————— Ａ会場　１F・中ホール大地
	 17日（日）16：00～ 16：51／座長　森下　志穂‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥99

	 O-1	 施設通所知的障害者の歯磨きの計画的遂行を支援する絵カードによる指導効果	 小川友里奈

	 O-2	 口腔機能とサルコペニアの検査実施によるこれらの関連の検討	 枦　　美帆

	 O-3	 歯周基本治療における行動変容：モチベーションスケールスコアを用いた評価	 佐久間　愛

	 O-4	 臨老式死生観尺度を用いた歯科衛生学生における死の捉え方の調査	 新井　　恵

	 18 日（月・祝）11：40～ 12：31／座長　白部　麻樹‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 105

	 O-13	 小線源治療を施行した舌がん患者の口腔健康管理について	 星合　愛子

	 O-14	 骨吸収抑制薬関連顎骨壊死患者に対して口腔衛生管理を行った１例	 谷地　柚香

	 O-15	 退院後に継続した周術期口腔機能管理が栄養状態の改善に有効であった１例	 阪井　　礼

	 O-16	 高齢大腸癌患者の術前口腔内評価と全身状態の関連について	 土田　果穂

	 	

	 18 日（月・祝）15：00～ 15：51／座長　長谷由紀子‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 111

	 O-25	 某急性期病院における口腔衛生管理
	 	 　　―口腔清拭から粘膜ブラシの口腔清掃に変えて―	 仲程　尚子

	 O-26	 認知症患者の居宅への訪問歯科衛生指導を行なった１症例	 葛　　幸子

	 O-27	 緑膿菌の全身感染症や深在性真菌症の予防に口腔管理が有効であった１例	 湯淺麻衣子

	 O-28	 地域糖尿病療養指導士の取り組みに関する報告	 柿本　　薫

——————————————————— Ｂ会場　11F・会議ホール風
	 17日（日）16：00～ 16：51／座長　鈴木　　瞳‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 101

	 O-5	 某大学病院口腔外科における歯科衛生士の新規介入に関する検討	 横澤　恵美

	 O-6	 某地域における病診連携促進を目指した新たな取り組み	 小松　美保

	 O-7	 某病院の歯科口腔外科における
	 	 　　過去５年間での歯科衛生士関連インシデント報告の検討	 橘谷　玲香

	 O-8	 某大学病院における歯科衛生士と病棟看護師による
	 	 　　口腔ケア連携の現状と情報交換の必要性	 河本裕美子

	 18 日（月・祝）11：40～ 12：31／座長　戸田花奈子‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 107

	 O-17	 多職種連携による健康寿命延伸に向けた
	 	 　　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の実際	 上田　和美

	 O-18	 某急性期病院における多職種チームでの口腔衛生管理の実施状況	 津秋　杏佳

⃝セクション１⃝

⃝セクション４⃝

⃝セクション７⃝

⃝セクション２⃝

⃝セクション５⃝
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会員発表プログラム

	 O-19	 介護施設において多職種連携で完全側臥位法を活用した口腔健康管理の実践例	 薄波　清美

	 O-20	 回復期リハビリテーション病院で歯科衛生士と
	 	 　　多職種が連携した口腔のシステムづくり	 小山田貴子

	 18 日（月・祝）15：00～ 15：51／座長　佐久間　愛‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 113

	 O-29	 開業医からみた口腔がんの経過　第８報
	 	 　　異なる経過を辿った，白板症から口腔がんに移行した２症例	 永野　伸一

	 O-30	 咽頭がん化学放射線療法（CDDP/RT）口腔粘膜炎リスクと栄養管理	 首田　千尋

	 O-31	 歯科標榜の無いがん診療連携拠点病院から地域へ発信する
	 	 　　医科歯科連携の取り組み	 園山　愛弓

	 O-32	 兵庫医科大学病院における骨吸収抑制薬使用患者へのオーラルマネジメント	 井上　菜月

	

———————————————————  Ｃ会場　10F・1001号室
	 17日（日）16：00～ 16：51／座長　野口　有紀‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 103

	 O-9	 唾液検査が患者の口腔ケア意識向上に繋がった1例	 唐澤登紀子

	 O-10	 若手歯科衛生士でも信頼されるオーラルケアシステム　
	 	 　　 ―唾液検査を取り入れた「１年歯科健診」の効果―	 森塚　未紗

	 O-11	 唾液検査導入後の患者カウンセリングに関する取り組みについて	 久保田和代

	 O-12	 唾液検査における意識調査と有用性の検討	 村山　裕子

	 18 日（月・祝）11：40～ 12：31／座長　尾形　祐己‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 109

	 O-21	 非協力小児の全身麻酔下歯科治療の実態と治療後の定期歯科受診率について	 土本　里帆

	 O-22	 高校生の口腔保健に関する知識と口腔保健行動との関連	 鈴木　　瞳

	 O-23	 障がい者スポーツイベント参加者における咀嚼機能検査の意義と展望	 白水　雅子

	 O-24	 高齢者施設における看護職と介護職の口腔衛生管理に対する意識の違い	 日比野理香子

	 18 日（月・祝）15：00～ 15：51／座長　増田美恵子‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 115

	 O-33	 摂食嚥下リハビリテーション臨地実習にVR技術を応用した
	 	 　　歯科衛生士教育手法の有用性の検討	 田中　祐子

	 O-34	 COVID-19 感染対策下の臨地実習代替授業に対する
	 	 　　４年制大学学生のアンケートによる評価	 秋山　恭子

	 O-35	 歯科衛生士の多職種間実践および認識に関わる要因の検討	 戸田花奈子

	 O-36	 動画 SNSにおける口腔保健情報に関する調査　
	 	 　　―視聴される動画時間と投稿頻度の実態―	 荒木　萌花

⃝セクション８⃝

⃝セクション３⃝

⃝セクション６⃝⃝セクション６⃝

⃝セクション９⃝
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ポ ス タ ー 発 表

——————————————————— Ｄ会場　6F・展示ギャラリー

ポスター準備：17日（日）9：30～ 10：00
ポスター討論：18日（月・祝）	 [ 奇数番号 ] 11：35～ 12：05
	 [ 偶数番号 ] 12：05～ 12：35
ポスター撤去：18日（月・祝）15：50～ 16：00

	P-1	 幼児期における口腔機能発達不全症に関する実態調査	 袋布　行子

	P-2	 Early Childhood Caries（ECC）罹患児に有効な口腔管理の１例	 望月　秀代

	P-3	 某町で行った乳幼児の歯科保健行動に関する質問紙調査	 掛端由衣子

	P-4	 常設歯科のない重症心身障害児施設入所者に対する
	 	 　　多職種連携による効果的な口腔健康管理	 湊　真理子

	P-5	 短期大学生における口腔機能と口腔衛生状態との関連	 野中　麻衣

	P-6	 歯ぎしり・くいしばり患者に対する歯科衛生士の対応の考察	 伊西口初音

	P-7	 職域口腔保健活動参加者における咀嚼状況と口腔保健状況の関連性について	 小木曽真弥

	P-8	 う蝕リスクの高い患者に対する化学療法介入の効果	 有渡根亜希子

	P-9	 高校生の自己効力感と口腔保健行動について	 小林　柚帆

	P-10	 高齢者のオーラルフレイル対策における
	 	 　　低栄養質問票の有効性についての検討	 福田　昌代

	P-11	 高齢者の口腔機能低下症と心理社会的要因との関連	 萱野　綾華

	P-12	 某特別養護老人ホーム介護職員における口腔ケアの実態と
	 	 　　歯科衛生士による指導との関係	 櫻井　千莉

	P-13	 演者都合により演題取り下げ	

	P-14	 薬物性歯肉増殖患者の歯周ポケットが改善した一症例	 木原万由子

	P-15	 口腔粘膜に生じた開口部形質細胞症の１例	 堂満　愛弓

	P-16	 入院支援における歯科衛生士介入の有用性について	 古田久美子

	P-17	 食道がん患者の周術期等口腔機能管理の実態と口腔内環境の変化	 佐藤　夏澄

	P-18	 某急性期病院における周術期等口腔機能管理の取り組みと効果	 竹田由香理
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	P-19	 舌癌高線量率組織内照射治療に対し周術期等口腔機能管理を行った一症例	 猪野奈津美

	P-20	 術後肺炎発症に関わる術前リスク因子の検討	 森岡　紗代

	P-21	 精神科病院において経管栄養から経口摂取を目指した一症例　
	 	 　　ー訪問歯科衛生士の取り組みー	 中村みどり

	P-22	 合指による自力清掃困難なアペール症候群患者に対して
	 	 　　口腔衛生習慣の確立を目指した１症例	 西山　由夏

	P-23	 行動変容を用いて継続的な口腔健康管理を行った
	 	 　　自閉症スペクトラム障害児の１症例	 髙橋　弥生

	P-24	 「新人歯科衛生士技術支援共通ガイドライン」を活用した
	 	 　　新人歯科衛生士の教育	 	 黒田　典代

	P-25	 新たなる歯科衛生士研修システムの構築	 髙田橋美幸

	P-26	 歯科衛生学生が歯科診療場面で必要と感じる歯科衛生技術
	 	 　　―学生の気づきの質的記述的分析―	 江﨑ひろみ

	P-27	 某短期大学歯科衛生学科在学時と卒後の社会人基礎力の変化	 古賀　　恵

	P-28	 臨床実習での歯科衛生学生の診療補助業務と身体疲労	 花谷早希子

	P-29	 技術修練に参加した歯科衛生士の職業性ストレスと自己評価の経時的変化	 倉脇由布子

	P-30	 歯科衛生学生が臨床場面で感じるスタッフ間連携に必要なスキル　
	 	 　　―気づきの質的記述的分析―	 	 宮澤　絢子

	P-31	 歯科衛生士をめざす学生における
	 	 　　口呼吸に関連する要因と口腔内所見との関係	 加藤日南子

	P-32	 歯科衛生学生の喫煙状況，加熱式タバコへの認識，
	 	 　　コチニン指標の受動喫煙と口腔内所見との関係	 中野瑠稀菜

	P-33	 非医療従事者における口腔粘膜疾患に関する意識調査	 髙村　友莉

	P-34	 開業歯科医院に勤務する歯科衛生士による
	 	 　　顎関節症に対する運動療法の取り組み	 田野　優香

	P-35	 ハブラシコンセイエⓇの認定と
	 	 　　歯科大学附属病院職員の口腔清掃用品に対する意識の向上	 荘司　　琴

	P-36	 災害拠点病院に勤務する歯科衛生士の院内災害研修への取り組みについて	 大森　　彩

	P-37	 個人の目標設定と達成度確認のためのルーブリック評価	 平尾　直美

	P-38	 歯科衛生ケアプロセスの段階的学習方略の導入事例　
	 	 　　―シミュレーションから実践へ―	 中村　和美

	P-39	 「健康かみかみ弁当」料理コンクール形式による
	 	 　　噛む習慣づくりへの取り組み	 	 仲主佐恵子
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	P-40	 静岡県歯科衛生士会が災害歯科保健活動の心構えと
	 	 　　災害時アクションカードを作成した取り組み	 大川　晃子

	P-41	 某中規模病院の有害物質管理の取り組み	 杉田亜由美

	P-42	 広島大学における在宅歯科保健医療に従事する歯科衛生士の
	 	 　　人材育成プログラムの現況について	 畑　　尚子

	P-43	 介護老人福祉施設における「予防歯科推進」の取り組み報告	 大谷まさ美

	P-44	 急性期病院における入院患者に対する口腔内評価システムの構築について	 杉本　友香

	P-45	 某急性期病院入院支援室における歯科衛生士の介入について	 山田妃佐子

	P-46	 某中規模病院に40年勤務の歯科衛生士が，
	 	 　　短期間で後任にどのように業務の引き継ぎをしたか？	 今井須美子

	P-47	 要時生成型亜塩素酸イオン水溶液を用いた口腔衛生管理の効果	 川野　知子

	P-48	 「歯磨き行為による認知評価」の試み	 鈴鹿　祐子

	P-49	 某地域がん診療連携拠点病院緩和ケアチームにおける
	 	 　　歯科衛生士介入の実際と今後の課題	 越田　美和

	P-50	 コロナ禍における歯科衛生士をめざす学生の
	 	 　　オンライン歯科診療実施に関する認識	 鈴木　　瞳

	P-51	 リスク評価に基づくう蝕予防管理の実践　
	 	 　　―５年間の海外調査結果との比較―	 芝野　　望

	P-52	 地域在住高齢者を対象とした介護予防事業に関する質問紙調査　
	 	 　　―口腔体操の継続化に向けて―	 吉本　美枝

	P-53	 「在宅療養支援のための歯科衛生士養成講座」受講後の意識調査	 村西加寿美

	P-54	 歯科衛生士と他職種が情報共有して展開した
	 	 　　介護予防教室参加者に対する質問紙調査	 奥村　美雪

	P-55	 某歯科衛生士養成校学生の就職に関する意識調査	 鷹取佐知子

	P-56	 大学生の喫煙認識と口腔関連QOL		 山村有希子

	P-57	 保育園児・幼稚園児の歯科保健行動に関する保護者への質問紙調査	 山口　景子

	P-58	 保育園児の歯科保健行動に関する保護者への質問紙調査および
	 	 　　お口の健康教室	 	 杉山祐美子

	P-59	 歯科と糖尿病に対する歯科医師・歯科衛生士の意識調査	 川柴　　淑

	P-60	 歯科訪問診療に従事する広島県内歯科衛生士の業務実態調査	 三好　早苗

	P-61	 顎関節症と精神的因子の関係性について　―歯科衛生士としての関わり方―	 安田　奈央
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	P-62	 高齢入院患者の残根保有の実態と年次推移	 中野　有生

	P-63	 歯間ブラシ未使用者を対象とした
	 	 　　刷掃部の異なる歯間ブラシの使用状況に関する調査研究	 岡本　浩明

	P-64	 歯ブラシの磨き心地の評価に関する研究	 小倉　千幸

	P-65	 成人健常者の舌圧と握力との関連性　第2報　年齢との関連	 畑田　晶子

	P-66	 歯科衛生士業務の実施状況と歯科衛生士歴との関連	 北村　優依

	P-67	 新卒歯科衛生士と臨床実習生のインシデント経験についての調査	 松浦　圭花

	P-68	 演者都合により演題取り下げ	

	P-69	 歯科衛生士養成課程に在学する学生の臨床実践能力と
	 	 　　自己教育力に関する意識調査	 	 瀬戸口祐子

	P-70	 消毒薬の消毒効果とタンパク質凝固作用に関する考察	 淺沼　楓子

	P-71	 手用歯ブラシと電動歯ブラシにおける飛沫飛散検証	 渡辺　朱理

	P-72	 電動歯ブラシのヘッドの差異によるプラーク除去効果に関する検討	 福家　百香

	P-73	 根面デブライドメントにおける器具別・歯面別プラーク除去率と
	 	 　　プラーク除去到達度の検討	 	 飯田　結万

	P-74	 開口障害を有するがんサバイバーのための
	 	 　　加工した歯ブラシの歯垢除去効果に関する検討	 藤代　万由

	P-75	 洗口剤および温湯を用いた歯ブラシの簡便な除菌について	 藤森　那奈

	P-76	 経口摂取した短鎖脂肪酸がラット唾液中 IgAレベルに与える影響	 山本　裕子

	P-77	 酸化チタン内蔵歯ブラシとフッ化物配合歯磨剤併用のう蝕予防効果　　
	 	 　　第１報　HAp表面の結晶学的観察	 鈴木　　恵

	P-78	 口腔保健学科学生が実施した看護学生への口腔ケアに関する健康教育の効果	 遠藤　七海

	P-79	 口腔疾患のリスクアセスメントツールについての歯科衛生士の意識調査	 針谷　紀羽

	P-80	 ジェル状保湿剤と液状保湿剤の口腔内停滞時間の比較	 下川　奈々

	P-81	 歯科衛生学科学生におけるお薬手帳の認識と活用に関する調査	 木下　睦実

	P-82	 １ステップPMTCペーストによる研磨と
	 	 　　２段階研磨のスケーリング後の歯面研磨効果の比較	 髙橋　果鈴

	P-83	 親子の口腔保健行動の関連性	 	 桑野　友花

	P-84	 外科的矯正治療を施行した顎変形症患者の歯科衛生アセスメント方法の検討	 川尻　奈々

	P-85	 新型コロナウイルス感染症流行前後での感染予防対策の変化について	 伊藤佳七子
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　今大会のランチョンセミナーは事前申し込みが必要です。参加をご希望の方は、
学術大会事前参加登録完了後、学術大会ページにログインし、申し込み手続きを行
ってください。先着順の受付で、定員になり次第、受付終了となります。

17日 日　12：20～ 13：10

18日 月・祝　12：45～ 13：35

ランチョンセミナーのお知らせ

咀嚼に関する啓発取組のご紹介
坂ノ下　典正
株式会社ロッテ　コーポレートコミュニケーション部　渉外課　課長

株式会社ロッテA
C会場

10F 
1001

ランチョン
セミナー

定 員300名

p.97

ホームケアフッ化物応用の患者指導
荒川　浩久
神奈川歯科大学歯学部　特任教授

ライオン歯科材株式会社B
B会場

11F 
会議ホール風

ランチョン
セミナー

定 員300名

p.98

C
withコロナ時代における口腔衛生の意義
―感染症の予後を分ける口腔健康管理の重要性―

今井　健一
日本大学歯学部　感染症免疫学講座　教授

日本歯磨工業会ランチョン
セミナー

C会場
10F

1001

定 員200名

p.98
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◦ 会 場 展 示 ◦

アークレイマーケティング株式会社

アサヒグループ食品株式会社

医歯薬出版株式会社

ウエルテック株式会社

株式会社岡部

有限会社オルソネット

グラクソ・スミスクライン・コンシューマー・
ヘルスケア・ジャパン株式会社

小林製薬株式会社

三幸総研株式会社

サンスター株式会社

株式会社ジーシー

株式会社シケン

シャープ株式会社

湘南メディカルパートナー株式会社

株式会社松風

ゾンネボード製薬株式会社

株式会社デンタルダイヤモンド社

デンタルプロ株式会社

株式会社ニッシン

日本歯科薬品株式会社

株式会社日本生物製剤

日本ゼトック株式会社

NPO 法人日本フッ化物むし歯予防協会

パナソニック株式会社

株式会社ビーブランド・
メディコーデンタル

株式会社フィリップス・ジャパン

株式会社メイフラワー

株式会社ヨシダ

ライオン歯科材株式会社

株式会社 TA商事

株式会社 YDM

第18回学術大会 商業展示企業一覧（50 音順）

◦ リンクバナー展示 ◦

アサヒグループ食品株式会社

株式会社ジーシー昭和薬品
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日本歯科衛生学会　第19回学術大会のご案内
日本歯科衛生学会　第19回学術大会

大会長　江川　廣子

　　日本歯科衛生学会　第19回学術大会を下記のとおり開催いたします。
　多くの皆様のご参加と発表演題の申し込みをお待ちしています。

1　開催日程：2024（令和６）年９月21日（土）～ 23日（月・祝）

2　開催場所：朱鷺メッセ　新潟コンベンションセンター
	 新潟県新潟市中央区万代島６番１号

3　主　　催：日本歯科衛生学会，公益社団法人日本歯科衛生士会

4　共　　催：一般社団法人新潟県歯科衛生士会

5　演題および抄録の申込受付期間：2024年３月１日（金）～４月15日（月）予定
	 �　演題応募要領は 2024 年２月１日以降に日本歯科衛生学会第 19 回学術大会

ホームページおよび次号学会雑誌（2024 年２月発行）に掲載いたします。

6　お問い合わせ：日本歯科衛生学会事務局
	 	 	 〒 169-0072　東京都新宿区大久保 2-11-19
	 	 	 TEL　03-3209-8020　　FAX　03-3209-8023
	 	 	 E-mail	 gakkai@jdha.or.jp
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日衛学誌  JJSDH  Vol.18 No.1 (2023)

　日本歯科衛生学会新体制の 
　スタートに寄せて

日本歯科衛生学会　幹事長　柴田佐都子

先日の定期代議員会で日本歯科衛生士会の役員改選が行われ，日本歯科衛生学会の役員・委員も新体
制となりました。長期にわたり，本学会を支えてくださった立澤敦子前幹事長からお役目を引き継ぐこ
ととなり，本学会を振り返り，今後について考えてみました。

日本歯科衛生学会は日本歯科衛生士会によって設立され，歯科衛生の実践に根ざした学術研究を振興
することや，その成果を基に人々の健康と福祉に貢献することを目的としております。学会創設時は金
澤紀子日本歯科衛生士会元会長（会長）の下，武井典子日本歯科衛生学会元学会長（学会長）が運営を
統括され，そのバトンは武井典子元会長，吉田直美元学会長へ渡され，現在は吉田直美会長の下，吉田
幸恵学会長に引き継がれております。

また，これまでの学会のメインテーマを振り返りますと，健康長寿，多職種連携，「食べること・話
すこと・生きる力・生活の場・笑顔」を支えることや口腔健康管理など，歯科衛生の実践や創造，歯科
衛生士の役割について掲げられ，それらは社会のニーズを反映しているものと推察されます。2023 年
度の経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）では，「全身の健康と口腔の健康に関する科学的根拠
の集積と国民への適切な情報提供」が求められており，本学会はその機会の提供や会員の研究力の向上
を支援する組織としての役割を遂行して参ります。さらに，同方針では「健康寿命の延伸」，「健康づく
り・予防・重症化予防の強化」，「リハビリテーション，栄養管理及び口腔管理の連携」，「生涯を通じた
歯科健診の具体的検討」，「オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防に繋がる歯科専門職による口腔健
康管理の充実」，「歯科医療機関・医科歯科連携をはじめとする関係職種間・関係機関の連携」などが挙
げられております。このような社会の要請に応えるべく，役員・委員一同，学会員の皆様と共に歯科衛
生士の資質向上のために尽力する所存です。学会員の皆様におかれましても，引き続き，歯科衛生の実
践に根ざした学術研究の推進と科学的根拠の集積を推進いただきたいと考えております。

最後になりますが，今年 2 月に発行された「歯科衛生だより 会報」では，吉田直美会長の年頭所感
において日本歯科衛生学会の新企画である「専門領域別研究会の設立」が掲げられております。その目
的は研究交流の促進，研究力の向上および人材育成であり，10 年間という長期計画で進められる予定
です。それを担う「企画第二委員会」の委員は，歯科衛生士養成所指定規則の一部改正による修業年限
3 年以上を修了し，15 年前後の実務経験をもつ人材です。先人と若者の英知を結集した新たな本学会の
創造に，お力添えくださいますようお願いいたします。

巻　頭　言
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日本歯科衛生学会第 18 回学術大会は，静岡県歯科衛生士会森野智子会長をはじめ役員・会員の皆様
のご尽力により特定非営利活動法人静岡県歯科衛生士会との共催となり，４年ぶりに待望の現地開催を
含むハイブリッド開催となりました。開催にあたっては，静岡県，静岡市，一般社団法人静岡県歯科医
師会，一般社団法人静岡市静岡歯科医師会，一般社団法人静岡市清水歯科医師会のご後援を頂戴しまし
たことを深くお礼を申し上げます。

今学術大会のメインテーマは「人生 100 年時代の今，求められる地域医療連携とは－歯科衛生士の専
門性を探る－」です。2022 年の WHO の発表では日本の平均寿命は 84 歳で世界１位となり人生 100 年
時代は遠い先のことではなく近未来となってきています。しかし，我が国の平均寿命と健康寿命の差は
男性では約 9 年，女性は約 12 年もあります。人生 100 年を目前にした今，私達歯科衛生士が目指すの
は世界１位の健康寿命の実現に寄与することではないでしょうか。健康寿命を脅かす加齢に伴う疾患に
は慢性炎症がベースにあると言われています。口腔疾患は慢性炎症であることから歯科衛生士が地域医
療の中でいかに役割を果たすかが健康寿命延伸の鍵になると考えます。

シンポジウムでは地域医療連携の取り組みとして，静岡がんセンターが先駆的に取り組んでおられる
地域連携について，歯科衛生士の果たす役割を含めて，各方面からお話しをお伺いします。また，特別
講演では静岡県立大学副学長の渡邉順子先生から「患者の声から考える医療」と題して患者と医療者の
コミュニケーションギャップの現状をお話し頂きます。他にも，静岡県立大学短期大学部の仲井雪絵先
生の教育講演や県民フォーラム，日本口腔衛生学会・日本歯科保存学会共同企画に加えて，9 月 24 日
には研究討論会をライブ配信で予定しています。

さらに，来年は 2 年に一度の歯科衛生士国際シンポジウム（ISDH）が韓国で開催されますが，ISDH
に先駆けて大韓歯科衛生士協会のファン・ユンスク会長をお招きし，アジアにおける国際交流の一環と
して韓国歯科衛生士の状況をお伺いする企画も設けました。4 年ぶりの対面での開催を様々な企画で皆
様と共に盛り上がることができればと思っております。

現地開催の後には，10 月上旬よりオンデマンド配信をいたしますので，現地参加が難しい皆様も，
現地で企画を見逃された皆様も，オンデマンド配信に参加して頂ければ幸いです。

新型コロナウイルス感染症が第 5 類に位置付けられたとは言え感染防止対策には十分留意した上で開
催いたしますので，是非ともお誘い合わせの上，第 18 回学術大会が実りある大会となるよう多くの会
員のご参加をお待ちしています。

　挨　拶

日本歯科衛生学会　学会長　吉田 幸恵

挨　拶
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日本歯科衛生学会第 18 回学術大会が静岡県静岡市で開催されるにあたりご挨拶を申し上げます。
開催にあたり，静岡県，静岡市，一般社団法人静岡県歯科医師会，一般社団法人静岡市静岡歯科医師

会，一般社団法人静岡市清水歯科医師会のご後援を賜りましたことに深く感謝申し上げます。
今回は新型コロナウイルス感染症拡大後，初めてのハイブリッド形式開催になります。初開催の静岡

県から，ウイズコロナ新時代の学会第 1 歩を踏み出す期待と責任を強く感じています。初めての学会開
催準備を進める中で，思いがけないほど多くの方々から温かい励ましのお言葉やご支援を頂きました。
まるで目に見えない糸が紡がれて丈夫で大きな布になり，人々を優しく包んでいくようです。まさに，
時代が求めていたのはこの糸を織る力です。そして今大会のメインテーマは，「人生 100 年時代，求め
られる地域医療連携とは－歯科衛生士の専門性を探る－」です。シンポジウムでは「がん患者を支える
地域連携の重要性　静岡がんセンターの取り組み」を，特別講演では「患者の声から考える医療」を，
教育講演では「未来につなぐ齲蝕予防戦略として周産期口腔保健の可能性を探索する－マイナス１歳か
らはじめるむし歯予防－」を地域の先生方にお話し頂けることになりました。これら個々の糸が紡いだ
布に，社会が優しく包まれる時代がすぐそこに来ています。たとえ一人一人の糸が細く短くても，数々
の個性や能力が織り込まれ，社会を守る頼もしい布になる様が見えるようで楽しみです。

さて，静岡県は日本のほぼ中央に位置し，太平洋に面して東西 155㎞，南北 118㎞の距離があり，約
7.8 万㎢の広大な面積を有しています。遠州灘，駿河湾，相模灘に沿った約 500 キロメートルの海岸線
を南側に，北側は富士山など 3000 メートル級の山々からなる北部山岳地帯が，東西に長い地形を囲ん
でいて，海や山，湖などバラエティに富んだ自然は，日本の豊かな風土の縮図ともいえます。県民フォ
ーラム「百年後の静岡が豊かであるために」では，ふじのくに地球環境史ミュージアム館長の佐藤洋一
郎先生に，その SDGs な魅力についてご講演いただきます。学会会場である静岡県静岡市の清水区や隣
接する焼津市には大きい漁港があり，その近辺で提供される魚（特に赤色の鮪，鰹，桜えび等）の味は
格別です。どうぞ，足を運んでいただき豊かな自然を満喫していただきたいと思います。

最後になりましたが，本大会の開催にあたり，特段のご配慮を賜りました関係諸機関，関係者の皆様
に心より御礼申し上げます。

　挨　拶
特定非営利活動法人　静岡県歯科衛生士会会長

第18回学術大会　大会長　森野 智子

挨　拶
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　挨　拶

公益社団法人　日本歯科衛生士会　会長　吉田 直美

日本歯科衛生学会第 18 回学術大会が静岡県歯科衛生士会のご尽力により，ハイブリッド形式で開催
されることとなり，4 年ぶりに会場で皆さんに直接お会いし，さまざまなお話を伺えることを楽しみに
しております。

今大会のテーマ，「人生 100 年時代，求められる地域医療連携とは」にあるように，人生 100 年時代
を迎えた今日，住み慣れた地域・場所で健康で自立した生活をできるだけ長く送ることへのサポートが
重視され，保健医療福祉に関わる職種が，それぞれの専門性を発揮し，連携しあうことが必須となって
います。なかでもこれからの地域保健・医療において，歯科衛生士のオーラルフレイルの予防，早期発
見に果たす役割，さらには将来オーラルフレイルとならないための幼少期からの口腔健康教育における
役割は今後さらに大きくなると思われます。

地域・医療における多職種連携が必須となった今，歯科衛生士による専門的口腔健康管理が全身の健
康，機能を保つ上で効果的であることをエビデンスで示し，他職種から理解，協力を得ることが必要で
す。そのためには，歯科衛生士自らがその実践を科学する視点をもち，研究成果として広く示していく
ことがますます重要となっており，日本歯科衛生学会学術大会はその場を提供する役割を果たしてきま
した。残念ながら，新型コロナウイルス感染拡大防止のため，誌上開催，Web 開催を余儀なくされた
期間は，発表演題数も大きく落ち込み，ハイブリッド開催となった今大会もまだ完全には回復しており
ません。日本歯科衛生士会では，歯科衛生士の専門性をより高め，歯科衛生士がより輝けるために，学
会を強化すべく，来年度の大会より３つの専門領域の研究集会を開催することを決定し，必要な予算と
担っていただく若手人材の確保を進めています。研究集会開始に伴って，これまでのワークショップは
発展的に解消されることとなり，久々に開催される今回のワークショップが最後となります。学術大会
の将来的発展を見据えての方針ですので，新たな歩みを始める学術大会へのご理解とご協力をよろしく
お願いいたします。

また，今大会は，新たな試みとして，大韓歯科衛生士協会のファン・ユンスク会長の招聘講演「韓国
歯科衛生士の過去と現在，そして未来」が予定されており，来年主催される歯科衛生国際シンポジウム
に向けて熱い思いも語っていただけるものと思います。７月には，私が韓国ソウルで開催された大韓歯
科衛生士協会第 45 回学術大会において，日本の歯科衛生士の役割と日本歯科衛生士会の活動について
講演を行いました。今回の学会における交流が，今後の継続的な両国間の相互交流へと発展することを
期待しています。

最後になりましたが，本大会の準備，運営を担われる会員の皆様のご尽力に厚く感謝申し上げ，多く
の参加者を得て，実り多い大会とできることを願って，ご挨拶とさせていただきます。
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　祝　辞

静岡県知事　川勝 平太

日本歯科衛生学会第 18 回学術大会が，ここ“ふじのくに”静岡県で開催されますことをお慶び申し
上げますとともに，お越しいただいた皆様を心から歓迎いたします。また，本日お集まりの皆様におか
れましては，日頃から歯科衛生の向上と学術研究の振興を通じて，国民の健康と福祉に多大なる御貢献
をされていることに深く敬意を表します。

誰もが自分らしく元気に暮らし続けるためには，運動機能や認知機能と密接な関係がある歯や口の機
能を維持することが大変重要であります。本県では，県民の皆様が生涯にわたる歯や口の健康づくりを
通じて，心身ともに健やかで心豊かな生活を実現できるよう 8020 運動や在宅歯科医療等を推進すると
ともに，「オーラルフレイル ( 口腔機能の低下 )」対策に取り組んでおります。さらに，全国上位を誇る
健康寿命の更なる延伸に向け，2021 年４月に，全国で初めて「社会健康医学」の名を冠した静岡社会
健康医学大学院大学を開学いたしました。人生 100 年時代を迎え，県民の皆様に最期まで健康で自分ら
しく過ごしていただくためには，科学的知見に基づき的確な疾病予防対策や健康増進施策を展開してい
くことが重要です。同大学では，医療ビッグデータの解析や疫学研究など「社会健康医学」に基づく研
究を推進しており，昨年度からは歯科保健医療に係る分析も開始され，ここから生まれる研究成果が一
日でも早く県民の皆様に還元されるよう大いに期待を寄せているところであります。

本大会では，「人生 100 年時代，求められる地域医療連携とは－歯科衛生士の専門性を探る－」をメ
インテーマとして，講演やシンポジウム，県民フォーラムなどが予定されていると伺っております。こ
の機会に，全国で活躍されている皆様方の交流を通じて，歯科保健医療のより一層の発展につなげてい
ただければ幸いです。

結びに，本大会の開催に御尽力いただきました日本歯科衛生学会，日本歯科衛生士会並びに静岡県歯
科衛生士会をはじめ関係の皆様に改めて敬意を表しますとともに，皆様の御健勝，御活躍を祈念申し上
げまして，お祝いの言葉といたします。

祝　辞
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　祝　辞

静岡市長　難波 喬司

日本歯科衛生学会第 18 回学術大会が静岡市にて開催されますことを，心よりお慶び申し上げます。
日本各地よりお集まりいただいた皆様を心より歓迎いたします。

公益社団法人日本歯科衛生士会ならびに日本歯科衛生学会の皆様におかれましては，日頃より歯科口
腔保健の推進・向上にご尽力いただいておりますことに，深く敬意を表すとともに，厚く感謝を申し上
げます。

さて，本市では歯科口腔保健施策を総合的に推進するため，平成 31 年４月に「静岡市歯と口腔の健
康づくりの推進に関する条例」を公布・施行しました。また，令和３年３月には同条例に基づき，「静
岡市歯と口腔の健康づくり推進計画～はつらつスマイルプラン～」を策定し，基本理念を「『健康長寿
のまち』実現に向けた『歯と口の健康づくり』」としました。

こうした状況の中，本学術大会において「人生 100 年時代，求められる地域医療連携とは －歯科衛
生士の専門性を探る－」をメインテーマに，講演，シンポジウムが予定されており，地域住民の歯と口
腔の健康を支える多くの職種の方が集まって議論をすることにより，地域歯科保健・医療のさらなる推
進につながることを期待しております。

また，健康長寿社会の実現に向けて，歯と口腔の健康づくりを推進するためには，歯科口腔保健に携
わる関係者の方々の連携は欠かせないものであり，皆様歯科衛生士の活躍なくして，今後の歯科口腔保
健施策の充実は図れないものと考えております。本大会が，関係者の皆さまの資質向上と，全国そして
本市の歯科口腔保健施策の充実につながる有意義なものとなることを心より願っております。

最後に，本大会の開催にご尽力いただいた貴会並びに貴学会の皆さまと，お集まりの皆様のますます
のご健勝とご活躍を祈念いたします。
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　祝　辞

一般社団法人　静岡県歯科医師会　会長　平野 明弘

日本歯科衛生学会第 18 回学術大会の開会にあたり，ご挨拶をさせていただきます。
まずは，4 年ぶりに対面での開催となりましたことを，心よりお祝い申し上げます。
また，多くの皆様が静岡県にお集まり戴くこと，心より感謝申し上げます。ここ静岡は今話題の「徳

川家康公」の愛した地です。今年は，「どうする家康　大河ドラマ館」が，ここから車で 15 分の駿府城
公園と，私の地元の浜松市で開催しています。また，数々の温泉・景勝地がございます。静岡 B 級グ
ルメ・ソウルフードも楽しんでいただきたいと思います。

さて，今回の大会のテーマである「人生 100 年時代，求められる地域医療連携とは－歯科衛生士の専
門性を探る－」というキーワードには，私たち歯科医療関係者が直面している課題が集約されていま
す。人生 100 年時代に入り，口腔の健康は全身の健康と密接に関連しています。そのため，歯科衛生士
の専門性がますます求められていると言えます。

歯科衛生士は，単に医療従事者として患者さんの口腔健康を管理するだけでなく，口腔内の疾患の予
防や，健康増進に向けたアドバイスを行うことができます。そして，多職種連携による医療サービスを
提供することができるため，地域の皆様に貢献することができます。今後一層，歯科衛生士の専門性が
求められていくことは，間違いありません。

今，多職種連携が進められ，歯科衛生士もその一翼を担うことが求められています。歯科衛生士は，
歯科医師，看護師，保健師，薬剤師など，多くの職種と連携し，患者様に最適な医療を提供することが
できます。そのためにも，常に専門性を高め，継続的な学習を行うことが求められます。

今回の大会では，人生 100 年時代において求められる地域医療連携の中で，歯科衛生士が果たすべき
役割について，多くの方々が意見交換を行い，知識や情報を共有することができる場となることを期待
しております。

今後ますます重要性が高まる歯科衛生士の役割を再確認し，今回の大会を通じて，歯科衛生士の専門
性を深め，さらなる向上を目指していくことが，私たち歯科医療関係者の使命であると考えます。私た
ち歯科医師会は，今後も歯科衛生士との連携を強化し，地域の口腔健康に貢献してまいります。

結びになりますが，本大会の開催にあたり，特段のご配慮を賜りました関係諸機関，関係者の皆様に
心より御礼申し上げます。

令和 5 年 9 月 16 日から 3 日間にわたって開催される第 18 回学術大会で，皆様が有意義な時間を過ご
されることを祈念し，ご挨拶とさせていただきます。

祝　辞
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　祝　辞

一般社団法人　静岡市静岡歯科医師会　会長　清水 寿哉

今年度で 18 回を迎えた日本歯科衛生学会学術大会が大会長森野智子様のもと静岡で開催される事に
心からお祝い申し上げます。

今大会のメインテーマは“人生 100 年時代，求められる地域医療連携とは　－歯科衛生士の専門性を
探る－”これは誠に時流を得た企画であると思います。

３年に及ぶコロナ禍で大変な医院も多かったと思いますが，歯科医院でのクラスターが起きなかった
事により，世間一般の人々も口腔衛生がウイルス感染を防いだり，軽症で抑えることが出来るのではと
いう関心が高まったと思います。

今では口腔衛生が，唾液 IgA による感染予防・糖尿病・脳血管疾患・誤嚥性肺炎・メタボリックシ
ンドローム・低体重児・認知症予防・胃がん・大腸がんなど全身の疾病に大きく関与している事がわか
っているだけでなく，手術後入院期間の短縮・口腔フレイルからの全身フレイルの予防・寝たきりの予
防・食事，会話，笑顔など対人文化面のサポートなど，人が生きていく上での様々な部分において重要
な役割を担ってきています。

この事は日本が超高齢化社会に移行するに従って歯科治療が，修復・補綴・歯周病治療の Cure 主体
の治療から，口腔機能維持・口腔衛生保持の Care が主体の治療に移行していく事を意味し，人々の健
康寿命を支えていくのだと思います。医科は人の命を助ける医療ですが，歯科は生活を支える QOL を
維持する医療だと言い換える事も出来ます。

それらを鑑みるとこれからの歯科衛生士の役割は，医科歯科にとって，国民にとって非常に重要にな
ることは間違いありません。人生 100 年時代，皆が健康で幸せに暮らしていく為に歯科衛生士はなくて
はならない存在だと確信しています。

本学会でも歯科口腔衛生の向上が人々の健康や福祉に貢献するというエビデンスを積み上げていただ
き，貴会の益々の発展を祈念いたしまして挨拶とさせていただきます。

最後，本大会の準備，運営などご尽力されました関係各位の方々に敬意と共に感謝申し上げます。
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　祝　辞

一般社団法人　静岡市清水歯科医師会　会長　土谷 尚之

日本歯科衛生学会第 18 回学術大会の開催，まことにおめでとうございます。
新型コロナウイルスの感染拡大により，第 16 回，第 17 回の大会はオンデマンド形式での開催を余儀

なくされたとうかがっています。本格的な対面形式による開催は実に 4 大会ぶりでしょうか。関係各位
の皆様方の感懐とお慶びもひとしおのものと拝察します。

今回の学術大会では，まず「地域医療連携」がメインテーマに据えられています。医療連携が実のあ
るものになるために，まず医師と歯科医師のいわゆる医科歯科連携の推進は欠かせません。その意味
で，大会 3 日目に行われるシンポジウム「がん患者を支える地域連携の重要性　静岡がんセンターの取
り組み」はまことに時宜を得たものと申せましょう。

今さら申すまでもありませんが，静岡県は周術期口腔機能管理発祥の地です。がん医療連携は，これ
に身命を賭し，夭折した静岡がんセンター前歯科部長，大田洋二郎先生の志を引き継いで大きく発展し
ました。今回のシンポジウムでは，地域がん医療連携の今の姿と，それを支える歯科衛生士の活躍ぶり
をつぶさにご覧いただけることと思います。

今大会のもう一つのテーマは「歯科衛生士の専門性」です。これも申すまでもなく，歯科衛生士は口
腔衛生管理の担い手ですが，現代社会の歯科衛生士に寄せる要請はそこからはるかに広い範囲にわたっ
ています。地域医療連携を動かすのはいわゆる「多職種協働」です。多職種協働とは医師・歯科医師の
みならず患者を支える広範囲の医療，福祉，介護職種による連携の輪です。歯科衛生士がこの輪の中に
入って，自らの専門性を機能発揮していくためには，口の中のことを語るだけでは足りません。有識者
である自らをいかに主張しうるかが問われていると思います。その意味でも，今回の学術大会で展開さ
れるさまざまな企画，発信には期待して止みません。

今大会は前述の静岡がんセンターや静岡県立大学短期大学部歯科衛生学科など，本県歯科衛生学の叡
智が結集して臨みます。久方ぶりの対面で，しばらく会えなかった旧知との再会に渇を癒しながら，過
去のどの大会にも負けないような素晴らしい学術大会の実現を一参加者として，また後援歯科医師会と
して心から楽しみにしております。

祝　辞
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　祝　辞

社団法人大韓歯科衛生士協会　会長　ファン・ユンスク

親愛なる日本の歯科衛生士の皆様，こんにちは！
大韓歯科衛生士協会　会長ファン・ユンスクと申します。

はじめに，日本歯科衛生学会第 18 回学術大会の開催を心よりお祝い申し上げます。今回の学術大会
は，新型コロナウイルス感染症パンデミックの影響により 4 年ぶりに現地開催されると伺いました。世
界的な厳しさを乗り越え，実際にこの場で再びご挨拶できるようになり，改めてお祝い申し上げます。
私もこの貴重な機会を通じて皆様にお会いできることを，とても嬉しく存じます。

ならびに，今回の学術大会にお招きいただいた日本歯科衛生士会の吉田直美会長と日本歯科衛生学会
の吉田幸恵学会長に感謝申し上げます。そして今回の学術大会の開催にあたりご尽力頂いた森野智子大
会長にもお祝いの気持ちをお伝えし，感謝申し上げます。

日本の歯科衛生士の皆様，私は今回の学術大会での講演を通じて，皆様に韓国の歯科衛生士制度と歴
史，そして現在と未来について話し合う時間をもちたいと存じます。特に，韓国もまた日本と同様に高
齢人口の増加により，高齢者の口腔健康管理に対する歯科衛生士の役割は更に重要になっているだけ
に，今回の講演によって，先の経験をもっている日本歯科衛生士会との相互友好的な協力が行なわれる
ことを願います。

2017 年，大韓歯科衛生士協会と日本歯科衛生士会の間で交流を活発にし，アジア太平洋地域におけ
る歯科衛生士協議会の構想などについて話し合う機会がありましたが，新型コロナウイルス感染症パン
デミックにより，実質的な交流は困難な状況でした。しかしながら今年 7 月，ソウルで開かれた大韓歯
科衛生士協会学術大会で講演者として吉田直美会長にお越しいただき，私も今回の学術大会を通じて皆
様とお会いできるようになり，新たな始まりの瞬間を迎えることができました。

このような活動が両国の歯科衛生士会の間で交流再開の起点となり，相互協力のための機会になるこ
とを願います。単なる訪問と短い出会いではなく，韓国と日本の歯科衛生士会が共同して発展していく
ための持続的な交流の場が繰り広げられることを祈念し，そうなるように取り組んで参ります。

なお，来年 2024 年は，韓国ソウルで世界の歯科衛生士が集う歯科衛生国際シンポジウム（ISDH）
2024 が開催されます。日本に続いて東アジアでは久しぶりに開催される ISDH であるだけに，日本の
歯科衛生士の皆様が多くの関心を寄せてくださり，ご参加いただけることを願っています。ソウルで皆
様に再びお会いできることを期待し，お待ちしております。

改めて，日本歯科衛生学会第 18 回学術大会にお招きいただき光栄に存じます。日本の歯科衛生士の
皆様のご健勝を祈念いたします。ありがとうございました。
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Processed starch snack products (PSSPs) and dental caries: 
 a narrative review

Review article
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Aim: The consumption of processed starch snack products (PSSPs) has become 
widespread, raising concerns about their overconsumption and potential impact on 
overweight-related diseases including dental caries. This narrative review aims to 
evaluate the evidence linking PSSPs and caries focusing on Japanese PSSPs.
Materials and Methods: We conducted a search in our personal libraries and updated 
our collection with articles published within the last 20 years that met the 
predetermined inclusion criteria for a systematic search. In total, we summarised 75 
articles.
Results: This review outlined the structure, types, dietary sources and metabolism of 
starch and discussed the cariogenicity of PSSPs, along with methods for evaluating it 
and behavioural factors influencing dental caries, such as the frequency and timing of 
consumption. The cariogenicity of PSSPs was categorised into three aspects: 
bioavailability, retentive properties and consumption frequency. Studies have 
demonstrated that combinations of starch and sugar, often found in many PSSPs, 
exhibited a higher cariogenic potential compared with sugar alone. As dental caries is a 
complex condition influenced by multiple factors, all of which depend on the individual, 
the dietary factor itself is also multifactorial and it was divided into two main factors: 
product and individual related. The latter factor (i.e. how you eat) is more important. 
For this reason, recent changes in Japanese eating habits, with an increasing preference 
for PSSPs and a prevalence of unhealthy eating behaviours, may have a negative impact 
on oral health. In addition, marketing portrays PSSPs as convenient, tasty and quick 
sources of energy, occasionally adding seemingly healthy ingredients but promoting 
demineralisation and erosion.
Conclusion: PSSPs are associated with dental caries due to their high bioavailability, 
long retention on teeth and high palatability. Japanese dental hygienists need to control 
the caries risk comprehensively and provide patient education on how PSSPs affect 
overweight-related diseases including dental caries.

Abstract

key words 　Dental Caries，Starch，Food, Processed，Behavior，Review
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I. Introduction
In modern times, consuming processed starch 

snack products (PSSPs), such as rice crackers, 
potato chips (crisps), popcorn and extruded 
c h e e s e  pu f f s  ( F i g u r e  1 ) ,  h a s  b e c ome 
widespread1). These starchy snacks often lead 
to  overconsumpt ion  and contr ibute  to 
overweight-related diseases2). However, their 
impact on dental caries has not been extensively 
studied and discussed3,4). 

Dental caries is a prevalent oral disease 
affecting individuals worldwide, in countries 
including Japan, regardless of age5). The 
demineral isation of the tooth surface is 
primarily caused by acids produced through the 
bac ter i a l  f e rmenta t i on  o f  f e rmentab le 
carbohydrates present in the dental plaque (i.e. 
dental biofilm); salivary α-amylase facilitates the 
cleavage of these carbohydrates6). While the 
link between sugars and dental caries is well 
established7,8), the relationship between food 
starch and caries is complex9,10) and still the 
subject of debate.

A recent systematic review11) explored the 
effects of food starch on oral health outcomes, 
distinguishing between rapidly digestible 
starches (RDSs), such as processed starches, and 
slowly digestible starches (SDSs), such as whole 
grains, legumes and starchy vegetables. That 
systematic review found that RDS intake may 
significantly increase caries risk. Nevertheless, 
the systematic review did not clarify the 
cariogenicity of PSSPs mentioned above, such as 
the ones commonly found in Japan, Sweden and 
other industr ia l ised countr ies .  Another 
systematic review by Hancock et al. (2020)4) 

focused on the cariogenicity of processed starch 
and sugar, as well as behavioural factors; the 
authors emphasised that processed foods 
containing starch and sugar, even those not 
described as “sweet”, were associated with 
dental caries. These findings have important 
cl inical implications for Japanese dental 
hygienists responsible for patient education.

This narrative review aims comprehensively 
to evaluate the evidence linking starch, mainly 

#1

#8#7

#2 #3 #4

#6#5

Figure 1. Processed starch snack products sold in Japan.
#1: shrimp snacks, #2-3: rice crackers, #4-5: potato chips (crisps), #6: popcorn,
#7: extruded cheese puffs, #8: caramel-coated corn snacks.
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PSSPs, and dental caries, indicating examples of 
Japanese PSSPs. The review will begin with an 
overview of the structure, types, dietary sources 
and metabolism of starch. This will be followed 
by a discussion of how PSSPs can cause dental 
caries, with methods for evaluating starch 
cariogenicity. Additionally, potential behavioural 
factors influencing the relationship between 
PSSPs and dental caries, such as the frequency 
and timing of starch consumption, will be 
discussed. Finally, the review will focus on the 
Japanese context and provide potentia l 
implications of these findings for public health 
policy and dental practice for Japanese dental 
hygienists.

II. Materials and methods
Initially, we conducted a search in our 

personal libraries and updated our collection 
with articles published within the last 20 years 
that met the predetermined inclusion criteria 
for a systematic search (see Supplements). It 
was conducted on 11 June 2023,  with a 
publication date restriction starting from 1 
January 2003. No language restrictions were 
imposed in this systematic search. The authors, 
whose native languages were Japanese and 
Swedish, were proficient in English, Danish, 
Norwegian and German and used translation 
tools (DeepL Translate and Google Translator) 
when needed. The number of identified articles 
was 87 and 24 of them met the predetermined 
inclusion criteria. By combining the results of 
our search in personal libraries, we summarised 
a total of 75 articles in this narrative review.

III.  Starch and its metabolism in the oral 
cavity
Starchy foods, including rice, bread, pasta, 

potatoes and cereals, are a vital component of 
our diet, comprising around one-third of it. 
Starch is a type of carbohydrate that is a 

glucose polymer consisting of two components, 
namely amylose and amylopectin. Amylose is 
linearly linked by α-1,4 bonds, while amylopectin 
is branched by α-1,4 and α-1,6 linkages. Salivary 
enzyme α - amylase rap id ly c leaves ( i . e . 
hydrolyses) both amylose and amylopectin in 
the oral cavity, breaking them down into small 
molecules12-14,10). The end products of this 
enzymatic hydrolysis are mostly maltose and 
maltotriose, but also dextrins and, to some 
degree, glucose, which are cariogenic sugars 
fermented by bacteria in the dental biofilm15,16) 
(Figure 2). 

The rate of starch digestion varies and is 
determined by both intrinsic and extrinsic 
factors17). As a result, starches can be rapidly 
digested (i.e. rapidly digestible starch or RDS), 
slowly digested (i.e. slowly digestible starch or 
SDS), or only partially digested in the small 
intestine (i.e. resistant starch) and these different 
types of starch can have varying impacts on 
systemic and oral health11). PSSPs, such as rice 

Maltose
Glucose

Maltotriose

Dextrine
Dextrines

Figure 2. The enzymatic hydrolysis of starch by α
-amylase.

Amylopectin and amylose make up starch. In the 
oral cavity, salivary enzyme α-amylase hydrolyses 
into smaller molecules. The end products of this 
enzymatic hydrolysis are maltose, maltotriose, 
dextrins and glucose.
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crackers, potato chips (crisps), popcorn and 
extruded cheese puffs, are classified as RDS. 
Modern techniques such as popping, steam-
flaking, or extrusion cooking are used to 
produce expanded snacks and crispbread-like 
products, which modify their structural and 
physical properties, aff ecting their susceptibility 
to enzymic hydrolysis by α-amylase18,19).

IV. Cariogenicity of PSSPs
1. How to evaluate cariogenicity

In-situ methods have been developed to a 
point at which they are considered valid for 
assessing the cariogenicity of various foods, 
drinks and some oral health products20). By 
combining the in-situ model with the plaque pH 
methods, the cariogenicity of foods, drinks and 
o ther  ora l  products  can be  eva luated . 
Conversely, the UK workshop group expressed 
apprehension that the number of laboratories 
with adequate staff  and resources to carry out 
the animal (rat) model for assessing the 
cariogenicity of foods and diets is dwindling20). 
The “Stephan curve” is still an eff ective tool for 
evaluating the cariogenicity of starch products, 
as depicted in Figure 321). It can be concluded 
that “the lower the plaque pH, the higher the 
risk of caries”.
2. Three aspects contributing to cariogenicity

PSSPs have become popular worldwide 
between meals, resulting in a deep pH fall in the 
dental biofilm (Figure 3)21). The results of 
epidemiological studies suggested that the 
intake frequency of foods r ich in semi-
hydrolysed starch (salty or savoury snacks, 
crisps and industrial bread, whether or not 
combined with sugar)22) and refined starch 
(wh i t e  b r e ad  and  sna ck  c r i s p s )  we re 
signifi cantly associated with caries experience23).

T h r e e  a s p e c t s  c o n t r i b u t i n g  t o  t h e 
c a r i o g e n i c i t y  o f  P S S P s  a r e  1 )  t h e i r 
bioavailability, 2) retentive properties and 3) 

consumption frequency. Firstly, PSSPs have a 
high bioavailability in the mouth and to salivary 
α-amylase because of the modern techniques 
such as popping, steam-flaking, or extrusion 
cooking24) mentioned above. A study of four 
adults demonstrated that the pH in dental 
biofi lm after bread inoculation was reported to 
range from 4.0 to 5.5 and after cookie inoculation 
from 4.3 to 5.2, suggesting that wheat starch 
was  d eg r aded  by  α - amy l a s e  and  was 
cariogenic25). According to an Iranian study, the 
use of less refined flour in traditional Persian 
bread (Sangak) with a higher temperature (250-
350 °C) and shorter baking t ime (a few 
minutes)26) resulted in a lower drop in pH within 
the dental biofi lm compared with the fl our used 
in modern bread (baguette)27).

Figure 3. Telemetrically recorded pH of interdental 
plaque in diff erent subjects during and after the 
consumption of the products (potato chips 
(crisps) and popcorn). 

PC = 3 min paraffin chewing; H2O = 2 min water 
rinse; U = 2 min 0.5 ml/l (3%) urea rinse; d = days, 
age of plaque (cited from Imfeld (1983)21︶ with 
permission of S. Karger AG).
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Secondly, PSSPs are retained for a long time 
on the teeth (see the section “V. Behavioural 
factors regarding diet and dental caries”). High-
starch snack foods tend to stay longer on the 
teeth compared with high-sucrose, low-starch 
foods, even though the consumer’s perception of 
stickiness is low28). A recent study comparing 
the total carbohydrate content of salivary 
expectorants in children after consuming 
different processed foods ensured a lower rate 
of salivary clearance with a high starch content, 
such as cornflakes and potato chips (crisps), 
than biscuits and cake29).

The salivary flow rate is a significant factor 
when considering food retention. Potato chips 
(crisps), sugar-free cheese puffs and sweetened 
crackers resulted in a lower plaque pH and a 
longer oral retention time when consumed at a 
reduced salivary secretion rate compared with 
normal sal ivary f low (Figure 4) 30).  This 
observation is of great clinical significance for 
o lder adults  who frequent ly encounter 
xerostomia (dry mouth) and run the risk of root 
surface exposure10).

Thirdly, PSSPs can be eaten frequently due 
to their high palatability. Young people in 
particular often eat snacks while watching 
movies, playing computer games and so on, as 
shown in a Finnish study31). In Sweden, the 
consumption of snack foods such as crisps and 
candies increased by 367% from 1960 to 2010, 
although the consumption of starches, including 
flours and pastas, declined by 6%32). The authors 
suggest that the increased consumption of ultra-
processed foods (UPFs) may be due to their 
highly palatable nature, which is achieved by 
adding high levels of sugar, salt, fat and other 
additives. UPFs include PSSPs and other foods 
that undergo multiple processes, including 
extrusion, melding and milling, and contain 
many added ingredients, making them highly 
manipulated33). The convenience and low cost of 
UPFs may contribute to their popularity as 
well32). Additionally, it is noteworthy that the 
consumption of some UPFs or PSSPs as comfort 
foods increases during stressful situations34). A 
recent systematic review and meta-analysis 
showed a strong association between UPFs and 

Figure 4. Changes in pH of human dental plaque after 
consumption of 5 g potato chips (crisps), cheese doodles, or 
crackers and after a mouthrinse with 10 ml of 5% starch and 
5% sucrose at normal (to the left) and low (to the right) 
salivary secretion rates.

Mean values for 10 subjects. pH 6.5 is indicated as a broken line 
(cited by Lingström (1993)30︶ with permission of Acta Odontologica 
Scandinavica).
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dental caries35). The authors make an important 
point that, despite sucrose being extensively 
studied in relation to caries, there is an ongoing 
discussion among researchers about the 
potential impact of processed starches that tend 
to remain on the teeth and are commonly found 
in UPFs and that alternative carbohydrates 
may have a significant role to play. 
3. Starch combined with sucrose

The cariogenicity of starchy food, even 
PSSPs, is lower than that of sucrose36,37,3). Even 
if they are less cariogenic than sucrose, the 
difference between PSSPs and sucrose may be 
smaller than many patients believe, if eaten 
frequently. Furthermore, caution should be 
exercised when starchy foods are combined 
with sucrose. 

In microbiological tests, the presence of both 
sucrose and starch impacted the production of 
exopolysaccharides in lactic acid bacteria38) and 
the genes and molecules of Streptococcus 
mutans39) during the process of forming a 
biofilm, although other studies did not find a 
statistical difference between starch combined 
with sucrose and sucrose alone40,41). An early rat 
study showed that, when sucrose powder and 
wheat starch were consumed alternately, the 
cariogenicity was comparable to that of sucrose 
meals; in addition, a 1:1 mixture of cooked wheat 
starch and sucrose powder was found to be as 
cariogenic as, or more cariogenic than, sucrose 
meals42). More recently, a Brazilian research 
group examined the cariogenicity of food 
products containing a mixture of starch and 
sucrose (0.9% NaCl, 1% starch, 10% sucrose and 
a combination of 1% starch and 10% sucrose) 
exposed on bovine root dentine slabs; they 
found that a combination of starch and sucrose 
was more cariogenic for root dentine slabs than 
sucrose alone43). 

Other in-vitro, in-situ and in-vivo studies have 
also demonstrated that combinations of starch 

and sugar are more cariogenic than sugar 
alone44-46). This is clinically relevant, as people 
often consume baked goods, such as cookies, 
pastries and cakes, which contain both these 
carbohydrates. Additionally, caution should be 
taken with some PSSPs that are coated with 
sugar, which are not as sweet as those baked 
goods (Table 1, #8).

V.  Behavioural factors regarding diet and 
dental caries
This section is a summary of Birkhed (1990)47).

1. WHAT and HOW you eat
There is overwhelming evidence that the 

frequent ingestion of fermentable carbohydrates 
(i.e. starch and sugars) is associated with the 
high prevalence of dental caries, even if caries is 
a multifactorial disease. The “diet” itself is also 
multifactorial and can be divided into two main 
factors: product and individual related (Table 
1)47). For this reason, both WHAT and HOW 
you eat are essential for dental caries, but they 
are, to some extent, independent of one another 
and HOW frequently you eat is more important 
for caries than WHAT you eat47). 

However ,  more and more data in the 
literature show that the correlation between the 
intake frequency of fermentable carbohydrates 

Table 1. Product- and individual-related dietary 
factors of importance for dental caries (cited from 
Birkhed (1990)47︶).

Product-related factors 
-	Type of carbohydrate
-	Amount of carbohydrate
-	Concentration of carbohydrate
-	Stickiness
-	Chewing resistance

Individual-related factors 
-	Intake frequency
-	Individual oral clearance
-	Variation from one occasion to the other
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and caries prevalence today is relatively weak 
in industr ia l ised countr ies48).  The most 
reasonab le  exp lanat i on  for  th i s  i s  the 
widespread use of fluoride, especially in 
toothpaste, which increases the resistance to 
dental caries49,50). 
2.Product-related dietary factors (=WHAT you 
eat)

The type and amount of carbohydrates are 
important. In addition to sucrose-containing 
food, PSSPs are being used increasingly 
frequently in many countries. Fructose, glucose 
and fructose corn syrup are also used in many 
commercial products today. The concentration 
of sugar and other fermentable carbohydrates is 
also essential for developing dental caries, even 
if there is no linear relationship between them.

Stickiness and chewing resistance (i.e. the 
physical and organoleptic properties of food) 
also influence its cariogenic potential. These two 
factors affect the eating pattern, the salivary 
secretion rate and the retention time (oral 
clearance) of food particles in the mouth. The 
oral sugar clearance of many foodstuffs has 
been studied extensively51,52). High chewing 
resistance and fat in the food appear to speed 
up clearance from the mouth. There are also 
foods which lower the risk of caries53-55,3). As a 
result, different foodstuffs can have another 
cariogenic potential when evaluating WHAT 
you eat in relation to dental caries. This must 
be taken into consideration when relating diet 
to dental caries.
3. �Individual-related dietary factors (=HOW you 

eat)
In addition to the various product-related 

factors, at least three individual-related dietary 
factors are significant for dental caries: 1) the 
intake frequency, 2) the individual oral clearance 
and 3) the variation from one occasion to 
another (i.e. how often, how and when an 
ind iv idua l  eats )  (Table  1 ) 47).  Numerous 

investigations have demonstrated that the 
number of meals or snacks a day appears to be 
the most critical factor for dental caries in 
overall terms37,56,57). Regarding intake timing 
associated with the third factor, it is important 
to note that snacking before bedtime has been 
shown to pose a high potential risk of dental 
caries58). Prolonged periods between eating 
occasions can also lead to longer periods of time 
where the teeth are exposed to cariogenic food. 
For patient education, the sugar/PSSP clock 
model can be used to record a patient’s starch 
intake frequency. The sugar clock, developed 
by Tandvärnet, a Swedish dental organisation, 
shows how frequently patients consume 
fermentable carbohydrates, including starch 
(Figure 5 ) 59).  Pat ients can be helped to 
understand that continuous acid attacks 
increase caries risk and that a reduced 
frequency helps maintain a healthy oral 
environment. Generally, consuming fermentable 
carbohydrates, including starchy staples, up to 
five times a day is safe, as there is sufficient 
time for remineralisation after each acid 
attack60).

Another dietary factor of importance for 
dental caries is individual oral clearance, 
expressed as the time it takes to eliminate the 
food from the mouth. Lanke (1957)52) and Hase 
et al. (1987)61) showed that individuals differed 
widely in their ability to clear sugar- and starch-
containing food from the oral cavity. Both these 
factors (frequency and oral clearance: i.e. how 
o f ten and how an ind iv idua l  ea ts )  are 
comparatively difficult to assess.

VI. Japanese context
1. Japanese food habits in different age groups

Compared with western countries, snack 
consumption is not a significant part of the 
Japanese diet, but it is gradually becoming more 
westernised, with the increasing consumption of 
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bread, dairy, animal food and oil62,63). In Japan, 
young children aged three to six years had a 
higher percentage (19.5%) of snack energy 
intake of total energy intake than adults aged 
20 to 69 years (11%)64,63). Additionally, while 
o lder Japanese people tended to fo l low 
traditional Japanese dietary patterns (i .e. 
Washoku), younger generations exhibited the 
characteristics of a more westernised diet65). 
Some Japanese people exhibited unhealthy 
eating behaviour, such as snacking, eating 
quickly, eating late evening meals and skipping 
breakfast, and the accumulation of these habits 
was associated with overweight and obesity in 
Japanese populations66,67).
2. Marketing of PSSPs

The market ing of  PSSPs has become 
widespread and diverse in recent years1). PSSPs 
are often promoted as convenient, tasty and 
quick energy sources. However, it is essential to 
acknowledge that these products are not 
necessarily healthy, especially for oral health. 
One of the strategies used by manufacturers to 
make PSSPs more appealing, which is often 
seen in Japan, is to add healthy ingredients such 
as calcium, vitamins, citric acid or potassium, or 

to bake or fry these products with vegetable 
oils68).  These products are advertised as 
nutritious, healthy and low in fat, leading people 
to believe they will become healthier. However, 
the reality is that adding calcium or vitamins or 
using vegetable oils does not reduce the 
cariogenicity of products. Some of these 
products may be more cariogenic than those 
without added ingredients. For example, adding 
flavours and sweeteners to PSSPs may increase 
the acidity of the oral environment, promoting 
demineralisation and erosion. 

Furthermore, flavoured or sweetened starch 
snacks  may  l ead  t o  overconsumpt i on , 
contributing to not only dental caries but also 
other overweight-related diseases2). The United 
Nations, the World Health Organisation and the 
United Nations International Chi ldren’s 
Emergency Fund have urged restricting the 
marketing of unhealthy food, including PSSPs, 
to children69). The marketing of unhealthy food 
to vulnerable children is ethically questionable 
and raises concerns about prioritising profits 
over the well-being of individuals70).
3. �How to interpret scientific evidence in the 

Japanese context

Figure 5. The sugar clock models for patient education on cariogenic food intake frequency59︶.
The sugar clock model, originally developed by Tandvärnet, serves as a tool for patient 
education regarding cariogenic food intake frequency. The upper model indicates a high-risk 
dietary pattern, while the lower model presents a low-risk dietary pattern.
Småätande - upprepat sockerintag = Stor risk för hål: Snacking - repeated sugar intake = High 
risk of cavities. LUNCH: LUNCH. MELLANMÅL: SNACK. MIDDAG: DINNER. FRUKOST: 
BREAKFAST. Regelbundna måltider - få sockerintag = Liten risk för hål: Regular meals - low 
sugar intake = Little risk of cavities.
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There are varying opinions among Japanese 
dental professionals regarding the connection 
between starch and dental caries, owing to the 
complexity of the issue. The cariogenicity of 
starch should not be denied71,72), as it also 
possesses the potential to induce periodontal 
diseases73). However, the term “starch” alone 
does not sufficiently address the debate9). It is 
essential to clarify “WHAT and HOW an 
ind iv idua l  eats” before  d i scuss ing the 
cariogenicity of starch, as mentioned previously.

Some researchers may propose that Japanese 
dietary habits differ from those in western 
countries and the potential cariogenicity of 
PSSPs may not be as significant in Japan as it is 
in the west, where a consensus report by 
cariologists and periodontologists recommended 
promoting the absence of processed foods for 
preschool and school children for caries 
prevention to dental teams and policymakers73). 
In fact, the mean daily snack frequency in Japan 
was within the safe threshold63). Compared with 
the west, the proportion of daily energy intake 
consumed from snacks was lower in Japan64,63). 
Frequently snacking on cookies, Japanese 
crackers or bread did not increase the risk of 
early childhood caries among 18- to 23-month-
old Japanese toddlers in a cross-sectional 
study58).

However, it is worth noting that, in the study 
by Murakami et al. (2022)63), the frequency of 
daily snacks varied widely among individuals, 
ranging from zero to eight snacks a day. Dental 
caries is a complex condition influenced by 
multiple factors, including fluoride use, dietary 
habits, microbiota composition, saliva, oral 
hygiene practices and genetics, for example, all 
of which vary in strength from person to 
person. Furthermore, among Japanese studies, 
the heterogeneity of fluoride effect for caries 
prevention has been seen58), although it has 
been admitted that the fluoride factor has the 

strongest impact on caries prevention74). The 
unique context of fluoride use in Japan may 
include factors such as the weak fluoride 
concentration traditionally recommended, an 
inadequate amount of fluoride toothpaste used 
and the thorough rinsing of fluoride toothpaste, 
which may make Japanese research results not 
directly comparable to international findings. 

As a result, to enhance public health, it is 
crucial to examine the results critically, 
standardise each term and condit ion in 
accordance with international norms and 
thoroughly invest igate and discuss the 
underlying reasons behind the research and 
survey findings. In clinics, personalised advice 
and  r egu l a r  d en t a l  c he ck - up s  w i t h  a 
comprehensive assessment are essential to 
control the risk of caries in order to prevent 
dental caries. Additionally, dental hygienists 
should educate patients on the associations 
between PSSPs and overweight-related diseases 
inc lud ing denta l  car ies  from a ho l i s t ic 
perspective75,31,35).

VII. Conclusion and clinical relevance
Starch is a type of fermentable carbohydrate 

that is hydrolysed in the oral cavity into 
cariogenic sugars. The cariogenic potential of 
starch food products is complex; the order of 
cariogenicity is from the lowest to the highest: 
raw starch, processed starch, sucrose alone, or a 
starch-sucrose combination. PSSPs have three 
aspects that contribute to their cariogenicity: 
bioavai labi l ity ,  retentive properties and 
consumption frequency. Those individuals with 
dry mouth, who snack on these products with a 
starch-sucrose combination, run a comparatively 
high risk of caries. When evaluating the diet 
from a cariological perspective, two dietary 
factors: product and individual related, need to 
be considered and HOW frequently you eat is 
more important for caries than WHAT you eat. 
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Recent changes in Japanese food habits, with an 
increas ing preference for PSSPs and a 
prevalence of unhealthy eating behaviours, have 
raised concerns about the potential adverse 
health impacts. Personalised advice and check-
ups based on risk assessment should be 
conducted for caries prevention, along with a 
holistic perspective.
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Supplement 1: The search strategy

Symbol Concept Search Strategy (PubMed)

S Starch "starch"[MeSH Terms] OR "starch"[All Fields] OR 
"starches"[All Fields]

D Dental Caries "dental caries"[MeSH Terms] OR ("dental"[All Fields]  
AND "caries"[All Fields]) OR "dental caries"[All Fields]

P Publication Date 2003/1/1 - 2023/6/11 

All searches were performed in 11 June 2023. 
PubMed: (S + D+ P) = 87

Supplement 2: The predetermined inclusion criteria
Relevant to the cariogenicity of processed starch snack products (PSSPs) 
Relevant to the cariogenicity of other refined starch products, such as white bread
Relevant to the cariogenicity of a combination of starch and sugars

Supplement 3: The flow chart showing the numbers of included and excluded articles

Records identified through 
PubMed database searching

N = 87

Articles included through 
personal libraries

N = 60

Records after duplicates 
removed

N = 86

Full-text articles included

N =24

Abstracts excluded
(not relevant)

N =52
Abstracts included

N = 34
Full-text articles excluded 

(not relevant)

N =10

Duplicates removed

N = 9

Articles included in the 
narrative review

N = 75

Duplicates removed

N =52
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Supplement 4: The list of excluded articles and the main reason for exclusion
PSSP: processed starch snack product

MacKeown and Faber 200577)	 not about cariogenicity
Moynihan 200578)	 not relevant to PSSPs
Henriksen and Kolset 200779)	 not relevant to PSSPs
Thurnheer, Giertsen et al. 200880)	 not relevant to PSSPs
Luckett and Wang 201281)	 not about cariogenicity
Stephen, Alles et al. 201282)	 not relevant to PSSPs
Costacurta, DiRenzo et al. 201483)	 not relevant to PSSPs
Rezende, Arthur et al. 201784)	 not relevant to PSSPs
Rezapour, Rasekh et al. 201985)	 not relevant to PSSPs
Chhaliyil, Fischer et al. 202286)	 not relevant to PSSPs
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加工でんぷんスナック製品（PSSP）とう蝕：ナラティブレビュー

西真紀子1)　　安達奈穂子2,3)　　品田佳世子3)　　仲川隆之４）　　ドーベン・ビルクヘッド5)

1）NPO 法人「科学的なむし歯・歯周病予防を推進する会」（PSAP）
2） 東京都歯科衛生士会
3) 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科口腔疾患予防学分野
4) 延徳歯科医院
5)Fersens väg 14B，SE-211 42 マルメー，スウェーデン

目的：加工でんぷんスナック製品（PSSP）の過剰摂取や，う蝕を含む過体重関連疾患への
影響に懸念が高まっている。本ナラティブレビューは日本の PSSP を取り上げ，PSSP とう
蝕に関するエビデンスの評価を目的とする。
対象および方法：事前設定したシステマティックサーチの包含基準を満たす過去 20 年以内
に出版された論文で個人の蔵書を更新した。合計 75 の文献を要約した。
結果：本レビューでは，デンプンの構造などを概説し，PSSP のう蝕原性，評価方法，影響
を及ぼす行動因子を考察した。PSSP のう蝕原性を生物学的利用能，停滞性，摂取頻度の 3
つに分類した。多くの PSSP にも認められるデンプンと糖の組み合わせは，糖単独より高
いう蝕原性を示す。う蝕は多因子性疾患だが，食事因子自体も多因子で，それらを 2 要因
に分けた。後者の要因（食べ方）の方が重要である。このため，最近の日本人の PSSP へ
の嗜好の高まりや不健康な食行動の蔓延は口腔保健に悪影響を及ぼす可能性がある。加え
て，PSSP は便利で美味しく，手軽なエネルギー源として宣伝され，健康に良さそうな添加
成分が，脱灰と酸蝕を促進することもある。
結論： PSSP は，高い生物学的利用能，長い歯面停滞時間，高い嗜好性により，う蝕と関連
している。日本の歯科衛生士は，う蝕リスクを包括的に管理し，PSSP がう蝕を含む過体重
関連疾患に影響することについて患者教育を行う必要がある。

和 文 抄 録
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はじめに
日本歯科衛生学会第 18 回学術大会では，韓国

から大韓歯科衛生士協会Yoon sook, Hwang（ファ
ン・ユンスク）会長をお招きしてご講演いただき
ます。この招聘講演に先立ち，今年 7 月には日本
歯科衛生士会吉田直美会長が大韓歯科衛生士協会
第 45 回学術大会にて「日本における歯科衛生士
の口腔健康推進の取り組み」について講演されま
した（図 1）。

これまで日本歯科衛生士会と大韓歯科衛生士協
会では，記念行事や学術大会等において相互に挨
拶や講演を通じて交流を続けてきました。しかし，
本年は例年とは異なり，来たる 2024 年に韓国・
ソウルで開催される第 23 回歯科衛生国際シンポ
ジウム（The 23rd International Symposium on 
Dental Hygiene（ISDH，以下国際シンポジウム））
を記念して，同年内の相互交流が実現しました。

本稿では，国際シンポジウムを主催する国際
歯 科 衛 生 士 連 盟（International Federation of 
Dental Hygienists，以下 IFDH）の活動と日本歯
科衛生士会の国際交流についてご紹介します。

IFDH の活動
IFDH は 1986 年に設立され，口腔保健推進と

いう共通理念のもとに，現在は世界 30 か国余
の加盟国の歯科衛生士会が協力して運営してい
ます。日本歯科衛生士会は，IFDH の前身組織

国際歯科衛生士連盟と
日本歯科衛生士会の国際交流

日本歯科衛生士会　国際協力委員会

資料

である歯科衛生国際連絡委員会（International 
Liaison Committee of Dental Hygiene（ILC））
の発足から参加しています。IFDH のこれまでの

図 1a　（左から）パク・ジョンラン氏（大韓歯
科衛生士協会副会長），Wanda Fedora 氏（IFDH
会長），ファン・ユンスク氏（大韓歯科衛生士
協会会長），吉田直美会長

図 1b　韓国歯科衛生士協会の皆様と一緒に
（左から 5 人目より）河野章江副会長（日本歯
科衛生士会），吉田直美会長，ファン・ユンス
ク大韓歯科衛生士協会会長

図 1　大韓歯科衛生士協会第 45 回学術大会にて
（2023 年 7 月）
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実績としては，国際シンポジウムの開催，国際倫
理要綱の制定，WHO（世界保健機関）や FDI（国
際歯科連盟）をはじめとする世界的な口腔保健組
織との連携の確立，査読付き学術誌「International 
Journal of Dental Hygiene（国際歯科衛生誌）」
の発行，世界の歯科衛生士の職業に関連する調査
の実施やデータベースの確立，口腔保健推進プロ
グラムや歯科衛生研究への助成事業などが挙げら
れます。

国際シンポジウムは，IFDH の加盟国のうち選
任された国が主催し，加盟国代表者会議（House 
of Delegates meeting，以下 HoD 会議）と併せて
開催されます。日本歯科衛生士会は，ILC 時代の
1975 年に第 5 回国際シンポジウム，IFDH 設立
後の 1995 年に第 13 回国際シンポジウムを東京で
主催しました。2024 年の韓国での国際シンポジ

ウムは，約 30 年ぶりとなるアジア圏での開催です。

日本歯科衛生士会の国際交流
日本歯科衛生士会の国際交流は，1970 年代初

頭に海外の歯科衛生士の業務や職業人としての方
向性を参考にする目的で，歯科衛生士発祥の地で
あるアメリカの視察から開始しました。その後，
国際シンポジウムの主催を皮切りに，情報を収集
するだけでなく，発表・討議などを通して発信す
ることが求められました。以後，日本の歯科衛生
士は継続して国際シンポジウムに参加しています

（図 2）。
日本からの研究発表の数も年々増えており，複

数の演題登録が恒例となっています。その中でも，
2007 年に第 1 回世界歯科衛生士賞の学生部門で

「Dental Hygiene Residential Care in a 3 year 

図 2　第 21 回国際シンポジウム
（オーストラリア，ブリスベン　2019 年）

図 2a　開会式オープニングセレモニーの様子

図 2b　日本からの参加者 図 2c　HoD 会議にて 
吉田直美会長，武井典子前会長
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Dental Hygiene Education Programme in Japan. 
Toward Dysphagia Management based on the 
Dental Hygiene Process of Care」（「3 年制歯科
衛生士教育における高齢者施設での歯科衛生ケ
ア」―歯科衛生ケアプロセスに基づいた摂食・嚥
下指導を目指して―）について，日本の 3 名が受
賞し（図３）講演を行ったことは，大変な快挙で
した。同論文は，国際歯科衛生誌に掲載されてい
ます。

ま た，IFDH が 注 力 し て い る 活 動「 社 会 責
任プロジェクト」では，日本歯科衛生士会の

「Establishing a System for Dental Hygienists 
Taking Part in Disaster Relief Activities in 
Japan ～ 日本における災害歯科保健活動のため
のシステム構築」の活動報告について，2019 年
国際シンポジウムで成果発表が行われました。

国際交流が開始された当初から振り返ると，日
本国内で歯科衛生士の役割は社会のニーズととも
に大きく変化してきました。1989 年に歯科保健
指導業務が追加され，その後も要介護者の専門的
口腔ケア，周術期口腔機能管理，近年では超高齢
社会におけるフレイル予防のために口腔機能低下
症に対する早期発見や介入など，求められる役割
は多岐に渡ります。それに伴い養成教育の高度化
も進められ，多方面で活躍する人材が輩出されて
います。幅広い活動の場で，根拠に基づいた歯科
衛生介入を実践するためにより多くの歯科衛生研
究がなされることと，口腔保健推進に関する活動
が活発に行われることを期待します。

今後の活動について
折しも COVID-19 の流行により生活は一変し，

臨床，地域保健活動，教育等，それぞれの仕事の
場面でも大きな変革が求められました。感染対策
の徹底の一環として Web 会議システムが加速度
的に普及し，会議や授業，学術大会までもが対面
からオンラインに切り替わりました。海外との往
来が途絶えた一方，コロナ禍以前と比較するとオ
ンラインが一般化し，交流が容易になった側面も
あります。IFDH においても，2021 年に設立 35
周年記念活動の一環として企画されたグローバ
ル・オーラル・ヘルス・サミットが対面開催より

オンライン開催に切り替えられ，各国代表者がオ
ンライン上で集まり，ライブで意見交換がなされ
ました。

我が国において COVID-19 の感染症法上の位
置付けが５類感染症に移行した今，このタイミン
グで国際シンポジウムが韓国で開催されること
は，日本歯科衛生士会の国際交流が転機を迎えて
いるのかもしれません。本年の対面での相互交流
を起点に，オンラインシステムを活用して大韓歯
科衛生士協会との絶え間のない交流を図り，アジ
アにおける口腔健康推進のために共に力を合わせ
て牽引すべく，連携強化につなげたいと考えます。

日本歯科衛生学会第 18 回学術大会や 2024 年の
国際シンポジウムへの皆様の参加を通して，より
多くの知見を共有し，国内外の人々の口腔健康推
進に関わるきっかけとなれば幸いです。

（日本歯科衛生士会国際協力委員会
副委員長　宮澤絇子）

参考：公益社団法人日本歯科衛生士会「歯科衛生
士のあゆみ　日本歯科衛生士会 60 年史」

図 3　第 1 回世界歯科衛生士賞受賞者
（第 17 回国際シンポジウム　カナダ，トロント　
2007 年）
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原 　 著

受付日　2022 年 6 月 28 日　　受理　2023 年 5 月 31 日

地域在住女性高齢者における「口腔機能向上
セルフトレーニングプログラム」の有効性の検討
Examining the effectiveness of “oral function improvement self-training 
program” in community-dwelling older women

浅枝麻夢可1,2）　　破魔幸枝1,2）　　原久美子3,4）

ASAEDA Mayuka	 HAMA Yukie	 HARA Kumiko

1） 兵庫県歯科衛生士会
2） 神戸常盤大学保健科学部口腔保健学科
3） 広島県歯科衛生士会
4） 下松デンタルアカデミー専門学校

【目的】オーラルフレイル予防を目的とした口腔機能向上プログラムに関する報告は，数多
く見られる。これらは主に，指導型の健康教育が行われており，参加者が主体のプログラ
ムに関する報告は少ない。本研究では，参加者交流型の口腔機能訓練は，トレーニングの
継続および口腔機能向上に有効であるという仮説を基に，一般社団法人グッドネイバーズ
カンパニーが開発した，スポーツ感覚で楽しめる参加者交流型の「くちビルディング選手
権トレーニングプログラム（以下，KTP）」に着目し，その有効性を検証した。

【対象および方法】対象は，地域に在住する 65 歳以上の女性高齢者である。対象者は初回
に，「くちビルディング選手権」への参加，口腔機能の測定・評価，質問紙調査を行い，そ
の後 4 週間，「くちビル自主トレーニング」を実施し，初回と 4 週間後の各項目について比
較した。

【結果および考察】全プログラムに参加できた者 31 名（平均年齢 70.9 ± 4.0 歳）を解析対
象とした。最大舌圧，開口力，努力性肺活量，最大呼気流量について，4 週間後では有意
な差が認められ，トレーニングの実施率は 95.2% であった。感想の内容から単語頻出度の
解析を行った結果，名詞「意識」が 1 位だった。

【結論】地域在住女性高齢者に対して実施した KTP は，トレーニングの継続および口腔機
能向上に効果があり，オーラルフレイル予防のプログラムとして有効である可能性がうか
がえた。

和 文 抄 録

キーワード 　オーラルフレイル，口腔機能，参加者交流型訓練，開口力，呼気流量

【緒　言】
高齢者の口腔機能，特に嚥下機能の低下は，低

栄養や誤嚥性肺炎の発症に関与するなど身体に
様々な悪影響を及ぼすことは周知の事実であ 
る1-5）。

フレイルは，加齢により身体的機能や認知機能

の低下が見られる状態のことを指し，オーラルフ
レイルは，そのなかで口腔機能の軽微な低下など
口の機能に関する衰えを言い，フレイルの前の状
態とされている。そこで，厚生労働省は，オーラ
ルフレイル予防を目的とした口腔機能向上プログ
ラムの実施を推奨し，多くの職種が介護予防教室
等で口腔機能向上プログラムを実施し，その成果
も報告されている6-8）。しかし，それらは専門職
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から参加者への一方向の指導型健康教育の場合が
多く，心身機能を改善することを目的とした機能
回復訓練に偏りがちであったことが問題点とされ
ている9)。指導型健康教育とは，教える側の専門
職が主体となった教育を指しているが，近年で
は，患者自身の学習に対する自己決定を支援する

「学習援助型」へと変遷している。さらに，参
加・体験を重視した健康学習は，自己効力感を高
め習慣的な行動変容に有効である10) とされる中
で，スポーツ競技大会の方法を導入し，参加者同
士の交流や参加者の主体性を重視したような，口
腔機能向上プログラムに関する報告はほとんど見
られない。

今回，われわれは，参加者交流型の口腔機能訓
練は，トレーニングの継続および舌，開口力，呼
吸機能の向上に有効であるという仮説を基に，一
般社団法人グッドネイバーズカンパニーが開発し
た，参加者が口腔機能訓練をスポーツ感覚で楽し
める「くちビルディング選手権トレーニングプロ
グラム」に着目し，オーラルフレイル予防のプロ
グラムとしての有効性を検証した。

【対象および方法】
Ⅰ．対象

兵庫県神戸市在住のヘルスケア開発市民サポー
ターに対して，神戸医療産業都市推進機構のホー
ムページおよび広報紙を通じて研究協力の募集を
行った。対象者の参加条件は，65 ～ 79 歳の女性
であること，会場調査全てに参加可能であること

（午前の部か午後の部のいずれか），ヘルスケア開
発市民サポーターに登録済みであること，とし
た。

ヘルスケア開発市民サポーターとは，神戸市を
拠点とする神戸医療産業都市推進機構の神戸ヘル
ス・ラボが運営している制度で，市民参加型のモ
ニター調査を通じてヘルスケア分野の製品・サー
ビス開発を行い，市民の健康増進に貢献すること
を目的としている。神戸市に在住または通勤・通
学している方が登録可能である。

対象者は，初回調査時，研究の目的や方法，安
全性，倫理的配慮等について文書にて説明を行
い，それらの内容について理解および納得した上
で，研究協力者として研究に参加することに同意
が得られた 39 名である。

サンプルサイズの計算には検定力分析ソフトウ
エア（G＊Power3）を用いた11)。必要な症例数
は，Wilcoxon の符号付順位検定で，効果量 0.5

（中等度），αエラー 0.05，検出力 0.8 に設定する
と 35 名になることから，目標対象者数は 15% 程
度のドロップアウトを見積もり，40 名とした。
Ⅱ．方法

研究デザインは前後比較試験で，調査期間は
2018 年 9 ～ 10 月，神戸市の多目的施設で実施し
た。対象者は，初回にフレイルとオーラルフレイ
ルとの関係，口腔機能，およびその検査目的のミ
ニレクチャーを受講後，「くちビルディング選手
権」への参加，口腔機能の測定・評価（自主トレ
前測定会），質問紙調査を行い，「くちビル自主ト

図 1　くちビルディング選手権トレーニングプログラム
図1 くちビルディング選手権トレーニングプログラム
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レーニング」のレクチャー（自主トレレクチャー）
を受けた。その後 4 週間，自宅にて「くちビル自
主トレーニング」を実施し，初回と 4 週間後の各
項目について比較検討した。「くちビルディング
選手権」は，初回と 4 週間後の計 2 回開催し，さ
らに「くちビル自主トレーニング」の進捗をフォ
ローアップする機会として，2 週間後に「自主ト
レ経過共有会」を実施し（図 1），自主トレ補足
レクチャーや，参加者同士での自主トレの状況等
について情報・感想交換を行った。
1 ．「くちビルディング選手権トレーニングプロ

グラム」について
「くちビルディング選手権トレーニングプログ

ラム（以下，KTP）」は，参加交流型の口腔機能
に特化したスポーツイベント「くちビルディング
選手権」と，自宅で訓練を継続できる「くちビル
自主トレーニングキット _ver.1（以下，くちビル
自主トレキット）」の 2 つで構成される。本プロ
グラムは，グッドネイバーズカンパニーが，「自
ら興味を持ち，取り組みたくなる」というコンセ
プトの基に開発した口腔機能訓練である。「～訓
練」という用語については，これまで多くの論文
で使用されてきたが，日本呼吸ケア・リハビリ
テーション学会は，「～訓練」という用語は患者
に対する強制的または家父長的な指導という印象
を与え，軍事訓練のような負のイメージを持たれ
ることもあり，違和感があるという意見が出てき
たことを踏まえ，現時点で用語の統一は適切でな
いものの，今後時代の変遷に合わせて方向転換も
検討していくべきであると述べ12），「～訓練」に
ついての見解を示している。KTP は，そのよう
な過去の印象およびイメージを変え，口腔機能向
上訓練を遊び心に富んだ“プレイフル”な“ス
ポーツ”へ変換したプログラムである。“プレイ
フル”とは，直訳すると「遊びであふれている状
態」で，好奇心を持って物事に取り組んでいると
きの，前向きな姿勢を表現している。
1 ）「くちビルディング選手権」について
「くちビルディング選手権」とは，①摂食嚥下

機能に特化したスポーツ競技，②医療職との競技
開発，③専門職と住民とが新たな関係性を構築す
る機会とする，④地域の「食支援連携」の輪を広

げる機会とする，を軸とし，従来型の口腔リハビ
リテーションではなく，スポーツ競技として真剣
に楽しめ，医療的視点を持ち，摂食嚥下機能に特
化した新感覚のスポーツ競技である。すなわち，
口腔機能を使った種目で競う全員参加型の運動会
様式をとり，総合優勝を目指す「運動会」のよう
に設計されている。今回は，参加者同士 5 ～ 6 名
でチームを組み，チームは，午前および午後の部
それぞれでランダムに編成した。くちビルディン
グ選手権は，選手宣誓に始まり，口腔機能に関す
るレクチャーを交え，楽しく口腔の力を使って競
技しながら，口腔リテラシーを学べる構成になっ
ている。本選手権でのパフォーマンス向上と仲間
作りがひとつの動機付けとなり，セルフエクササ
イズが継続されることをねらいとし，定期開催さ
れる（図 2）。
2 ）「くちビル自主トレキット」について
「くちビル自主トレキット」とは，グッドネイ

バーズカンパニーが，舌，開口力，および呼吸の
強化を目的に既存のトレーニング13-17） を再設計し
考案したトレーニングとそのマニュアル，継続の
自己管理ができるように工夫されたカレンダーと
がキット化されたものである。トレーニングは，
舌の筋肉の強化には「タン練」と「早飲みる
く」，開口力の強化には「はずしマスク」と「ヒ
トカワむけパック」，呼吸の強化には「ふぅ～せ
んトレーニング」という名称がつけられている

（図 3）。「タン錬」はニップルを 20 回つぶす× 2

図2 くちビルディング選手権および測定の様子
（左上：選手宣誓 右上：選手権中）
（左下：開口力測定中 右下：最大呼気流量測定中）

図 2　くちビルディング選手権および測定の様子
（左上：選手宣誓　　　右上：選手権中）
（左下：開口力測定中　右下：最大呼気流量測定中）
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セット×週 3 回，「早飲みるく」は 50cc の水分
（今回はお茶）を飲む× 1 セット×週 3 回，「はず
しマスク」はマスクを顎まで降ろす× 5 セット×
週 3 回，「ヒトカワむけパック」は顔を動かして
パックを剥がす× 1 セット×週 1 回，「ふぅ～せ
んトレーニング」は風船を 3 回膨らませる× 3
セット×週 3 回とした。各トレーニングの負荷
量，回数，および頻度は先行研究13-17) を参考に設
定した。カレンダーは，「自主トレチャレンジカ
レンダー」という名称がつけられ，曜日とその日
に実施するトレーニング内容が分かるように工夫

されている。対象者はトレーニングを行った日に
シールを貼ることとした。
2 ．口腔機能の測定および評価

測定項目は，最大舌圧18)，開口力19-21)，努力性
肺活量22)，最大呼気流量23) の 4 項目とし，初回お
よび 4 週間後に実施した。4 項目はそれぞれト
レーニングに対応した機能となっており，最大舌
圧は「タン錬」と「早飲みるく」，開口力は「は
ずしマスク」と「ヒトカワむけパック」，努力性
肺活量と最大呼気流量は「ふぅ～せんトレーニン
グ」である。最大舌圧は JMS 舌圧測定器（株式

図 3　舌・開口力・呼吸に特化した自主トレーニング
図3 舌・開口力・呼吸に特化した自主トレーニング

表 1　「イレブン・チェック」24）

出典：東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢「フレイル予防ハンドブック」24︶ から引用

表1 「イレブン・チェック」24)

出典：東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢「フレイル予防ハンドブック」から引用
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会社ジェイ・エム・エス，広島），開口力は開口
力トレーナー KT2015（リブト株式会社，東京），
努力性肺活量および最大呼気流量は肺年齢計スパ
イロシフト SP-350COPD（フクダ電子株式会社，
東京）を用いて測定した。最大舌圧と開口力は各
2 回測定し，平均値を測定値とした。努力性肺活
量および最大呼気流量は各 1 回測定した。各測定
には，事前に講習を受け，機器の操作に精通した
歯科衛生士，理学療法士等の医療従事者を 2 名ず
つ配置した。事前の講習では，基本的な機器操作
の練習に加え，測定バイアスを小さくするため
に，測定者間で手技の統一の確認を行った。
3 ．質問紙調査

初回のミニレクチャーの効果および，オーラル
フレイルが身体的・社会的フレイルに与える影響
についても調査するため，自記式質問紙によるフ
レイルの簡易評価と，プログラム全体を通した感
想の調査を行った。フレイルの評価は，「イレブ
ン・チェック」（表 1）24) を用いて，栄養（食・口
腔），運動，社会参加の 3 項目に関する生活習慣
についての全 11 問の質問に，「はい」「いいえ」
の 2 択で回答してもらい，好ましくない習慣の場
合を 1 点として，項目ごとに合計点数を算出し
た。なお，Q4，8，11 は逆転項目となっている。
各項目の最大点は，栄養（食・口腔）が 4 点，運
動が 3 点，社会参加が 4 点である。感想は，自由
記述により回答を回収した。
4 ．期間の設定

訓練効果を見る期間の設定については，田代お
よび森崎らは，口腔体操や訓練等の介入は 2 ヵ月
以上で有効であると報告している13,25)。一方で，
中澤らは，30 日間のガム噛みトレーニングによ
り，咀嚼能力が有意に向上したと報告し26)，巻ら
は，1 ヵ月間の呼吸トレーニングにより，呼吸機
能，嚥下機能および QOL が有意に改善したと報
告している27)。また，Matsubara らは，4 週間の
開口訓練により，嚥下機能の改善を認めたと報告
している16)。したがって，1 ヵ月という短期間に
おいても口腔機能に変化を認める報告が確認でき
たことから，本研究では，期間を 4 週間と設定
し，プログラム効果とその継続性について調査す
ることとした。

5 ．統計処理
トレーニングの有効性については，Wilcoxon

の符号付順位検定を用い，口腔機能の各測定値お
よびイレブン・チェック 3 項目の，初回と 4 週間
後の比較を行った。統計解析には IBM SPSS 
Statistics for Windows, Version 28（IBM Japan, 
Ltd., Tokyo, Japan）を用い，有意水準は 5％と
した。また，トレーニングの実施率については，

「自主トレチャレンジカレンダー」に貼られた
シールの枚数，つまりトレーニングの実施回数
を，全て実施した場合の回数で除し，実施率を求
めた。

質問紙調査の感想は，User Local AI テキスト
マイニングツール（https://textmining.userlocal.
jp/，株式会社ユーザーローカル，東京）を用い
て，単語頻出度の解析を行った。
6 ．倫理的配慮

本研究は，神戸常盤大学短期大学部研究倫理委
員会の承認（神常短研倫第 17-15 号）を得て実施
したものであり，対象者には，研究者が書面によ
り研究目的等について説明を行い，書面で同意を
得たのち，さらに自由に撤回できるように同意撤
回書を手渡して行った。分析は，対応表を用いて
データを匿名化した。

【結　果】
Ⅰ．対象者について

初回調査時に同意が得られた 39 名のうち，2
週間後と 4 週間後のいずれか 1 回でも不参加だっ
た 8 名を除外し，全プログラムに参加した者 31
名（79.5%，平均年齢 70.9 ± 4.0 歳）を解析対象
とした。
Ⅱ．口腔機能について

最大舌圧の中央値は，初回 32.75kPa，4 週間後
34.40kPa（r=0.28，p=0.030）（図 4），開口力の中
央値は，初回 4.85kg，4 週間後 5.70kg（r=0.32，
p=0.011）（図 5），努力性肺活量の中央値は，初
回 2.13L，4 週間後 2.50L（r=0.40，p=0.002）（図
6），最大呼気流量の中央値は，初回 4.38L/ 秒，4
週間後 5.81L/ 秒（r=0.43，p<0.001）（図 7）だっ
た。4 項目全てにおいて，統計学的有意に向上し
た。
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Ⅲ．フレイルの評価について
イレブン・チェックの各項目では，運動が初回

中央値 1 点，4 週間後中央値 0 点と，有意に改善
した（r=0.30，p=0.020）。栄養（食・口腔）は，
初回中央値 0 点，4 週間後中央値 1 点（r=0.03，
p=0.843），社会参加は，初回中央値 1 点，4 週間
後中央値 1 点（r=0.12，p=0.358）で，ともに有
意な変化は認めなかった（図 8）。
Ⅳ．トレーニングの実施率について

自宅での自主トレーニングの実施率は平均
95.2% で，全体の約 6 割にあたる 20 名が 100％実
施していた。
Ⅵ．感想の内容について

単語頻出度の解析を行った結果，抽出された有
効な単語数は 146，延べ 201 だった。品詞それぞ
れで最も多かったのは，名詞が「意識」9 回，動
詞が「できる」4 回，形容詞が「楽しい」6 回
だった。なかでも最も多かった「意識」について
は，「自分自身の肺機能を意識するようになっ

た」，「意識して口を動かすことの重要性を教えて
もらいました」など，身体や気持ちの変化に関す
る内容だった。

【考　察】
Ⅰ．口腔機能および質問紙調査の結果について

口 腔 機 能 に つ い て は， 最 大 舌 圧18)， 開 口
力19-21)，努力性肺活量22)，最大呼気流量23) は，初
回と 4 週間後の間に有意な向上が認められ，
Matsubara らの報告16) にあるように，4 週間で訓
練の効果があることが示された。

フレイルの評価について，「栄養（食・口腔）」
と「社会参加」に有意な変化がなかったのは，研
究対象者が，神戸市のへルスケア開発市民サポー
ターへの登録者であり，本研究に興味をもったと
いう，健康状態に問題がなく，さらに健康に興味
関心の高い集団であったのが要因ではないかと推
察される。また今回使用したフレイル・チェック
は，点数が高いほど好ましくない習慣を示すた

図 4　訓練前後の最大舌圧の比較図4 訓練前後の最大舌圧の比較

(kPa)
p =0.030

 初回 4週間後

図 6　訓練前後の努力性肺活量の比較

( L )
p =0.002

図6 訓練前後の努力性肺活量の比較

 初回 4週間後

図 5　訓練前後の開口力の比較

(kg)
p =0.011

図5 訓練前後の開口力の比較

 初回 4週間後

図 7　訓練前後の最大呼気流量の比較

(L/秒)
p <0.001

図7 訓練前後の最大呼気流量の比較

 初回 4週間後
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め，初回が 1 点で，4 週間後では 0 点（r=0.30，
p=0.020）に下がっているということは，好まし
い習慣へと変化したことを示している。すなわち
対象者は，今回のプログラムに参加したことで

「運動」に関する生活習慣が改善した可能性があ
る。

感想の頻出単語では，「意識」というワードが
上位に挙がった。上位に挙がったのは，講義を受
けることで口腔の機能が身体の健康維持に関係す
るという新たな知識を得たことで，重要性を意識
したからではないかと考えられる。その意識は，
自主トレを行うという行動と励むという気持ちを
生み，続いて，自主トレを続けることで時間の短
縮などの成果を実感したことから，自分もやれば
できるという自信に繋がったと思われる。さらに
その自信は，自主トレが楽しいという感覚を持た
せた可能性がある。この自信と楽しさは，自主ト
レの習慣化の基になり，トレーニングの実施率や
口腔機能，フレイルの結果に繋がったと考えられ
る。
Ⅱ．KTP について

くちビルディング選手権は，チームで楽しく支
えあう，競い合うという，運動会形式の設計と
なっていることが特徴である。チームの一員とい
う連帯感が，次の選手権では優勝したい，優勝す
るためには，自分が息を吐く力や口腔周囲の筋力
を落としてはいけないという気持ちを掻き立て，
ますます自主トレに励むという良い循環を生んで
いるのではないかと考える。

自主トレーニングは，「はずしマスク」の所用
時間や「早飲みるく」の飲む時間が短縮されてい
くなど，どの訓練も上達していく過程が自身で確
認でき，自己効力感が高まる仕掛けがされてい
る。先行研究6-8) では，訓練についての指導は初
回のみで終わることが多く，途中経過の調査が行
われた場合でも，研究者と対象者の 2 者間のみで
実施されることが多い。本研究では，研究者と対
象者の 2 者間に加えて，対象者同士の交流がある
こと，2 週間に一度の会が実施され，定期的な参
加型であったこと，「くちビルディング選手権」
での再会が，お互いの成果の情報交換の場とな
り，その後のやる気を起こしたことが，積極的な
訓練の継続に繋がったと推察される。さらに，
グッドネイバーズカンパニー作成の独自のカレン
ダーの役割も大きい。この「自主トレチャレンジ
カレンダー」には，ゴールを目指してシールを貼
るという，自身の頑張りを楽しく可視化できるよ
うな遊びの要素が加えられており，日々の訓練を
楽しくワクワクするものにし，さらに，その達成
感をより得られる工夫がなされている。この工夫
が，対象者の行動意欲をそそり，継続に繋がった
と考えられる。これについては，プログラム開催
日において参加者が発した，「カレンダーをすべ
て埋めたい」，「シールを貼るのがおもしろい！」，

「できたことが見える化されると，やる気の向
上・持続に効果があると実感しました」，「カレン
ダーをつけることで，トレーニングは日々上達す
る感覚がわかり，楽しく続けることができまし

(点)

p = 0.843

p = 0.020

初回 4週間後 初回 4週間後 初回 4週間後

栄養（食・口腔） 運動 社会参加

図8 訓練前後のイレブン・チェックの比較

p = 0.358

図 8　訓練前後のイレブン・チェックの比較
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た！」などの言葉からも伺える。ただしこのよう
な調査では，申告者が理想と考えている数値に近
づくように修正を加えて申告する自己申告バイア
ス28,29） が存在することも否定できないため，結果
の信頼性については，今後さらなる調査が必要で
ある。
Ⅲ．本研究の限界や今後の課題
1 ．対象者は神戸市在住の女性のみであるため，
他地域や男性に対しても同様の結果が得られるか
どうかは不明である。
2 ．単群での前後比較試験のため，結果の解釈に
おいて比較対象がない。
3 ．対象者がヘルスケア開発市民サポーターへの
登録者であったことから，選択バイアスの影響が
否定できない。

以上のことをふまえ，今後さらに対象者数を増
やし，性差や地域差の検討，研究デザインの見直
しなどを行う必要がある。

【結　論】
65 歳以上の地域在住女性高齢者 31 名に対して

実施した「くちビルディング選手権トレーニング
プログラム」は，トレーニングの継続および舌，
開口力，呼吸機能の向上に効果があり，オーラル
フレイル予防のプログラムとして有効である可能
性がうかがえた。
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There have been many reports about oral function improvement programs aimed at 
preventing oral frailty implemented in fields such as nursing care prevention 
classrooms. Notably, it was found that the one-way instructional health education from 
the profession to the participants occurred more frequently.
This study verified the effectiveness of the Kuchi Building Championship Training 

Program (KTP) developed by the Good Neighbors Company, based on the hypothesis 
that participant experience-based oral function training was effective for continuing 
training and improving oral function. This KTP was developed as a participatory type 
of program that could be enjoyed like a sport.
The participants were 31 healthy older women (mean age of 70.9 ± 4.0 years), living 

in Kobe. First, this method required the subjects to participate in the Kuchi Building 
Championship based on KTP. Subsequently, Kuchi Building Self Training to strengthen 
tongue movement, jaw opening force, and facial and respiratory muscles was performed 
at home. The participants were asked to continue with this training for 4 weeks. The 
training continuation rate was 95.2%.
Data for tongue pressure, jaw opening force, forced vital capacity, and maximum 

expiratory flow rate was compared before and after the training. The degree of their 
frailty and the feedback from this program were also investigated. Significant 
differences were observed in lip pressure, tongue pressure, jaw opening force, forced 
vital capacity (FVC), and peak expiratory flow rate (PEFR) before and after the 
training 
It was observed that participants enjoyed participating and comments focused on 

their good impressions.
Based on the above, we concluded that KTP showed the effect of continued training 

and prevented oral frailty.

英 文 抄 録
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高齢者における唾液の性状，咀嚼能力および
口腔関連QOLの調査
－継続した歯科受診の有無による比較－
Investigation of salivary characteristics, masticatory ability, and oral health-
related quality of life in the elderly: comparison with the status of continuous 
dental checkup
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NANIWA Mako	 HIRATA Yukine	 FUNAHARA Madoka

吉野賢一4）　　　　久保田浩三2）

YOSHINO Kenichi	 KUBOTA Kohzoh
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本研究の目的は高齢者に対して唾液検査，咀嚼能力検査，口腔に関する Quality of life 
（QOL）の調査を行い，継続した歯科受診の有無による比較を行うこと，さらに歯周炎マ
ーカ―と咀嚼能力の関係を明らかにすることである。某大学附属病院口腔保健科にて，歯
周治療を受けたのちメインテナンスおよび Supportive Periodontal Therapy（SPT）を 2
年以上継続受診している高齢者 102 名を受診群とし，福岡県在住で定期検診のために 1 年
以上歯科を受診していない高齢者 30 名を非受診群とした。唾液の性状を調べるために，多
項目唾液検査システム（AL-55）を使用した。さらに，被験者に主咀嚼側でグミゼリーを
20 秒間咀嚼させ，咀嚼能力を測定した。その結果，受診群は非受診群と比べて唾液の pH
が高く，唾液中のタンパク量が少なく，う蝕と歯周病のリスクが低いことが示された。被
験者の口腔関連 QOL を調査した結果，受診群は非受診群より口腔関連 QOL が高かった。
受診群は継続した歯科受診により唾液の性状が良好になり，歯周組織の炎症を抑えられた
可能性が示唆された。また，受診群では唾液検査における歯周病リスクの全項目と咀嚼能
力に有意な相関は認められなかったが，非受診群では咀嚼能力が高いほど唾液中の潜血，
白血球，タンパク質量からみた歯周病リスクの増加が認められた。継続した歯科受診によ
り健康な歯周組織を保ったうえで，現在歯数と咀嚼能力を維持していくことが必要である
可能性が示唆された。

和 文 抄 録

キーワード 　歯科受診，唾液検査，咀嚼能力，口腔関連QOL

【緒　言】
我が国は超高齢社会を迎え，令和 7 年には高齢

化率が 30％を超えると推測されている1）。平成
28 年度の歯科疾患実態調査によると，高齢者に

おける 20 本以上の歯を有する者の割合は平成 23
年度と比較して増加が認められ，8020 達成者推
計値が 51.2％と報告されており，目標値の 50％
を達成した2）。一方，70 歳以上の男女において

「何でもかんで食べることができる」と答えた者
が現在歯数 1－19 本の者では 48.9％であったのに
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対し，現在歯数 20 本以上の者では 84.1％であっ
たという平成 25 年度の国民健康・栄養調査3） の
結果から，歯を残すことは食生活において重要で
あることがわかる。歯を残し，咀嚼機能を維持す
ることは，食生活や社会生活の質に寄与し，国民
の健康寿命延伸につながることが期待できる4）。
しかし，その一方で高齢者におけるう歯を持つ者
の割合や 4mm 以上の歯周ポケットを有する者の
割合も増加したと報告され2），歯の保存状況が良
好でないことが明らかになった。う蝕や歯周病が
慢性化すると，歯の喪失につながる5）。その結
果，食品の選択行動に変化が起き，栄養が偏り，
生活習慣病を招くといわれている6）。特に高齢者
において，歯周病は歯の喪失原因としてもっとも
影響の強い因子であり5），年齢が上がるにつれて
その罹患率は増加している。また，中年期以降で
は生活習慣病の発症率が増加するといわれてお 
り7），歯周病との関連についても報告されてい
る8-10）。以上のことから，定期的な歯科受診によ
る歯周病の治療および，発症・再発を防ぐための
メインテナンスおよび Supportive Periodontal 
Therapy（SPT）が重要であると考えられる。し
かし，平成 28 年度の国民健康・栄養調査による
と，過去 1 年間の成人における歯科検診受診率が
52.9％であったと報告されている11）。つまりは，
半分近くの者が 1 年以上歯科医院を受診していな
いことを意味している。う蝕や歯周病に罹患する
者の割合が増加すると，咀嚼機能が低下し，食生
活や社会生活に支障をきたすことが予測される。
臨床現場において，歯周炎の進行による歯の動揺
や喪失で咬合崩壊がおき，食事がとりづらくなっ
たと嘆く患者を数多くみてきた。歯が残存してい
ても歯周組織の状態が良好でなければ咀嚼能力が
低下する可能性が考えられ，実際に，これまでの
報告で歯周病の進行が咀嚼能力に悪影響をおよぼ
すとの報告がみられる12）。年齢が上がるにつれ，
口腔内では歯の摩耗や歯肉退縮など様々な変化が
起き，さらには手指の細かな動作が困難になるこ
とから，これまでの口腔清掃方法では除去しきれ
ないプラーク等が残存するリスクが高くなる。そ
こで，高齢者の口腔内状況，さらに歯周組織の炎
症状態と咀嚼能力の相関について継続した歯科受

診の有無による違いが明らかになれば，歯科受診
行動の重要性を新たに示すと同時に，患者に行動
変容を促す一つの根拠となり得る。

歯 周 組 織 の 状 態 は，probing pocket depth
（PPD）や bleeding on probing（BOP）から評価
されているのが現状である。しかし，これらの検
査は施術者の技術に頼る部分があり，検査結果に
客観性が欠ける傾向がみられる13）。近年，唾液は
簡便かつ非侵襲的に採取可能であり，全身疾患の
検査試料になりうると注目されている14,15）。歯科
医療では，唾液検査を用いた客観的評価を行うこ
とにより，口腔内における疾患のリスク予見が可
能になると考えられている16）。このようなことを
背景にして，う蝕や歯周病などの早期発見・早期
治療を促進するための多項目唾液検査システムが
開発されている16）。歯科医療現場における唾液検
査を用いた客観的評価法の導入により，歯科医療
人は患者によりわかりやすく口腔内の状況を説明
することができる。これにより，患者が自身の口
腔に対する関心を高め，歯科に継続して来院する
きっかけになると考えられる。

本研究では，継続した歯科受診の有無による高
齢者の唾液の性状，咀嚼能力および口腔に関する
QOL を比較すること，さらに歯周病のリスク因
子と咀嚼能力の相関を明らかにすることを目的と
した。

【対象および方法】
Ⅰ．対象

65 歳以上の有歯顎者で，咀嚼時に痛みを伴わ
ず，口腔乾燥症とシェーグレン症候群の現病歴と
検査時点での抗菌薬・抗生剤の服用がないことを
アンケートにて確認できた者を対象とした。な
お，研究実施期間は平成 28 年 4 月から平成 29 年
11 月であった。
1 ．受診群

某大学附属病院口腔保健科に 2 年以上継続的に
メインテナンスおよび SPT を受診した者 102 名
を受診群とした。
2 ．非受診群

某市市民センターにおける地域活動（クラブや
講和）に参加していた福岡県内在住で，検査時点
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で 1 年以上定期検診のために歯科を受診していな
い者 30 名を非受診群とした。

被験者には検査開始前の 1 時間は水分摂取を，
2 時間は食事摂取および口腔清掃を行わないよう
に依頼した。検査直前に依頼内容が遵守されたこ
とを確認した。
Ⅱ．調査項目
1 ．唾液検査

う蝕，歯周病に関与すると考えられている唾液
因子を多項目唾液検査システム（AL-55，ライオ
ン株式会社）にて測定した16）。測定した唾液因子
は，酸緩衝能，pH，う蝕原性菌，潜血，白血球，
タンパク質であった。

被験者に蒸留水 3mL を 10 秒間軽く洗口するこ
とを指示し，その後吐出液（洗口吐出液）を採取
し，直ちに AL-55 の付属試験紙に貼付された試
験片に 1 滴ずつ滴下した。付属試験紙には各項目

（酸緩衝能，pH，う蝕原性菌，潜血，白血球，タ
ンパク質）に対応した試験片が貼付されている。
洗口吐出液を滴下した後，反射光度法により色調
が変化した各試験片の反射率（％）を測定した。
う蝕リスクを示す 3 項目（酸緩衝能，pH，う蝕
原性菌）は，反射率が高いほど各項目のリスクが
高いことを示し，歯周病リスクを示す 3 項目（潜
血，白血球，タンパク質）は，反射率が低いほど
各項目のリスクが高いことを示す。
2 ．咀嚼能力の測定

口腔機能を客観的に評価するために，被験者の
咀嚼能力を測定した。最初に，被験者にグルコー
ス含有グミ（グルコラム，株式会社ジーシー，東
京）1 粒を 20 秒間自由咀嚼させ，容易に噛める
側を確認した。検査の一連の流れは以下の通りで
ある。グルコラムを容易に噛めた側で 20 秒間咀
嚼させた。咀嚼後，蒸留水 10mL にて口腔内を軽
くすすぎ，咀嚼後のグミと一緒にろ過用メッシュ
をのせたディスポーザブルカップ上に吐き出させ
た。ろ液をディスポーザブルブラシで採取し，専
用チップ（GS-II センサーチップ，株式会社ジー
シー，東京）に吸収させたのち，専用グルコース
量測定器（グルコセンサー GS-II，株式会社ジー
シー，東京）を用いてろ液中のグルコース溶出量
を測定した。この一連の流れを 2 回行い，それら

の平均値を咀嚼能力として算出した。
3 ．質問紙調査

口 腔 関 連 QOL の 歯 科 衛 生 モ デ ル（Oral 
Health-related Quality of Life：OHRQL）17） を 用
い，被験者の口腔関連 QOL を調べた。OHRQL
の質問紙は「痛み」，「口の乾燥」，「食事・咀嚼」，

「会話機能」，「社会的機能」，「心理的機能」，「健
康の認識」の領域からなる全 22 問の質問項目で
構成されている。最低点 0 点，最高点 84 点であ
り，点数が低いほど口腔関連 QOL が高いことを
示す。さらに，喫煙の有無，現病歴，既往歴およ
び服薬について質問紙への記入を依頼した。
4 ．受診群の口腔内診査

口腔内状況を把握するために，受診群の現在歯
数，O’Leary の plaque control record（PCR）18），
gingival bleeding index（GBI）の評価を行った。
歯垢染色液（メルサージュ PC ペレット レッド，

（株）松風，京都）を用いて，PCR 値を算出し
た。また，PPD を 6 点法にて計測し，全 PPD に
対する BOP 数の割合を GBI（％）として算出し
た。口腔内診査は，歯周病専門医 1 名と 5 年以上
の臨床経験を有する歯科衛生士 2 名で行った。
Ⅲ．同意取得方法

被験者には研究の内容，個人情報保護について
十分に説明し，書面にて全被験者から研究参加へ
の同意を得た。協力を拒否，あるいは途中で同意
を撤回した場合でも，一切不利益はないことを説
明し，参加を強制することがないようにした。
Ⅳ．解析方法

受診群と非受診群の 2 群間における各項目の有
意差検定にはχ2 検定，Fisher の正確確率検定，
t 検定，Mann-Whitney の U 検定を行った。咀嚼
能力と歯周病リスクの相関について調べるため
に，AL-55 の検査結果から得られた潜血，白血球
およびタンパク質の反射率と咀嚼能力の相関関係
を Pearson の相関係数検定および Spearman の
順位相関係数検定を用いて検討した。統計学的解
析には SPSS Version22®（IBM，東京）を用い，
有意水準 5％未満を有意差ありとした。
V．倫理的配慮

本研究は，九州歯科大学倫理委員会の承認を得
て実施した（承認番号：15-13，17-8）。
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表 1　被験者の概要

受診群（n=102） 非受診群（n=30） p 値

性別

　男性／女性 36/66 8/22 0.378a

年齢（歳） 73.0（68.3・77.8） 75.5（73.0・78.5） 0.058b

喫煙

　非喫煙者／喫煙者※ 85/17 27/3 0.563c

疾患を有する人数

　高血圧 42（41.2） 13（43.3） 0.833a

　糖尿病 14（13.7）   3（10.0） 0.762c

　脂質異常症 13（12.8）   5（16.7） 0.556c

　脳卒中   1（  1.0）   0（  0.0） 1.000c

　心筋梗塞   3（  2.9）   1（  3.3） 1.000c

　がん 13（12.8）   5（16.7） 0.556c

　うつ病   3（  3.0）   3（10.0） 0.130c

服薬数（種類） 2（1.0-3.0） 4（1.0-6.0） 0.061b

表中の数字は人数を示し，（  ）内は割合を示す。ただし，年齢と服薬数については中央値（第
1 四分位・第 3 四分位）で表す。
a：χ2 検定，b：Mann-Whitney の U 検定，c：Fisher の正確確率検定
※喫煙者には，過去に喫煙の経験があるものも含む。

表 2　各検査結果の比較

受診群（n=102） 非受診群（n=30） p 値

唾液検査（反射率；％）

う
蝕
リ
ス
ク

酸緩衝能 80.1（73.7-86.6） 74.4（70.3-82.0） 　0.053a

pH   66.6 ± 10.3     4.7 ± 13.9 　0.001b

う蝕原性菌   1.9（  1.3 - 2.5）   2.4（  1.3 - 3.0） 　0.319a

歯
周
病
リ
ス
ク

潜血 26.6（18.4-38.4） 24.9（14.0-45.7） 　0.780a

白血球 45.1（37.9-64.4） 41.1（36.4-57.5） 　0.375a

タンパク質   70.7 ± 8.2   57.7 ± 10.6 ＜ 0.001b

咀嚼能力（mg/dL） 177.9 ± 59.0 178.9 ± 69.3 　0.934b

口腔関連 QOL   7.0（  3.0-11.8） 13.5（10.0-23.0） ＜ 0.001a

表中の数字は中央値（第 1 四分位－第 3 四分位）もしくは平均値± SD で表す。唾液検査に
関しては結果をすべて反射率（％）で示す。う蝕リスクを示す 3 項目（酸緩衝能、pH、う
蝕原性菌）は，反射率が高いほど各項目のリスクが高いことを示し，歯周病リスクを示す 3
項目（潜血、白血球、タンパク質）は，反射率が低いほど各項目のリスクが高いことを示す。
a：Mann-Whitney の U 検定，b：t 検定
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【結　果】
Ⅰ．被験者の概要

受診群と非受診群の概要を表 1 に示す。男女
比，平均年齢，喫煙率に関して，受診群と非受診
群で有意な差は認められなかった。全身疾患罹患
率および服薬数に関しても，受診群と非受診群に
有意差は認められなかった。また，受診群のメイ
ンテナンス歴の中央値（第 1 四分位 - 第 3 四分
位）は 10.5（4.3-17.8）年であり，リコール期間
は 1 ～ 3 ヵ月であった。検査時の受診群の現在歯
数の中央値（第 1 四分位 - 第 3 四分位）は 24.0

（20.0-26.0） 歯，PCR は 21.7（11.2-38.7）％，
GBI は 5.7（2.5-10.4）％であった。
Ⅱ．検査結果の比較

唾液検査，咀嚼能力および OHRQL の結果を
表 2 に示す。唾液検査では，受診群は非受診群と
比べると，pH の反射率（％）が有意に低く，タ
ンパク質の反射率（％）は有意に高い結果が得ら
れた。つまり，受診群は非受診群よりも唾液の
pH が高いことからう蝕のリスクが低く，さらに
唾液中のタンパク質の量が少ないことから歯周病
のリスクも低いという結果が得られた。その他の

唾液検査項目および咀嚼能力に 2 群間で有意な差
は認められなかった。また，受診群は非受診群よ
りも有意に低い OHRQL スコアを示し，口腔に
関連する QOL が高かった。
Ⅲ．唾液検査（歯周病リスク）と咀嚼能力の相関

性
唾液中の潜血量・白血球量・タンパク質量から

みた歯周病のリスクと咀嚼能力の関係について，
歯科受診の有無で違いがあるのかを検討するため
に，受診群および非受診群において唾液検査にお
ける歯周病リスクに関する項目と咀嚼能力の相関
を調べた。受診群においては各項目と咀嚼能力に
有意な相関関係は認められなかった（図 1）。一
方，非受診群では歯周病リスクを示す潜血，白血
球，タンパク質の 3 項目すべての反射率（％）に
おいて咀嚼能力と有意な負の相関を示した（図
2）。

【考　察】
本研究の目的は継続した歯科受診の有無による

高齢者の唾液の性状，咀嚼能力および口腔に関す
る QOL を比較すること，さらに歯周病のリスク

図 1 受診群における咀嚼能力と唾液検査結果の相関

図 2 非受診群における咀嚼能力と唾液検査結果の相関

*は Pearsonの相関係数検定、それ以外は Spearman の順位相関係数検定を行った。 

*は Pearsonの相関係数検定、それ以外は Spearman の順位相関係数検定を行った。 
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図 1　受診群における咀嚼能力と唾液検査結果の相関
＊は Pearson の相関係数検定、それ以外は Spearman の順位相関係数検定を行った。

図 1 受診群における咀嚼能力と唾液検査結果の相関
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*は Pearsonの相関係数検定、それ以外は Spearman の順位相関係数検定を行った。 
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図 2　非受診群における咀嚼能力と唾液検査結果の相関
＊は Pearson の相関係数検定、それ以外は Spearman の順位相関係数検定を行った。
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因子と咀嚼能力の相関を明らかにすることであ
る。従来，歯肉の状態を調べる際に歯周組織検査
が行われていたが，本研究では術者によって結果
が左右されることのない客観的評価法である唾液
検査を併用した。今回使用した AL-55 および咀
嚼能力検査システムは短時間かつ簡便に測定が可
能であり，客観的にデータを可視化できるため，
臨床現場で広く用いられている機械である。

メインテナンスおよび SPT は歯周病の積極的
治療が終了した後に歯周組織を維持し，再発を防
止するために行われる。プラークコントロール，
スケーリング・ルートプレーニング，咬合調整の
ほかに患者が行うセルフケアと患者の治療への意
欲を高めるための動機付け，および歯科医療人が
行うプロフェッショナルケアが施される19）。受診
群が通院していた某大学附属病院口腔保健科にお
いても，メインテナンスおよび SPT の際に患者
ごとに歯科保健指導を行っており，必要に応じて
歯科衛生士によるブラッシング指導や間食指導，
唾液腺マッサージの指導等を受けている。唾液の
pH は唾液量に左右されるといわれており，また
食物残渣の停滞や間食回数が多いことにより口腔
内の pH が酸性に傾き，う蝕のリスクが増すと報
告されている20）。以上のことから，本研究の受診
群は，歯科衛生士による歯科保健指導を受けたこ
とにより，唾液の pH からみたう蝕のリスクが低
くなった可能性が考えられた。今後，食習慣に関
する調査や唾液量の測定を行い，更なる検討が必
要である。

歯周組織の炎症により細胞破壊が起こると唾液
中のタンパク量が増加するといわれており21,22），
さらに慢性歯周炎中等度以上に罹患している患者
の非刺激時唾液中のタンパク量は健常者と比較し
て有意に高くなったとの報告がある23）。受診群は
継続した歯科受診により口腔内の状況が比較的良
好に保たれた結果，細胞破壊を起こすような炎症
が抑えられ，非受診群より唾液中のタンパク量が
有意に減少した可能性が考えられる。一方，非受
診群は 1 年以上歯科医院を受診していないことか
ら歯周組織に炎症が生じ，唾液中のタンパク量が
増加した可能性が考えられた。

日本老年歯科医学会では，咀嚼能力検査システ

ムにおいてグルコース濃度が 100mg/dL 未満の
者を咀嚼機能低下と定義している24）。本研究の被
験者は咀嚼能力を示すグルコース濃度の値から，
咀嚼機能低下には至っておらず，十分な咀嚼能力
を有していると考えられた。

歯周組織状態の悪化が加齢に伴う咀嚼能力の低
下のリスクを増大させることが報告されてい 
る12）。本研究では，受診群と非受診群で唾液中の
タンパク質量からみた歯周病のリスクに有意な差
がみられ，非受診群は受診群より歯周病リスクが
高い集団であることが推測された。当初の仮説で
は，本研究の非受診群において歯周組織の炎症状
態が亢進していると考えられる状態では，咀嚼能
力の低下がみられるという負の相関関係があるの
ではないかと考えていた。しかし，実際には咀嚼
能力が高いほど歯周病リスクにかかわる 3 項目の
反射率（％）が低くなる，つまり咀嚼能力が高い
ほど唾液中の潜血，白血球，タンパク質の量が多
くなるという結果になった。このことから非受診
群は咀嚼能力に悪影響をおよぼすほどの歯周病の
進行にはまだ至っていない可能性が考えられ，む
しろ咬合はできるものの歯周組織が良好に保たれ
ていないままで強い咀嚼能力がみられるほど，歯
周組織の炎症が亢進される可能性が考えられた。
8020 運動の推進がなされているが，現在歯数を
保つだけではなく，継続的な歯科受診により歯周
組織の状態を良好に保つとともに，現在歯数と咀
嚼能力を維持していく必要があると考えられる。
ただし，本研究で実施したのはAL-55を用いた，
あくまでもリスク検査に基づく評価であるため，
今後は歯周組織検査におけるポケットの深さや
BOP といった評価を両群に対して行い，実際の
検査値からの更なる検討が必要であると考えられ
る。さらに，歯科の受診状況と経済要因との関連
を調べた研究では，歯科医院の受診率は低支出層
で低く，高支出層で高いという報告25） があるこ
とから，今後，患者の経済的背景等も加味したう
えでの検討が必要である。

歯周炎は患者の口腔関連 QOL に負の影響を与
えるとの報告がある17）。受診群は継続した歯科受
診により歯周組織が比較的良好な状態で維持され
ていたことから，非受診群より口腔関連 QOL が
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高くなったと考えられる。非受診群は受診群より
も口腔内のタンパク量が多く，口腔関連 QOL が
低かったことから，歯周組織に炎症が生じている
可能性が考えられた。歯周組織を健康な状態で維
持し，口腔関連 QOL の低下を防ぐためにも，継
続的な歯科受診が重要であることが示唆された。
本研究では口腔に関連した QOL のみの調査で
あったため，今後は全身の QOL を調査し，定期
的に歯科受診を行うことがどのように食生活や社
会生活の質の向上に寄与するかを更に検討する必
要がある。歯周組織の炎症状態と咀嚼能力の関係
については，今後因果関係も含めて長期的な観察
を続け，口腔内の状況がどのように変化していく
のかを縦断的に検討していく必要がある。

【結　論】
高齢者において，継続的な歯科受診は唾液の性

状を良好にし，さらに歯周組織の破壊を招くよう
な進行性の炎症を抑える可能性が示唆された。ま
た，歯科医院を 1 年以上受診しておらず，歯周組
織に炎症があると考えられる状態では咀嚼能力が
高いほどその炎症を亢進させる可能性が考えられ
た。今後は残存歯数の増加のみを目指すのではな
く，継続的な歯科受診により健康な歯周組織を
保ったうえで，現在歯数と咀嚼能力を維持してい
く必要があると考えられる。本研究による継続し
た歯科受診の有効性の評価は，歯科受診の重要性
を歯科医療人にはもちろん，患者にもわかりやす
く示すものとなり，患者の歯科受診促進に貢献す
ると考える。

本研究に関して利益相反に相当する事項はない。
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persons who has been receiving periodontal maintenance over 2 years, and 30 elderly 
persons who had not had dental checkups for at least 1 year were the control group. 
AL-55 was used to investigate the property of saliva, and the following were examined: 
[Dental Caries] cariogenic bacteria, pH, buffer capacity, [Periodontal disease] blood, 
leukocyte, protein. The glucose concentration when chewing a gummy jelly for 20 
seconds on their habitual chewing side were recorded as masticatory performance. The 
results showed that compared with the control group, the test group had a lower risk 
of dental caries and periodontal disease due to salivary pH and salivary protein, and 
also had a higher Oral Health-Related Quality of Life (OHRQL). It is suggested that 
periodontal maintenance improved the property of the saliva, suppressed the 
inflammation of periodontal tissue, and contributed to the improvement of OHRQL. 
There was no significant correlation between the masticatory ability and the risk of 

periodontal disease in the saliva test in the test group, but in the control group, higher 
masticatory ability was associated with increased inflammation of the periodontal 
tissue. These results suggest that it is necessary to maintain masticatory ability while 
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受付日　2023 年 5 月 8 日　　受理　2023 年 7 月 3 日

在宅および介護保険施設の口腔健康管理に 
要する時間に関連する要因の検討
Factors related to the time required for oral health management in homes and 
long-term care insurance facilities

吉田直美1,7）　　　　久保山裕子2,7）　　　山口朱見3,7）

YOSHIDA Naomi	 KUBOYAMA Yuko	 YAMAGUCHI Akemi

原口公子2,7）　　　　篠原弓月1,7）　　　　佐藤奈美4,7）

HARAGUCHI Hiroko	 SHINOHARA Yuzuki	 SATOH Naomi

村西加寿美5,7）　　　松尾由佳6,7）　　　　秋房住郎8）

MURANISHI Kasumi	 MATSUO Yuka	 AKIFUSA Sumio

1） 東京都歯科衛生士会
2） 福岡県歯科衛生士会
3） 千葉県歯科衛生士会
4） 山形県歯科衛生士会
5） 滋賀県歯科衛生士会
6） 奈良県歯科衛生士会
7） 日本歯科衛生士会在宅・施設口腔健康管理委員会
8） 九州歯科大学

【目的】在宅や介護保険施設における口腔健康管理に関するアンケートを行い，当該業務の
実態および当該業務に要する時間について検討した。

【対象および方法】在宅，介護保険施設で口腔健康管理に従事する歯科衛生士を対象に，実
施状況に関するアンケートの参加者を募集した。アンケートの内容は，業務区分（訪問歯
科衛生指導，居宅療養管理指導，口腔衛生管理），対象者の年齢，要介護度，誤嚥性肺炎の
既往の有無，経口栄養の有無，業務に要した時間（およそ 20 分［20 分群］，およそ 40 分

［40 分群］，60 分およびそれ以上［60 分群］），介入での困り事（自由記載）とした。自由
記載はテキストマイニングを行った。

【結果】回答総数 168 を分析対象とした。多項ロジスティック回帰分析の結果，20 分群を
基準とした場合，40 分群になる要因は，居宅療養管理指導，訪問歯科衛生指導，誤嚥性肺
炎の既往であった。60 分群になる要因は対象者の年齢が若いこと，居宅療養管理指導，誤
嚥性肺炎の既往であった。介入の困り事として，「舌の乾燥が強く保湿に時間がかかる」，

「20 分では十分なリハビリテーションができない」，「ケア方法の共有に時間がかかる」が
抽出された。

【結論】歯科衛生士が口腔健康管理を行う上で，居宅療養管理指導，訪問歯科衛生指導およ
び誤嚥性肺炎の既往は 40 分以上を要することと関連しており，舌の乾燥，リハビリテーシ
ョンやケア方法の共有に時間がかかることで困っていた。

和 文 抄 録

キーワード 　居宅療養管理指導，口腔健康管理，実務時間，訪問歯科衛生指導
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【緒　言】
令和元年度の老人保健事業推進費等補助金老人

保健健康増進事業「介護保険施設等における口腔
の健康管理等に関する調査研究」の報告書で，施
設入所者の口腔機能に関する実態が報告され 
た1）。この中で，介護保険施設のうち口腔衛生管
理体制加算を算定している施設は 70.6％で，歯科
と連携をしている施設は少なくないが，定期的に
歯科受療のある者は約 1 割に過ぎず，半数近くが
歯科治療の必要性があると判定されていたことか
ら，歯科的介入のニーズが充足されているとはい
いがたい状況にある。また，対象者の 10.5% に誤
嚥性肺炎の既往があり，口腔および摂食嚥下機能
の低下により低栄養をきたしていると考えられる
者の割合は 74.7% で，転帰調査の結果によると，
入院による退所となった理由の 4 割近くが肺炎を
占めていたことから，口腔健康管理のさらなる充
実が求められるとしている。新潟県での調査で
は，歯科診療所が行う在宅歯科医療サービスの提
供のうち，施設への歯科訪問診療，訪問歯科衛生
指導は当該歯科診療所が雇用している歯科衛生士
数と関連があることが報告されていることから
2），在宅，施設における訪問歯科医療・介護サー
ビスの提供は，歯科衛生士に大きく依存してい
る。このような状況のもと，歯科衛生士が行う在
宅・施設で介護を要する者に対する口腔健康管理
は，医療保険の訪問歯科衛生指導，介護保険の居
宅療養管理指導や施設加算にかかる口腔衛生管理
など，いくつかの制度の中で行われている。令和
2 年 3 月の歯科衛生士の勤務実態調査では，在宅
や施設等への訪問業務において，「在宅患者への
歯科訪問診療の補助」が 36.9%，「在宅患者への
訪問歯科衛生指導（居宅療養管理指導含む）」が
34.3%，「ケアマネジャー・他職種との連絡・調
整」が 23.8%，「摂食嚥下機能障害の間接訓練」
が 20.6%，「口腔ケアプランの作成」が 18.0%，

「カンファレンス等への参加」が 16.2%，「摂食嚥
下機能障害の直接訓練」が 13.2%，「咽頭部の吸
引」が 9.4% であった3）。しかし，歯科衛生士が
口腔健康管理の対象とする者や，口腔健康管理に
係る実働時間などの実態についての報告はあまり
ない。訪問歯科衛生指導や居宅療養管理指導の算

定の根拠は，実働時間が 20 分以上となっている
が，20 分を基準として歯科衛生士の業務を評価
することが実態に即しているか不明である。そこ
で，当該業務の実働時間の実態を明らかにするこ
とで，歯科衛生士の業務に対して実態に即した評
価のための基礎的な知見を得ることができると考
えた。本研究では，在宅や介護保険施設において
口腔健康管理に従事する歯科衛生士を対象に，当
該業務に関するアンケートを行い，当該業務の実
態および当該業務に要する時間を明らかにするこ
とを目的とする。

【対象および方法】
Ⅰ．対象

公益社団法人日本歯科衛生士会（以下，歯科衛
生士会）の在宅・施設口腔健康管理委員会委員を
通じてアンケートの参加者を募集した。参加者の
適格基準は，現に在宅，介護保険施設で口腔健康
管理に従事する歯科衛生士とした。参加者の除外
基準は訪問歯科衛生指導，居宅療養管理指導，お
よび介護保険施設における口腔衛生管理加算の算
定要件にかかる業務のいずれも行ったことのない
者とした。
Ⅱ．方法

口腔健康管理についての質問項目を作成した。
アンケートは Google フォームにより web 経由で
令和 5 年 4 月に実施した。回答者である歯科衛生
士が担当する対象者 1 名につき 1 つのフォームで
回答するよう設定した。
Ⅲ．アンケート

質問項目は口腔健康管理の種類（訪問歯科衛生
指導，居宅療養管理指導，口腔衛生管理），対象
者の年齢，対象者の要介護度，誤嚥性肺炎の既往
の有無，経口栄養の有無，口腔機能の状態（複数
選択可：食べこぼし，舌の動きが悪い，むせ，痰
がらみ，口腔乾燥，口腔機能に問題はなし），業
務に要した時間（およそ 20 分くらい（以下，20
分群），およそ 40 分くらい（以下，40 分群），お
よそ 60 分くらいおよび 60 分以上（以下，60 分
群）），介入で困っていることや要望（自由記載）
とした。アンケートの回答内容として，小児およ
び要支援・要介護認定者でない者に関する回答は
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除外した。
Ⅳ．研究デザインとサンプルサイズ

研究デザインは横断研究とした。サンプルサイ
ズはカイ二乗検定を行う際の Cochran’s rule に従
い，100 以上とした 4）。
Ⅴ．アウトカム

主要アウトカムは，業務に要した実働時間 3 区
分（20 分群，40 分群，60 分群）ごとの各アン
ケート項目の回答数の割合とした。副次アウトカ
ムは，介入で困っていることに関する自由記載の
抽出語間の関連とした。
Ⅵ．統計解析

データの正規性は Kolmogorov-Smirnov の正
規性の検定により確認した。業務に要した時間 3
区分間における各質問項目の割合および平均値の
比較を行った。名義変数は人数（％）で表し，割
合 の 比 較 は カ イ 二 乗 検 定 に よ り 解 析 し た。
Cochran's rule に基づき，カイ二乗検定の適用基
準として期待値が 5 を下回るセルの割合が全体の
20% を超えないこととした4）。特徴のあるセルを
検定するため調整済み残差分析を行った。連続変
数は平均値±標準偏差で表し，差の検定は一元配
置分散分析を行った後，post-hoc 検定として 2 群
ご と の 比 較 を 行 っ た 後， そ の 有 意 確 率 を
Bonferroni 調整により補正した。業務に要した
実働時間 3 区分に対する各質問項目の関連につい
て，多項ロジスティック回帰分析を行った。参照
カテゴリは 20 分群とし，Odds 比（95% 信頼区
間［CI］：最小値－最大値）で表した。SPSS バー
ジョン 28.0.1（日本 IBM）を用いて行った。α誤
差 5% を統計的有意とした。残差分析では絶対値
1.96 以上で特徴のあるセルとした。

介入で困っていることや要望に関する自由記載
については AI テキストマイニング（株式会社
ユーザーローカル，https://textmining.userlocal.
jp）を用いてテキストマイニングにより抽出語間
の関連を検討した。抽出した名詞に係る形容詞，
動詞，および名詞における修飾・被修飾関係につ
いて係り受け解析を行った。係り受け解析に関す
るスコアは，出現回数やその係り受け関係が全組
み合わせのうちに占める割合などを複合的に判断
し，AI テキストマイニングが算出した数値で，

スコアが高いほど，その係り受け関係の重要性が
高いことを示す。共起キーワードは，文章中に出
現する類似の単語を線で結んだ図のことで，出現
回数が多い単語ほど丸が大きく，また共起の程度
が強いほど単語間を結ぶ線は太くなるよう描画さ
れる。
Ⅶ．倫理的配慮

調査への参加は本人の自由意思とし，回答は無
記名とした。調査参加を拒否しても不利益を被る
ことはないこと，調査結果は回答者本人および患
者等の個人情報がわからないよう配慮する旨を調
査依頼時に説明した。本研究では回答の提出を
もって同意が得られたものとした。本研究は，九
州歯科大学研究倫理審査委員会の承認（承認番
号：23-5）を得て実施した。

【結　果】
Ⅰ．業務に要した実働時間 3 区分間の質問項目の

回答内容の比較
回答総数 168 を統計解析の対象とした。すべて

の回答者は施設等で口腔健康管理を担当する歯科
衛生士であった。歯科衛生士が対象とした者（対
象者）の年齢は 82.4 ± 12.6 歳であった。業務に
要した実働時間 3 区分に対する各質問項目の関連
を表 1 に示す。対象者の年齢は 20 分群と比較し
て，40 分群，および 60 分群は有意に若かった。
居宅療養管理指導では 40 分群（40.5%，残差：
3.8），60 分群（44.3％，残差：6.6），訪問歯科衛
生指導では 40 分群（75.0%，残差：3.9），口腔衛
生指導では 20 分群（93.5%，残差：10.1）が有意
に多かった。対象者の栄養摂取状況では，経口摂
取している者は 20 分群（61.4%，残差：4.7）で
有 意 に 多 く， 経 口 摂 取 以 外 の 者 は 40 分 群

（39.0%，残差：2.0），60 分群（41.5%，残差：3.5）
で有意に多かった。誤嚥性肺炎の既往のない者は
20 分群（70.1%，残差：5.7）で有意に多く，既往
のある者は 40 分群（40.8%，残差：3.5），60 分群

（33.8%，残差：3.2）で有意に多かった。対象者
の要介護度別では，要介護度 3 の者は 20 分群

（70.3%，残差：2.6）で有意に多かった。要介護
度 5 の者は 20 分群（27.9%，残差：-4.6）で有意
に少なく，60 分群（37.7%，残差：3.7）で有意に
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表 1　口腔健康管理の実働時間ごとの各種因子との関連

変数 全体 20 分群 40 分群 60 分群 p 値
対象者の年齢（歳） 82.4 ± 12.6 87.3 ± 7.6 79.9 ± 12.7* 74.1 ± 16.5* ＜ 0.001 †

業務内容
　居宅療養管理指導   79（47.0%） 12（15.2%） 32（40.5%） 35（44.3%） ＜ 0.001 ‡

<－8.8> <3.8> <6.6>
　訪問歯科衛生指導   12（  7.2%）   2（16.7%）   9（75.0%）   1（  8.3%）

<－2.5> <3.9> <－1.2>
　口腔衛生指導   77（45.8%） 72（93.5%）   4（  5.2%） 1（  1.3%）

<10.1> <－5.8> <－6.0>
対象者の栄養摂取状況
　経口摂取 127（75.6%） 78（61.4%） 29（22.8%） 20（15.7%） ＜ 0.001 ‡

<4.7> <－2.0> <－3.5>
　それ以外   41（24.4%）   8（19.5%） 16（39.0%） 17（41.5%）

<－4.7> <2.0> <3.5>
誤嚥性肺炎の既往
　なし   71（42.3%） 68（70.1%） 16（16.5%） 13（13.4%） ＜ 0.001 ‡

<5.7> <－3.5> <－3.2>
　あり   97（57.7%） 18（25.4%） 29（40.8%） 24（33.8%）

<－5.7> <3.5> <3.2>
残存歯の状況
　有歯顎 148（88.1%） 71（48.0%） 41（27.7%） 36（24.3%） 　 0.053 ‡

<－2.3> <0.7> <2.0>
　無歯顎   20（11.9%） 15（75.0%）   4（20.0%）   1（  5.0%）

<2.3> <－0.7> <－2.0>
対象者の要介護度別
　要介護度 2 まで＊＊   34（20.2%） 21（61.8%）   9（26.5%）   4（11.8%） ＜ 0.001 ‡

<1.4> <0> <－1.6>
　要介護度 3   37（22.0%） 26（70.3%）   6（16.2%）   5（13.5%）

<2.6> <－1.6> <－1.4>
　要介護度 4   36（21.4%） 22（61.1%）   9（25.0%）   5（13.9%）

<1.3> <－0.3> <－1.3>
　要介護度 5   61（36.3%） 17（27.9%） 21（34.4%） 23（37.7%）

<－4.6> <1.7> <3.7>
口腔機能
　食べこぼし　なし 111（66.1%） 49（44.1%） 30（27.0%） 32（28.8%） 　 0.007 ‡

<－2.5> <0.1> <3.0>
　　　　　　　あり   57（33.9%） 37（64.9%） 15（26.3%）   5（  8.8%）

<2.5> <－0.1> <－3.0>
舌の動き　問題なし   54（32.1%） 31（57.4%） 16（29.6%）   7（13   %） 　 0.149 ‡

<1.1> <0.6> <－2.0>
　　　　　悪い 114（67.9%） 55（48.2%） 29（25.4%） 30（26.3%）

<－1.1> <－0.6> <2.0>
むせ　　　なし   96（57.1%） 51（53.1%） 22（22.9%） 23（24   %） 　 0.407 ‡

<0.6> <－1.3> <0.7>
　　　　　あり 114（67.9%） 35（48.6%） 23（31.9%） 14（19.4%）

<－0.6> <1.3> <－0.7>
痰がらみ　なし 106（63.1%） 61（57.5%） 24（22.6%） 21（19.8%） 　 0.093 ‡

<2.2> <－1.6> <－0.9>
　　　　　あり   62（36.9%） 25（40.3%） 21（33.9%） 16（25.8%）

<－2.2> <1.6> <0.9>
口腔乾燥　なし   97（57.7%） 54（55.7%） 22（22.7%） 21（21.6%） 　 0.308 ‡

<1.4> <－1.4> <－0.1>
　　　　　あり   71（42.3%） 32（45.1%） 23（32.4%） 16（22.5%）

<－1.4> <1.4> <0.1>
†：一元配置分散分析，＊：post-hoc 検定（Bonferroni 補正）で「20 分群」と比較して p ＜ 0.01 の場合，‡：カ
イ二乗検定，< > 内は標準化残差，絶対値 1.96 以上で特徴あるセルとする。＊＊：要支援 1 ・ 2 ，要介護度 1 ・2
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表 2　20 分群が 40 分群になる Odds 比

変数 B ± SE Odds 比（95%CI） p 値

対象者の年齢 －0.1 ± 0    0.9（0.9－1.0） 0.050
業務内容
　居宅療養管理指導 4.0 ± 0.8 52.4（11.8－231.9） ＜ 0.001
　訪問歯科衛生指導 4.2 ± 1.1 64.9（7.4－570.9） ＜ 0.001
　口腔衛生指導 基準
栄養摂取方法
　経口摂取以外 －0.7 ± 0.9   2.0（0.4－11.4） 0.426
　経口摂取 基準
誤嚥性肺炎の既往
　あり 2.1 ± 0.7   8.5（2.1－34.7） 0.003
　なし 基準
要介護度
　要介護３ －0.5 ± 0.9   0.6（0.1－3.3） 0.550
　要介護４ 0.6 ± 0.9   1.7（0.3－10.1） 0.534
　要介護５ －0.1 ± 0.9   0.9（0.2－5.0） 0.941
　要支援 1 から要介護 2 まで 基準

B：偏回帰係数，SE：標準誤差，CI：信頼区間

表 3　20 分群が 60 分群になるになる Odds 比

変数 B ± SE Odds 比（95%CI） p 値

対象者の年齢 －0.1 ± 0.0     0.9（0.9－1.0） 0.016
業務内容
　居宅療養管理指導 5.2 ± 1.2 185.8（18.5－1866.0） ＜ 0.001
　訪問歯科衛生指導 3.1 ± 1.7   21.1（0.7－626.1） 0.078
　口腔衛生指導 基準
栄養摂取方法
　経口摂取以外 －1.0 ± 0.9     0.4（0.1－2.4） 0.302
　経口摂取 基準
誤嚥性肺炎の既往
　あり 2.1 ± 0.8     8.4（1.8－39.5） 0.007
　なし 基準
要介護度
　要介護３ 0.0 ± 1.0     1.0（0.1－7.4） 0.991
　要介護４ 1.0 ± 1.1     2.8（0.3－23.2） 0.342
　要介護５ 0.8 ± 1     2.3（0.3－15.7） 0.391
　要支援 1 から要介護 2 まで 基準

B：偏回帰係数，SE：標準誤差，CI：信頼区間
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多かった。残存歯の状況および口腔機能に関連し
た項目については有意な差が認められなかった。

次に，業務に要した実働時間 3 区分に関連する
質問項目を検討するため，多項ロジスティック回
帰分析を行った。20 分群が 40 分群になる Odds
比について，口腔衛生指導を 1 とした場合，居宅
療養管理指導は 52.4（95% CI：11.8-231.9），訪問
歯科衛生指導は 64.9（95% CI：7.4-570.9）であっ
た。誤嚥性肺炎の既往がない者を 1 とした場合，
既往がある者は 8.5（95% CI：2.1-34.7）であっ
た。対象者の年齢，栄養摂取方法，要介護度は有
意な関連が認められなかった（表 2）。20 分群が
60 分群になる Odds 比は口腔衛生指導を 1 とし
た場合，居宅療養管理指導は 185.8（95% CI：
18.5-1866.0）であった。訪問歯科衛生指導は有意
な関連は認められなかった。誤嚥性肺炎の既往が
ない者を 1 とした場合，既往がある者は 8.4（95% 
CI：1.8-39.5）であった。栄養摂取方法，要介護
度は有意な関連が認められなかった（表 2）。
Ⅱ．介入で困っていることに関する自由記載に関

するテキストマイニング
自由回答の総数は 126 件であった。係り受け解

析のスコアの高いもの上位 10 件について，表 4
に名詞－形容詞，表 5 に名詞－動詞，表 6 に名詞
－名詞を示す。名詞－形容詞では，「乾燥－強い」
のスコア 3.6 と出現頻度 9 回が最も高かった。「算
定－ほしい」はスコア 2.0，出現頻度 2 回，「口腔
－強い」はスコア 1.7，出現頻度 6 回であった

（表 4）。名詞－動詞では，「算定－認める」「回数
－増やす」がともにスコア 3.0，出現頻度 3 回で
あった。その他，「痰」「開口」「保湿」など口腔
機能に関連する名詞が認められた（表 5）。名詞
－名詞では，「管理－基本」「介護－訪問看護」が
それぞれスコア 3.0，出現頻度 2 回であった。「口
腔」と「保湿剤」は「塗布」と係り受けし，「情
報」は「サービス」「担当者」「会議」と係り受け
していた（表 6）。

介入で困っていることに関する共起キーワード
の結果を図 1 に示す。「口腔」を中心に「機能」
と「訓練」，「乾燥」と「保湿」，「口腔ケア」と

「拒否」が困りごととして共起していた。これら
が「かかる」と共起して「痰」が「多い」と，

「家族」「介護」「職員」を通じて「歯科衛生士」
による「ケア」の「介入」の「必要」性が「増え

表５　係り受け解析（名詞　─　動詞）

名詞　─　動詞 スコア 出現頻度

算定　─　認める 3.0 3
回数　─　増やす 3.0 3
拒否　─　見る 2.0 4
痰　　─　上がる 2.0 2
開口　─　加える 2.0 2
困難　─　加える 2.0 2
普通　─　刻む 2.0 2
保湿　─　かかる 1.5 8
協力　─　得る 1.5 2
ケア　─　行う 1.3 4

表６　係り受け解析　名詞　─　名詞

名詞　─　名詞 スコア 出現頻度

管理　　　─　基本 3.0 2
介護　　　─　訪問看護 3.0 2
口腔　　　─　塗布 2.0 2
介入　　　─　重要 2.0 2
サービス　─　情報 2.0 2
保湿剤　　─　塗布 2.0 2
担当者　　─　情報 2.0 2
会議　　　─　情報 2.0 2
食事　　　─　指導 1.7 3
サービス　─　提供 1.5 2

表４　係り受け解析（名詞　─　形容詞）

名詞　─　形容詞 スコア 出現頻度

乾燥　　　─　強い 3.6 9
算定　　　─　ほしい 2.0 2
口腔　　　─　強い 1.7 6
葛藤　　　─　辛い 1.0 1
舌苔　　　─　厚い 1.0 1
発赤　　　─　なりやすい 1.0 1
清掃　　　─　短い 1.0 1
汚染　　　─　著しい 1.0 1
歯肉　　　─　なりやすい 1.0 1
歯ブラシ　─　早い 1.0 1
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る」ことが読み解くことができた。また，「20 分」
で業務を「終わる」ことの困難さ（図 1 右上）
や，「看取る」際に口腔衛生状態が「著しい」悪
化や「磨きにくい」状況により，適切なケアの提
供が「間に合う」ようにすることの困難さが読み
取れた（図 1 上中央）。その他，「開口」と「困
難」，「訪問」と「食事」，「義歯」と「管理」など
が共起していた。

自由記載のすべてを AI テキストマイニングが
3 行にまとめた結果を図 2 に示す。介入に際して
困っていることとして「舌の乾燥が強く保湿に時
間がかかる」「20 分では終わらない，十分なリハ

ができない」「ケア方法の共有に時間がかかるこ
とが多い」の 3 点に集約された。

【考　察】
在宅療養者や介護保険施設入所者に対して口腔

健康管理を行う際，その業務区分が居宅療養管理
指導である場合は 60 分以上かかり，訪問歯科衛
生指導は 40 分程度，施設での口腔衛生指導では
20 分程度時間をかけていることが明らかになっ
た。訪問歯科衛生指導料の算定基準について，従
前は 20 分以上かかるものを「複雑なもの」，20
分未満の「単純なもの」と区分していたことを始

図１　介入で困っていることに関する共起キーワード

 
 

図１ 介入で困っていることに関する共起キーワード 

 ：名詞， ：動詞， ：形容詞  ：名詞，

 
 

図１ 介入で困っていることに関する共起キーワード 

 ：名詞， ：動詞， ：形容詞  ：動詞，

 
 

図１ 介入で困っていることに関する共起キーワード 

 ：名詞， ：動詞， ：形容詞  ：形容詞

 
 

図１ 介入で困っていることに関する共起キーワード 

 ：名詞， ：動詞， ：形容詞  
⃝　舌の乾燥が強く保湿に時間がかかる。
⃝　20 分では終わらない，十分なリハができない。
⃝　ケア方法の共有に時間がかかることが多い。

図２　  自由記載すべてを AI テキストマイニングが 3 行に
まとめた内容
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まりとするが，現在では居宅療養管理指導ととも
に 20 分以上かかるもののみが算定できることに
なっている。今回のアンケートの結果，居宅療養
管理指導では 44.3% が 60 分以上，訪問歯科衛生
指導では 75% が 40 分以上当該業務に要している
ことがわかった。現在，居宅療養管理指導，訪問
歯科衛生指導ともに月 4 回しか算定できないた
め，リコール間隔が長くなり，このことが当該業
務に長時間を要する原因であることが推測され
る。共起キーワードから，口腔乾燥の悪化，開口
や機能訓練の実施に伴う困難，口腔ケアに対する
拒否が，口腔健康管理に長時間を要する原因と
なっていると解釈できることから，1 週間に 1 回
程度の介入では，口腔乾燥の改善効果の持続，機
能訓練の効果の持続が望めなく，リコール間隔の
途中で悪化した状態から再度やり直しになってい
る実情がうかがえる。経管栄養の要介護高齢者で
は，口腔乾燥により口蓋に剝離上皮膜が形成さ
れ，膜状物を除去することを含めた口腔ケアの時
間は粘液物よりも有意に長くかかることから，当
該対象者に対する口腔粘膜へのケアの適切な間隔
は 6 ～ 12 時間程度と報告されている5）。この剥
離上皮膜は保湿剤の使用だけでは防ぐことが困難
で6），一旦形成されると，口腔粘膜上皮と連続し
ているため除去が難しい。また経口摂取していな
い高齢者の口腔ケアに関する細菌学的な検討から
も 6 時間程度の間隔が適当であることが示されて
いる7）。全国の介護保険施設に口腔ケアに関する
看護管理的な取り組みの実態を調査した研究で
は，口腔ケアは看護の質の指標と考える施設は
80.4% と高く，看護師が多く配置されている介護
療養型医療施設では，口腔ケアの標準的看護手順
により看護師が口腔ケアを担っている割合が高い
ことが報告されている8）。一方，スウェーデンの
研究では，入院中の高齢者の肺炎による死亡率
は，歯科医療従事者による口腔ケアにより低下さ
せることができたが（リスク比 0.43，95% CI：
0.25-0.76，p＝0.003），看護師による口腔ケアは効
果 が な か っ た（ リ ス ク 比 1.20，95% CI：0.97-
1.48，p＝0.09）ことが報告されている9）。これら
のことから，口腔機能に問題がある高齢者に対し
ては，歯科衛生士による頻回の口腔健康管理によ

る介入が必要であることが示唆される。特に居宅
療養管理指導の対象者は月 4 回の介入頻度では，
口腔環境を良好に保つことは困難であり，業務の
量と質を適正化するためには，介入頻度を増や
し，1 回あたりの業務時間を短くすることが歯科
衛生士とその対象者の両者の負担を低減させるこ
とにつながると考える。

本研究では，60 分群で有意に対象者の年齢が
若かった。このことは，居宅療養管理指導，訪問
歯科衛生指導，口腔衛生指導の対象者の年齢がそ
れぞれ 77.4 ± 14.9 歳，83.2 ± 7.4 歳，87.5 ± 7.9 歳
で，口腔衛生指導の対象者に比べて居宅療養管理
指導の対象者は有意に若かった（p ＜ 0.001）こ
とに起因していると考えられる。

本研究では，口腔健康管理の対象者の 57.7% に
誤嚥性肺炎の既往があった。これは他の報告と比
べて極めて高い割合であるが，口腔健康管理の要
請がある者では嚥下機能に問題がある者が多いこ
とが推測される。また，誤嚥性肺炎の既往のある
者は既往のない者に比べて口腔健康管理にかかる
時間が長いことが明らかとなった。誤嚥性肺炎
は，嚥下機能の低下した高齢者，脳梗塞後遺症や
認知症などの神経疾患や寝たきり患者で多く見ら
れ，入院が必要な肺炎の 66.8％，院内肺炎の
86.7％が該当すると報告されている10）。介護老人
保健施設の全国調査結果を用いた観察研究では，
誤嚥性肺炎のリスク因子として，男性（1.7 倍），
痰の吸引（4.5 倍），酸素療法（5.7 倍），経管栄養

（3.4倍），嚥下機能障害（4.8倍），認知症（1.5倍）
などが挙げられており，「痰の吸引」からは痰の
多さや喀出能力の低下，「酸素療法」からは呼吸
機能低下が，「経管栄養」からは嚥下機能低下や
低栄養・サルコペニアの存在が示唆されるとして
いる11）。また近年では COVID-19 に関連した嚥下
障害による誤嚥性肺炎が報告されており12），重症
化しやすい高齢者では留意が必要である。誤嚥性
肺炎の既往歴のある者は，その背景として脳血管
疾患や認知症，廃用委縮などが併存するため，バ
イタルサインの確認，誤嚥を回避するための姿勢
の保持，口腔清掃時の水分が咽頭に流入しないよ
うにするための水分コントロールなど，実施に要
する手順や留意点が多くなることから，誤嚥性肺
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炎の既往がない場合と比べて時間が長い傾向にあ
ると推測される。

要介護状態別では，要介護度 5 の者で 60 分以
上要する割合が高かったが，ロジスティック回帰
分析では関連性が認められなかった。特別養護老
人ホームにおける施設職員および歯科衛生士によ
る口腔清掃の時間分析と清掃効果を比較評価した
研究では，要介護度 4 もしくは 5 の者に対する口
腔清掃の実測総時間は，施設職員が 1 分 33 秒～
3 分 59 秒，歯科衛生士が 3 分 57 秒～ 15 分 52 秒
であり，歯科衛生士の中でもかなりの差が認めら
れている13）。例えば，セルフケア能力が残存して
いる場合は，セルフケアの内容を確認・指導する
ための時間が必要になる。要介護度が同じでも摂
食嚥下訓練が必要な場合は，事前の口腔清掃や，
対象者の体調や疲労などの状態や開口の保持の状
態など，訓練前の状況把握のための時間を要す
る。車イスに移乗ができて洗面台を利用できる場
合は，移乗前後の身体介護が発生する。また，独
居の場合は，会話をする時間も重要な口腔機能訓
練となることから，対象者とのコミュニケーショ
ンに時間をあてるため，業務時間の延長につなが
ることが挙げられる。これらのことから，要介護
度よりも，口腔健康管理に関連する個々の要因
が，当該業務に要する時間を決定する要因として
関連が強いことが推測される。

テキストマイニングの結果，口腔ケア時の拒否
が介入時の困りごととして抽出された。訪問看護
師を対象とした研究で，口腔観察を行う上で困っ
ていることとして，口腔観察の拒否について「強
くそう思う」「そう思う」と回答した者の割合は
72.0％であった14）。訪問看護を利用する高齢在宅
療養者とその家族が抱える口腔ケアに関する困難
感の研究では，口腔ケアの拒否は全体的な困難感
との間に中程度の相関（r＝0.67）が認められ 
た15）。介護拒否のある者では，身体への接触より
も顔面への接触に対する拒否が強いことが知られ
ているが，このような拒否のある者への対処方法
として，週 1 回の脱感作により 4 ～ 6 回程度で拒
否が軽減したと報告しており16），脱感作までかな
りの期間を要することが知られている。歯科衛生
士の業務における負担感と対象者の拒否について

は，松田らが開発した口腔関連介護負担感尺度の
項目に「口腔清掃を嫌がるので困る」が含まれて
おり17），口腔健康管理における拒否と歯科衛生士
の負担感については今後の研究課題と考える。

本研究にはいくつかの限界がある。1 つ目は口
腔健康管理の対象者の性別を収集していないこと
である。性差が口腔健康管理に要する時間に与え
る影響は不明である。2 つ目はアンケート参加者
の募集方法である。日本歯科衛生士会の在宅・施
設口腔健康管理委員会委員を通じて参加者を募集
しているため，選択バイアスが生じた可能性があ
る。また，web 経由での回答であったため，web
入力が回答者負荷となった可能性がある。3 つ目
は回答者の属性に関する調査を行っていないこと
である。回答者の属性が不明であるため一般化可
能性（外的妥当性）が不明瞭となるおそれがあ
る。4 つ目は訪問歯科衛生指導の対象者数が 12
件と少ないことである。回答数を増やすため調査
対象者や調査期間を拡充するなど工夫が必要で
あったかもしれない。

【結　論】
在宅や施設で実施する口腔健康管理に要する時

間は，業務区分ごとに，居宅療養管理指導でおよ
そ 60 分もしくはそれ以上，訪問歯科衛生指導で
およそ 40 分程度，介護保険における口腔衛生管
理加算にかかる口腔衛生指導でおよそ 20 分程度
であった。業務が 40 分以上かかる要因は，居宅
療養管理指導であること，もしくは訪問歯科衛生
指導であることのほか，対象者の誤嚥性肺炎の既
往の存在であった。テキストマイニングの結果，
口腔健康管理を行う上で困っていることは，「舌
の乾燥が強く保湿に時間がかかる」，「20 分では
終わらない，十分なリハができない」，「ケア方法
の共有に時間がかかることが多い」ことが抽出さ
れた。
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[Purpose] To examine the actual situation and time required for oral health 
management, we conducted a questionnaire survey on the work in homes and long-term 
care insurance facilities.
[Materials and Methods] We recruited dental hygienists engaged in oral health 

management in homes and long-term care insurance facilities to participate in a 
questionnaire survey. The survey included intervention methods (visiting dental 
hygiene guidance, guidance for management of in-home medical long-term care, oral 
hygiene management), age of subjects, nursing care level, history of aspiration 
pneumonia, presence of enteral nutrition, oral function status, time required (about 20 
minutes [20-minute group], about 40 minutes [40-minute group], about 60 minutes or 
more [60-minute group]), and difficulties in intervention (free description). Text mining 
was performed for free descriptions.
[Results] Total 168 respondents were recruited to analyze. According to the results 

of a multinomial logistic regression analysis, the factors that led to the 40-minute group 
were guidance for management of in-home medical long-term care, visiting dental 
hygiene guidance, and a history of aspiration pneumonia when the 20-minute group was 
used as the reference. The factors that led to the 60-minute group were younger age, 
guidance for management of in-home medical long-term care, and a history of aspiration 
pneumonia. The difficulties in intervention summarized by AI were “the tongue is dry 
and moisturizing takes time”, “20 minutes is not enough time for sufficient 
rehabilitation”, and “sharing care methods takes time”.
[Conclusion] In performing oral health management by dental hygienists, guidance 

for management of in-home medical long-term care, visiting dental hygiene guidance, 
or history of aspiration pneumonia were associated with a working time of 40 minutes 
or more. The difficulties in intervention were a dry tongue, insufficient time for 
rehabilitation, and sharing care methods taking time.

英 文 抄 録
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【緒　言】
事業場における労働者の健康保持増進のための

指 針（Total Health Promotion Plan， 以 下，
THP 指針）が 2020 年に見直された1)。新たな
THP 指針の健康保持増進対策の基本的考え方に
は，労働者の健康の保持増進のための具体的措置
として，運動指導，メンタルヘルスケア，栄養指
導，口腔保健指導，保健指導等があり，各事業場
の実態に即して措置を実施していくことが必要で
あると記載され，歯科口腔保健についての取り組
みが明確化された1)。先行研究では，歯科医師会
による事業場における歯科健康診査や歯科保健活
動の成果は報告されているものの2,3)，全国レベ
ルの都道府県歯科衛生士会における活動状況を明
らかにした報告は見当たらない。そこで本研究の
目的は，都道府県歯科衛生士会における成人や事
業場における歯・口腔の健康保持に関する歯科保
健活動について基礎資料及び事例等を把握するこ
ととした。

【対象および方法】
2021 年 11 月に全国 47 都道府県歯科衛生士会

に郵送又は電子メールによる質問紙調査を実施し
た。質問紙内容は，成人を対象とした市町村と事
業場における歯・口の健康保持に関する事業につ
いて把握できるよう考慮した。

本研究に用いた質問項目の一部抜粋を図 1 に示
す。主な内容として成人の歯・口の健康保持に関
する事業（市町村）の従事状況は，「貴歯科衛生
士会で過去 3 ヵ年（2018 年度，2019 年度，2020
年度），成人の歯・口の健康保持に関する事業に
従事していますか。」，「成人に対する歯・口の健
康保持に関する事業の対象者は，おおよそ何名で
したか。」との質問を使用し，該当年度や事業対
象者の人数について回答を得た。歯・口の保健指
導の実施内容では，「歯・口の保健指導を実施し
た場合，その内容に該当するものをご記入くださ
い。」との質問を使用し，選択肢を 1）口腔の機
能，2）口腔疾患，3）生活習慣病と口腔の関係，
4）歯と歯周組織の構造，5）各ライフステージの
特性，6）セルフケアとプロフェッショナルケ
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図 1　都道府県歯科衛生士会における歯科口腔保健事業従事状況等に関する質問紙（一部抜粋）1

図1 都道府県歯科衛生士会における歯科口腔保健事業従事状況等に関する質問紙(一部抜

粋)
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ア，7）その他とし，複数選択可として回答を得
た。

事業場の歯・口の健康保持に関する事業の従事
状況は，「貴歯科衛生士会で過去 3 ヵ年（2018 年
度，2019 年度，2020 年度）の間に事業場の従事
者に対する事業を実施していますか。」との質問
を使用し，回答を「実施している」か「実施して
いない」の 2 択とした。事業場での歯・口の保健
指導の実施内容では，「歯・口の保健指導を実施
した場合，その内容に該当するものをご記入くだ
さい。」との質問を使用した。選択肢は成人の
歯・口の健康保持に関する事業と同様とした。い
ままで行われてきた事業場の事業についてメリッ
トや改善すべき点を抽出するため，「事業実施に
伴うメリット及び今後，改善すべき点があれば，
記載してください。」との質問を設け，自由記載
にて回答を得た。新型コロナウイルス感染症（以
下，COVID-19）の影響を把握するため，「2020
年度の事業場を対象とした事業で COVID-19 の
影響を受け，事業の中止や延期，実施方法を変更
したものがありましたか。」との質問を使用し，
回答を「影響を受けた」か「影響を受けなかっ
た」の 2 択とした。また，影響を受けたと回答し
た場合は，事業の中止や延期，実施方法の変更に
ついて回答を得た。最後に，事業場等での歯・口
の健康保持に関する事業を今後，継続的に進めて
いく上での課題については，自由記載にて回答を
得た。本研究は東京歯科大学倫理審査委員会の承

認を得て実施した（承認番号 1079）。同意書の取
得は，調査対象が団体であるため行っていない。
本研究の目的や研究方法等については書面にまと
め，質問紙と一緒に郵送又は送信し，理解を得
た。なお本研究は，令和 3 年度厚生労働科学研究
費補助金（労働安全衛生総合研究事業）にて実施
した。

【結　果】
全国 47 都道府県全ての歯科衛生士会から回答

を得た。
Ⅰ．過去 3 ヵ年における成人の歯・口の健康保持

に関する事業への従事状況（図 2）
過去 3 ヵ年における成人の歯・口の健康保持に

関する事業への従事状況では，2018 年，2019
年，2020 年と過去 3 ヵ年において，どの年度も
70％以上が成人の歯・口の健康保持に関わる事業
へ従事していた。
Ⅱ．成人に対する歯・口の健康保持に関する事業

のおおよその対象者数（平均対象者数）
成人に対する歯・口の健康保持に関する事業の

対象者数は，2018 年度（2018 年 4 月～ 2019 年 3
月）が 1,714 名，2019 年度（2019 年 4 月～ 2020
年 3 月）が 1,878 名，2020 年度（2020 年 4 月～
2021 年 3 月）が 646 名であり，2019 年度が最も
多い結果となった。

図 2　過去 3 ヵ年における成人の歯・口の健康保持に関する事業への従事状況

2

図 2 過去 3ヵ年における成人の歯・口の健康保持に関する事業への従事状況 

図 3 成人に対する歯・口の保健指導を実施した場合の内容（複数選択） 
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Ⅲ．成人に対する歯・口の保健指導を実施した場
合の内容（複数選択）（図 3）

歯・口の保健指導を実施した場合の内容につい
て該当するものをすべて選択してもらったとこ
ろ，口腔の機能が 30 都道府県，口腔疾患が 31 都
道府県，生活習慣病と口腔の関係が 39 都道府
県，歯と歯周組織の構造が 28 都道府県，各ライ
フステージの特性が 26 都道府県，セルフケアと
プロフェッショナルケアが 33 都道府県，その他
が 7 都道府県であった。生活習慣病と口腔の関係

やセルフケアとプロフェッショナルケアといった
内容を指導していることが多いという結果となっ
た。
Ⅳ．過去 3 ヵ年（2018 ～ 2020 年度）における事

業場の従事者に対する事業の実施（図 4）
過去 3 ヵ年における事業場の従事者に対する都

道府県歯科衛生士会の事業実施状況は，31 都道
府県（65％）が実施し，16 都道府県（35％）が
実施していないとの回答であった。

2

図 2 過去 3ヵ年における成人の歯・口の健康保持に関する事業への従事状況 

図 3 成人に対する歯・口の保健指導を実施した場合の内容（複数選択） 図 3　成人に対する歯・口の保健指導を実施した場合の内容（複数選択）

3

図 4 過去 3ヵ年（2018～2020年度）における事業場の従事者に対する事業の実施

図 5 事業場の従事者に対する歯・口の保健指導を実施した場合の内容（複数選択）

図 4　過去 3 ヵ年（2018 ～ 2020 年度）における事業場の従事者に対する事業の実施
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Ⅴ．事業場の従事者に対する歯・口の保健指導を
実施した場合の内容（複数選択）（図 5）

歯・口の保健指導を実施した場合の内容につい
て該当するものをすべて選択してもらったとこ
ろ，口腔の機能が 19 都道府県，口腔疾患が 21 都
道府県，生活習慣病と口腔の関係が 25 都道府
県，歯と歯周組織の構造が 17 都道府県，各ライ
フステージの特性が 13 都道府県，セルフケアと
プロフェッショナルケアが 21 都道府県，その他
が 5 都道府県であった。事業場での事業における
歯科保健指導を実施した場合の内容で，もっとも
多かったのは生活習慣病と口腔の関係であった。
次いで，口腔疾患やセルフケアとプロフェッショ
ナルケアについて指導している都道府県が多く見
られた。
Ⅵ．いままで行われてきた事業場の歯科口腔保健

に関する事業について
事業場の歯科口腔保健に関する事業について事

業実施に伴うメリット及び今後，改善すべき点を
自由記載にて回答を得たところ，「仕事の忙しさ
を歯科受診できない理由としている方にとって
は，職場の歯科検診は有効である。」，「多くの人
に歯の健康に対し興味を持って頂くことができ
る。」，「事業場内で検診ができるが，重要性が伝
わらず歯科受診率が低い。」等の回答が得られた。

Ⅶ．2020 年度の事業場を対象とした歯・口の健
康保持に関する事業での COVID-19 の影響

（図 6）
2020 年における事業場を対象とした事業で

COVID-19 の影響を受けたと回答したのは 24 都
道府県（77％）であり，受けなかったと回答した
のは 4 都道府県（13％），未回答が 3 都道府県

（10％）であった。具体的に中止した事業があっ
たと回答したのは 18 都道府県，延期した事業が
あったと回答したのは 5 都道府県，方法を変更し
事業を行ったと回答したのが 9 都道府県であっ
た。
Ⅷ．事業場等での歯・口の健康保持に関する事業

を今後，継続的に進めていく上での課題
事業場等での歯・口の健康保持に関する事業を

今後，継続的に進めていく上での課題となること
を自由記載にて回答を得たところ，「事業場を対
象とする場合，平日の活動が主となるため対応で
きる会員の確保が課題となる。」，「事業を担当す
る歯科衛生士の人材確保と育成が必要。」等の回
答が得られ，人材確保が難しい点や質の平均化や
向上についての意見が挙げられた。

【考　察】
本研究にて，都道府県歯科衛生士会における成

人や事業場における歯・口腔の健康保持に関する

図 5　事業場の従事者に対する歯・口の保健指導を実施した場合の内容（複数選択）

3

図 4 過去 3ヵ年（2018～2020年度）における事業場の従事者に対する事業の実施

図 5 事業場の従事者に対する歯・口の保健指導を実施した場合の内容（複数選択）
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歯科保健活動について検討したところ，過去 3 か
年における成人の歯・口の健康保持に関する事業
では，70％以上の歯科衛生士会が従事していたこ
とが明らかとなった。そして対象者数は，2018
年度，2019 年度と増加傾向にあったが，2020 年
度は減少しており，これは COVID-19 の影響と
考えられる。また，成人に対する歯・口の保健指
導を実施した場合の内容では，生活習慣病と口腔
の関係という選択肢が最も多く選択された。事業
場で行われる健康診断の 1 つに一般健康診断があ
る。この目的は，生活習慣病も念頭においた健康
状態の把握，作業環境・作業条件などによる健康
影響・健康障害の早期把握である4)。また，従事
する者の多くは，成人期であり，生活習慣病のリ
スクが高まる時期である5)。対象者も興味を持ち
やすい事項であるため，生活習慣病と口腔の関係
が多く選択されたと考えられる。一方，過去 3 ヵ
年における事業場での歯・口の健康保持に関する
事業では 65％の都道府県歯科衛生士会が事業場
での事業を実施していることが明らかとなった。
研究調査年（2018 ～ 2020 年度）における日本歯
科衛生士会が実施した地域歯科保健活動実施状況
調査報告書によると事業場歯科検診・保健指導に
おいて主催事業は少なく，行政や歯科医師会，そ
の他からの受託もしくは共催等での実施が大多数
を占めていることが報告されている6～8)。このこ
とから都道府県歯科衛生士会における事業場での
事業は事業受託という形態で行われていることが
予測される。現在行っている事業受託に加え，新
たに都道府県歯科衛生士会が事業を主催し，実施

する場合，人材の確保や事業に必要な物品の準備
等，問題は多岐に及ぶと考えられる。都道府県歯
科衛生士会の主催が難しい場合，活用していきた
いのが，行政や歯科医師会，職域において労働者
の健康を支える多職種との連携である。2014 年
の歯科衛生士法改正の際には，「歯科医療関係者
との緊密な連携による適正な歯科医療確保のため
の努力義務」が新たに義務付けられた9)。恒石ら
の報告によると，47 都道府県歯科医師会におい
て，過去 3 年間（2018 ～ 2020 年度）の事業所従
事者等への実施事業では，一般歯科健康診査の実
施が 41 都道府県（85.1％），歯科特殊健診が 29
都道府県（61.7％），歯科保健指導が 20 都道府県

（42.6％），講演会の開催が 19 都道府県（40.4％）
と報告されている10)。一般歯科健康診査の実施率
は高いが，歯科保健指導には改善の余地があると
考えられる。今後，事業場の従事者の高齢化が進
んでいくことを踏まえると，今まで以上に歯科医
師会との連携を密にし，歯科保健指導に力を入れ
ていく必要があると考えられる。また，保健師，
栄養士等歯科関係者以外の多職種との連携を図れ
る環境を整備していくことも望まれる。

2020 年の事業実施において COVID-19 の影響
を受けた都道府県歯科衛生士会は 77％であり，
多くの都道府県歯科衛生士会が影響を受けたこと
が分かった。地域歯科保健活動実施状況調査報告
書7,8) によると事業場歯科検診・保健指導の実施
回数は 2019 年度では 783 回であるのに対し，
2020 年は 341 回であり実施回数の減少がみられ，
本研究で得られた知見を支えていると考えられ

図 6　2020 年度の事業場を対象とした歯・口の健康保持に関する事業での COVID-19 の影響

4

図 6 2020年度の事業場を対象とした歯・口の健康保持に関する事業でのCOVID-19の影

響
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た。事業場等での歯・口の健康保持に関する事業
を今後，継続的に進めていく上での課題では事業
を担当する歯科衛生士会員の確保が課題として記
載されていた。例えば東京都歯科衛生士会の場
合，衛生行政報告例による就業者数が 15,045 人
に対して，会員数は，1,217 名（2021 年 6 月現在）
であり，組織率は 1 割にも満たない状況であ 
る11）。このことから，歯科衛生士会への登録者数
が少ないことや令和 2 年衛生行政報告例（就業医
療関係者）の概況によると，歯科衛生士は診療所
に勤務している者が 129,758 人（構成割合 90.9%）
と最も多い12） ため，事業が行われる平日に派遣
できる会員が少なく，人員不足の要因になってい
ると考えられた。

本研究は，事業場での活動について質問紙によ
り歯科衛生士会に報告を求めたが，あくまでも調
査時点での歯科衛生士会の担当者の理解の範囲で
の知見による対応となる。そのため，事業場の立
場での調査知見が得られていないことから，本来
の産業保健における歯科口腔保健の位置づけまで
は明らかにできないことが本研究の限界と考えら
れる。

【結　論】
過去 3 ヵ年（2018 ～ 2020 年度）で事業場の事

業を実施している都道府県歯科衛生士会は 65％
であることが明らかとなった。それと同時に，事
業実施においては，行政や歯科医師会からの受託
や共催が多く，様々な連携が必要であることが考
えられた。また，事業を担当する歯科衛生士の派
遣やその質の向上について都道府県歯科衛生士会
が課題を抱えていることが明らかになった。事業
場の事業を継続するために，今後ヒアリング等を
通じ，詳細な情報収集を行い，特に人材確保の課
題解決の糸口を見出したい。
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10）恒石美登里，山本秀樹，上條英之：職域での歯科口腔保
健を推進するための調査研究　都道府県歯科医師会等の
職域歯科口腔保健の取り組みに関する調査．厚生労働科
学研究成果データベース．2023-05-25 公開日．https://
mhlw-grants.niph.go.jp/project/158992（2023 年 6 月 17
日アクセス）

11）公益社団法人東京都歯科衛生士会：会の概要，https://
tokyo.jdha.or.jp/about/（2023 年 1 月 4 日アクセス）

12）厚生労働省：令和 2 年衛生行政報告例（就業医療関係者）
の概況，結果の概要，就業歯科衛生士・歯科技工士及び
歯 科 技 工 所，https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/
hw/eisei/20/dl/kekka2.pdf（2022 年 12 月 28 日 ア ク セ
ス）
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プロフィール…………………………………………………………
渡邉　順子（わたなべ よりこ）
名古屋保健衛生大学（現　藤田医科大学）にて看護学士，大
阪大学大学院医学系研究科にて博士（保健学）を取得。名古
屋大学医学部保健学科看護学専攻助教授，聖隷クリストファ
ー大学看護学部教授・学部長，静岡県立大学大学院看護学研
究科教授・研究科長を経て，2020 年より静岡県立大学副学
長。
特定非営利活動法人愛知排泄ケア研究会理事。日本看護科学
学会評議員。日本看護学教育学会編集委員。日本老年泌尿器
学会評議員。日本看護医療学会監事。
著書に「基礎看護学テキスト―EBN 志向の看護実践　改訂
第２版」（共著，南江堂），「実践へのフィードバックで活か
すケア技術のエビデンス」（共著，へるす出版），「これから
の看護研究―基礎と応用　第３版」（共著，ヌーヴェルヒロ
カワ），「排泄リハビリテーション　理論と臨床」（共著，中
山書店）他多数，2020 年に「患者の声から考える看護」（医
学書院）を出版。
看護基礎教育に携わり 35 年余，しなやかにしたたかに看護

（みまも）るナースの応援団長。

1990 年代，医療現場における患者と医療者の
コミュニケーションの必要性を痛感した患者たち
が，患者と医療者双方のコミュニケーション能力
を高める活動を始めました（認定法人 NPO ささ
えあい医療人権センター COML）。ちょうどこの
頃，「インフォームド・コンセント」が社会的に
認知し始めた時期と重なり，いわゆる「お任せ医
療」からの意識変革の機運が高まってきました。
医療を阻害させる患者の不満や悩み，不信感の原
因は，医療者とのコミュニケーションギャップに
あると患者も医療者も気づいたのです。

そして，医学部と歯学部において客観的臨床能
力試験：OSCE（Objective Structured Clinical 
Examination）が 2005 年より実施され，2021 年
には，医師法及び歯科医師法改正により，医師国
家試験，歯科医師国家試験のそれぞれの受験資格
に OSCE と CBT の合格者に限られることになり
ました。OSCE の中でも「医療面接」が重要なポ
イントになります。OSCE 課題の学習目標に，① 
これから行うことを患者に伝達できる。⑨ 患者
の痛みや不快感に配慮できる。⑩ 安全性に配慮
できる。ことが設定されています。医療現場での
伝達（伝え方）と配慮（おもいやり）については，
感情労働者である医療者には難しい課題です。

医療法には，「医師，歯科医師，薬剤師，看護
師その他の医療の担い手は，医療を提供するに当
たり，適切な説明を行い，医療を受ける者の理解
を得るよう努めなければならない」とインフォー
ムド・コンセントの必要性を努力義務と定めてい
ます。このインフォームド・コンセントの解釈を
患者に対する「説明と同意／合意」に留めず，患
者が「納得」することを置き去りにしてはいけま
せん。

患者の声から考える医療

静岡県立大学　看護部　特任教授・副学長　渡邉 順子

2006（平成 18）年，医療法全般に大幅に手が
加えられた医療法第５次改正では，「患者の選択
に資する医療機関情報提供の推進，医療安全対策
の強化，患者相談窓口設置の努力義務」などが定
められました。

ところが，2018 年に COML に寄せられた患者
からの電話相談では，症状について，ドクターへ
の不満，治療方法，コミュニケーションの取り
方，説明不足，その他の医療者への不満が上位を
占めています。医療者の基礎教育と臨床現場の努
力にまだ時間が必要なのでしょうか。患者と医療
者のコミュニケーションギャップにどのように立
ち向かうのか。なぜ，コミュニケーションギャッ
プが生じるのか。患者の声は医療者に届いている
のか。医療者は患者の声に気づいているのか。そ
んな疑問を少しずつ解きほぐすよう具体的な事例
をもとに一緒に考えてみたいと思います。

特別講演
特別講演・9 月 17 日（日）11：10 ～ 12：10
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「健康長寿」に不可欠な３本柱として運動・栄
養・社会参加が知られている。しかしこの数年間
は COVID-19 感染拡大防止のため，やむを得ず

「ステイ・ホーム」「ソーシャル・ディスタンス」
等が推奨され，３本柱とは真逆の行動様式が生活
に広く浸透した。また長きにわたるマスク生活が
もたらす弊害の可能性も否定できない。フレイ
ル・ドミノの進行具合は想像の域を出ないが，こ
れまでの常識をくつがえす変化をふまえ，未来に
向けた健康づくりの設計図を描き直す必要がある
のかもしれない。

世界の疾病負荷研究（JDR 2013）によると，
疾病 291 種類の中で有病者ランキング 1 位は「永
久歯の齲蝕（未処置）」，6 位は「重度の歯周病」，
10 位は「乳歯の齲蝕（未処置）」であった。感染
症の視点で換言すれば，口腔感染症は世界的なパ
ンデミック状態だと言えよう。国内の齲蝕に目を
向けると，若年層の有病者率は年々減少している
一方で，成人では逆に増加している。感染源にな
りうる成人の齲蝕リスクが上昇している現実は，
宿主である子どもにとって対岸の火事ではない。
齲蝕が non-communicable disease（生活習慣病）
であることに異論はないが，「川の上流」たる感
染症的プロセスへの対策を講じることにより，さ
らなる予防効果が期待できると考える。

主たる齲蝕原性細菌であるミュータンスレンサ
球菌（MS 菌）は基本的に家族内感染であるが，
特に母親が感染源となりやすい。MS 菌の母子伝
播を予防するために妊娠期から母親に指導や予防
処置を行うことを，北欧では「プライマリー・プ
ライマリー・プリベンション（primary-primary 
prevention）」と呼び，30 年以上も前から小児齲
蝕予防の最先端戦術として認知されている。まさ
に周産期口腔保健は，妊産婦の口腔健康管理のみ

ならず，次世代への健口投資の意義がある。発表
者は独自のプライマリー・プライマリー・プリベ
ンションとして，対象者を妊婦（母親）に限定せ
ず，「家族単位」さらに「地域社会」に拡大し，
家族や地域住民が同じコミュニティに生きる子ど
も達の健口のために自分の健口獲得を目指すコン
セプト「マイナス１歳からはじめるむし歯予防」
を啓発している。学校教育やプレコンセプション
ケアに包摂し，次世代に口腔と全身の健康をつな
ぐ意識を醸成し継承にみちびくことも重要だと考
える。そのコンセプトの中で，最小限の努力で最
大の効果をあげるための補完的ツールとしてキシ
リトールの活用も挙げている。母親への歯科介入
の有効性に関するシステマティック・レビューと
ともに紹介したい。

未来につなぐ齲蝕予防戦略として周産期 
口腔保健の可能性を探索する
―マイナス１歳からはじめるむし歯予防―

静岡県立大学短期大学部　歯科衛生学科　教授　仲井 雪絵

プロフィール…………………………………………………………
仲井　雪絵（なかい ゆきえ）

【現職】
静岡県立大学短期大学部歯科衛生学科 教授

【略歴】
1992 年　岡山大学歯学部　卒業
1996 年　岡山大学大学院歯学研究科 博士課程　修了　　
1996 年　岡山大学歯学部　助手
1997 年　�ワシントン大学歯学部 Visiting Assistant 

Professor
2000 年　岡山大学歯学部　助手
2007 年　岡山大学大学院医歯薬学総合研究科　助教
2016 年　�静岡県立大学 短期大学部 歯科衛生学科 教授 

（現在に至る）
2018 年　同 短期大学部 学生部長（2020 年 3 月迄）
2020 年　�同 短期大学部 歯科衛生学科 学科代表（2022 年 3

月迄）
2022 年　同 短期大学部　附属図書館長（現在に至る）

【学会活動】
・�日本小児歯科学会（専門医指導医），日本口腔ケア学会
（評議員），AAPD，IADR 他

【著書】
・�「マイナス１歳」からはじめるむし歯予防 
（2011 年，オーラルケア）．他

教育講演
教育講演・9 月 18 日（月・祝）13：50 ～ 14：50
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韓国歯科衛生士の過去と現在，そして未来

社団法人大韓歯科衛生士協会　会長　ファン・ユンスク

招聘講演

本講演では，韓国における歯科衛生士の誕生と
歴史，そして大学および養成課程，最後に，今後
の未来の方向についてお話したい。

1960 年代，歯科医師が中心だった歯科界で補
助役を必要とする変化の流れの中，韓国の歯科衛
生士教育は，1965 年にアメリカの歯科衛生士制
度を導入してスタートした。世界の歯科衛生士教
育の始まりのように，韓国での教育も大学ではな
くセブランス病院で養成が行なわれた。当時は，
法律が整備されていなかったため，1971 年「医
療補助員法」で初めて免許試験が実施された。以
降，歯科衛生士の専門的業務の必要性が浮き彫り
になり，医療補助員法が廃止され，1974 年「医
療技師法」が制定された。

韓国の歯科界は，過去の治療中心から徐々に予
防歯学へと重要性がシフトし，公衆衛生における
歯科衛生士の役割が求められ，歯科衛生士の業務
と活動現場が変化してきた。現在，法的業務は

「医療技師等に関する法律」に則って，歯石など
沈着物除去，フッ化物塗布，仮封，仮着，余剰セ
メント等の除去，印象採得，矯正用弧線の装着・
除去，その他，歯および口腔疾患の予防と衛生に
関する業務を遂行する。また，診断用放射線発生
装置を設置した保健機関または医療機関で口腔内
診断用放射線撮影業務ができる。

歯科衛生士の活動分野は，主に歯科病院・歯科
医院，保健所である。その他，歯科産業，軍部
隊，教育機関に所属し，フリーランサーとして活
動する口腔健康教育家もいる。

韓国の歯科衛生士教育は，最初は 2 年の課程で
医学技術修練院からはじまり，1977 年，専門大
学に 2 年課程の学制が新設され，1994 年に 3 年
課程に延長され，2002 年に 4 年課程が導入され
た。

2023 年現在，全 83 カ所の大学（3 年課程 55
校，4 年課程 28 校）に歯科衛生学科が開設され
ており，2024 年には更に 4 校が新設され，毎年
約 5,000 人が卒業する。修士課程は 18 校，博士
課程は 9 校で実施されている。

歯科衛生士として活動するためには，歯科衛生
学科を卒業し，国家試験を受けて合格して免許を
取得する必要がある。免許試験は理論と実技に分

けて厳しく評価される。現在，約 104,000 人の歯
科衛生士が免許を取得した。

大韓歯科衛生士協会は 1977 年に創立され，
1982 年，保健福祉部から許可を得て，現在は全
国に 13 支部と 3 つの傘下団体，政策研究所，特
別委員会，学会で構成されている。大韓歯科衛生
士協会は，国民の口腔健康増進と会員たちの権益
のために活動している。特に，保健福祉部から法
廷補習教育を委託され，会員の能力強化のために
教育プログラムを運営している。

韓国では，最近，予防の重要性，高齢化などの
問題が台頭している。

予防管理は，過去，保健所中心の地域社会活動
から臨床中心に変化しており，歯科衛生士の地域
社会での口腔健康教育活動が活発である。また，
高齢人口の増加により，高齢者口腔健康管理に対
する関心が高まっており，大韓歯科衛生士協会で
は高齢者専門歯科衛生士制度を導入するための政
策を開発している。このような側面は，高齢者口
腔健康管理について先に経験をもっている日本歯
科衛生士会との多くの交流を通じて，相互友好的
な協力ができることを希望する。
プロフィール…………………………………………………………
ファン・ユンスク

【現職】
社団法人大韓歯科衛生士協会　会長

【学歴】
檀国大学教育社会学および生涯教育博士
中央大学保健行政学修士
シング大学歯（科）衛生学科卒業

【略歴】
1995 年～ 2005 年　クッドン情報大学教授
2001 年～ 2009 年　社団法人大韓歯科衛生士協会理事，副会長
2004 年～ 2008 年　�韓国保健医療人国家試験院歯科衛生士試

験委員長
2006 年～ 2013 年　�保健福祉部口腔保健事業支援団委員，副

団長
2006 年～ 2016 年　大韓予防歯科・口腔保健学会副会長
2009 年～ 2011 年　大韓歯衛生（学）科教授協議会会長
2016 年～ 2018 年　大韓口腔保健教育学会会長
2019 年～ 2021 年　保健福祉部口腔政策専門委員会委員
2005 年～ 　　　　漢陽女子大学歯科衛生学科教授
2016 年～ 　　　　むし歯予防研究会共同代表
2022 年～ 　　　　社団法人大韓歯科衛生士協会会長

招聘講演・9 月 17 日（日）13：30 ～ 14：30
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2002 年の開設以来，静岡がんセンターは「患
者さんの視点の重視」を基本理念に，①がんを上
手に治す，②患者さんと家族を徹底支援する，③
成長と進化を継続する，を理念（患者さんへの約
束）として，静岡県のみならず，日本のがん医療
を牽引してきた。支持療法，多職種チーム医療，
よろず相談（がん相談支援センター），患者・家
族支援などは現在ではどの病院でも当たり前に行
うがん治療の一部となっている。歯科口腔領域で
も患者の視点重視し，患者・家族を支えるため，
がん治療中の口腔トラブルへの対応やすべての治
療段階での口腔サポート，がん歯科治療難民問題
などに取り組んできた。これらの先進的な取り組
みは，「口腔支持療法」として，2012 年のがん対
策推進基本計画への口腔ケアの明記や周術期等口
腔機能管理として保険収載された。また，がん歯
科治療難民対策としての地域連携の推進は，静岡
県歯科医師会の協力の元，講習会を開催して連携
登録医を養成し，地域連携室を活用した医科歯科
連携システムを構築し，日本全国へ「がん診療医
科歯科連携」事業として展開され，各都道府県で
の地域連携の拡大という成果となっている。

がん口腔支持療法の初期治療として，がん治療
を受けるすべての患者が口腔内診査と口腔衛生管
理・指導を受けることが望ましいが，その後の口
腔管理は状況により様々である。がんの種類，治
療法によって，口腔に関連するトラブルの有無，
トラブル発症リスクの高低に大きな差があり，そ
の結果として患者の療養生活への影響度は大きく
異なる。間違えないでほしいが，口腔支持療法は
がん治療中も積極的にすべての歯科治療を受ける
ことではない。支持療法の名の通り，がん患者の
日常生活を口から支えることが最終目標である。

そのためには，定期的な口腔管理，歯科医院への
定期受診がもっとも重要である。その keyperson
は歯科衛生士であり，口腔疾患に対する口腔健康
管理だけでなく，患者さんを対象とした口腔生活
管理として口腔を管理する視点・観点にも注目し
てもらいたい。今回のシンポジウムから，多くの
歯科衛生士の方々に一人の患者を複数の視点で診
ることの重要性を理解していただき，口から患者
の生活を支える専門家として一緒にがん患者の口
腔管理に取り組んで頂ければ幸いである。

口腔支持療法と地域連携の取り組み

静岡県立静岡がんセンター歯科口腔外科　部長　百合草 健圭志

プロフィール…………………………………………………………
百合草　健圭志（ゆりくさ たかし）

【現職】
静岡県立静岡がんセンター歯科口腔外科　部長

【職歴】
2002 年 3 月　北海道大学歯学部歯学科卒業
2006 年 3 月　北海道大学大学院 歯学研究科修了（歯学博士）
2006 年 4 月　�静岡県立静岡がんセンター　歯科医師レジデ

ント
2009 年 4 月　同歯科口腔外科　副医長	
2013 年 9 月　同　医長
2014 年 4 月　現職

【著書・論文】
・口腔ケアでがん治療はグッと楽になる（2016 年，講談社）
・‌�百合草健圭志．：がん診療医科歯科連携の拡がりと課題．

地域連携入退院支援 7（3）：83 -87，2014．
・‌�百合草健圭志．：がん診療医科歯科連携．癌と化学療法 48
（6）：763 – 767，2021．

シンポジウム／がん患者を支える地域連携の重要性　静岡がんセンターの取り組み

基調講演・9 月 18 日（月・祝）9：30 ～ 11：30
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病院でがん患者を支える歯科衛生士の役割

静岡県立静岡がんセンター歯科口腔外科　歯科衛生士　安藤 千賀子

2012 年に診療報酬に周術期口腔機能管理（以
下周管）が新設され，10 年以上が経つ。その方
法は主に３つで①病院内の歯科で管理を行なう方
法②院内歯科がある病院と地域歯科が連携して管
理を行なう方法③院内歯科がない病院と地域歯科
が連携して管理を行なう方法である。その手段は
各病院のニーズに合わせたやり方，独自の方法で
行なわれているなど多様だ。静岡県立静岡がんセ
ンター（以下当院）では，症例に応じて①②の方
法で周管を行なっている。今回は②において当院
の地域歯科連携（以下地域連携）の方法や工夫し
ている点，歯科衛生士がどのように携わっている
のか紹介し，病院でがん患者を支える歯科衛生士
の役割について意見交換できればと考える。

当院の地域連携は周管が新設される以前の
2006 年より静岡県歯科医師会と協同で静岡県東
部地区にて開始。連携の対象は，当科を受診して
いたがん治療中またはがん治療後の地域歯科受診
が可能な患者で院内歯科を介して紹介した。その
後 2010 年より対象をがん治療開始前の患者に拡
大。現在では医師が直接紹介する院内歯科を介さ
ない連携も行なっている。当院が地域連携で大切
にしていることは，がん患者が安心して歯科治療
や口腔ケアが受けられること，地域歯科の歯科医
師，歯科衛生士が安心してがん患者の歯科治療や
口腔ケアが出来ることである。そのために工夫し
ている点は，主に３つで①連携をする際にスク
リーニングをすること②がん治療中は必要に応じ
て院内歯科でフォローすること③歯科医師・歯科
衛生士向けの講習会の開催である。①は腫瘍の大
きさや，食形態，手術までの日数や患者の希望等
を確認し地域連携の可否を判断する。②はがん治

療中は様々な口腔トラブルが発現するため，入院
中は当科で原則フォローを行ない周管の実践を行
なう。また，がん治療中のケアや歯科治療につい
て地域歯科や院内の多職種から相談や対応を依頼
されることがあり，歯科衛生士は助言や繋ぐ役割
も担っている。③歯科医師向けの講習会は，2006
年より行なっていたが，2014 年からは静岡県歯
科衛生士会と協同で歯科衛生士向けの講習会を年
一回おこなっている。地域の歯科衛生士が安心し
てがん患者を支えられるように，地域歯科で行
なって欲しいことやがん患者に対するケアの注意
点などを周知することを目的として当院の歯科衛
生士や多職種などが中心となり行なっている。こ
のように当院の歯科衛生士はがん患者を支えるた
めに周管の実践は勿論のこと，地域連携や多職種
連携の基盤作りに携わっている。

シンポジウム・9 月 18 日（月・祝）9：30 ～ 11：30 � 講演1

プロフィール…………………………………………………………
安藤　千賀子（あんどう ちかこ）

【現職】
静岡県立静岡がんセンター　歯科口腔外科　歯科衛生士

【略歴】
1988 年　　愛知学院大学歯科衛生専門学校 卒業
1988 年～ 2007 年　静岡県内の歯科医院に勤務
2007 年～　静岡県立静岡がんセンター　歯科口腔外科　勤務
2019 年　　�産業能率大学 情報マネジメント学部 

現代マネジメント学科 編入学
2021 年　　同校卒業

【学会活動】
日本歯科衛生士会　認定歯科衛生士（摂食嚥下リハビリテー
ション分野）
日本摂食嚥下リハビリテーション学会　認定士
日本がん口腔支持療法学会
日本口腔ケア学会　4 級認定者
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地域でがん患者を支える歯科衛生士の 
立場から

静岡県歯科衛生士会　副会長　大川 晃子

地域でがん患者を支えるためには，がん治療法
とそれに伴う口腔内の影響について知り，歯科衛
生士としてどのように対処するかなどの知識を得
ることが必要です。それら知識のほかに患者を取
り巻く環境の変化（仕事や経済的不安など）とい
う病気以外の問題もあることを知っておくべきで
す。がん治療と口腔の関係や患者を取り巻く環境
などの知識を得るために静岡県歯科衛生士会は静
岡がんセンターとの共催事業として 2014 年度か
ら 2022 年度まで 9 回にわたり歯科衛生士のため
のがん研修を行っています。毎年多くの歯科衛生
士が参加し日々進化するがん治療と口腔の関連に
ついて研鑚を積んでいます。

近年のがん罹患率の上昇とがん治療の進歩によ
り，がん治療の前，継続中，治療後という周術期
を過ごしているがん等の患者の通院は増加すると
推測されます。周術期等口腔機能管理が保険導入
されたことで周術期に実施する口腔機能管理の重
要性はすでに周知されています。皆様の歯科医院
に通院している患者の中にはがん等の周術期を過
ごしている方がいるのかもしれません。周術期口
腔機能管理“加算”をしたから周術期口腔機能管
理ではなく，日々の診療の中に周術期口腔機能管
理があります。決して特別なことではなく，皆様
が日々行う口腔衛生指導が周術期口腔機能管理と
なっているのです。それは，担当患者がいつ外科
手術を受けてもいい口腔を提供できることに繋が
ります。

私はかかりつけ歯科医院の歯科衛生士として通
院しているがん患者のメンテナンスを行っていま
す。管理を行う上でかかりつけ歯科医院の強みは
患者の背景を把握していることです。患者の家庭
環境，性格，歯科に対する考え，ブラッシングで

苦手な部位など細かいところまで担当歯科衛生士
が知っていると言うことです。それゆえ，周術期
口腔機能管理を行う上で患者の思いに寄り添った
メンテナンスを提供できます。

本シンポジウムでは，静岡県歯科衛生士会と静
岡がんセンターの研修会についてと，私が勤務す
るに歯科医院に通院し静岡がんセンターで治療を
した患者の事例を通して，かかりつけ歯科医院で
の周術期口腔機能管理について皆様と考えていき
たいと思います。

シンポジウム・9 月 18 日（月・祝）9：30 ～ 11：30 � 講演2

プロフィール…………………………………………………………
大川　晃子（おおかわあきこ）

【現職】
特定非営利活動法人静岡県歯科衛生士会　副会長
障害者施設歯科非常勤，行政非常勤，個人歯科医院非常勤，
デイサービス非常勤

【職歴】
1984 年　静岡県沼津市，歯科医院勤務
1994 年～現在まで
障害者施設歯科非常勤，行政非常勤，個人歯科医院非常勤，
デイサービス非常勤

【学会活動等】
日本歯科衛生学会
日本障害者歯科学会　障害者歯科認定歯科衛生士
介護支援専門員
特定非営利活動法人静岡県歯科衛生士会　副会長
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がん患者は様々な治療のプロセスのなかで身体
的・心理社会的な悩みや負担に遭遇する。2003
年～ 2013 年に実施した全国調査によると，診療
上の悩みでは，外来，入退転院，診断・治療，緩
和ケア，告知・インフォームドコンセント・セカ
ンドオピニオン，医療連携，在宅療養，施設・設
備，医療者との関係に関するものがある。身体の
苦痛では，症状・副作用・後遺症などがある。心
の苦悩では，不安などの心の問題や生き方，生き
がい・価値観などがある。暮らしの負担には，就
労・経済的負担，家族・周囲との関係などがあ
る。

このような多岐にわたるがんに関する疑問や不
安，悩みに対応するために，静岡がんセンターで
は「よろず相談」と「患者家族支援センター」と
いう相談窓口がある。患者家族支援センターでは
当院で診療を受ける患者・家族が安心して治療を
受け療養生活を送れるように，相談内容に応じて
支援している。当院のホームページやパンフレッ
トを見て自ら相談にくる患者もいるが，悩みや負
担や苦痛を抱えたままの患者も多いため，当院で
は診断時，治療開始時，入退院時，治療変更時な
どに悩みや負担・苦痛のスクリーニングを実施
し，内容に応じて多職種で支援している。

当院初診時の患者では，身体のつらさや不安気
持のつらさに約 60％チェックされている。身体
的な症状への不安や今後どうなっていくのかとい
う不安などの記載がある。この悩みや負担・苦痛
のスクリーニングは，患者の苦痛を適切にキャッ
チし，緩和ケアチームやがん看護専門看護師や緩
和ケア認定看護師など専門職者への橋渡しのきっ
かけとなるだけではなく，患者とのコミュニケー

ションを促進する場面も多いといわれている。し
かし当院では悩みや負担・苦痛のスクリーニング
を実施する体制は整備されているが，継続的な問
題として拾い上げ外来病棟連携や地域連携に活か
すことが課題である。がん患者の病状が進行して
いくにつれて，退院調整の際にはケアマネー
ジャー，訪問看護師，訪問介護士，調剤薬局，往
診医など，在宅療養にかかわるスタッフとの連携
が欠かせない。今後予測される患者・家族の状況
や対処方法などを共有する際に，患者の主観的な
訴えからも十分汲み取りケアに活かせるようにな
ると，よりシームレスな医療・ケアが継続される
と考えている。

がん患者の悩みや負担・苦痛に向き合い 
支える患者家族支援の取り組み

静岡県立静岡がんセンター患者家族支援センター　看護師　久山 幸恵

シンポジウム・9 月 18 日（月・祝）9：30 ～ 11：30 � 講演3

プロフィール…………………………………………………………
久山　幸恵（ひさやま ゆきえ）

【現職】
静岡県立静岡がんセンター　患者家族支援センター 
緩和ケアセンター
看護師長　がん看護専門看護師

【職歴】
2006 年　静岡県立静岡がんセンター　緩和ケア病棟
2007 年　同　緩和ケアチーム
2010 年　同　緩和ケア病棟
2012 年　同　認定看護師教育課程　緩和ケア分野
2015 年　同　患者家族支援センター

【学会活動等】　
日本がん看護学会（代議員）
日本緩和医療学会（代議員）
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新型コロナウイルスの蔓延により，人の集団の
健康を扱う公衆衛生分野の研究にスポットライト
が当たっている。公衆衛生分野の中で，特に歯科
疾患の予防や発生および口腔の健康増進に関連す
る要因を解明したり，口腔の健康に関連する政策
整備に資する研究をしたりする学問領域を歯科公
衆衛生学と呼ぶ。

近年，歯科公衆衛生学の発展は目まぐるしい。
特に，データの整備が進んだことや解析方法が高
度化したことにより，口腔の健康格差の問題提
起，フッ化物のう蝕予防効果検証，口腔と全身と
の関連など，集団の健康を増進するための方策の
検討が著しく進んでいる。このような歯科公衆衛
生分野の課題は，歯科疾患の予防や口腔衛生の向
上を司る職業である歯科衛生士ととても密接に関
わっている。しかし，私が研究に興味を持つよう
になった約 15 年前，ほとんどの歯科公衆衛生分
野の研究は歯科医師によるものであった。

私が東京医科歯科大学口腔保健学科に在籍して
いた当時，せっかく口腔保健学と社会福祉学の両
方を学べる恵まれた環境にいるのだから，両方の
知識を活かせる仕事をしたいと考えていた。卒業
後，歯学部附属病院にて歯科衛生士として勤務し
ていた際に，口腔内の問題だけに着目するのでは
なく，患者一人ひとりと向き合い，生活背景に着
目して歯科疾患予防や口腔衛生向上を行うという
歯科衛生士という職業だからこそ気づいた課題が
あり，その課題を解決するために研究を本格的に
志すようになった。

講演では，私がどのようにして研究に興味を
持ったか，なぜイギリス・アメリカに行って研究
をすることになったのか，実際にどんな研究をし
ていたのか等，自身の経験談を含めて，歯科衛生
士としての研究の進め方についてお話したい。ま
た現場で患者と向き合う歯科衛生士の業務がとて
も重要であるということを前提に，研究によって

解明できる予防策や健康推進策がより多くの人た
ちの健康につながるという視点も共有したい。病
院やクリニックで臨床に従事している方，教職員
の方，行政職の方が，それぞれの立場の歯科衛生
士だからこそわかる現場での気づきをどのように
研究に昇華していくかを考える機会になれば幸い
である。

最後に，歯科衛生士としての先輩方，並びに今
後歯科衛生研究をさらに発展させていくであろう
同志や後輩に，講演する機会を頂けたことを感謝
の意を表する。この講演を機に，歯科衛生士が研
究をするということに少しでも興味関心をもって
くださる歯科衛生士が増えればこの上ない喜びで
ある。

プロフィール…………………………………………………………
木野　志保（きの しほ）

【現職】
東京医科歯科大学大学院　医歯学総合研究科　健康推進歯学
分野　講師

【職歴】
2011 年～ 2013 年　�順天堂大学　スポーツ健康科学部　非常

勤助手
2015 年～ 2016 年　�英国キングス・カレッジ・ロンドン　リ

サーチアシスタント
2017 年～ 2020 年　�米国ハーバード大学公衆衛生大学院　社

会・行動科学学部　博士研究員
2020 年～ 2022 年　�東京大学医学系研究科・京都大学医学研

究科　特別研究員（SPD）
2022 年～ 2023 年　��東京医科歯科大学大学院　医歯学総合研

究科　健康推進歯学分野　助教
2023 年 4 月～ 　　�東京医科歯科大学大学院　医歯学総合研

究科　健康推進歯学分野　講師
【著書・論文等】

「保護者の関わりと児童の歯科健康行動の関連」，「国のヘル
スケア・教育システムと健康格差の関連」，「オバマケアの健
康格差への影響」，「日韓の健康格差や精神保健の比較研究」，

「東日本大震災被災者の精神保健に関する研究」，「生活保護
受給者の健康・歯科保健に関する研究」等をテーマとした英
語原著論文 35 報（うち筆頭著者論文 22 報）

【学会活動等】
日本公衆衛生学会・日本疫学会・日本口腔衛生学会・日本歯
科衛生士会　会員

日本口腔衛生学会共同企画

歯科衛生研究の進め方

東京医科歯科大学大学院
医歯学総合研究科健康推進歯学分野　講師　木野 志保

日本口腔衛生学会共同企画・オンデマンド配信
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日本歯科保存学会共同企画

日本歯科保存学会　認定歯科衛生士審査委員会委員長
徳島大学大学院　医歯薬学研究部　歯周歯内治療学分野　湯本 浩通

う蝕は，歯周病と並び歯を失う 2 大原因の 1 つ
である。両疾患共に多因子性疾患であるが，その
中でも主たる原因は，口腔内細菌が形成するバイ
オフィルムである。従って，う蝕予防対策におい
ては，糖の摂取や食事のコントロールに加えて，
バイオフィルム形成抑制に関する対応も極めて重
要である。近年，8020 達成者が 5 割を超え，そ
の運動の成果が示される一方で，超高齢社会と
なった現在，高齢者の歯周病の罹患率とう蝕有病
率，特に根面う蝕の増加が指摘，問題視されてい
る。この現状を鑑みて，日本歯科保存学会では，
多発する根面う蝕に関して，その疫学的特徴に加
えて，病因・病態などの臨床的特徴やそのマネジ
メントなどをまとめ，2022 年 11 月に「根面う蝕
の診療ガイドライン」を発刊した。

歯周病などにて露出した根面に生じる根面う蝕
は，広範囲なプラークの沈着により，側方に広が
るとともに，隣接面や根分岐部では，プラークが
停滞しやすく，さらにブラッシングも困難とな
り，う蝕に気づきにくいことから，歯肉縁下や歯
頸部を取り囲むように環状に生じる場合が多い。
その特徴的な病態により，治療においても歯冠部
う蝕のように上手く行かず，切削が困難あるいは
過剰な切削となる傾向もあり，修復操作も困難を
極める。また，現在の超高齢社会において要求が
増している「通院できない要介護者に対する在宅
医療」では，治療環境や時間の制限などの様々な
要因で治療自体が困難となる場合も少なくない。
このような場面では，非切削・非侵襲性のマネジ
メントが患者にとっても利益になると考えられ
る。この予防・マネジメントの観点からは，歯科
衛生士の果たすべき役割は今後ますます大きくな
るであろう。

う蝕予防として，フッ化物配合歯磨剤が広く普
及しているが，フッ化物応用の研究の発展や歯磨

剤中のフッ化物濃度の変更，国際的な推奨の更新
により，う蝕予防および治療を専門とする 4 学会

（日本口腔衛生学会，日本小児歯科学会，日本老
年歯科医学会と日本歯科保存学会）合同で，2023
年 1 月に「フッ化物配合歯磨剤の利用方法」がま
とめられた。本企画では，う蝕，特に多発する根
面う蝕の病因・病態やその対処法について整理
し，さらに，予防・管理の観点からそのマネジメ
ント法と歯科衛生士の役割の重要性についても考
察したい。

最後に，来年度から本制度へ移行する予定であ
る「認定歯科衛生士（う蝕予防管理）」の申請要
領や審査（試験）の概要についてもお話いたしま
すので，積極的な申請の助けになればと思いま
す。

口腔バイオフィルム感染症としてのう蝕とその予防・管理 
―求められる認定歯科衛生士（う蝕予防管理）―

プロフィール…………………………………………………………
湯本　浩通（ゆもと ひろみち）

【現職】
徳島大学大学院医歯薬学研究部歯周歯内治療学分野教授

【職歴】
1996 年　徳島大学歯学部附属病院第一保存科助手
1997 年　徳島大学歯学部歯科保存学第一講座助手
2002 年　ボストン大学医学部感染症部門博士研究員 （～
2005 年）
2005 年　�徳島大学大学院ヘルスバイオサイエンス研究部歯

科保存学分野助手
2007 年　同助教
2012 年　徳島大学病院歯科・第一保存科講師
2017 年　�徳島大学大学院医歯薬学研究部歯周歯内治療学分

野教授（現在に至る）
2020 年　徳島大学病院病院長補佐（医科歯科連携担当）
2021 年　徳島大学病院副病院長・歯科担当（現在に至る）

【学会活動等】
日本歯科保存学会（常任理事），日本歯周病学会（常任理事）
日本歯内療法学会（代議員），歯科基礎医学会，日本細菌学会
International Association for Dental Research,
American Association of Endodonitists

日本歯科保存学会共同企画・9 月 16 日（土）14：30 ～ 16：30
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静岡県は温暖で住みやすい県の一つといわれる
が，同時に「食材の王国」としても知られる。富
士山や南アルプスが北にそびえ雨量が多く大きな
川が発達していて水が豊か，火山帯に属し土壌環
境も複雑，急峻な山や巨大断層が複雑な地形を生
み多様な農業環境・魚の生育環境が生じた，ナラ
林と照葉樹林とが入り混じる多様な生物環境があ
る，山の斜面を利用した焼畑が固有の環境を生み
だした，など様々な理由がある。

いっぽう，日本社会は全国的に縮小局面に入っ
ており，人口減少，高齢化，獣害の深刻化など
で，農業ばかりではなく，林業，水産業，畜産業
など第一次産業是延滞が衰退を続けている。静岡
県も例外ではない。むしろ小規模な産地と在来作
物ほど打撃を受けやすく，多様性を失うリスクが
ある。静岡県が食材の多様性を守り次世代に受け
継いでゆくには今後何が必要だろうか。

どんなに優れた食材でも消費されなければ速や
かに姿を消してゆく。そこが，他の生物資源とは
違うところである。食材の多様性を守るにはそれ
らが安定的に消費されることが大切だ。そしてそ
のためには県産の食材，とくに在来のそれをみん
なで消費できる仕組みが必要だ。それに，優れた
食材を東京や大阪などに運ぶだけでは，付加価値
はみなそとに持ってゆかれてしまう。

食材の消費は県民のみならず，来訪客にも食べ
てもらえるようにする必要がある。かといって，
いまはもう大型バスを連ねて 100 名単位の人が動
く時代ではなくなりつつある。家族や仲間うちな
ど，小グループの観光が内外ともに増えるといわ
れる。それならば，秘境ともおぼしき山奥の農家
を訪ねる旅なども十分実現可能だ。わたしは，こ

県民フォーラム

100 年後の静岡が豊かであるために

プロフィール…………………………………………………………
佐藤　洋一郎（さとう よういちろう）
　ふじのくに地球環境史ミュージアム・館長。1952 年和歌山
県生まれ。京都大学農学部卒。農学博士。高知大学を皮切り
に，国立遺伝学研究所，静岡大学，総合地球環境学研究所，京
都産業大学，人間文化研究機構，京都府立和食文化学科などで
教育と研究にあたってきた。この間，フィールドワークを中心
とした手法で，イネの起源研究，農業と環境の関係史の研究，
和食文化の研究などの研究にあたってきた。京都府立大学で
は，和食文化学科の創設にも携わった。著書，論文は多数。

のような方策を「ふじのくにガストロノミーツー
リズム」と呼んでいるが，これを各地域で振興す
れば，県産の希少な食材やその多様性も守られる
のではないかと考えている。

100 年後の静岡がどんな土地になっているだろ
うか。それは誰にもわからないが，少なくとも今
ある食材の多様性の維持継承が必須であることは
確かだろう。それが，私が今考える「100 年後の
静岡の豊かさ」である。人生 100 年時代には歯の
健康維持が欠かせないといわれるが，歯の健康と
ともに「食材の健康」「生態系の健康」を合わせ
て考えていただければと思っている。

ふじのくに地球環境史ミュージアム　館長　佐藤 洋一郎

県民フォーラム・9 月 17 日（日）14：50 ～ 15：50
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【研究討論会の趣旨】
　当研究討論会は，歯科衛生学ないし口腔保健学
に関心を持つ歯科衛生士研究者同士の「情報交
換，質の高い研究の実現，研究結果の社会への還
元」を目的としています。特に将来の日本歯科衛
生士会，日本歯科衛生学会を担う歯科衛生士研究
者にとって学術大会は成果の発表のみならず，新
たな研究者同士のネットワーク構築，共同研究の
推進，知識のアップデートの場であり，双方向的
なコミュニケーションの場であることが重要で
す。従って，情報提供型の一方向のレクチャー形
式ではなく，自由参加型でどなたでも気軽に発言
することが可能な討論形式によるオンライン開催
を企画しました。

【研究討論会概要】
　近年ますます期待が高まる歯科衛生士の研究力
向上を推進するため，第 10 回学術大会より，歯
科衛生研究の発展を目指して本討論会を行ってま
いりました。
　今年度は，歯科衛生士研究の中でも特に多い

「質問紙調査」に着目し，それに関わるテーマか
ら数名の演者に本研究討論会での発表を依頼いた
しました。今年度の研究討論会も，例年に引き続
き，「歯科衛生士同士の意見交換」に重きを置い
て実施いたします。これまで質問紙調査をご実施
されてきた皆さま，これからチャレンジしたいと
考えている皆さま，そして，質問紙調査に興味は

あるけれどもまだよく分からない，という皆さ
ま，どのような立場の方々でもお気軽にご参加い
ただき，様々な視点から知見を深める場としてい
ただけますと幸いです。皆様とたくさんの意見交
換をできることを心待ちにしております。

【研究討論会スケジュール】
2023 年 9 月 24 日（日）10：00 ～ 11：30
1 ）　趣旨説明
2 ）　発表および討論
3 ）　総評
4 ）　閉会の辞

【発表者】
　戸�田　花奈子 

（埼玉県立大学健康開発学科　口腔保健科学専攻）

　‌�「歯科衛生士の多職種間実践および認識に関わ
る要因の検討」

　白水　雅子（大手前短期大学歯科衛生学科）

　‌�「障がい者スポーツイベント参加者における咀
嚼機能検査の意義と展望」

　園�山　愛弓 
（岡山済生会総合病院　患者サポートセンター）

　‌�「歯科標榜の無いがん診療連携拠点病院から地
域へ発信する医科歯科連携の取り組み」

研究討論会

本研究討論会は，Zoom ウェビナーによる LIVE 配信です。参加のためには，事前申し込みが必要
です。申し込み方法は，第 18 回学術大会ホームページをご参照ください。

歯科衛生研究における質問紙調査を考える
－効果的で効率の良い質問紙調査の方法－

松田 悠平（島根大学医学部歯科口腔外科学講座・日本歯科衛生学会編集委員会）　　　

伊藤　 奏（東京医科歯科大学医歯学総合研究科・日本歯科衛生学会編集委員会）

研究討論会・9 月 24 日（日）10：00 ～ 11：30　Zoom ウェビナー形式（LIVE 配信）
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【概要】
超高齢社会となった今，高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで，可能な限り住み慣れ

た地域で，自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが出来るよう，医療・介護・予防・住まい，
生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの体制構築が推進されています。地域において在
宅療養者，施設利用者の方々に歯科衛生士が口腔健康管理を行うにあたり求められる地域連携を 2つの
事例報告から考えてみたいと思います。

【事例報告 1】
施設における地域連携　松尾由佳（介護老人保健施設 鴻池荘）
施設（介護保険施設）に勤務する歯科衛生士の業務は，利用者の「口腔アセスメント」「口腔衛生管

理・口腔機能管理の実施」「協働スタッフへの教育・指導」「ミールラウンドおよび食支援」「往診や訪
問診療時の連携」等があげられます。他の専門職種と情報を共有することで，歯科だけでは解決できな
い利用者の「食」の課題を解決していくことができます。私たち歯科衛生士の役割は誤嚥性肺炎の予防
だけではなく，安心・安全に口から食べていただくことです。

【事例報告２】
在宅における地域連携　村西加寿美（光吉歯科医院）
在宅における地域連携とは，病院から在宅（終末期含む）まで，切れ目のない医療やケアを受けるこ

とができることであり，それは地域で安心・安全に暮らすうえでとても重要です。
在宅では病院や施設のように多くの職種が揃っているわけではありません。ケアマネジャーを通し，

関わっている全ての医療職，介護職で連携し，何が患者さんや家族にとって最善であるのかを常に考
え，計画実行していく必要があります。
食べる事，外出を楽しむこと，誤嚥性肺炎を予防し大切な家族の傍で生活をすることなど，その方の

希望を叶える職種の一人でありたいと思います。今回は近年進んでいるＩＣＴの活用も含め，地域での
連携の事例を紹介いたします。

内容
趣旨説明

事例報告 事例報告１　施設における地域連携
事例報告２　在宅における地域連携

グループワーク ・多職種とどのような連携をしているか　　　　25 分
・在宅・施設での歯科衛生士の専門性とは何か　15 分
・各グループより発表

ワークショップ

在宅・施設において求められる地域連携

担　当　　　　　　日本歯科衛生士会　在宅・施設口腔健康管理委員会
コーディネーター　佐藤　奈美（在宅・施設口腔健康管理委員会委員）

ワークショップ1・9 月 16 日（土）14：30 ～ 16：30
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【スケジュール】
１．事例報告「行政の歯科衛生士として これまで取り組んできたこと・今後の課題」

＊都道府県　　　小栗 智江子（愛知県歯科衛生士会　愛知県保健医療局健康医務部健康対策課）
＊政令指定都市　坂田 千穂（静岡県歯科衛生士会　静岡市口腔保健支援センター）
＊市町村　　　　高澤 みどり（千葉県歯科衛生士会　市原市保健福祉部保健センター）

２．グループワーク「これから私たちが目指すべき姿」
３．発表

行政の歯科衛生士の将来ビジョンを語り合おう
―都道府県，市区町村に勤務する歯科衛生士が職能を発揮するために―
担　当　　　　　　日本歯科衛生士会　地域歯科保健委員会
コーディネーター　長　優子（地域歯科保健委員会　委員長）

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第 2 次）が示され，全ての国民が健康で質の高い生活を営
む基盤となる歯科口腔保健の実現に向け，施策を推進していくことが行政に勤務する歯科衛生士の職務
の一つです。さらに，歯科口腔保健に留まらず，医療，福祉，危機管理における対応等，行政に勤務す
る歯科衛生士に求められるものはより広域的かつ専門的になっています。

しかし，各自治体における配置数が少数ということと，近年は非常勤として配置されている場合もあり，
専門職種としての資質向上への対応策が講じられず，行政の歯科衛生士の人材育成は喫緊の課題となっ
ています。また，保健師，栄養士のように，国や各自治体における人材育成等について示されたものは
なく，組織の中で職能を発揮するために行政の歯科衛生士としてどうあるべきなのか，キャリアラダー
を設定しにくいのが現状です。このような状況の中，行政の職員としてキャリアアップしながら，組織
体制の中で歯科衛生士として私たちは何を目指していけば良いでしょうか。

今回のワークショップでは，都道府県，市町村のそれぞれの立場で活躍されている方にご発言いただき，
グループワークを行います。このワークショップが，行政の歯科衛生士の将来を切り拓く契機となるよう，
参加した歯科衛生士がつながる場となるようにしたいと考えています。

ワークショップ2・9 月 16 日（土）14：30 ～ 16：30
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診療所歯科衛生士の魅力を語ろう！

担　当　　　　　　日本歯科衛生士会　診療所委員会
コーディネーター　小林明子，小森朋栄，溝口奈菜，塩浦有紀，岩男好恵，武藤智美
助言者　　　　　　熊谷　靖司（東京都中野区鷺宮　熊谷歯科医院院長）

日本では，就業している歯科衛生士の約 90％が歯科医院に勤務しています。それぞれの歯科医院の特
色に合わせて歯科衛生士は業務を行っていますが，歯科領域の２大疾患である歯周病やう蝕の予防を始
めとした取り組みや，訪問診療や地域包括ケアシステムなどへの対応での地域活動などへの参加，そし
て昨今の感染症対策など，歯科診療所における歯科衛生士の活動は多岐にわたり，ありとあらゆる分野
に対応できなければなりません。
かかりつけ歯科医制度とともに，歯科衛生士も担当患者には口腔内だけではなくその方そのものに寄

り添い，口腔の健康管理を行っているところですが，歯科衛生士の専門性を考えたとき，自信を持って
自分の専門を語ることができる歯科衛生士はどれだけいらっしゃるでしょうか。
今回，全国各地で活躍する歯科衛生士の方から，それぞれの取り組みや考え方をお聞きし，皆様と共

に診療所で勤務する歯科衛生士の魅力について，改めて考える時間を設けたいと思います。
このメンバーが一同に会することは，日本歯科衛生学会以外にはあり得ません。是非とも，歯科診療

所で勤務する歯科衛生士の皆様，そして歯科衛生士を目指す学生の皆様のご参加をお待ちしておりま
す。

【内　容】　リレー講演およびディスカッション
（順不同　敬称略）

演 者 主な所属 主な資格等

小林　明子 東京都　小林歯科医院 日本歯周病学会 認定歯科衛生士
日本臨床歯周病学会 指導歯科衛生士
日本口腔インプラント学会 認定専門歯科衛生士
顎咬合学会 認定指導歯科衛生士
日本歯科審美学会 認定士　　　

小森　朋栄 東京都　井荻歯科医院 日本歯周病学会 認定歯科衛生士

塩浦　有紀 東京都　熊谷歯科医院 日本歯周病学会 認定歯科衛生士
日本臨床歯周病学会 指導歯科衛生士

岩男　好恵 福岡県　小児歯科柏木医院 NPO 法人ウェルビーイング 理事
日本小児歯科学会 認定歯科衛生士

奥山　洋実 東京都　有田歯科医院 スタディグループ奥山会主宰

柏井　伸子 有限会社ハグクリエイション 日本口腔インプラント学会 認定インプラント専門歯科
衛生士
日本医療機器学会 認定第二種滅菌技士
口腔科学修士
日本歯科薬物療法学会認定歯科衛生士
日本有病者歯科医療学会認定歯科衛生士

ワークショップ3・9 月 16 日（土）14：30 ～ 16：30
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４年ぶりに対面での全国病院歯科衛生士連絡協議会を開催いたします。各都道府県会の病院担当者の
皆様，またはこの協議会の目的・趣旨にご賛同いただけます方のご参加をお待ちしております。

なお，協議会への参加には事前登録が必要です。各都道府県会のご担当の方は所属会を通してのお申
込み，それ以外の方は，日本歯科衛生士会ホームページをご覧になり，お申込みください。

【担　当】日本歯科衛生士会　病院委員会
　　　　 武藤智美　山本伸子　石井美和　池上由美子　大屋朋子　古川由美子

【講　師】厚生労働省医政局歯科保健課長　小椋正之先生

【目　的】
医科歯科連携のチーム医療は，歯科医師・歯科衛生士による口腔健康管理が患者の低栄養や肺炎予防

を通して在院日数を減少させ，患者の QOL の向上等に寄与することが明らかになってきている。
そこで，本協議会では，病院・診療所に勤務する歯科衛生士が，チーム医療における知識・技能の習

得及び最新の情報の共有化を図り，医科歯科連携のチーム医療に的確に対応することを目的として開催
する。

【開催趣旨】
歯科衛生士間における病診連携のツールとして，日本歯科衛生士会では「歯科衛生士連絡書」を作

成，2020 年に書式をリニューアルしウエブサイトにて公開している。
「歯科衛生士連絡書」は，チーム医療における医科歯科連携が推進される中で，医療機関や施設が変

わっても，患者さんやご家族に安心して歯科医療を受けていただくために，病院，診療所等に勤務する
歯科衛生士が，それぞれ責任を持って口腔衛生処置を行った際，次に担当する歯科衛生士と情報を共
有・把握するためのものである。病院と診療所等の間で歯科医師の「診療情報提供書」が渡される機会
に，次の医療機関で担当する歯科衛生士宛に「歯科衛生士連絡書」を同封していただきたいと考えてい
る。

しかし残念ながら，これまでの本協議会でのアンケート結果からその活用や周知がまだ不足している
ことがわかり，今回，具体的な活用方法のアクションプランを皆様と共に考え，歯科衛生士が行う病診
連携を推進していけるよう皆様と一緒に考えたい。

併せて，厚生労働省医政局歯科保健課長　小椋正之先生からのご講演をいただき，国が考える歯科保
健医療の動向を直接お伺いできる貴重な機会を皆様と共有し，歯科衛生士の連携を推進していきたい。

【参加対象者】
都道府県歯科衛生士会の病院歯科衛生士担当者および趣旨に賛同する病院・診療所の歯科衛生士

（協議会の参加には事前登録が必要です。）

【プログラム】

開会挨拶 14：30 ～ 14：35

講　演
14：35 ～ 15：05 「歯科保健医療に関する最近の動向（仮題）」

厚生労働省医政局　歯科保健課長　小椋　正之先生

15：05 ～ 15：20 質疑応答

ワーク
ショップ

15：20 ～ 16：20
テーマ：病診連携のアクションプランを考えよう
　　　　～歯科衛生士連絡書の具体的な活用について～
ミニレクチャー＆ワークショップ

16：20 ～ 16：30 まとめ　総評・助言

閉会 16：30 　　　　

全国病院歯科衛生士連絡協議会
全国病院歯科衛生士連絡協議会・9 月 16 日（土）14：30 ～ 16：30
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「噛むこと」は，健全な食生活を送る上で不可
欠であり，幼少期では口腔機能の発達，高齢期で
は全身の健康の維持など，各ライフステージにお
いて重要な意味を持つ。ロッテは 1948 年創業以
来チューインガムを製造・販売している。ガムは
一定の力とリズムでいつまでも噛み続けることが
できる特殊な食品である。ロッテでは，ガムの機
能である「噛むこと」を通じて生活の質の向上に
貢献することを目的とし，活動を展開している。

高齢者では，社会参画の機会の減少に伴い，口
腔に対するリテラシーの低下に端を発し，オーラ
ルフレイルや全身のフレイルの危険性が増加して
いる。幼少期では，口腔を十分に動かす機会が減
少し，口腔機能発達不全症に至るケースが増えて
おり，社会的な問題となっている。ロッテはこの

ような現状を危惧し，研究者や地方自治体，歯科
医師会と連携して，「噛むこと」と「キシリトー
ル」を活用し，生活者の口腔状態を守るための活
動を継続している。

本セミナーでは，ロッテにおける最近の活動内
容について，産官学との連携に基づくものを中心
に紹介する。咀嚼能力を手軽にチェックできる

「咀嚼チェックガム・アプリ」や，高齢者におけ
るオーラルフレイル予防とガム咀嚼の意義，幼児
期の口腔発達・維持のための「フーセンガム」を
活用した取り組み，キシリトールを活用した歯と
口の健康に関する啓発活動「その歯と 100 年、キ
シリトールプロジェクト」などについて紹介予定
である。

株式会社ロッテ　C 会場（10F 1001）

咀嚼に関する啓発取組のご紹介

株式会社ロッテ　コーポレートコミュニケーション部　渉外課　課長　坂ノ下 典正

ランチョンセミナー 9 月 17 日（日）　12：20 ～ 13：10　
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私のフッ化物研究は 1977 年のフッ化物洗口に
遡る。その後、フッ化物配合歯磨剤（F 歯磨剤）
のシェアが 12％と低迷していることから F 歯磨
剤の研究を始めた。ところが、日本人は歯磨剤使
用量が少なく、多量の水で多数回洗口しているこ
とがわかり、F 歯磨剤の有効性をできるだけ発揮
させるにはどうしたらよいかの模索が始まった。
そんな折ライオン歯科材と出会い、口腔環境に長
時間再石灰化促進に有効なフッ化物を保持させる
F 歯磨剤の開発へと結びついた。そして 1996 年
6 月に初代の Check-Up が誕生した。

低香味、低発泡性、低研磨性、適量を取り出し

やすい設計、剤形はソフトペーストからフォー
ム、ジェルへと開発が進み、フッ化物の歯面滞留
性向上目的のカチオン化セルロース、根面う蝕予
防目的の PCA 配合、さらにフッ化物滞留性向上
のためのグリセロリン酸カルシウムとピロリン酸
四カリウム配合、フッ化物濃度 1,450 ppm へと
進化を続けている。ホームケアフッ化物応用の家
庭内フッ化物洗口とF歯磨剤による歯みがきは、
歯科医院で患者さんに指導することが望ましいこ
とから、患者さんの口腔状況に応じた適切な製品
を、患者さんが実行しやすいように、どのように
指導したらよいのかをお話ししたい。

ライオン歯科材株式会社　B 会場（11F 会議ホール風）

ホームケアフッ化物応用の患者指導

神奈川歯科大学特任教授，NPO 法人日本フッ化物むし歯予防協会会長　荒川 浩久

ランチョンセミナー

今回の COVID-19 のパンデミックを通して口
腔が新型コロナウイルス増殖の場、かつリザー
バーとなっていることに加え、特に高齢者の誤嚥
性肺炎対策が喫緊の課題であることが明らかとな
り、健康寿命における口腔の重要性が再認識され
ています。

歯周病と関連の深い糖尿病や世界の死因第 3 位
の慢性閉塞性肺疾患（COPD）の患者は COVID-
19 が重症化しやすいことがよく知られていま
す。最近では COVID-19 患者の痰や肺からも口
腔 細 菌 が 検 出 さ れ る こ と や、 歯 周 炎 患 者 は
COVID-19 の重症化・死亡率が高いことがわかっ
てきました。

オミクロン株の流行以降、ウイルスの感染自体
での死亡は急減した一方で、ウイルス感染に伴う

体力低下に起因した誤嚥性肺炎によって亡くなる
高齢者が急増しています。肺炎対策に口腔健康管
理が有効であることは広く認識されるようになり
ましたが、それがなぜ有効なのか？ EBM を実践
する上で最も重要な部分については未だよくわ
かっていません。私たちの研究室では “ 細菌－ウ
イルス間相互作用 ” という視点から、主に口腔と
呼吸器疾患（肺炎、インフルエンザや COVID-19
など）との関連研究を進めています。

歯科衛生士の皆さんによる口腔健康管理がウイ
ルス感染防止のための水際対策となる可能性があ
ります。まさに感染症の予後を分けると言っても
過言ではありません。日々の臨床が全身の感染症
予防にどのように関連しうるか、その重要性を再
考してみたいと思います。

日本歯磨工業会　C 会場（10F 1001）

with コロナ時代における口腔衛生の意義 
　－感染症の予後を分ける口腔健康管理の重要性－

日本大学　歯学部　感染症免疫学講座　教授　今井 健一

9 月 18 日（月・祝）　12：40 ～ 13：40　
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【目的】　先行研究において障害者福祉施設通所知的障害者
（知的障害者）を対象に歯磨き行動を実行機能の点から評
価し，「計画的遂行」「開始・終了」に弱さが認められたた
め，視覚支援媒体（絵カード）を用いた歯磨き指導による
口腔衛生状態の改善効果を評価してきた。本研究では，知
的障害者を対象に絵カードを用いた週 1 回，計 6 回の歯科
衛生士による歯磨き指導を行い，その効果を口腔衛生状態
と歯磨き支援量によって調べた。
【対象および方法】　新潟市内の就労継続支援 B 型事業所 1
施設の通所者 7 名（平均年齢 31.9 ± 7.3 歳）を対象とし
て，歯科衛生士は東京都立心身障害者口腔保健センターの
絵カードを実行機能支援のため一部改変し，20 カ所に分
けた刷掃部位を順に示しながら指導・支援を週 1 回，計 6
回行った。同時に「自分で磨く」から「拒否」の 7 段階で
支援量を評価した。口腔衛生状態の評価は OHI の Debris 

Score（DS）を用いた。DS による評価は 6 回の指導の 8
週前，2 週前および 2 週後，8 週後に行った。また，6 回
の指導 1 週間前と指導 1 週間後には歯科衛生士による指導
なく絵カードの提示のみでの歯磨き支援の効果を評価し
た。統計解析は反復測定による分散分析と t 検定を用い
た。（新潟大学倫理審査委員会承認番号 2019‒0320）
【結果および考察】　6 回の指導を経て 1 週間後での絵カー
ドの提示による歯磨き時では DS が他の評価時点と比べて
有意に減少していた（p ＜ 0.05）。また，歯磨き支援量は
指導の初回に比べて最終回で有意に減少した（p ＜0.05）。
【結論】　実行機能を考慮した絵カードによる歯磨き部位の
提示と歯科衛生士による歯磨き指導は，知的障害者の口腔
衛生状態を改善し，支援量を軽減させ，歯磨き行動の計画
的遂行を補う可能性が示唆された。

O-1

　

施設通所知的障害者の歯磨きの計画的遂行を支援する絵カードによる 
指導効果
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1）　柴田佐都子 2）　松本明日香 2）　池田吉史 3）　ステガロユ ロクサーナ 2）　大内章嗣 2）

1）新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔生命福祉学専攻博士後期課程
2）新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔生命福祉学講座
3）上越教育大学大学院学校教育研究科特別支援教育領域

キーワード 知的障害者　歯磨き指導　視覚支援　実行機能　就労継続支援事業所

口演発表

【目的】　近年，全身状態と口腔機能低下の関連が注目され
ている。口腔機能のみではなく，サルコペニアやフレイル
の評価も行い，患者に示すことができれば有効な指導がで
きると考え，私たちは実践してきている。今回，これらの
計測データから口腔機能と身体機能の関連について報告す
る。
【対象および方法】　2020 年 2 月から 2023 年 3 月までに当
院義歯インプラント科に来院し，本研究に同意した 53 ～
89 歳の患者 246 名を対象とした（鹿児島大学疫学研究等
倫理委員会承認 190165 疫）。口腔機能低下症の検査は代
替検査を含めて 11 項目を行い，サルコペニアの検査項目
は四肢骨格筋量，歩行速度，握力として 2019 年に改定さ
れたサルコペニア新診断基準にて診断し，各口腔機能検査
とサルコペニアの関係について検討した。統計は
spearman の 相 関 分 析，χ² 乗 検 定，Mann-whitney U 
test，2 項ロジスティック回帰分析を行った。

【結果および考察】　口腔機能低下症は 174 名，サルコペ
ニアは 43 名であった。サルコペニアの有無は，口腔機能
検査の中では舌圧との相関が最も高く，2 項ロジスティッ
ク回帰分析でも舌圧のみが有意に関連した。サルコペニア
該当者の割合は 20kPa 未満の低舌圧者が正常舌圧者より
有意に多く，低舌圧者の割合はサルコペニア該当者が健常
者より有意に多く，その舌圧値も有意に低かった。これら
のことから，サルコペニアは口腔機能面では舌圧と関連が
深く，舌圧値はサルコペニアの予想指標になりえることが
示唆された。
【結論】　サルコペニアやフレイルの検査と口腔機能検査を
ともに実施することは，口腔を含めた運動と栄養の指導に
有益な情報になると考えられ，口腔機能だけでなく身体機
能も含めた評価・支援を継続していくことにより患者の
QOL を高めると考えられた。

O-2

　

口腔機能とサルコペニアの検査実施によるこれらの関連の検討
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1）　川野美来 1）　鎌田真由美 1）　神之田理恵 1）　鉛山光世 1）　西　恭宏 2）

1）鹿児島大病院　臨床技術部　歯科衛生部門
2）鹿児島大学　大学院医歯学総合研究科　口腔顎顔面補綴学分野

キーワード 口腔機能低下症　サルコペニア　舌圧

口演発表
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【目的】　健康寿命の延伸とともに歯科においては歯周病の
予防が重要視されている。歯周治療では患者の健康行動の
維持が必要不可欠であり，その継続はしばしば困難を要す
る。モチベーションが高い歯周病患者ほど口腔内の健康状
態が良好であり，口腔衛生管理の遵守に影響を与えること
が報告されている。本研究の目的は歯周基本治療前後のモ
チベーションを評価することにより，患者の口腔健康に対
する意識変化から歯周組織状態の改善に及ぼす効果を明ら
かにすることである。
【対象および方法】　静岡市の歯科診療所に来院した歯周疾
患を有する 20 ～ 64 歳の初診患者 221 名を対象とし，歯
周病患者の動機づけの程度を評価したモチベーションスケ
ー ル ス コ ア （MSS, Pac A et al, Community Dental 
Health, 2014）を用いて，歯周基本治療前後の患者の口腔
健康に対する意識，口腔衛生状態および歯周組織状態を評

価した。解析にあたっては PCR20% および BOP10%，
PISA130.33 をカットオフラインとして，対象患者を 2 群
に分けて分析した。なお，本調査については徳島大学病院
生命科学・医学系研究倫理審査委員会の承認（承認番号：
3684－1）を得た。
【結果および考察】　ベースライン時に歯周状態が不良な患
者群（>BOP10%）では MSS が有意に低かったが，歯周
基本治療後では両群の MSS に有意な差は認められなかっ
た。一方，歯周基本治療後の口腔衛生状態が良好な群

（<PCR20%）では MSS が有意に高かったことから，モチ
ベーションの高さが歯周病患者の口腔衛生の遵守度に影響
することが示唆された。
【結論】　成人の歯周基本治療において，患者のモチベーシ
ョンが口腔健康管理に深く関与することが示唆された。

O-3

　

歯周基本治療における行動変容：モチベーションスケールスコアを用いた
評価
○佐

さ

久
く

間
ま

愛
あい

1,2）　麻生幸男 1）　福井　誠 2）　日野出大輔 2）

1）医療法人社団ワンアンドオンリー　麻生歯科クリニック
2）徳島大学大学院医歯薬学研究部口腔保健衛生学分野

キーワード 動機づけ評価質問票　モチベーションスケールスコア　行動変容　歯周基本治療
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【目的】　歯科衛生教育における生と死に関する教育方法を
検討するための資料を得ることを目的とした。
【対象および方法】　2021 年 4 月に A 大学口腔保健科学専
攻の 1 年生から 4 年生 123 名を対象として，死別経験の
有無，平井らの臨老式死生感尺度（以下，DAI）による質
問紙調査を実施した。尺度は第 1 因子「死後の世界観」，
第 2 因子「死への恐怖・不安」，第 3 因子「解放としての
死」，第 4 因子「死からの回避」，第 5 因子「人生における
目的意識」，第 6 因子「死への関心」，第 7 因子「寿命観」
の計 27 項目で構成され，7 件法で回答する。DAI の平均
値の算出，2 群間の比較には Mann-Whitney の U 検定，
3 群間の比較には Kruskal-Wallis 検定を実施した。埼玉
県立大学倫理審査委員会の承認を得て実施した（第 20100
号）。
【結果および考察】　有効回答 76 名のうち，死別経験あり

は 35 名（46.1%）で，なしは 41 名（53.9%）であった。
DAI の平均値は，第 1 因子 3.59，第 2 因子 3.41，第 3 因
子 4.67，第 4 因子 4.68，第 5 因子 3.96，第 6 因子 4.16，
第 7 因子 4.49 であった。DAI の各因子について死別経験
で有意差はなかった。学年間では , 第 4 因子「死からの回
避」で 2 年生と 3 年生に比べて 4 年生が有意に高かった

（p<0.01）。第 5 因子「人生における目的意識」では，2 年
生に比べ 4 年生が有意に高かった（p<0.01）。4 年生はヒ
ューマンケアやいのちを見つめ直す授業を継続的に受け
て，生と死を考える機会があるが，自らは死を回避したい
傾向があった。
【結論】　死別経験は DAI の全因子に影響を与えていなか
った。歯科衛生学生は大学の授業で生と死についての知識
を得るが，自らは死を回避したい傾向が明らかになった。

O-4

　

臨老式死生観尺度を用いた歯科衛生学生における死の捉え方の調査

○新
あら

井
い

　恵
めぐみ

1）　平野裕子 2）　秋山恭子 1）

1）埼玉県立大学保健医療福祉学部健康開発学科口腔保健科学専攻
2）埼玉県立大学保健医療福祉学部看護学科

キーワード 臨老式死生観尺度　歯科衛生学生　質問紙調査
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【目的】　歯科衛生士未介入の診療科に参入することで，歯
科衛生士として診療科，病院全体に貢献するだけでなく，
勤務しやすく合理的，簡素的な業務システムを確立するこ
とを目的とした。
【概要】　口腔外科の入院患者や外来患者に対し，歯科衛生
士による積極的な周術期等口腔衛生管理を行うシステムを
構築し評価を行った。
【経過および考察】　電子カルテ上に歯科衛生士枠を作成
し，既存の院内コンサルテーションシステムを用いて歯科
衛生士介入依頼ができるように構築した。診療報酬を把握
するため周術期関連の保険点数，算定要件の一覧表を作
成，電子カルテ端末脇に設置し，担当者にも配布した。歯
科衛生士が行った処置を担当歯科医師が容易に確認し算定
できるように外来用と入院用でチェック方式の用紙を作

成，担当医に渡すようにした。介入患者の管理方法として
リストを作成し，担当歯科衛生士が共有できるようにし
た。業務分担として，病棟・外来業務で各 1 人ずつ配置で
きるようなシフト制にした。上記システムで稼働を始めた
令和 4 年 10 月から令和 5 年 2 月までの 4 カ月間で，入院
患者は 34 件で外来患者は 109 件であった。内訳は手術が
30 件，化学療法 / 放射線治療が 49 件であった。当初口腔
外科担当歯科衛生士は 2 名だったが，現在は 3 名で円滑に
業務共有ができるようになった。また，歯科衛生士介入に
よって口腔外科で多くの算定が可能となり，診療報酬の面
で診療科，病院に大きく貢献できた。
【結論】　周術期口腔衛生管理システムを口腔外科で構築し
円滑に介入できた。今後は入院期間の短縮や病状回復の一
助となるような更なる業務内容の改善・検討が課題となる。

O-5

　

某大学病院口腔外科における歯科衛生士の新規介入に関する検討

○横
よこ

澤
ざわ

恵
え

美
み

1）　梶谷明子 1）　橋本美代子 1）　佐々木禎子 1）　三浦留美 1）　小畑協一 3）　武田斉子 2,4）　伊原木聰一郎 3）　飯田征二 2）

1）岡山大学病院医療技術部歯科衛生士室　　　　　　　2）岡山大学学術研究院医歯薬学域顎口腔再建外科学
3）岡山大学学術研究院医歯薬学域口腔顎顔面外科学　　4）岡山大学病院頭頸部がんセンター顎口腔再建外科

キーワード 口腔外科　システム　周術期等口腔衛生管理
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【目的】　近年，歯科衛生士は要介護高齢者や障害者への口
腔機能管理に関わる機会が増えている。当地域においても
高齢化率は 40％を超え，歯科衛生士の職域も診療室内だ
けでなく病院・行政・介護施設等（以下各施設）と多様に
なっている。しかしながら，各施設で勤務する歯科衛生士
の多くは卒後に医科の知識を学ぶ機会が限られ，全身疾患
や薬剤に対しての知識が乏しい。今回われわれは歯科医療
従事者の医科的知識の向上を図ることを目的に歯科衛生士
を含む多職種に対し「みんなのための隣接医学講座」（以
下本講座）を開催したので報告する。
【概要および方法】　本講座の対象は当地域で歯科医療に従
事する者の中でも若年層とした。内容は医科領域と歯科領
域で相互に関連する疾患・薬剤と，各医科分野の最新のト
ピックスとし，2022 年 11 月に第 1 回の講座を脳神経外科
の医師，2023 年 2 月に第 2 回として耳鼻咽喉科の医師が

行った。
【経過および考察】　本講座では歯科医療従事者の不足して
いた知識を補え，中規模病院の医師・歯科医師を直接知る
ことにより，情報共有や相談しやすい環境作りができた。
また，他職種とのネットワークの構築が可能となり，若年
層の歯科衛生士は多職種との協同講座に参加することで
off-JT（off the Job Training）での人材育成へと繋がった。
【結論】　本講座は，各施設に勤務する歯科医療従事者が中
規模病院の医師から医科的知識を得ることができ，多職種
連携，医科歯科連携，病診連携について考える機会となっ
た。また，医療，介護の現場で歯科衛生士が求められてい
る役割を他職種との交流から学ぶことができ，自身の役割
を見出しやすく自己効力感を高めることができた。今後
は，本講座を広く周知し，地域歯科医療全体が進展できる
ような活動とすることが重要である。

O-6

　

某地域における病診連携促進を目指した新たな取り組み

○小
こ

松
まつ

美
み

保
ほ

1）　三浦嘉麿 2）　本藏陽平 3）　成田德雄 4）　里見徳久 1）　山内健介 5）

1）気仙沼市立病院歯科口腔外科　　2）みうら歯科クリニック　　3）気仙沼市立病院耳鼻咽喉科
4）気仙沼市立病院脳神経外科　　　5）東北大学大学院歯学研究科　病態マネジメント歯学講座　顎顔面口腔再建外科学分野

キーワード 病診連携　隣接医学　off-JT　医科歯科連携
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【目的】　当科の歯科衛生士によるインシデント報告を分析
し，今後の医療安全向上に役立つ情報を収集することを目
的とした。
【対象および方法】　2018 年 4 月～ 2023 年 3 月の 5 年間で
歯科衛生士が関与したインシデント報告を調査し，再発例
について検討を行った。倫理審査承認番号：ER2023-10
【結果および考察】　歯科衛生士自身による報告が 23 例，
歯科医師による報告のうち歯科衛生士が関与したものが 6
例であった。報告した歯科衛生士の経験年数は 1 ～ 3 年が
10 例，4 ～ 6 年が 6 例，7 年以上が 7 例であった。インシ
デントレベルは 0 が 12 例，1 が 8 例，2 が 5 例，3a が 4
例で，3b および 4，5 はなかった。内容は予約・事務連絡
の不備が 7 例，患者間違い 4 例，皮膚・粘膜の損傷と歯・
補綴物の損傷が 3 例ずつ，技工物の間違い，アレルギーの

確認不足，歯科材料関連がそれぞれ 2 例ずつあり，その他
6 例であった。改善策（重複あり）としては手技の改善・
注意が 9 例，患者本人への確認 7 例，カルテ確認および他
部署や周囲への周知が 5 例ずつ，ダブルチェック 3 例，患
者への説明および器具の配置変更が 2 例ずつあり，その他
患者リスト作成，パンフレット作成，印象トレーへの氏名
記入をそれぞれ 1 例ずつ認めた。同一インシデントの再発
は 3 例みられ，すべて改善策を当事者本人の注意とした例
であり，そのうち 2 例では再再発も認めた。ダブルチェッ
クや器具の配置変更，患者リストやパンフレット作成では
再発はなかった。
【結論】　チェックリストの作成など具体的な改善策をたて
られない場合は，少なくとも半年ごとに過去の事例を共有
して医療安全の意識を高めることが必要と考えられた。

O-7

　

某病院の歯科口腔外科における過去 5 年間での歯科衛生士関連 
インシデント報告の検討
○橘

たちばなや

谷玲
れい

香
か

　荒木弘子　泊　紀美　朝田萌映　木田莉里佳　長谷川莉彩　野田夕加　中村真之介
伊勢赤十字病院

キーワード 医療安全　歯科衛生士　インシデント報告
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【目的】　当大学病院では，歯科口腔外科・矯正歯科外来で
初診時の口腔ケアを実施し，入院中の日常的な口腔ケアは
病棟看護師が担当している。口腔ケアの使用物品や手技，
方法を均一化するため，病棟看護師が開催している口腔ケ
アコアスタッフ勉強会に参加して感じた課題と情報交換の
必要性について報告する。
【概要および方法】　口腔ケアコアスタッフ勉強会におい
て，歯科衛生士が歯科で使用している物品および口腔ケア
の観察ポイント，評価方法について説明し病棟看護師から
の質問に答え，その課題を抽出した。
【経過および考察】　病棟看護師より「口腔ケア用ジェルの
必要性は感じているが，コスト面で患者からの理解が得ら
れず使用できていない」，「意志疎通の取れない患者に対し
ての口腔ケア評価方法がわからない」という相談が上が

り，病棟看護師と連携して口腔ケアを行うためには，手技
の均一化だけでなく，口腔ケア用物品購入のコスト面につ
いて患者の理解が得られるよう体制を構築しておかなけれ
ばならないと感じた。口腔ケアコアスタッフ勉強会後，病
棟看護師より継続的に統一した口腔ケアを徹底することが
できたと報告があり，病棟で行う口腔ケアについて看護師
からの質問を得る機会や定期的な情報交換の必要性を感じ
た。
【結論】　口腔ケアの重要性が認知され，口腔ケアの依頼が
年々増加することに伴い，病棟での対応が難しいケースが
増加している。病棟看護師と歯科衛生士が定期的に情報交
換することで相互理解を得られ，専門性をより高め，質の
高い口腔ケアを提供することが可能となる。

O-8

　

某大学病院における歯科衛生士と病棟看護師による口腔ケア連携の現状と
情報交換の必要性
○河

かわ

本
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1）　日野聡史 2）　菊池結花 1）　稲垣杏菜 1）　阪井礼 1）　尾澤みなみ 1）　内田大亮 2）

1）愛媛大学医学部附属病院　診療支援部
2）愛媛大学医学部附属病院　歯科口腔外科・矯正歯科

キーワード 口腔ケア　病棟看護師　勉強会
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【目的】　患者自身が口腔ケアを行い口腔内環境を整える事
は非常に重要であるが，患者の行動変容を促すのは容易で
はない。そこで当院での取り組みにおいて，患者の行動変
容および口腔内環境の改善に繋がった例を報告する。
【症例の概要】　当院では 2021 年 4 月からアークレイ社製
唾液検査装置（SillHaⓇ）を導入し，初診患者に検査受診
の案内を実施，希望された患者が本検査を受けている。本
装置は検体として唾液を用い，虫歯菌，酸性度，緩衝能，
タンパク質，白血球，アンモニアの 6 項目それぞれ 0 から
100 のスコア値で表示され，患者の口腔内状況を数値化す
ることができる。症例は 40 代女性，歯石除去を目的に来
院された。口腔内所見は縁下歯石を認め，PCR 35%，
BOP 36% であった。書面で患者の同意を得た。
【結果および考察】　唾液検査を実施した結果，歯周病リス
クの項目であるタンパク質が 85，白血球が 86，齲蝕リス

クの項目である虫歯菌が 52，酸性度が 81 であり歯周病と
齲蝕のリスクが高い事が示唆されたため唾液検査結果も利
用した指導を行った。本指導を受けた患者の約 1 か月後の
再来院時検査所見は PCR 5%，BOP 9% であり大幅な改
善が見られた。初診前後でのセルフケアの変化をヒアリン
グしたところ，フロスおよび歯間ブラシの適切な使用に加
え，唾液検査の結果に基づき勧めた食後のキシリトールガ
ムの摂取が習慣となっている事が判明した。唾液検査によ
り数値で口腔内環境を表すことで説得力を増した指導が患
者の口腔ケア意識を向上させた主な要因として考えられ
る。また歯科衛生士の立場からも，口腔内環境を数値化し
把握することにより患者に合わせた指導をすることができ
ると考える。
【結論】　患者の行動変容に数値化で表示する唾液検査を用
いた指導は有用であると考えられた。

O-9

　

唾液検査が患者の口腔ケア意識向上に繋がった 1 例

○唐
から

澤
さわ

登
と

紀
き

子
こ

医療法人社団健聖会　くりはし歯科豪徳寺診療所

キーワード 唾液検査　口腔ケア意識　行動変容
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【目的】　若手歯科衛生士がオーラルケアを行うにあたり患
者から信頼を得られるシステムを模索した。
【概要および方法】　当院でオーラルケアを希望した患者を
対象に，当院で新たに企画したオーラルケアシステムを実
施した。これを「1 年歯科健診」と題し，年 1 回，歯周組
織検査・パノラマレントゲン検査・細菌数測定検査・プラ
ークコントロールレコード・口腔内写真撮影に加え唾液検
査を行った。検査結果は後日歯科衛生士により対象患者に
説明した。実施評価として，若手歯科衛生士（卒後 5 年以
内）の 1 日あたりのオーラルケア担当患者数をシステム開
始時と 1 年経過時で比較した。
【経過および考察】　当院では若手歯科衛生士が 3 名（卒後
3 〜 5 年）在籍している。この 3 名のオーラルケア担当患
者数はシステム開始時平均で 7.8 人 / 日であったが，1 年
経過時は 9.0 人 / 日へと 1.2 人 / 日増加した。これは唾液
検査装置を 1 年健診へ導入した事とデータを用いた説明が

患者とのコミュニケーションの円滑化，患者のモチベーシ
ョンアップに繋がったためだと考察する。特に本活動で用
いた唾液検査装置（SillHa®：アークレイ社）は操作が簡
単でありながらも，歯の健康，歯ぐきの健康，口腔清潔度
など口内環境を多項目で示すことができるため，若手歯科
衛生士でも使いやすく，測定項目の説明が行えることが患
者からの信頼を得られやすくなったのではないかと考察す
る。
【結論】　唾液検査を取り入れた「1 年歯科健診」は，口腔
内を数値化しその変動を追うことができることから，患者
からの理解も得られやすい。そのうえ操作が簡単で多項目
測定が可能な機器であれば，その結果に基づくコミュニケ
ーションもとりやすく，若手歯科衛生士でも患者から信頼
が得られやすいオーラルケアシステムとなりうることが示
唆された。
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若手歯科衛生士でも信頼されるオーラルケアシステム
　唾液検査を取り入れた「１年歯科健診」の効果　
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　田村有梨沙　石﨑未祐　豊田安奈　川﨑佳代子　高野美紀　安藤　妹　小寺裕子　伊藤敏恵　谷口美奈子
幸町歯科口腔外科医院

キーワード オーラルケアシステム　１年歯科健診　唾液検査
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【目的】　患者の継続的な歯科受診を実現するためには，患
者各々の生活環境や生活習慣についてヒアリングを行い，
患者各々に則したカウンセリングを通して適切な指導や健
診を行う事が重要である。そこで当院での唾液検査とプラ
ーク検査を活用したカウンセリングの取り組みについて報
告する。
【概要】　当院では 2019 年 4 月からアークレイ社製唾液検
査装置 SillHaⓇを導入し，現在は 2 回目来院時の全ての患
者に唾液検査を受けていただいている。患者とのカウンセ
リングはこの唾液検査及びプラーク検査の検査結果を元に
カウンセリングおよび指導を実施している。
【方法】　初診時に次回来院時のメニューの 1 つに唾液検査
を実施する旨を全患者に説明し承諾いただく。次回来院し
た患者に唾液検査を実施し，得られた検査結果を元に 1 時
間のカウンセリングおよび指導を行う。検査方法は，3mL
の精製水を用いて口腔内を 10 秒間すすぎ，吐出してもら

った液を検体とし，検体をスポイトにて採取し，試験紙に
滴下し，装置に試験紙をセットして開始ボタンを押すだけ
の操作となっており，患者にもスタッフも簡易な操作であ
る。検査は 6 項目を 1 度に検査可能で，むし歯菌，酸性
度，緩衝能，白血球，タンパク質，アンモニア，のスコア
値を図示したグラフが約 5 分で得られる。この結果を元に
生活環境や生活習慣についてヒアリングを行い，カウンセ
リングおよび指導を行う。
【考察】　当日中に結果が得られ，口腔内の状態を数値化す
ることで，カウンセリングおよび指導に納得感が得られて
いるものと考えられる。
【結論】　カウンセリング及び指導を行うにあたり，アーク
レイ社製唾液検査装置 SillHaⓇを用いて口腔内を数値化し
て用いることで納得感が得られ，患者の口腔内への意識向
上をもたらすことができたと考えられる。
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唾液検査導入後の患者カウンセリングに関する取り組みについて
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クボタ歯科クリニック

キーワード 唾液検査　カウンセリング　指導
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【目的】　当歯科医院では，患者自身が口腔内に関心を持つ
ことにより，治療や予防，健康増進に積極的に取り組むこ
との一環として唾液検査を導入している。検査をすること
で患者およびスタッフにどのような意識変化や影響があっ
たかを調査し，検査の有用性を検討した。
【対象および方法】　使用装置は唾液簡易検査装置 SillHaⓇ

（アークレイ社製）で，唾液中のむし歯菌，酸性度，緩衝
能，白血球，たんぱく質，アンモニアを測定し，数値化し
た。2021 年 11 月〜 2022 年 2 月に来院し，当歯科医院で
は初めて検査した成人を対象とし，検査結果説明後にイン
ターネットにて調査を行い 89 名から回答が得られた。ま
たスタッフ 14 人（歯科医師，歯科衛生士，歯科助手）に
も調査を行った。本調査はアークレイ株式会社倫理委員会
の承認を得ている。
【結果および考察】　検査について「全く知らなかった」が

69.7%，「聞いたことはあるがよく知らなかった」を含め
ると 84.3% と認知度は低かった。検査結果を受け，「歯磨
きをきちんとやろうと思った」「定期検診の必要性を感じ
た」「改善方法を知りたい」が多く，緩衝能を知ることで

「生活習慣や食生活を見直したい」という意見があり，デ
ンタルフロスや歯間ブラシ，洗口剤などのセルフケアグッ
ズの導入にも前向き傾向であった。スタッフにおいては，
患者に説明ができるよう口腔内環境に理解が深まり，自身
の口腔ケアを通し健康について見直すきっかけとなった。
【結論】　近年，予防歯科が定着し，口腔からの健康，医科
歯科連携が広がりつつある中，数値化することで現状把握
および未来予測につながる唾液検査は，現在，一般にはそ
れほど周知されていないが，簡便であり，“気づき”を与
えることで口腔ケアを能動的に行うきっかけとして有用で
あると考えられる。
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唾液検査における意識調査と有用性の検討
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1,2）　小山安徳 1,2,3）　増田光莉 1）　福崎恵理子 1）　金子未奈 1）

1）医療法人社団徳昌会　パラシオン歯科医院　　2）太陽歯科衛生士専門学校
3）東京歯科大学　衛生学講座

キーワード 唾液検査　医科歯科連携　予防歯科　健康増進　行動変容
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【目的】　舌がん患者の小線源治療の状況，口腔内状態およ
び口腔清掃状況の調査を行い，同患者の口腔健康管理を検
討することを目的とする。
【対象および方法】　対象は，小線源治療を施行した舌がん
患者 5 名である。小線源治療状況を調査し，口腔粘膜炎が
ピークを迎える小線源治療 2 週間後に口腔内状態と口腔清
掃状況を確認した。（東京医科歯科大学歯学部倫理審査委
員会承認番号 D2021‒074）
【結果および考察】　対象者の年齢；平均 70.3 ± 10.3 歳，
小線源の種類；198Au3 名，192Ir2 名，処方線量；70.0 ～
97.3Gy，Eliers Oral Assessment Guide；プロトコール 3，
口腔粘膜炎；Grade2 ～ 3，口腔内湿潤度；平均 28.0 ±
2.1，Decayed Missing Filling Teeth；最大 28 最小 13，
反復唾液嚥下テスト；平均 2.2 ± 2.2 回／秒，舌運動；舌

尖が下唇を超えず偏位なし，O’Leary の Plaque Control 
Record；平均 82.6 ± 26.7%，唾液中細菌；特記事項なし，
刺激時唾液量；最大 12mL 最小 3mL，唾液 pH；平均 7.2
± 1.4，唾液緩衝能；正常，1 日の歯磨き回数；0 回，清掃
補助用具の使用；なし，であった。以上から，小線源治療
後 2 週間後は，口腔粘膜炎など急性放射線性障害が原因
で，口腔衛生状態が不良となり，舌運動と嚥下機能が低下
していることが確認できた。小線源治療が口腔健康管理に
及ぼす影響を明らかにするためには治療前後の口腔状況の
精査が必要である。今後，症例数を増やし，さらなる検討
を行う予定である。
【結論】　口腔粘膜炎が強く出現する小線源治療 2 週間後の
口腔健康管理において，口腔状況の把握とプロフェッショ
ナルケアが重要であることが示唆された。
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小線源治療を施行した舌がん患者の口腔健康管理について
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1,2）　Shin Yujeong1,2）　高澤維月 1,3）　星合泰治 2）　岩本　勉 2）

1）明海大学保健医療学部口腔保健学科
2）東京医科歯科大学医歯学総合研究科小児歯科学・障害者歯科学分野
3）東京医科歯科大学医歯学総合研究科口腔健康教育学分野

キーワード 舌がん　小線源治療　口腔健康管理
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【目的】　近年，骨粗鬆症や癌の骨転移に対してビスフォス
フォネート（BP）やデノスマブなどの骨吸収抑制薬が使
用されており，高い治療効果を発揮している。しかし，そ
の 反 面， 歯 科 治 療 に お い て は 薬 剤 関 連 顎 骨 壊 死

（MRONJ）を引き起こすことも報告されている。今回，
口腔衛生管理で MRONJ の改善を認めた症例を経験した
ので報告する。
【症例の概要】　患者は 73 歳男性。前立腺癌，多発肺転
移，多発骨転移に対して当院泌尿器科でホルモン療法中で
ある。ランマークⓇ（デノスマブ）投与予定のため，投与
前の口腔内評価を目的に当科紹介となった。発表に際して
本人の同意を得ている。
【経過および考察】　当科初診時，パノラマ画像にて右下
6，8 の歯根周囲に透過像を認めたため，翌週に同部位の
抜歯が行われた。また，口腔衛生管理も実施していくこと

となった。抜歯窩の上皮化を確認し，ランマークⓇの投与
が開始された。抜歯後 8 カ月で右下 8 相当部舌側に直径
2mm 程度の骨露出を認めた。骨露出部は徐々に拡大を認
めたが反復腐骨少量除去術および口腔衛生管理で対応し
た。抜歯後 4 年，腐骨の自然脱落を認め，同部の粘膜が上
皮化していることを確認し，現在に至るまで骨露出は認め
ていない。近年，MRONJ に対しては外科的療法を推奨し
ているが，今回の症例では保存的療法で対応し良好な経過
を得た。
【結論】　定期的な口腔衛生管理を行ったことが，MRONJ
の早期発見や進行抑制に寄与した。MRONJ の患者は継続
的な口腔衛生管理も重要となるため，歯科医師，歯科衛生
士および主科の医師との密な医療連携が今後の課題である
と考えられた。
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骨吸収抑制薬関連顎骨壊死患者に対して口腔衛生管理を行った 1 例
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1）　長谷川博美 1）　藤田亜沙美 1）　杉藤雅孝 2）

1）市立長浜病院
2）すぎとう歯科クリニック

キーワード デノスマブ　薬剤関連顎骨壊死（MRONJ）　口腔衛生管理
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【目的】　急性期病院における周術期口腔機能管理は，患者
の退院と同時に終診となるケースが多く，単なる歯周清掃
に終始してしまうことが問題となっている。今回われわれ
は，退院後も継続した周術期口腔機能管理を行い，良好な
結果が得られた症例を経験したので，その概略を報告す
る。
【症例の概要】　症例は 90 歳，男性。既往歴には，糖尿
病，狭心症，心房細動，脳梗塞などがあった。肝細胞癌の
手術目的に当院外科に入院され，周術期口腔機能管理のた
めに当科を受診された。初診時の Plaque Control Record 

（PCR）は 88.6％で，口腔衛生状態は不良であった。近在
歯科医院で製作された義歯では咀嚼困難感があり，きざみ
食を摂取していた。また，入院時の血清アルブミン値は，
2.8g/dL であった。周術期口腔機能管理計画を立案し，歯

周清掃に加えて抜歯，上下部分床義歯の増歯増床修理を行
うことに同意を得た。
【経過および考察】　周術期口腔機能管理として，全身疾患
と歯周病の関連，歯周清掃の重要性を説明し全顎的に清掃
を実施した。歯ブラシの選択方法，使用方法，義歯の清掃
方法を含めたセルフケアの指導をしながら，抜歯と義歯修
理を行った。その結果，歯周ポケットからの出血や残存歯
の動揺度は改善し，PCR は 57.1％へと改善した。食事は
常食を摂取可能となり，血清アルブミン値も 3.5g/dL へ
と上昇した。
【結論】　今回，肝癌治療を契機に積極的な歯科治療を含め
た周術期口腔機能管理を実施したことで，口腔機能のみな
らず栄養状態も改善し良好な結果が得られた症例を経験し
た。
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退院後に継続した周術期口腔機能管理が栄養状態の改善に有効であった 
1 例
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1）　日野聡史 2）　本釜聖子 2）　武田紗季 2）　河本裕美子 1）　菊池結花 1）　稲垣杏菜 1）　尾澤みなみ 1）

　内田大亮 2）

1）愛媛大学医学部附属病院　診療支援部	 2）愛媛大学医学部附属病院　歯科口腔外科・矯正歯科

キーワード 周術期口腔機能管理　高齢者　有病者
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【目的】　がんのような高侵襲手術では周術期に合併症が起
こりやすく，適切な多職種の介入による周術期管理が必要
とされている。特に 75 歳以上の高齢者では，口腔ケア，
身体・嚥下リハビリ，栄養管理の一連の介入が重要であ
る。近年，口の衰えがタンパク質摂取量の低下，全身の筋
肉量の低下に関連することがわかってきた。これらの点を
ふまえ，がん患者の術前における口腔内評価と全身状態の
関連性，および周術期の合併症等について調査することと
した。
【対象および方法】　がん専門病院単施設で，2022 年 4 月
から 12 月に，大腸癌手術を行った 75 歳以上の患者 95 名
を対象とし，口腔内評価と嚥下機能，身体のフレイル，栄
養状態との関連について後向きに検討した。術前評価にて
口腔状態が良好な患者と口腔状態が不良な患者の 2 群に分
け，それぞれの身体状態，栄養状態，手術項目や術後合併

症，入院日数等について解析した。
【結果および考察】　嚥下リハビリ介入必要性の評価
（p=0.0192），フレイル評価（J-CHS 基準）（p=0.0094）で
有意差をみとめたが，簡易栄養状態評価表（MNA®）

（p=0.0790），術後合併症の有無（p=0.7461）入院超過日
数（p=0.2987）では有意差を認めなかった。術前の口腔
内評価は，嚥下機能，フレイルなどの術前の身体状態と関
連している可能性が示唆された。全例で多職種による評価
と介入が行われており，術後項目との関連は確認できなか
った。術前の口腔内評価は，摂食・嚥下障害，フレイルと
関連する可能性があるため，今後はより詳細な項目の口腔
内評価を行い，口腔評価と全身状態の関連についての研究
を継続していく。
【結論】　術前評価での口の衰えは，嚥下や全身状態の衰え
と関連する可能性がある。
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高齢大腸癌患者の術前口腔内評価と全身状態の関連について
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1）　河島美帆1）　安藤千賀子1）　佐久間　恵1）　永嶺愛美1）　大塚智子1）　盛　啓太2）　百合草健圭志1）

1）静岡県立静岡がんセンター歯科口腔外科
2）静岡県立静岡がんセンター臨床研究支援センター統計解析室

キーワード 高齢者　大腸癌　スクリーニング　多職種　フレイル
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【目的】　健康寿命の延伸には全身疾患や老年症候群の予防
とともに，口腔機能の維持・向上が重要となる。この度，
大阪府能勢町と協働し，高齢者の保健事業と介護予防の一
体的実施の一環である能勢町健康長寿事業（のせけん）に
参画し，歯科衛生士らが地域介入支援を行ったので報告す
る。
【概要および方法】　能勢町の高齢化率は 42.1%（2020 年）
と全国平均（28.7%）より非常に高い。そこで町では健康
寿命の延伸を目指し，令和 2 年より大阪大学医学系研究科
と共同して「のせけん」を展開，医療専門職による認知・
身体機能測定と保健指導，および毎日の血圧測定・記録を
励行している。令和 4 年度より口腔機能の低下予防に向け
た介入効果検証のため大阪大学大学院歯学研究科が参画し
て，歯科医師による歯科検診および口腔機能測定を実施，
その後に歯科衛生士が個別の歯科保健指導を行った。更

に，地域に出向いて健康教育を実施した。
【経過および考察】　行政の理解と協力を得て多職種の活動
が見える緊密な関係性を構築し，保健事業と介護予防の一
体的実施推進に参画でき，地域在住高齢者に対するオーラ
ルフレイル予防の取組みを口腔機能に応じた個別指導

（551 名へ実施），および地域へのアウトリーチによるポピ
ュレーションアプローチにより推進することができた。口
腔機能測定後に歯科衛生士による口腔機能低下の対策指導
および即時フィードバックを実施することで，口腔機能の
維持向上が全身の健康に及ぼす影響について，対象者に歯
科保健指導を行う機会が得られた。
【結論】　医療専門職・歯科専門職・行政の相互理解と有機
的な多職種連携により，効果的かつ効率的に保健事業を展
開できた。今後も一連の取組みを継続することが，健康寿
命の延伸につながると考えられる。

O-17

　

多職種連携による健康寿命延伸に向けた高齢者の保健事業と介護予防の 
一体的実施の実際
○上

うえ

田
だ

和
かず

美
み

1）　高阪貴之2）　吉本美枝3）　福岡智子4）　小澤純子5）　松本香織6）　東　万紀子7）　神出　計8）　樺山　舞8）　池邉一典2）

1）はぐくむ歯科クリニック　　　　　　　　 2）大阪大学大学院歯学研究科 有床義歯補綴学・高齢者歯科学講座
3）大阪歯科大学大学院医療保健学研究科　　 4）大阪府歯科衛生士会　　　　　　　　5）大手前短期大学 歯科衛生学科
6）京都九条病院 看護部歯科衛生課　　　　　7）大阪府能勢町福祉部健康づくり課　　8）大阪大学大学院医学系研究科

キーワード 多職種連携　健康寿命　口腔機能　一体的実施
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【目的】　当院は診療科 34 科 600 床の急性期病院である。
2020 年 1 月より予定入院患者に対する歯科介入システム
を導入し，周術期に関わる歯科依頼は増加したが，それに
該当しない入院患者に対する口腔衛生管理の依頼は少なか
った。そこで，栄養サポートチーム（以下 NST），呼吸ケ
アサポートチーム（以下 RST），緩和ケアチーム（以下
PCT），骨粗鬆症リエゾンサービス（以下 OLS）に参加
し，口腔衛生管理の必要性を啓発するとともに，必要な患
者に対して歯科介入を行った。チーム医療の中で歯科衛生
士の役割と今後の課題を明確にすることを目的とし，2022
年度の歯科介入割合と活動内容について報告する。
【概要および方法】　2022 年 4 月から 2023 年 3 月までの 1
年間に NST，RST，PCT が介入した全患者を対象とした。
回診時に歯科医師・歯科衛生士による口腔内スクリーニン
グを行い，歯科介入が必要と判断し，医科主治医からの介

入許可を得た患者数を後方視的に調査した。なお，OLS
は当院での活動が開始された 2022 年 11 月から 2023 年 3
月までの 5 ヵ月を対象期間として調査した。
【経過および考察】　対象患者のうち歯科介入を行った割合
は NST76％，RST95％，PCT51％，OLS76％であった。
各多職種チームに参加し，医科主治医やリンクナース等に
全身疾患と口腔衛生の関連と必要性を啓発したことで，院
内での認識が高まったと考える。
【結論】　口腔衛生管理が必要な患者に介入するためには，
引き続き多職種チームへ参加し，院内勉強会等の啓発活動
が重要である。今後の課題は，歯科受診を必要と判断する
基準を医科歯科間で統一するために共有のアセスメントツ
ールを運用し，同じ視点をもって情報共有および口腔衛生
管理を行うよう連携を図りたい。

O-18

　

某急性期病院における多職種チームでの口腔衛生管理の実施状況

○津
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秋
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杏
きょう

佳
か

　松葉沙耶果　田中美佳　柴沼理加　鈴木結衣　佐野江美　石上大輔　友木里沙　青木暁宣
松戸市立総合医療センター　歯科口腔外科

キーワード 多職種連携　多職種チーム　医科歯科連携　病院歯科衛生士　口腔衛生管理
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【目的】　介護施設において，口の中にため込んだりむせた
りと摂食嚥下機能が低下している状態で経口摂取を継続し
ている重度要介護高齢者の食事介助は負担が大きく，介護
現場に更なる悪循環を引き起こす一因となる。歯科衛生士
が口腔衛生管理で得た情報を多職種連携で行う食支援に活
用することで，嚥下機能の改善と介護負担の軽減につなが
った実践例を紹介する。
【症例の概要】　80 代女性。当施設入所中に尿路感染症を
発症し入院。2 週間後，摂食嚥下機能が低下した状態で退
院。退院後の水飲みテストでは嚥下ができず判定不能とな
るも，食べる意欲が強い様子から家族および主治医を含む
多職種で検討し，経口摂取の努力を続ける判断となった。
なお，今回の発表についてご家族の同意を文書で得た。
【結果および考察】　姿勢ケアでは完全側臥位法を取り入れ
誤嚥予防を図った。その上で歯科衛生士は，食前に口腔乾
燥や痰がらみ等の観察を行い，超やわらかめの歯ブラシで

舌・頬・口蓋粘膜の口腔衛生管理と共に，刺激に対する反
応や反射を確認した。食事介助では，口腔機能や嚥下力の
強さと飲み込んだ後の口腔内残留の状況を観察し，嚥下を
補助するために口角を引く等の介助を行った。口腔衛生管
理の実施において得た情報は，カンファレンスで嚥下調整
食やトロミの濃度および食事姿勢を決定する際の判断に活
用された。3 カ月後の水飲みテストでは，嚥下開始までの
時間が当初の 27 秒から 4 秒にまで短縮され，摂取エネル
ギー量も退院当初の 4 倍にあたる 1 日平均 915kcal に増加
した。
【結論】　完全側臥位法を活用した口腔健康管理は，重度要
介護高齢者ケアにおいて安全かつ効果的に嚥下機能の改善
を図りえる手段であり，多職種連携での経口摂取継続の取
り組みにおいて，歯科衛生士が実施する口腔健康管理の果
たす役割は大きいと考える。

O-19

　

介護施設において多職種連携で完全側臥位法を活用した口腔健康管理の実
践例
○薄

うす

波
なみ

清
きよ

美
み

　小野塚留美子　中島由佳里　有間智巳　湯本まゆみ　竹内由美子　小出生真　水澤　晃　渡辺康弘　石田浩二
特別養護老人ホームよねやまの里

キーワード 口腔衛生管理　誤嚥性肺炎予防　完全側臥位法　食支援　嚥下機能訓練
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【目的】　当院は 2017 年 6 月に開院した，3 病棟（155 床）
全てが回復期リハビリテーション病棟である。歯科はなく
常勤歯科衛生士 1 名が入院患者全ての口腔健康管理を行っ
てきた。回復期リハビリテーション病棟では，適切な栄養
管理の下に日常生活の自立度向上を目指し，その一環とし
て経口摂取，感染予防などの観点から口腔健康管理にとり
組む必要がある。開院以来，歯科衛生士が中心になり多職
種に働きかけを行い，歯科衛生士と多職種が連携した口腔
のシステムづくりを行ってきたので，現状と課題を報告す
る。
【概要および方法】　開院時より医師，言語聴覚士，管理栄
養士，歯科衛生士がチームとなり，全職員を対象に摂食嚥
下・口腔ケアサポーター養成講座を行ってきた。歯科衛生
士は口腔に関する基本的知識と評価方法，口腔ケアの実際
について 3 回の講義と修了テストを行い，全職員が共通の

知識習得を目指した。現在は，看護師が患者の口腔内を観
察し，入院時とその後は月 1 回 ROAG（Revised Oral 
Assessment Guide）評価を行っている。評価導入時は事
前に歯科衛生士が講義と指導を行い評価の均一化を図っ
た。患者の口腔内情報や口腔ケア用品の選定については，
簡単に情報共有できるように工夫し実技指導も行った。
【経過および考察】　回復期リハビリテーションでは，口腔
健康管理をチームで行う重要性が全職種に理解されつつあ
る。現在，当院では食後の口腔ケアは看護，介護スタッフ
だけではなく理学療法士，作業療法士，言語聴覚士も日常
的に行い，口腔健康管理が退院支援の課題の一つと考える
ようになっている。
【結論】　回復期リハビリテーションにおいて，口腔健康管
理に果たす歯科衛生士の役割は大きく，多職種と協働し患
者の社会復帰支援に関与できることを強調したい。

O-20

　

回復期リハビリテーション病院で歯科衛生士と多職種が連携した口腔の 
システムづくり
○小

お

山
やま

田
だ

貴
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子
こ

医療法人渓仁会 札幌渓仁会リハビリテーション病院

キーワード 多職種連携　チーム医療　口腔健康管理

口演発表



109

口
演
発
表
S6

【目的】　非協力小児の歯科治療は全身麻酔下で行われる事
も少なくない。また，治療後も継続的な定期歯科受診での
予防処置が不可欠であるが，治療後に定期的な歯科受診が
行われているかを調査した報告は無い。そこで今回我々
は，非協力小児に対する日帰り全身麻酔下歯科治療の実態
と治療後の定期歯科受診に関して調査を行った。
【対象および方法】　対象は，H31 年 4 月から R4 年 3 月ま
での期間に，当院で全身麻酔下において歯科治療を受けた
非協力小児とし，年齢，治療回数，処置歯数を調査した。
さらに，紹介元の 30 歯科医院に治療後の定期受診の有無
についてアンケートを行った。定期受診のある群とない群
でう蝕歯数に差があるか Wilcoxon の順位和検定を行い，
う蝕歯数と定期受診率の相関の有無を検討した。倫理審査
承認済：R4-3
【結果および考察】　対象者は 120 名（男児 48 名，女児 72
名），初診時の平均年齢 5.1 ± 2.1 歳，平均治療回数 2.3 ±

1.4 回，平均処置歯数 7.5 ± 4.4 歯であった。アンケートで
有効な回答が得られた 96 名のうち，定期歯科受診のある
者 50 名（52％），ない者 46 名（48％）であった。定期受
診のある群とない群でう蝕歯数には有意な差は認めず，う
蝕歯数と定期受診率には相関関係はなかった。う蝕を有す
る非協力小児では，う蝕リスクの高さ，さらにう蝕が発生
した際の治療の困難さから，フッ素塗布を含めた予防処置
やブラッシング指導・食事指導等の歯科保健指導は必須と
考えられる。
　全身麻酔下歯科治療後には，う蝕歯数に関わらず定期歯
科受診の必要性を含めた歯科保健指導は重要であることが
示唆された。
【結論】　全身麻酔下歯科治療後の非協力小児には，う蝕歯
数に関わらず定期的な歯科受診の必要性を含めた歯科保健
指導が必須である。

O-21

　

非協力小児の全身麻酔下歯科治療の実態と治療後の定期歯科受診率 
について
○土
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1）　芝辻豪士 1）　中津沙矢佳 1）　小牧実央 1）　西尾英莉 1）　河野陽子 1）　大脇利美 1）　安岡大介 2）　織田彩夏 2）　足立了平 1）

1）ときわ病院歯科・歯科口腔外科
2）ミライノデンタルクリニック

キーワード 非協力小児　全身麻酔　定期歯科受診　歯科保健指導　歯科治療
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【目的】　口腔健康の維持には，口腔保健に関する正確な情
報を得て，適切な口腔保健行動に活かす能力が重要であ
り，自律的な口腔健康づくりへと移行する学齢期では特に
重要となる。本研究では，高校生を対象とした質問紙調査
から，口腔保健に関してどの程度正確な情報を有している
か，その知識状況と口腔保健行動との関連について検討し
た。
【対象および方法】　北海道内の某高等学校 1 年生 239 名
を対象に，無記名の自記式質問票を配布し，研究協力への
同意が得られた者から回答を得た。調査項目は，歯科用
語・口腔保健関連情報の認知度，口腔保健行動，口腔保健
への関心についてとした。本研究は東京医科歯科大学統合
教育機構倫理審査委員会の承認を得た（C2022‒012）。
【結果および考察】　233 名より回答を得た（回収率 97
％）。歯科用語のうち「歯科矯正」「口臭」等の審美や対人
関連に関する用語の認知率が高い一方で，「舌苔は口臭の

原因」「頬杖は歯並びに影響」等の関連知識の認知率は低
かった。口腔保健知識の高い群では，歯間清掃用具の使用
者，歯磨剤を意識的に選択する者が有意に多く，口腔保健
に関する知識を得ることが，良好な口腔衛生習慣，口腔衛
生への意識に繋がる可能性が示された。また，定期歯科受
診者では，有意に口腔保健知識の認知度が高く，甘味飲料
の摂取頻度が少ない等の良好な口腔保健行動が示され，定
期受診の重要性が示唆された。
【結論】　高校生においては，審美・対人関連の歯科的テー
マへの関心が高く，これらを組み込んだ口腔健康教育の有
用性が示唆された。さらに，口腔保健に関する高い知識が
良好な口腔衛生習慣につながり，定期歯科受診が知識獲得
に重要であることが示され，この世代から定期歯科受診を
促進し，幅広く詳細な歯科情報を提供する必要性が示唆さ
れた。

O-22

　

高校生の口腔保健に関する知識と口腔保健行動との関連

○鈴
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1）　杉本久美子 1）　高澤維月 1,2）　吉田奈永 1）　吉田直美 1）

1）東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科医歯理工学専攻 口腔健康教育学分野
2）明海大学 保健医療学部口腔保健学科

キーワード 高校生　口腔保健行動　口腔保健知識
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【目的】　近年，口腔機能の低下が食生活や全身の健康に大
きな影響を与えることが報告されている。そこで，小児や
高齢者の口腔機能管理に重点が置かれるようになったが，
障がい者に向けた対策は未だ十分とはいえない。本研究
は，障がい者スポーツイベントの参加者およびその家族
に，咀嚼機能と食品摂取状況の調査を実施し，咀嚼を通じ
た食と栄養の支援を行うための状況把握を目的とした。
【方法】　2022 年 11 月の障がい者スポーツイベント参加者
とその家族 74 名（男性 31 名，女性 43 名，平均年齢 46.7
歳± 21.6 歳）を対象とした。咀嚼機能は，咀嚼能力測定
用グミゼリーを用いて評価した。調査項目は，性別，年
齢，かかりつけ歯科医の有無および摂取可能食品とした。
統計学的分析は，Spearman の順位相関係数，Kruskal-
Wallis 検定を用いた。大手前短期大学研究倫理審査：
20220708-倫理 59

【結果および考察】　咀嚼測定スコアの平均値は，6.4 であ
り，そのうち口腔機能低下症の該当基準値以下の者は 1 名
であった。咀嚼測定スコアと摂取可能食品スコアとの間に
弱い正相関がみられた。調査では，かかりつけ歯科医をも
つ者は 81.1% であり，性別では女性が，かかりつけ歯科
医を持つ割合が高くなる傾向を示した。かかりつけ歯科医
を持つ群は，持たない群と比較すると，摂取可能食品スコ
アがやや高くなる傾向がみられた。
【結論】　かかりつけ歯科医を持つ者は，摂取可能食品スコ
アがやや高値となり，かかりつけ歯科医を持つことは，口
腔機能の維持に有効であることが推察された。障がい者
は，複合的な要因から，摂食や嚥下に障害が認められる場
合があるため，障害の種類や程度，日常生活能力にあわせ
た個別のセルフケアやかかりつけ歯科医による口腔機能管
理が求められる。
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障がい者スポーツイベント参加者における咀嚼機能検査の意義と展望
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1,2）　田中佑人 2,3）　小原理絵 4）　三木貴子 4）　児玉秀樹 4）　中村隆志 1）

1）大手前短期大学歯科衛生学科　　　　　2）特定非営利活動法人アダプテッドスポーツ・サポートセンター
3）大阪歯科大学附属病院障がい者歯科　　4）西宮北口歯科口腔外科

キーワード 口腔機能　障がい者　啓発活動　咀嚼能力測定　かかりつけ歯科医
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【目的】　本校では，2022 年度より北京大学口腔医学院と
「日本と中国における高齢者介護に係る介護職員および高
齢者自身の口腔健康管理に対する意識の比較」の共同研究
を行っている。今回は，日本の高齢者施設職員の口腔衛生
管理に対する意識調査を実施した。この調査から，職種に
よって口腔衛生管理の目的や効果に対して意識の違いがみ
られ，興味深い結果を得たので報告する。
【対象および方法】　朝日大学医科歯科医療センターで訪問
する 8 つの高齢者施設の職員 176 名に対し，口腔衛生管
理の目的や観察するポイント，使用する清掃用具など，16
項目で質問紙法による質問紙調査を行い，その結果を看護
職と介護職とで回答の割合を比較し、その差を考察した。
なお，本研究は朝日大学倫理審査委員会で承認を得ている

（第 34012 号）。
【結果および考察】　口腔衛生管理の目的では，「感染予防」

が看護職 100％，介護職 88.0％，「誤嚥性肺炎の予防」が
看護職 97.6%，介護職 83.4% とともに高い割合を示した
が，ケアの際観察するポイントでは，「口腔乾燥」が看護
職 80.5％，介護職 33.6％，「舌苔の汚れ」が看護職 73.2％，
介護職 49.6％の値となり，職種間で差がみられた。また，
使用する清掃用具は「スポンジブラシ」が看護職 80.5％，
介護職 43.2％，「保湿剤」が看護職 63.4％，介護職 10.4％
と違いがあった。これらの結果から，職種により手技およ
び対応に関する意識に差がみられた。
【結論】　本研究より，口腔衛生管理に対する看護職と介護
職の意識の違いを知ることができた。この意識の差を踏ま
え，より適切な口腔衛生管理を実施するため，さらに看護
職と介護職の双方が参加する，定期的な研修の機会を設け
るなど歯科の介入が必要であると考える。
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高齢者施設における看護職と介護職の口腔衛生管理に対する意識の違い
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1）　荒木美穂 1）　中嶋さつき 1）　松本沙織 1）　西田理恵 1）　大島小帆里 1）　山田小枝子 1）

川口千治 2）　野村玲奈 2）　長屋優里菜 2）

1）朝日大学歯科衛生士専門学校　　2）朝日大学医科歯科医療センター

キーワード 口腔衛生管理　看護職　介護職　アンケート調査

口演発表



111

口
演
発
表
S7

【目的】　当院で実施した先行研究結果から，粘膜ブラシで
の口腔清掃はガーゼやスポンジブラシでの口腔清拭と比較
して唾液分泌量増加と口腔細菌数減少の効果が高く，舌圧
刺激が可能で口腔機能回復への有効性が示唆された。本研
究では粘膜ブラシ使用の効果を発熱，CRP で評価し誤嚥
性肺炎予防の効果を検討した。
【対象および方法】　2019 年 8 月から 12 月までの間に某急
性期病院内科病棟に入院した患者 18 名を対象とし，粘膜
ブラシ使用群と口腔清拭群（対照群）に割付けを行った。
看護師が 1 日 1 回，粘膜ブラシ群にはライオンエラックⓇ

510S を使用し，対照群はガーゼまたはスポンジブラシを
使用し口腔ケアを実施した。舌上の細菌数と唾液湿潤度を
割付け日と 10 日後に測定した。血清 CRP 値と体温は看
護記録から抜粋した（承認番号 2019‒19 号）。

【結果および考察】　口腔内細菌数，血清 CRP 値，体温
は，口腔清拭群（対照群）が粘膜ブラシ使用群に比べて有
意に減少した（p ＜ 0.001）。脳神経外科入院患者の誤嚥性
肺炎の院内発症は粘膜ブラシ使用群で軽減し，28 日以内
の誤嚥性肺炎の再入院も軽減していた。粘膜ブラシ使用に
よる口腔細菌の効果的な減少が CRP と発熱の減少につな
がったと推測される。粘膜ブラシは，舌乳頭へも清掃効果
が及び，弾力性の高い毛先が舌を圧迫し舌圧強化につなが
った可能性が推測される。舌圧の強化は嚥下機能改善，口
腔内細菌の誤嚥防止，肺炎や呼吸器感染症の予防に効果が
あるとの報告があるが正確なメカニズムを解明するために
は更なる研究が必要と考える。
【結論】　粘膜ブラシによる口腔清掃は誤嚥性肺炎を効果的
にできる可能性が示唆された。

O-25

　

某急性期病院における口腔衛生管理
　口腔清拭から粘膜ブラシの口腔清掃に変えて　

○仲
なか

程
ほど

尚
なお

子
こ

1）　安慶名つや子 2）　平良	牧子 3）　大城　工 2）　野村義明 4）

1）沖縄協同病院　リハビリ室　　2）中部協同病院
3）協同にじクリニック歯科　　　4）上海理工大学光化学・光材料研究院

キーワード 急性期病院　口腔衛生管理　誤嚥性肺炎　粘膜ブラシ　口腔清掃
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【緒言】　当歯科診療所は往診・訪問診療の専門ではない
が，依頼により歯科訪問診療・訪問歯科衛生指導を行なっ
ている。今回，口腔衛生状態の回復が困難な認知症患者の
居宅への訪問症例を発表する。尚，発表にあたっては家族
の同意を得ている。
【症例の概要】　患者：88 歳女性，要介護度 2，障害高齢
者の日常生活自立度 B2。既往歴：高血圧，心房細動，心
不全，脳塞栓，認知症。口腔内所見：上顎総義歯，下顎は
ブリッジによる欠損補綴，口腔乾燥あり，食渣多量。
【経過および考察】　2019 年 3 月上顎前歯ブリッジの支台
破折の為，総義歯を作製した。完成前に脳塞栓で入院の
為，入院先へ往診し装着した。5 月自宅へ退院した。7 月

「訪問看護から口の中に僅かな出血があるので歯科に診て
もらうよう言われた」と夫より依頼あり，同日往診した。
止血していたが口腔衛生状態がかなり不良の為，口腔健康
管理を開始し，その後担当となる。2 回目訪問時「口の中

の状態がいいなら往診を打ち切りたい」と介護のほとんど
を担っている夫から希望あり。義歯に対する不満が改善さ
れないことからの不信感と経済的不安からと考えられた。
不満の一つである義歯着脱についてはスムーズに着脱する
方法を指導した。8 月外来診療にて義歯修理を行ない，咬
合を安定させた。その後依頼は途絶えていたが，12 月出
血があると夫より依頼あり。歯周病からの出血であるこ
と，口腔ケアが必要であることを伝えた。義歯が安定した
ことや夫の話を傾聴する事で不信感がなくなったと考えら
れ，週 1 回の訪問で継続となるが，口腔衛生状態は良好と
は言えない。
【結論】　高齢者の口腔健康管理にあたり，より信頼関係を
築く為には，経済的不安も考慮した対応が必要である。居
宅の場合，良好な口腔衛生管理を継続する為にはキーパー
ソンの存在が重要である。
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認知症患者の居宅への訪問歯科衛生指導を行なった 1 症例
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　永野伸一
永野歯科医院

キーワード 認知症患者　口腔健康管理　傾聴　キーパーソン
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【目的】　急性骨髄性白血病に対する緩和支持療法中には，
汎血球減少による発熱，貧血，易出血性を伴う免疫不全状
態に陥ることがある。今回，急性骨髄性白血病患者の口腔
内からカンジダ（C.albicans）と緑膿菌（P.aeruginosa）
が同時に検出されたが，積極的な口腔ケアにより，緑膿菌
の全身感染症や口腔カンジダ症の深在性真菌症を予防でき
た 1 例を経験したので報告する。
【症例の概要】　78 歳の女性。急性骨髄性白血病に対する
緩和的支持療法中。汎血球減少や発熱に対して，輸血や抗
生剤を投与していたが，汎血球減少，発熱，摂食不良によ
る入院中に，口腔内に疼痛を伴う広範囲の糜爛や痂皮が認
められ，摂食不良が改善しないため，口腔衛生管理目的に
介入となる。
【経過および考察】　口腔内の細菌培養同定検査により
C.albicans と P.aeruginosa が同時に検出された。口腔カ

ンジダ症の診断の下，口腔内の糜爛や白苔に対して，アム
ホテリシン B シロップを投与したが，疼痛のため自己で
の含嗽や内服が困難で奏効しなかった。疼痛抑制に，リド
カイン塩酸塩ゼリーを頻回に塗布し，口腔ケアの回数を増
やすことで，口腔衛生状態は改善し，ミコナゾールゲルに
変更することで，口腔カンジダ症も改善した。緑膿菌に対
しては，抗生剤のタゾバクタム・ピペラシリンを適宜投与
し，全身感染予防に努めたため，発熱や摂食不良も改善
し，汎血球減少も安定した。
【結論】　血液培養検査では細菌や真菌は検出されなかった
が，免疫不全状態のため，日和見感染症を発症するリスク
を考慮し，積極的に口腔ケアに介入した結果，緑膿菌の全
身感染症や口腔カンジダ症の深在性真菌症の予防ととも
に，口腔ならびに全身状態の改善に寄与できた。
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緑膿菌の全身感染症や深在性真菌症の予防に口腔管理が有効であった 
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　尾崎清香　宮本浩樹　外川健史　原田丈司
関西労災病院

キーワード カンジダ　緑膿菌　急性骨髄性白血病　口腔管理
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【目的】　2 型糖尿病は，歯周病などの口腔疾患と相互に関
連があるといわれている。口腔衛生管理を行い，来院患者
の持つ既往歴に対しての知識向上と他職種との連携の必要
性を感じるなかで，地域糖尿病療養指導士の取り組みに賛
同し参加したプロセスを紹介したい。
【概要および方法】　糖尿病療養指導士とは，糖尿病患者の
療養指導向上を図るために設立されたもので，講習会では
質の高い療養指導を行う者の育成，認定を行い，患者を取
り巻くチームの一員として日常診療に活かすことが目的で
ある。糖尿病療養指導士には，一般社団法人日本糖尿病療
養士認定機構による日本糖尿病療養指導士と，地域ごとに
定められた地域糖尿病療養指導士がある。2020 年，静岡
中部糖尿病療養指導士講習会（静岡中部糖尿病療養指導士
養成運営委員会主催）に参加した。講習会は全 7 回で，糖
尿病の概念から治療，療養指導の座学，ケーススタディで

は様々な職種の医療者とのディスカッションを行った。そ
の後，認定試験を受けた。
【経過および考察】　糖尿病の知識習得により，改めて患者
の様相を観察したり，既往歴や常用薬などを確認したりし
ていくと，歯科受診者のうち糖尿病やその合併症に罹患し
ている患者が少なくないことがわかった。そして，対象者
の口腔は慢性的な歯肉の炎症や口渇，う蝕の進行など，口
腔疾患のリスクが高い傾向にあった。
【結論】　2 型糖尿病と歯周病はともに生活習慣病であり，
疾患の影響は全身に及ぶ。口腔においては，歯周治療や歯
周病のリスク管理が求められることは言うまでもない。患
者の高い QOL のために他職種との地域医療連携を綿密に
行い，生涯にわたりフレイルのない生活を送るサポート
を，歯科からも積極的に行っていくべきである。
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地域糖尿病療養指導士の取り組みに関する報告
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1）　麻生幸男 1）　小川智久 2）

1）医療法人社団ワンアンドオンリー　麻生歯科クリニック
2）日本歯科大学附属病院総合診療科

キーワード 2 型糖尿病　地域医療連携　地域糖尿病療養指導士　糖尿病療養指導士
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【はじめに】　当歯科診療所の病理診断で白板症と診断し，
経過を辿った 2 症例の詳細を発表する。なお，発表に際し
ては本人，家人より許可を得ている。
【症例の概要】　1 例目は全身状態やその他の条件から経過
観察となり 8 年目に死亡した症例と，2 例目は患者の外来
観察期間が空き，初期治療を逃してしまって進展した症例
である。
【経過】　症例 1 ）初診時 X 年，88 歳認知症の女性。老人
保健施設から義歯の調整を依頼される。X ＋ 1 年，担当
の歯科衛生士が舌の右側に白色病変を発見した。外来にて
病理検査を施行し，白板症の診断にて経過観察となる。X
＋ 4 年，病変は増大。X ＋ 7 年，がんの様相を示す。こ
の時点で余命は 1 〜 4 年と家族に説明した。家人の希望に
より積極的な加療はしないことになったが，死後の家族の

ケアを目的として抗がん剤の塗布を行う。X ＋ 8 年死亡。
舌がんが直接の死亡原因とはなっていないと思われる。症
例 2 ）初診時 X 年，71 歳の女性。X ＋ 1 年，当院の病理
検査で白板症の診断をする。半年ごとの経過観察となる。
初期は半年ごとに外来で経過を見ていたが，X ＋ 4 年か
ら 2 年間ブランクがあき，X ＋ 6 年に患者は外来を受診
した。病理検査で歯肉癌の診断。専門病院にて手術を施行
する。その後，当院にて残存歯の治療をしながら経過観察
をしている。X ＋ 7 年の現在にて，再発の兆候はない。
【結論】　それぞれの患者にいろいろな事情がある。患者を
取り巻く多くの状況を考慮しないと，理想的ながん治療が
行われるとは限らない。開業医は，患者の家族を含め多く
の配慮を行う必要があると考える。
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開業医からみた口腔がんの経過
第8報　異なる経過を辿った，白板症から口腔がんに移行した2症例
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キーワード 舌癌　白板症　長期経過
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【目的】　頭頸部がん化学放射線療法（以下，CRT）の口
腔有害事象では，口腔粘膜炎が必発する。咽頭がん患者の
CRT による粘膜炎リスク因子を明らかにし，栄養管理に
ついて調査した。
【対象および方法】　対象は，2019 年 4 月～ 2022 年 3 月，
頭頸科より周術期等口腔機能管理の依頼があった咽頭がん
患者（上咽頭 2 名，中咽頭 9 名，下咽頭 10 名），化学療
法（CDDP）＋強度変調放射線治療（IMRT）の併用療法
21 名，平均年齢 65.1 ± 8.3 歳（男性 19 名，女性 2 名）と
した。調査項目は，BMI，血液データ（WBC，NEUT，
TP，ALB），口腔領域放射線照射野の有無，口腔状況，
口腔衛生状態（PCR 値）について，治療前のデータを電
子カルテより抽出した。粘膜炎は CTCAEv3.0 を用いて
Grade2 以上を発症群，Grade1 以下を非発症群の 2 群に
分類し，最も重症化した時期を調査した。2 群間の各因子
と，放射線量 10Gy ごとの血液データの変動をカイ二乗，

t 検定にて統計解析した。粘膜炎発症群については栄養と
口腔管理を調査した。金沢医科大学病院研究倫理審査委員
会承認番号 No. H324
【結果および考察】　21 名中発症群は 8 名，非発症群は 13
名であった。2 群間の比較では，照射野の有無と PCR 値
において有意差を認めた（p ＜ 0.05）。血液データは 40 ～
60Gy で低値を示し，この時期にもっとも粘膜炎が重症化
していた。TP と ALB では有意差がなく栄養状態は維持
されていた。発症群の 8 名中 5 名が経口摂取を併用しなが
ら治療を完遂できた。よって，口腔衛生管理の徹底と口腔
支持療法が，経口摂取支援に繋がったと考えられる。
【結論】　咽頭がん CRT の口腔粘膜炎リスク因子には，口
腔領域放射線照射野と口腔衛生不良が挙げられた。口腔粘
膜炎発症時には，口腔衛生の維持と栄養管理を考慮した口
腔支持療法が重要である。
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咽頭がん化学放射線療法（CDDP/RT）口腔粘膜炎リスクと栄養管理
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　東川久代　山村真由美　新谷麻美　沖田奈々葉　水野絢菜　岡田真里奈　村山智子
金沢医科大学病院　医療技術部

キーワード 咽頭がん　化学放射線療法　口腔粘膜炎　リスク因子　栄養
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【目的】　当院は歯科標榜がないため，周術期等口腔機能管
理を地域の歯科医療機関と連携して行っている。2021 年
より歯科衛生士が企画の中心となり，よりスムーズな連携
を目的とした医科歯科連携推進研修会を開催している。今
回は参加者アンケートの結果を基に今後の展望について紹
介する。
【概要および方法】　現在まで「地域で取り組む周術期等口
腔機能管理」「化学療法と口腔管理」「食道がん・胃がんの
手術と口腔管理」をテーマに多職種が専門的且つ明快に
Zoom で講義を行い，終了後は参加者へ Google アンケー
トを実施した。
【経過および考察】　アンケート回収率は 50％であった。
延べ参加者数は 166 名で，内訳は歯科医師 58 名・歯科衛
生士 83 名・その他の医療従事者 25 名であった。研修内
容については「非常に有意義だった・有意義だった」が
100％，実務に役立つかは「非常にそう思う・そう思う」

が 100％，次回以降の参加希望は「ぜひ参加したい・参加
したい」が 98％であった。研修時間は「ちょうど良い」
が 84％であったが，13％の者が「長い」と回答し，平日
夜よりも休日開催を希望された。自由記載では「講義がわ
かりやすかった」「多職種連携がよく理解できた」「医科歯
科連携推進のため研修会を継続してほしい」等の意見が多
く挙がった。内容については高い満足度が得られたが，日
時の検討が必要と思われた。また，歯科衛生士の目線で企
画することで，わかりやすい内容で提供できたと考えられ
た。アンケートにより参加者の声を内容へ反映できている
ことも，満足度に繋がっていると思われた。
【結論】　歯科標榜のない病院にとって歯科医療機関との連
携は，相互理解の意味も大きい。今後も地域のニーズに応
えられるよう様々な意見を勘案して研究会を実施し，包括
的な医科歯科連携の実現を目指したい。
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歯科標榜の無いがん診療連携拠点病院から地域へ発信する医科歯科連携の
取り組み
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1）　片岡正文 2）　元木崇之 2）　稲葉温子 3）　原　一樹 4）　和田麻美 5）　香々美仁志 6）　川上敦史 7）　岡崎　景 8）　大澤俊哉 1）

1）岡山済生会総合病院　患者サポートセンター　　2）岡山済生会総合病院　外科　　3）岡山済生会総合病院　看護部
4）岡山済生会総合病院　薬剤部　　　　5）岡山済生会総合病院　栄養科　　6）岡山済生会総合病院　リハビリテーションセンター
7）岡山済生会総合病院　情報管理課　　8）岡山県歯科医師会　学術部

キーワード がん診療連携拠点病院　周術期等口腔機能管理　医科歯科連携　地域連携　多職種連携
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【目的】　抜歯は薬剤関連顎骨壊死（medication-related 
osteonecrosis of the jew，以下 MRONJ）発症における
最大のリスク因子と考えられてきた。しかし，2023 年に
改訂される顎骨壊死検討委員会ポジションペーパーでは，
抜歯の原因となる局所感染がより重要なリスク因子として
捉えられている。当科では，MRONJ の原因となる骨吸収
抑制薬使用中の患者へのオーラルマネジメント（以下
OM）として，歯科医師による抜歯などの歯科治療だけで
なく，歯科衛生士も加わって専門的口腔清掃などを行い，
局所感染予防に努めている。
【概要および方法】　MRONJ 発症の有無に関わらず，歯科
衛生士は全顎的な歯周管理を徹底することで，MRONJ 発
症，重症化の予防に努めている。また，手術前後の専門的
口腔清掃として，歯だけでなく骨露出部周囲の洗浄，ワン

タフトブラシを用いたセルフケアなどの患者教育を行う。
一方，歯科医師は抗菌薬の処方や MRONJ 患者の侵襲的
歯科治療を行い，術後に顎欠損を生じた患者に対して顎補
綴を用いた咀嚼嚥下のリハビリテーション，義歯調整を行
う。
【経過および考察】　MRONJ は重症化すると咀嚼障害をき
たし，QOL を著しく損なうこともある。MRONJ は手術
で治療可能な症例が多くなってきているが，手術困難な症
例の場合は，歯科医師と歯科衛生士の連携による OM で
の保存的治療によって局所感染を制御することがきわめて
重要と考える。
【結論】　口腔清掃だけでなく，歯科治療を含めた包括的な
介入を行う OM は MRONJ 発症や重症化の予防に重要な
役割を果たす。
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兵庫医科大学病院における骨吸収抑制薬使用患者への 
オーラルマネジメント
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1）　河田尚子 1）　竹林香菜 1）　宮井沙也加 1）　佐々木香奈栄 1）　福田怜央 1）　服部洋一 1,2）

岸本裕充 1,2）

1）兵庫医科大学病院歯科口腔外科　　2）兵庫医科大学医学部歯科口腔外科学講座

キーワード 薬剤関連顎骨壊死　ポジションペーパー改訂　オーラルマネジメント
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【目的】　歯科衛生士学生が摂食嚥下リハビリテーション
（嚥下リハ）を体験するために，嚥下リハの Virtual 
Reality（VR）動画を視聴し，知識を得て臨床を体験する
という新しい臨地実習システムを構築し，その有用性を明
らかにすることを目的とした。
【対象および方法】　対象は，臨地実習終了後の某歯科衛生
士養成学校 3 年生 45 名とした。調査は，嚥下リハの理解
における VR 動画視聴前後での主観的評価の変化と VR 動
画視聴後の外部観察評価の内容について検討を行った。本
研究は，令和 4 年度歯科衛生臨床研究助成金を受けた。日
本歯科大学生命歯学部倫理審査委員会の承認を得て行った

（NDU‒T2022‒15）。
【結果および考察】　主観的評価の VR 動画視聴前後の比較
では，嚥下リハの理解について，視聴後は「理解できた，
ある程度理解できた」が 97.8％となり，VR 動画が歯科衛
生士臨地実習に応用できる可能性が推察された 。VR が

嚥下リハの理解に役立つかでは，「役立つ，ある程度役立
つ」が視聴後は 100％となり，VR 動画の視聴が嚥下リハ
の理解に役立つことが確認できた。嚥下リハの評価や訓練
の指導，ミールラウンド，外部観察評価の理解，VE・VF
での歯科衛生士の役割では，視聴後は「あまり理解できな
かった」が少数ではあるが存在したため（2.2 ～ 6.7％），
知識を応用し評価する項目では，VR 動画視聴前の学生へ
の教育が重要であることが推測された。客観的評価は，評
価項目によっては必要な情報が VR 動画から得にくい可能
性が伺われた。
【結論】　VR 技術を応用した嚥下リハ臨地実習における新
しい歯科衛生士教育手法は，嚥下リハにおいて一定の知識
を得ることが可能であった。学生がより深い理解を得るた
めには，事前教育の充実を行うことにより，知識の向上に
寄与すると考えられる。
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摂食嚥下リハビリテーション臨地実習に VR 技術を応用した歯科衛生士 
教育手法の有用性の検討
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1）　波多野朱里 1）　市川順子 2）　水上美樹 1）　西澤加代子 1）　作田妙子 1）　富田浩子 1）　戸原　雄 1）　山田裕之 1）　菊谷　武 1）

1）日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック
2）日本歯科大学東京短期大学歯科衛生学科

キーワード Virtual Reality（VR）　摂食嚥下リハビリテーション　歯科衛生士教育　臨地実習
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【目的】　COVID-19 感染拡大に伴い 2020・2021 年度は臨
地実習が制限された。A 大学でも臨地実習を代替する様々
な授業を実施したがその効果は検証できていない。本研究
ではコロナ禍の代替授業を評価し，臨地実習の実施が困難
な状況において，学生が求める教育やサポートを明らかに
することとした。
【対象および方法】　2020・2021 年度に A 大学の 4 年次歯
科衛生学生であった 60 名を対象に，2022 年 11 月に，研
究協力依頼メールにアンケート URL を掲載し，同意した
者のみが Google フォームの無記名アンケートに回答し
た。アンケートは授業内容（講義，演習・実習，国試対
策，自己学習）別に，代替授業での学習意欲向上，自身の
学習課題の検討，課題解決，臨床経験の補完度，満足度に
関して 6 段階で評価させた。代替授業実施期間に感じてい
た不安やストレスは自由記載とした。本研究は埼玉県立大

学研究倫理委員会の承認を得て実施した（通知番号
21097）。
【結果および考察】　24 名（回答率 40%）より回答が得ら
れ，21 名（2020 年度卒 10 名，2021 年度卒 11 名）を分析
対象とした。いずれの評価項目においても肯定的な回答が
多かったのは，演習・実習，国試対策であった。卒業年度
別の Mann-Whitney U 検定およびχ2 検定での評価項目
の分析では統計学的有意差を認めなかった。自由記載で
は，臨地実習の経験が少ないことへの不安の訴えが最も多
かった。また就職後の心配，先を見通せないことへのスト
レスに関する意見もあり，代替授業とともに学生の不安感
に対するメンタルケアの重要性が示唆された。
【結論】　臨地実習の代替授業として，A 大学 4 年次生は
演習・実習や国試対策の評価が高く，卒業後の就職への不
安に対するメンタルケアも検討が必要である。

　

COVID-19 感染対策下の臨地実習代替授業に対する 4 年制大学学生の 
アンケートによる評価
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　戸田花奈子　新井　恵
埼玉県立大学健康開発学科口腔保健科学専攻

キーワード 臨地実習　代替授業　COVID-19　歯科衛生士養成教育
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【目的】　多職種間の実践や認識に関連する要因を解明す
る。
【対象および方法】　複数の歯科衛生士養成機関の卒業生を
対象に郵送法による無記名自記式質問票調査を実施した

（2021 年 4 ～ 6 月）。質問票では勤務実態に関する項目の
ほか，多職種間実践および認識に関する項目を含む全 20
問を設定した。本研究は東京医科歯科大学歯学部倫理審査
委員会の承認を受け実施した（第 D2017‒027 号）。
【結果および考察】　質問票を配布・回収した 471 名中，
無回答項目がなく，現在歯科衛生士として就業している
128 名を分析対象とした。20 問の質問項目を用いカテゴ
リー主成分分析を行ったところ，「多職種間実践」（第 1 主
成分）と「多職種間実践の用語，概念理解」（第 2 主成分）
が抽出された。成分得点の平均で 2 分したものを従属変

数，勤務実態項目等を説明変数として二項ロジスティック
回帰分析を実施した。その結果，第 1 主成分では「認定取
得の有無」と有意な関連が認められた（Odds ratio:2.79, 
p=0.04）。また，第 2 主成分では「修業年数」（Odds 
ratio:10.36, p=0.04）および「就業場所」（Odds ratio:2.62, 
p=0.02）と有意な関連が認められた。これらの結果か
ら，卒前の学習過程で多職種間実践の概念を学ぶことによ
り，卒後の IPW 実践のハードルを下げることができると
推測された。
【結論】　卒後歯科衛生士を対象として，多職種間実践や認
識に関する質問票調査を実施したところ，多職種間実践に
は「認定資格の有無」が，多職種間実践の用語，概念理解
には「修業年数」，「就業場所」が関係していることが明ら
かになった。
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歯科衛生士の多職種間実践および認識に関わる要因の検討
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1）　植野正之 1）　鶴田　潤 3）　品田佳世子 2）

1）埼玉県立大学健康開発学科　口腔保健科学専攻　　2）東京医科歯科大学大学院　医歯学総合研究科　生命理工医療科学専攻　口腔疾患予防学分野
3）東京医科歯科大学　統合教育機構

キーワード 歯科衛生士　多職種間実践　多職種連携
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【目的】　現在，ソーシャル・ネットワーキング・サービス
（以下，SNS）での情報発信が活発に行われており，動画
による情報も高頻度で見られるようになった。口腔保健情
報を広域に発信する手段の 1 つとして動画を活用すること
を目的に，視聴されるための要素の一部である動画時間と
投稿頻度について調査を行った。
【対象および方法】　調査対象は，SNS 動画共有サービス
YouTubeJP の無料動画とした（調査日 2023 年 3 月 11
日）。検索語は“はみがき”“虫歯 予防”“歯周病 予防”
とし，視聴回数上位 30 本の総視聴回数，動画時間（短め：
5 分未満，長め：5 分以上），発信者の属性は一般と歯科医
療者に分類した。さらに，上位 10 名の発信者の動画投稿
頻度を調査した。
【結果および考察】　検索語の総視聴回数（万回）は，“は
みがき”53837，“虫歯 予防”405，“歯周病 予防”740 で
あった。動画時間（短め，長め）は，“はみがき”23 本，

7 本，“虫歯 予防”16 本，14 本，“歯周病 予防”10 本，
20 本であった。動画投稿者の属性は，“はみがき”は一般
が多く，“虫歯 予防”“歯周病 予防”は歯科医療者が多か
った。動画の投稿頻度（本 /1 ヵ月）は，“はみがき”
21.6，“虫歯予防”14.9，“歯周病予防”13.1 であった。視
聴回数の多い動画の特徴は，短時間，はみがきの習慣化を
目的とした繰り返し視聴可能な内容，投稿者の更新頻度が
高いことであった。長時間で疾患の特徴や治療内容の説明
が多い動画は 1 回で完結となり視聴回数が増加しなかった
が，視聴者の目的と一致すれば視聴されることも示され
た。
【結論】　動画には習慣化の補助的役割や知識取得のために
視聴される分野が考えられ，情報伝達の 1 つとして活用す
るためには情報の質を確保し，視聴者のニーズに合わせた
内容や動画時間で作成することが望まれる。
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動画 SNS における口腔保健情報に関する調査
　視聴される動画時間と投稿頻度の実態　
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1）　小倉千幸 2）　遠藤眞美 3）　伊藤　梓 3）　倉持恵美 4）　中村広恵 5）　奈良小百合 5）　堂本直美 5）　高柳篤史 3,5,6）　山岸　敦 6）

1）東京都歯科衛生士会　　2）日本歯科大学東京短期大学　　3）日本大学松戸歯学部障害者歯科学講座
4）茨城県歯科衛生士会　　5）高柳歯科医院　　　　　　　　6）東京歯科大学　衛生学講座

キーワード 動画 SNS　口腔保健　セルフケア　情報リテラシー
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【目的】　生涯にわたって食べ物を自身の歯で噛むために
は，乳幼児期から学齢期にかけての良好な口腔・顎・顔面
の成長発育および適切な口腔機能の獲得が重要とされてい
る。そこで本研究では，幼児の日常生活行動と口腔機能発
達不全症との関連を明らかにすることを目的とし検討を行
なった。
【対象および方法】　大阪府 A 市内の市立認定こども園 25
園に通う 1 〜 5 歳までの幼児を対象に，その保護者に対し
て自記式質問紙を配布し，研究に同意を得られた保護者か
ら回答を得た。なお本研究は，大阪歯科大学医の倫理委員
会の承認（大歯医倫第 111197‒0 号）を得て，科学研究助
成事業の分担研究の一環として実施した。
【結果および考察】　調査対象者 3,033 名のうち，調査協力
の同意が得られた被調査者の有効回答者数は 2,339 名（有
効回答率 77.1％）であった。質問紙の回答では，5 歳児の

発音・発語に関して「聞こえ辛い」は 11.2％であった。ま
た，どの年齢においても約 20％の幼児が頻繁に口呼吸を
おこなっていた。食事のスピードは同年齢幼児との比較
で，「遅い」幼児が 3 ～ 5 歳で 20％を超えていた。固い物
でも食べることができるかについては，「食べることがで
きない物もある」は 3 歳児 25.7％，4 歳児 18.1％，5 歳児
17.5％であった。「殆ど食べることができない」は 3 歳児
0.6%，4 歳児 0.8％，5 歳児 0.6％と僅かながら存在するこ
とが明らかとなった。
【結論】　本調査より，口腔機能発達に問題を抱える 5 歳以
下の幼児が一定数存在することが明らかとなった。健全な
成長発達に対する歯科による支援を早期から行うために
は，保護者の正常な口腔機能への認識や口腔機能発達不全
に対応できる歯科保健医療の受け入れ態勢の確立が必要で
ある。
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幼児期における口腔機能発達不全症に関する実態調査
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1）　芦田麗子 2）　神　光一郎 2）

1）大阪歯科大学大学院医療保健学研究科
2）大阪歯科大学医療保健学部

キーワード 未就学児　口腔機能発達不全症　保護者の認識
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【目的】　低年齢（3 歳未満）児における多数歯齲蝕は
Early Childhood Caries（ECC）の中でも重篤である。抑
制下での治療を目にした保護者が，その後の歯科治療継続
を敬遠することもあり，その対応には多角的な視点からの
配慮が求められる。ECC による健康への影響を最小限に
留め，患児にとって最良な対応を模索するために，小児歯
科専門歯科診療所での多数歯齲蝕を有する低年齢児の口腔
管理の 1 例を報告する。
【症例の概要】　初診時 1 歳 9 カ月の男児。齲蝕治療を希望
して来院した。上顎両側乳中切歯，左側乳側切歯および両
側第一乳臼歯は齲蝕症第 2 度と診断された。上下顎前歯部
に叢生が認められ，PCR は 21.9％であった。本症例を報
告するにあたり，患児の保護者より同意書にて同意を得
た。
【経過および考察】　初診時に実質欠損を含む多数歯齲蝕を

認めたが，低年齢による治療困難を考慮し齲蝕部位へのフ
ッ化ジアンミン銀溶液塗布，同時に CAMBRAⓇによる口
腔管理を開始した。4 歳時に乳前歯部にコンポジットレジ
ン修復，臼歯部にグラスアイオノマーセメント修復を行
い，処置後は 2－3 ヵ月に 1 回，9 歳に至るまで定期受診
している。定期観察中はリスク評価を行い，視診・エック
ス線検査にて新たな齲蝕の発生・再発の有無を確認してい
る。CAMBRAⓇは齲蝕ハイリスク児に有用なツールであ
り，これに基づいた歯科衛生士による食生活指導，口腔衛
生指導で良好な食習慣および口腔清掃状態を維持してい
る。
【結論】　ECC 罹患児に対し本人のレディネスや保護者の
心理的負担も考慮した長期的な治療計画を策定し，齲蝕進
行抑制と併行して口腔内環境の改善を図ることは患児の来
院を中断させない有効な対応の一つであると考えられた。

P-2

　

Early Childhood Caries（ECC）罹患児に有効な口腔管理の１例
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1）　髙野　円 1）　佐藤　絢 1）　名生幸恵 2）

1）麻生キッズデンタルパーク
2）日本歯科大学生命歯学部小児歯科学講座

キーワード Early Childhood Caries（ECC）　リスク管理　CAMBRA Ⓡ
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【目的】　青森県歯科衛生士会では，平成 28 年度より，保
育園児・幼稚園児の保護者に対して歯科保健行動に関する
質問紙調査を行っている。令和 2 年度青森県の 3 歳時むし
歯有病率は 20.7％あり，県内市町村において様々な取り組
みをしているものの改善されない状態である。そこで今回
は，A 町の保育園児・幼稚園児の保護者を対象に歯科保
健行動や生活習慣についての質問紙調査を実施した。
【対象および方法】　令和 3 年度 6 月～ 7 月に，青森県 A
町幼稚園 2 園，保育園 5 園の保護者 364 名に歯科保健行
動に関する質問紙調査の協力を依頼した。364 名のうち有
効回答 238 名，回答率 65.4％であった。質問項目は，歯
の健康状態，生活習慣と歯科保健行動，生活環境に関する
内容で，2020 年本学会にて発表した保育園児保護者の歯
科保健行動状況把握のための質問紙調査と同様の物を使用
した。保護者に質問紙調査を行うにあたり，文書で同意を

得た。
【結果および考察】　質問紙調査で，69.7％の保護者がむし
歯予防について知りたい，と答えている。また，60.9％の
保護者がむし歯予防のための食生活について知りたい，と
答えており，むし歯予防に関心があることが示唆された。
家庭での歯科保健行動では，フッ化物配合歯磨剤の使用や
仕上げ磨き等取り組んでいる事が伺えた。しかし，歯科医
院での定期健診受診は 33.6％，歯科医院での歯磨き指導を
受けたことがある，と答えたのは 34.0％と低かった。予防
の知識を知りたいと思っていても，歯科受診行動には結び
ついておらず，家庭での予防は行っていても，個々の口腔
状態に応じた歯科保健指導を受けていないと考える。
【結論】　今後，保護者が歯科医院を定期健診し，むし歯予
防を意識してもらえるような指導や情報提供をしていきた
い。
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某町で行った乳幼児の歯科保健行動に関する質問紙調査
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1）　杉山祐美子 1）　山口景子 1,2）　小村真妃 1）　立花晶子 1）　道尻紋佳 1）　浅木美智子 1,3）

1）青森県歯科衛生士会　　2）八戸保健医療専門学校
3）湯の里にのへ

キーワード 幼稚園児　保育園児　保護者　保健行動　生活習慣
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【目的】　当重症心身障害児施設では，歯科は週 1 回の開設
であり，非常勤の歯科医師および歯科衛生士が施設入所者
を診療している。今回，重症心身障害児施設に勤務する非
常勤歯科衛生士が病棟入所者に対して効果的な口腔健康管
理を実施するための工夫について紹介する。
【概要および方法】　S 県にある重症心身障害児施設は，重
度の肢体不自由および知的障害のための医療型障害児入所
施設として 1997 年に開設された。開設当初から現在まで
歯科は週 1 回の診療である。歯科衛生士は，勤務時間内で
入所者に対して口腔管理と診療についての業務を行わなく
てはならない。
【経過および考察】　2022 年度の歯科受診者は 70 名であっ
た。主な疾患は，脳性麻痺と重度知的障害の重複疾患であ
り，コミュニケーションは困難である。ほとんどの患者が
過緊張，過開口，不随意運動および咬反射を認めるために

口腔ケアは非常に困難である。口腔ケアは看護師だけでな
く，他職種職員も実施しているが，それぞれの入所者に適
した方法が把握されていないのが現状である。歯科衛生士
が病棟で職員と話ができるのは，限られた時間にとどまる
ため，効率よく入所者に関する口腔内の状況を連絡するた
めに看護師と協力して「口腔管理・ケアカード」を作成し
た。記録用紙の活用により，それぞれの入所者についての
口腔内の状況を効率よく伝達できるようになった。また，
看護師から歯科衛生士への連絡も容易になり，入所者の口
腔内の状況に改善が認められた。
【結論】　施設における口腔ケアは，さまざまな職種の職員
が実施している。今回，看護師と協力して「口腔管理・ケ
アカード」を作成，活用したことにより，歯科からだけで
なく，看護師から歯科衛生士への連絡も容易になり，入所
者の口腔内の状況に改善が認められた。
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常設歯科のない重症心身障害児施設入所者に対する多職種連携による 
効果的な口腔健康管理
○湊

みなと

　真
ま

理
り

子
こ

　萩原麻美　久保田一政
重症心身障害児施設中川の郷療育センター

キーワード 重症心身障害児　口腔健康管理　多職種連携
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【目的】　若年者の口腔機能の現状と，口腔機能と口腔衛生
状態の関連を明らかにすることを目的とし，A 短期大学
部学生の口腔乾燥，舌圧，口唇閉鎖力，および口腔内細菌
数を測定し検討したので報告する。
【対象および方法】　本研究への参加に同意の得られた A
短期大学部歯科衛生学科 2 年生 105 名（19.2 ± 0.4 歳）を
対象とした。「口腔内細菌数」は口腔内細菌カウンタⓇ，「口
腔乾燥」は口腔水分計ムーカスⓇ，「舌圧」は JMS 舌圧測
定器 TPM-01Ⓡ，「口唇閉鎖力」はりっぷるくんⓇを用いて
測定した。本研究は，愛知学院大学短期大学部倫理委員会

（承認番号 22‒008）の承認を得て行った。
【結果および考察】　「口腔衛生状態不良」22.3％，「口腔衛
生状態良好」77.7％であった。「口腔乾燥」と「舌圧」は
口腔機能低下症の診断基準に比較し高値であった。「口唇

閉鎖力」は，18 歳女子平均値の 10.6N に比し 7.5N であっ
た。「口腔内細菌数」，「口腔乾燥」，「舌圧」，および「口唇
閉鎖力」の間に相関は認められなかった。「口腔内細菌数」
と「口腔乾燥」，「舌圧」，および「口唇閉鎖力」について
χ2 検定を行った結果，それぞれの群間に有意な差は認め
られなかった。「口腔内細菌数」と「舌圧」との関連につ
いて Fisher の正確確率検定を行った結果，「口腔衛生状態」
と「 舌 圧 」 と の 間 に 有 意 な 関 連 が 認 め ら れ た

（p=0.038）。これらの結果より，若年者における舌圧と口
腔衛生状態の関連が示唆された。
【結論】　小児と高齢者への介入のみならず，若年者におけ
る口腔機能の低下を示す兆候を早期に発見し，すべてのラ
イフステージで口腔機能の維持・促進を進めていく必要が
あると考えられた。
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短期大学生における口腔機能と口腔衛生状態との関連
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1,2）　相原喜子 1）　後藤君江 1）　犬飼順子 1）

1）愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）
2）愛知学院大学短期大学部歯科衛生学科

キーワード 若年者　口腔機能　口腔衛生状態
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【目的】　歯ぎしり，くいしばり症状がある者に対し，生活
習慣，保健行動およびストレス状況を調査することで，歯
科臨床で可能な対応や提案を検討した。
【対象および方法】　対象は，歯ぎしり，くいしばりの自覚
症状がある愛知県在住の 4 名（22 歳男性 1 名，21 歳男性
1 名，21 歳女性 2 名）とした。2022 年 7 月に生活習慣，
保健行動およびストレス状況について質問紙法調査とイン
タビュー調査を実施した。なお，本研究は，愛知学院大学
短期大学部倫理委員会（承認番号 22‒004）の承認を得て
行った。
【結果および考察】　歯ぎしり，くいしばりの自覚症状は，
睡眠と覚醒との関連はなく，ストレスの自覚とも関連がみ
られなかった。対象者は，マウスピース（スプリント療
法）に対する知識や関心が低く，装着時に不快感を抱くこ
ともあり，マウスピースに対する抵抗があった。対象者の

背景因子をインタビューした結果，歯科臨床として考えら
れる対応としては，患者の歯ぎしり，くいしばりに対する
考え方や思いに合わせた口腔衛生指導，呼吸法，咀嚼筋の
マッサージ，睡眠指導，心療内科や睡眠外来への紹介等が
考えられた。歯ぎしり，くいしばりの自覚，他覚症状があ
る者に対して，まず患者の疾病に対する解釈モデルを把握
し，患者の考えや気持ちに寄り添った姿勢を歯科衛生士が
みせることにより，患者自身の歯ぎしり，くいしばりにつ
いての理解と関心が向上すると考える。
【結論】　本研究結果より，患者自身の歯ぎしり，くいしば
りに対する考えや気持ちは多様化していると考えられた。
患者に合った対応をするためにも，知識や関心がない状態
で治療を提案するのではなく，まずは，患者の背景因子を
聞き出し，歯ぎしり，くいしばりを理解してもらうことが
重要であると考えられた。
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　鈴木一吉　稲垣幸司　犬飼順子
愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）

キーワード 歯ぎしり　くいしばり　患者への対応
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【目的】　特定健診質問票に咀嚼に関する項目が設定され，
職域口腔保健活動（以下，本活動）においても口腔機能に
着目した支援の重要性が高まっている。そこで，質問項目
における咀嚼状況と口腔保健状況を調べ，その関連性につ
いて検討した。
【対象および方法】　調査対象者は，2022 年度の某事業所
における本活動参加者1,266名（男性649名，女性617名）
とした。参加者には事前に咀嚼状態，歯口清掃習慣，定期
的歯科健診受診の有無等に関する聞き取り調査を行い，咀
嚼状態は特定健診の質問項目（何でも噛める，噛みにくい
ことがある，ほとんど噛めない）を用い「何でも噛める」
を咀嚼良好者，「噛みにくいことがある，ほとんど噛めな
い」を咀嚼不良者とした。歯の状態は視診により診査し，
歯肉の状態は CPI 代表歯法を用いて「健康」「歯肉炎」「歯
周炎」「進行した歯周炎」に分類した。対象者には調査報
告にあたり同意を得て実施し，データの取り扱いは個人が

特定されないよう匿名化した。
【結果および考察】　参加者全体の咀嚼状態は，咀嚼良好者
1,116 名（88.2%），咀嚼不良者 150 名（11.8%）であった
が，年齢が高くなるに伴い咀嚼不良者の増加傾向がみられ
た。咀嚼不良者は咀嚼良好者に比べ，現在歯数が少なく，
歯の状態では「未処置歯あり」，「喪失歯あり」，「喪失歯の
未補綴歯あり」の割合が高く，歯肉の状態では「進行した
歯周炎」の割合の高いことが認められた。また，咀嚼不良
者は「歯みがき回数 1 日 1 回以下」，「定期的歯科健診受診
なし」の割合の高いことが認められた。
【結論】　今回の調査結果から，職域口腔保健活動参加者の
咀嚼不良者には歯科受診勧奨とオーラルセルフケア等の支
援の必要性が認められ，特定健診質問票における咀嚼不良
者においても同様のフォローアップ指導が必要であること
が示唆された。
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職域口腔保健活動参加者における咀嚼状況と口腔保健状況の関連性 
について
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　児玉弓子　水口洋子　大関慧子　中村瑞希　松木晴香
一般財団法人日本口腔保健協会

キーワード 職域口腔保健活動　特定健診質問票　咀嚼状況　口腔保健状況
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【目的】　当院ではリスク評価に基づくう蝕管理ツールであ
る CAMBRATM によるリスク管理に基づくう蝕管理を実
施しているが，う蝕発症率の低減については検討されてい
ない。本研究の目的はう蝕リスクの高い患者に対して化学
療法を行った場合のう蝕発症率（DFT 指数）を評価する
ことにより，化学療法の有効性を調査することである。
【対象および方法】　2009 年 4 月～ 2016 年 10 月に当院受
診した成人患者を対象に後ろ向き調査を行った。
CAMBRATM にてリスク評価を行い，主訴改善のみの不
定期来院患者 56 名をグループ 1，ハイリスク患者 982 名
のなかで定期管理患者 926 名のうち，化学療法なし群 206
名をグループ 2，化学療法あり（1 回のみ）151 名をグル
ープ 3，化学療法あり（2 回以上）569 名をグループ 4 と
し，それぞれの 1 人平均 DFT 増加数を比較した。化学療
法はすべて認可された国内製品のみを使用し，クロルヘキ

シジン洗口，フッ化物局所応用，キシリトールのいずれか
とし，一つでも使用した場合を 1 回とした。解析方法は
Mann-Whitney のU 検定を使用した。
【結果および考察】　主訴改善のみのグループ 1 の一人平均
DFT 増加数が 0.59 本に対して，定期管理グループ 2 は
0.43 本，グループ 3 は 0.40 本，グループ 4 は 0.34 本であ
った。また，グループ 1 とグループ 4 との間に統計学的に
有意な差を認めた（p<0.001）。これより定期管理患者に
対して化学療法を用いることによりう蝕発症が抑制され，
化学療法の有効性が示唆された。また，化学療法の回数に
おいてもより多く使用することが効果的であると考えられ
た。
【結論】　う蝕リスクの高い患者に対して化学療法を用いて
適切な定期管理を行なえば，う蝕発症が抑制されることが
示唆された。
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う蝕リスクの高い患者に対する化学療法介入の効果
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　貞松佳代乃　麻生幸男
医療法人社団ワンアンドオンリー　麻生歯科クリニック
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【目的】　高校生の自律的な生活習慣の確立には自己効力感
が影響すると考えられている。自己効力感とは，行動を効
果的に遂行できる可能性を自らが持っていると認知するこ
とである。自己効力感とう蝕リスクとの関連についての報
告はあるが，高校生の時期における報告は少ない。しか
し，高校生は，自分の口腔の状態を適切に認識し，口腔保
健行動を実践する必要があると考えられる。そこで，高校
生を対象に，口腔保健行動と自己効力感との関連性を調査
し，口腔保健の推進の検討を目的とした。
【対象および方法】　対象は，横浜市某私立高等学校 2・3
年生，広島市某私立高等学校 2 年生，計 530 名である。8
項目（回答者の属性，学校歯科健診結果，歯磨きや食習
慣，生活習慣や生活状況，歯科受診歴，口腔の健康観，歯
磨きや口腔の認識，自己効力感）についての質問紙調査を
行った。これらの関連をカイ二乗検定で検討した。なお，

本研究は，東京医科歯科大学歯学部倫理審査委員会の承認
を得たうえで実施した （承認番号：D2022‒020）。
【結果および考察】　自己効力感が高い群と低い群で有意な
差がみられたのは，デンタルフロスを使用している割合，
間食をする割合，歯の健康に気を使っている割合，「1 本 1
本注意して歯を磨く」者の割合，「歯ぐきの色が気になる」
者の割合，の 5 項目であった。自己効力感が高い者は，適
切なセルフケアや生活習慣が口腔疾患の予防につながるこ
とを経験から理解できていると考えられ，自己効力感の高
さと口腔保健行動への意識の高さは関連している可能性が
あると考察される。
【結論】　歯磨きや食習慣，口腔の健康観，歯磨きや口腔の
認識に関する項目は自己効力感と関連すると考えられた。
一方，学校歯科健診，生活習慣や生活状況，歯科受診歴に
関する項目は自己効力感と関連は認められなかった。
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高校生の自己効力感と口腔保健行動について
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1）　佐藤　南 2）　安達奈穂子 3）　品田佳世子 3）

1）東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科口腔疾患予防学分野
2）平塚市健康こども部健康課
3）東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科口腔疾患予防学分野

キーワード 自己効力感　高校生　口腔保健行動
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【目的】　人生 100 年時代を迎えるにあたり，我が国はフ
レイル対策を推進している。中でも栄養維持と口腔の定期
的管理はフレイル，サルコペニアの予防に大きく繋がると
されている。そこで，今回は低栄養の早期発見ツールとし
て用いられている簡易栄養状態評価表を用いて，低栄養と
口腔機能等の関連について検討し，オーラルフレイル対策
としての低栄養質問票の有効性について検討したので報告
する。
【方法】　対象は65～92歳の76名（男性18名，女性58名：
平均年齢 76.1 ± 6.3 歳）である。低栄養質問票は 6 項目の
簡易栄養状態評価表（MNAⓇ-SF）を，オーラルフレイル
質問票は，Oral Frailty Index-8（OFI-8）を使用した。
口腔機能は，嚥下機能は EAT-10 を用い，残存歯数，最
大舌圧値，オーラルディアドコキネシス /pa/，/ta/，/
ka/，舌左右運動の速さを測定した。各質問票の結果は 2

群に分類し，MNAⓇ-SF と各質問票との関連はχ二乗検
定，実測値との関連は Mann-Whitney U 検定を用いた。

（神常短研倫第 22－1 号）
【結果および考察】　栄養状態が良好でない者は有意にオー
ラルフレイルの危険性が高く，嚥下機能に問題あることが
示された。口腔機能実測値においては，栄養状態が良好で
ない者は最大舌圧で有意に低値を示した。その他の口腔機
能との関連性は認められなかった。今回，MNAⓇ-SF と
OFI-8 との関連性が認められたことから，どちらか一方に
疑いが生じた場合は，もう一方の可能性を考慮し早期に対
応する必要があることが示された。また，MNAⓇ-SF と
最大舌圧との関連が認められたことから，舌圧の重要性が
示された。
【結論】　MNAⓇ-SF による低栄養質問票はオーラルフレ
イル対策に有効であることが示唆された。
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高齢者のオーラルフレイル対策における低栄養質問票の有効性についての
検討
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　江﨑ひろみ　高橋由希子　山城圭介　宮澤絢子　氏橋貴子　浅枝麻夢可　西保亜希　吉田幸恵
神戸常盤大学保健科学部　口腔保健学科

キーワード 高齢者　オーラルフレイル　口腔機能　低栄養
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【目的】　高齢者の「心理・社会的要因の評価」および「口
腔機能の評価」から早期に口腔機能低下予防を可能とする
因子について検討することを目的とした。
【対象および方法】　〈対象〉当科にて定期管理を含む歯科
治療を行う 50 歳以上の患者〈取得情報〉患者因子（年
齢，性別，BMI（kg/m2），歯数，義歯の有無），口腔機能
低 下 症 7 項 目， ス ト レ ス 対 処 力 調 査 票（Sense of 
Coherence-13，以下 SOC）〈分析方法〉各項目の関連を
カイ二乗検定，Fisher の正確確率検定，Mann-WhitneyU
検定を用いて分析し，有意水準は 5％とした。〈倫理審査〉
九州大学医系地区部局臨床研究倫理審査委員会承認済み

（許可番号：2022－211）
【結果および考察】　対象患者は 66 名（平均年齢 74.15 ±
8.97 歳，男性 29 名，女性 37 名）。歯数は，咬合力，舌口
唇運動機能，舌圧と有意に関連し，義歯の有無は，年齢，

咬合力，舌圧と有意に関連した。義歯有りや歯数 20 本以
下の患者は，咬合力，舌圧が基準値以下になる可能性が高
いと示唆された。また SOC は BMI と有意な関連を認め，
ストレス対処能の低い高齢者の平均 BMI は 20.3 であり，
厚生労働省が提唱する高齢者の目標 BMI21.5 よりやや低
い結果となった。今回は口腔機能低下と SOC に直接的な
関連は見られなかったが，義歯や歯数が口腔機能に関わる
項目に複数関連したことから，口腔機能の低下は義歯の有
無や歯数減少に強く影響する可能性があると考える。ま
た，現時点で SOC はフレイルに関与する BMI との関連
のみであるが，今後も他項目との関連について調査を進め
たい。
【結論】　今回の調査では，義歯や歯数が口腔機能の項目に
複数関連し，ストレス対処能が低いと BMI の低下を招く
ことが示唆された。
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高齢者の口腔機能低下症と心理社会的要因との関連
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1）九州大学病院医療技術部歯科衛生室　　2）九州大学大学院歯学府総合歯科学講座総合診療歯科学分野
3）九州大学病院口腔総合診療科

キーワード 高齢者　口腔機能検査　SOC

ポスター発表

【目的】　介護保険施設では，介護職員が主に口腔ケアを担
っているのが現状である。口腔ケアの指導を受けた経験の
ある職員が多いなかで，標準化された方法で口腔ケアを行
っている職員は少ない。本研究では，介護職員の口腔ケア
の実態を調査し，その結果をもとに動画・リーフレット

（以下，媒体）を活用した歯科衛生士による指導を実践
し，さらに，指導前後の介護職員の行動の変化や意識を評
価し，媒体を活用した指導の有効性を明らかにすることで
ある。
【対象および方法】　同意の得られた特別養護老人ホーム介
護職員 52 名を対象に，無記名自記式質問票調査を実施し
た（東短衛‒283）。調査期間は，2022 年 8 月に口腔ケアの
実態等を含む指導前調査，同年 12 月には作成した媒体を
郵送にて配付した。配付後，2023 年 1 月に指導後の調査
を実施した。媒体には，口腔内観察から口腔清掃用具の使

い方，非協力的な利用者への口腔ケアのポイントを作成し
た。また，非対面型指導前後の口腔ケアの実施方法や口腔
ケアに対する意識の変化について，χ2 検定を行った。
【結果および考察】　事前調査では，口腔ケアの指導を受け
たことのある職員は 77.5% で，そのうち歯科衛生士より
指導を受けた者が 58.1% であった。介護職員の口腔ケア
内容は，歯磨きやうがいが 97.5% と高く，舌の清掃は
65.0% であった。媒体を活用した指導後では，口腔内観察
や舌の清掃を行う職員が有意に増加し（p ＜ 0.05），口腔
ケアの問題点が解決した職員が 66.7% であった。媒体の
活用を評価する者は 75.6% と最も多く，動画を取り入れ
た情報提供の有用性が示された。
【結論】　歯科衛生士として専門的な指導をする際には，事
前に介護保険施設の実態を把握することの重要性と，媒体
を活用した指導が有効であることが示唆された。

　

某特別養護老人ホーム介護職員における口腔ケアの実態と歯科衛生士 
による指導との関係
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1）　合場千佳子 2）　市川順子 2）　相澤直依 2）

1）東京都立心身障害者口腔保健センター
2）日本歯科大学東京短期大学歯科衛生学科

キーワード 施設介護職員　口腔ケア　歯科衛生士　指導用媒体　非対面型指導
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本演題は演者都合により演題取り下げとなりました。
ポスター発表

【目的】　某大学病院歯科では，医科と併科で来院される有
病者が多く，多数の薬剤を服用しているケースがある。歯
科衛生士は，患者の全身症状や服薬等を理解した上で，口
腔衛生管理を行っていく必要がある。今回，薬物の副作用
により起こる歯肉増殖患者へ介入し，歯周ポケットの改善
が図れた症例について報告する。なお，本症例の発表につ
いては患者本人により同意を得ている。
【症例の概要】　51 歳女性。現病歴は全身性エリテマトー
デス，主訴は歯茎の腫れで医科と併科受診された。初診
時，歯肉増殖が認められ，服薬が多数あり，歯科医師によ
り歯肉増殖症と診断された。歯科医師とともに歯周基本治
療を行い，初診時と再評価時の歯周精密検査の結果を比較
し，口腔衛生管理を継続した。
【結果および考察】　初診時，全 27 歯のうち PPD4mm 以
上の歯が 21 歯あり，BOP4%，PCR32% であった。歯周

基本治療を開始し，TBI，SC 後 PPD4mm 以上の歯が 12
歯あり，SRP へ移行となった。血小板，白血球の数値が
回復した際に SRP を実施した。歯肉切除術は患者の希望
により行わず，医科主治医に薬剤の影響について相談し，
免疫抑制剤ネオーラルからプログラフヘ変更となった。こ
れにより，歯肉増殖症が改善し，セルフケアが容易になる
ことで患者のモチベーションが向上し，健康な歯肉に回復
した。8 カ月後の再評価時は，全 27 歯のうち PPD4mm
以上の歯が 4 歯あり，BOP0%，PCR5% という結果で初
診時と比較して歯周ポケットが改善した。
【結論】　本症例では，歯周基本治療および薬剤変更を依頼
したことが歯肉増殖症の改善となり，歯周ポケットの改善
につながった。患者の全身症状や服薬等を理解した上で，
口腔衛生管理を行っていくことが重要であると示唆され
た。
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薬物性歯肉増殖患者の歯周ポケットが改善した一症例
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1）九州大学病院医療技術部歯科衛生室
2）九州大学大学院歯学研究院口腔機能修復学講座歯科保存学研究分野
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【 目 的 】　 開 口 部 形 質 生 細 胞 症（plasmocytosis 
circumorificialis 以下 PC）は人体の開口部粘膜に発症す
る稀な炎症性疾患である。診断基準がなく除外診断によっ
て診断を進めるため，診断に苦慮することがあり，治療法
は多岐にわたり長期経過を辿ることもある。今回，口腔粘
膜に生じた PC に対して，専門的口腔ケアと共に精神的サ
ポートを図り治療を支持し得た症例を経験したため報告す
る。
【症例の概要】　患者は 75 歳，女性。口腔粘膜の広範なび
らんの精査依頼で当科を受診した。初診時，下唇，歯肉，
頬粘膜及びに舌に発赤とびらんを認め，強度の接触痛によ
り口腔衛生状態は不良であった。会話や食事時の接触痛に
より QOL の低下を来していた。同意書を得て行った。
【経過および考察】　臨床所見から自己免疫生水疱症や口腔
扁平苔癬などが鑑別診断に挙がり検査を行った。病理所見
から口腔扁平苔癬が疑われたため，ステロイド軟膏外用と

アズノール含嗽を指導し，口腔清掃不良に対してブラッシ
ング指導と専門的口腔ケアを実施した。治療介入後も症状
の改善は得られなかったため，再度口腔粘膜から組織生検
を行った。数回の生検を繰り返すことから PC を疑い，タ
クロリムス軟膏の外用を開始したところ，症状は軽快し
た。過去の報告と同様，本症例においても PC の診断に苦
慮し病悩期間は 6 ヵ月と遷延した。治療に対する拒否感が
度々生じたが，症状に応じたセルフケアの指導と共に精神
的サポートを図ることで治療を支持することができたと考
える。
【結論】　近年，がん化学療法に対する支持療法的口腔ケア
の重要性が認知されているが，本症例のような難治性口腔
粘膜炎の場合にも，診断に至るまでの患者の不安や苦痛は
強く，専門的口腔ケアと共に精神的サポートを図ることが
重要である。
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口腔粘膜に生じた開口部形質細胞症の１例
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キーワード 開口部形質細胞症　口腔粘膜病変　専門的口腔ケア
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【目的】　当院では，患者の口腔ケアを実践することで，口
腔内合併症を予防し，患者・家族の苦痛緩和，QOL の維持・
向上を目指すことを目的に，総合診療サポートセンター

（以下，TMSC）での入院オリエンテーション時に入院支
援看護師による口腔ケアスクリーニングを実施している。
口腔ケアスクリーニングシートで 3 点以上になった場合
は，歯科衛生士が口腔ケアの説明を行い，口腔ケアの同意
確認後に，口腔ケアチーム受診に繋げている。2016 年 11
月より診療科を限定した対応を標準化するため，歯科衛生
士が TMSC 専属配置となった。今回，その有用性および
今後の課題について報告する。
【概要および方法】　2015 年 4 月～ 2023 年 3 月に入院オリ
エンテーションにおいて，歯科衛生士による口腔ケア説明
を実施した件数および診療科別歯科衛生士介入状況と周術
期等口腔機能管理計画策定料の算定状況について後ろ向き

調査を実施し，TMSC 専属歯科衛生士配置前後の分析を
行った。
【結果および考察】　歯科衛生士が専属配置となった 2016
年 11 月以降，口腔ケア説明件数は増加傾向であり，2022
年度においては専属配置前の約 3 倍の介入件数となってい
た。介入件数を診療科別にみると，専属配置前のオンコー
ル対応期間においては，限定した診療科のみの対応であっ
たが，専属配置後は周術期口腔ケア対象となる様々な診療
科への介入が可能となり，周術期等口腔機能管理算定件数
が増加した。
【結論および今後の課題】　TMSC で歯科衛生士が口腔ケ
ア説明を行うことで歯科介入率は年々増加しており，周術
期等口腔機能管理算定件数は増加傾向である。今後は周術
期口腔ケアによる合併症予防効果の検証，また患者満足度
についての調査を検討していく。
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入院支援における歯科衛生士介入の有用性について
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【目的】　食道がんは術前化学療法を行ったのちに手術を行
うことが多く，手術後の合併症を予防するために，化学療
法開始前から歯科が関わり，口腔内環境を清潔に保つこと
が重要とされている。今回，食道がん患者の周術期等口腔
機能管理の効果を明確にする目的で実態を調査した。
【対象および方法】　2020 年 1 月から 2022 年 3 月までに周
術期等口腔機能管理を実施した食道がん患者のうち，Oral 
Health Assessment Tool（以下 OHAT）を用いて口腔内
状態を評価した 119 名を対象とした。患者背景，歯科介
入回数・内容，口腔内状態（OHAT）などの情報を診療
録から後方視的に調査した。本研究は昭和大学における人
を対象とする研究等に関する倫理委員会の承認を受けて実
施した（承認番号：3419）。
【結果および考察】　男性 93 名，女性 26 名で平均年齢は
68 歳であった。術前化学療法の平均回数は 1.8 回で，化学

療法中に口腔清掃を実施したのは 92 名，回数は 1 ～ 5 回
であった。術前術後の口腔清掃は全員に実施した。
OHAT の合計スコアは，初診時 4.1 ± 2.4 点（中央値 4
点），術前口腔清掃時 3.3 ± 2.1 点（中央値 3 点），術後口
腔清掃時 2.9 ± 2.0 点（中央値 2 点）で，それぞれの区間
で統計学的に有意差があった（p ＜ 0.0001）。項目別で
は，専門的口腔清掃やセルフケアによって改善可能な項目
のスコアは減少したが，歯科治療が必要な項目のスコアの
減少はあまり認められなかった。これは，手術までの期間
が短く，歯科治療をする十分な時間がなかったためと考え
られた。
【結論】　食道がん患者に対し，化学療法開始前からの歯科
介入で口腔内環境が改善される可能性が示唆されたため，
早期から歯科受診ができる体制を整えることが今後の課題
である。
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食道がん患者の周術期等口腔機能管理の実態と口腔内環境の変化
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【目的】　周術期等口腔機能管理の目的として，気管挿管時
の歯牙脱落やその誤飲などの偶発症の回避，術後の感染や
合併症予防があげられる。当院においても 2014 年より歯
科衛生士と地域歯科医師会との連携で周術期等口腔機能管
理に取り組み，2019 年から長崎大学と連携して院内に歯
科を開設したことは 2022 年の本学会でも報告した。今回
我々は，院内歯科において術前処置としての動揺歯の固定
やマウスガードの作製により手術中のトラブル予防，手術
直前後に歯科衛生士が口腔衛生管理を行ったことによる術
後感染予防の効果について検証した。
【概要および方法】　1. 調査対象：2022 年 7 月から 12 月ま
でに周術期等口腔機能管理を行った患者 369 名。未介入
の全身麻酔手術患者 427 名。2. 診療科：消化器外科，乳
腺外科，消化器内科，心臓血管外科，泌尿器科，整形外
科，婦人科，耳鼻咽喉科，脳神経外科。3. 口腔内状況：

動揺度，口腔清掃状態。4. 術後肺炎の発症件数。
【経過および考察】　周術期等口腔機能管理を行った患者の
うち動揺が認められた 78 件にマウスガード作成 32 件，
暫間固定 10 件，抜歯 1 件の処置を行ったことで術中の脱
落などトラブルは認められなかった。また 94.0％に口腔内
の汚染が見られたが，全身麻酔による手術後に発症した誤
嚥性肺炎は介入患者で 0.5％であり，術前に介入していな
い患者は 1.8％と，術前後に行った歯科衛生士の口腔衛生
管理の効果が見られた。
【結論】　周術期等口腔機能管理として院内歯科が介入する
ことは，手術時のトラブル予防や術後感染予防に効果的で
あることが示唆された。今後も院内歯科において医科歯科
連携を充実させ，患者への歯科保健指導や口腔衛生管理を
行うことが，病院歯科衛生士として重要な役割と考える。
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某急性期病院における周術期等口腔機能管理の取り組みと効果
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ポスター発表



126

ポ
ス
タ
ー
発
表

【目的】　舌癌に対する組織内照射は根治的治療法の一つと
して考えられている。治療期間中は患者自身での口腔衛生
管理が困難な環境であるため，専門的な口腔衛生管理が不
可欠となる。今回，舌癌の高線量率組織内照射患者に対し
て周術期等口腔機能管理を経験したため報告する。
【症例の概要】　71 歳男性。2022 年 9 月に嚥下時違和感を
自覚，10 月に抜歯目的に近在歯科受診時，舌縁部潰瘍を
指摘され，紹介元にて舌癌の診断を得た。12 月術前化学
療法第 1 クール終了時，手術に対する恐怖心から小線源治
療の希望があり，1 月に当院を紹介受診した。治療前より
口腔機能管理目的に歯科衛生士が介入した。
【経過および考察】　初回介入時には治療に伴う口腔有害事
象についての説明および，感染予防を目的に口腔衛生管理
を行った。治療初日，舌に埋入留置された 7 本のアプリケ
ーターによる疼痛と舌腫脹により，血液混じりの流涎が継

続し，患者の QOL，ADL は著しく低下した。照射期間中
は経口摂取不可であり，口腔内の自浄作用は低下した。舌
の運動機能低下に伴う誤嚥リスクも高く，口腔衛生管理を
週 2 回実施した。連続した 8 日間に計 60Gy の治療が行わ
れたが，12 日間の入院期間中に口腔粘膜炎の発症は認め
なかった。退院前は機械的歯面清掃を含む口腔衛生管理と
粘膜炎発症時の表面麻酔剤を用いた疼痛コントロール，ワ
ンタフトブラシを用いたセルフケア方法について指導し
た。治療2週間後，外来受診時にはGrade2（CTCAEv3.0）
相当の粘膜炎を認めたが食事摂取は維持されていた。
【結論】　高線量率組織内照射治療において，歯科衛生士の
専門的口腔衛生管理は必須であり，患者の精神面への支援
も求められる。治療後は晩期障害のリスクもあるため，地
域歯科医院と連携した長期的な口腔管理が必要である。
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舌癌高線量率組織内照射治療に対し周術期等口腔機能管理を行った一症例
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【目的】　周術期等口腔機能管理は一般に術後合併症の予防
として行われており，食道がんや肺がん術後肺炎の抑制効
果が報告されている。院内外科系診療科から当科に年間
500 例以上の管理依頼があるが，マンパワーの問題もあり
事前にリスク因子を把握しハイリスク患者にケアを重点化
する方法も重要と考える。今回，当科で術前から介入した
全身麻酔手術患者を対象に，術後肺炎を生じる術前リスク
因子について後方視的に検討した。
【対象および方法】　対象は 2018 年 4 月～ 2021 年 3 月ま
でに術後肺炎を発症した 21 名（以下，発症群）と，2021
年4月～2022年3月までの術後肺炎非発症患者442名（以
下，非発症群）とした。調査項目は年齢・性別・原疾患・
術前の口腔環境スコア・喫煙歴の有無・術前握力・術前呼
吸機能障害の有無・術後在院日数とし，これらについて 2
群間の統計学的解析を実施した。発症群に関してはさらに
軽快退院群と死亡退院群に分けて検討を行った（承認番号

2023－1）。
【結果および考察】　発症群 21 名はすべて悪性疾患であっ
た。単変量解析においては高齢・男性・低握力が有意なリ
スク因子として挙げられた。これらに喫煙歴と食道がんの
因子を加えて多変量解析を行ったところ，男性・低握力・
食道がんの 3 項目が有意なリスク因子であることが示唆さ
れた。また術後在院日数は発症群が有意に長く，さらに発
症群の死亡リスクには術前呼吸機能障害と術後自己排痰不
可能の 2 項目が関与していた。以上の結果よりフレイルや
サルコペニアが術後肺炎発症およびその重症化に影響して
いる可能性が考えられた。
【結論】　周術期における口腔健康管理開始時には口腔内状
況と併せてフレイル等の患者特性を把握し，ハイリスク患
者に重点的なケアを実施して術後合併症の予防に繋げるこ
とが肝要であると考えられた。
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術後肺炎発症に関わる術前リスク因子の検討
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【目的】　精神科病院に入院している患者の多くは自己管理
の低下や向精神病薬の副作用により口腔内環境は不良な状
態にあり口腔衛生の支援が必要とされている。今回，誤嚥
性肺炎を繰り返し経管栄養となった精神発達遅滞患者に対
して，口腔衛生管理，経口摂取支援へ取り組んだ一症例を
報告する。
【症例の概要】　27 歳男性。現病歴は難治性てんかん，自
閉症スペクトラム症，精神発達遅滞。肺炎をきたし急性期
病院入院。誤嚥性肺炎を繰り返し経口摂取が進まず，胃瘻
造設となり精神科病院へ転入院。経口摂取が出来ないかと
訪問歯科診療の依頼があった。なお，本症例の発表に際
し，保護者の同意を文書で得た。
【経過および考察】　飲み込みを確認する嚥下内視鏡検査
（以下：VE）を施行した結果，安静時の唾液や分泌物を慢
性的に誤嚥をしている状態を認めた。歯科医師の指示のも
と，看護師による飴なめ，月 4 回訪問歯科衛生士による口

腔衛生管理，喀痰や咳嗽訓練などの間接訓練，少量のゼリ
ーを用いた直接訓練を実施した。頻回に痰吸引が必要な状
況であったが，徐々に改善し歯磨きも見守りで実施できる
ようになった。2 回目 VE の結果，誤嚥なく唾液貯留が減
少しており，お楽しみレベルでペースト食摂取を開始し，
10 口から 20 口と徐々に摂取量を増やした。介入から 4 カ
月後，3 回目 VE では，粒粥・きざみ食が安全に摂取でき，
昼食のみ経口摂取可能となった。介入時：Alb 3.8g/dL，
BMI 18.4，4 カ月後：Alb 4.1g/dL，BMI 19.2 と栄養状態
の改善がみられた。
【結論】　訪問歯科衛生士が継続的に介入することによっ
て，摂食嚥下機能の維持・向上，口から食べる喜びに寄与
することができたと考える。今後は多職種と連携を図りな
がら，口から食べる楽しみを継続できるよう目指していき
たいと考える。
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精神科病院において経管栄養から経口摂取を目指した一症例
　訪問歯科衛生士の取り組み　
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【目的】　アペール症候群は頭蓋・顔面骨縫合早期癒合をき
たす先天性疾患で，主な症状である上顎骨の劣成長や合指
などの影響で自力での清掃に困難を伴う。そのため，口腔
衛生習慣の確立には積極的な介入をきっかけとした患者自
身の行動変容を要する。アペール症候群患者の口腔衛生管
理の確立を目指した 1 症例について報告する。
【症例の概要】　31 歳男性。アペール症候群に由来する上
顎後退，下顎劣成長のため外科的矯正治療を受け，保定中
であった。両肘の関節の骨性固定や合指のため手指の巧緻
性が低く，口腔衛生習慣は週 3 回であった。そのため口腔
衛生管理開始前の口腔衛生状態は，PCR74%，PPD ≧
4mm23％，BOP45％と不良であった。さらに上顎前歯部
唇側を中心に脱灰歯が散見された。
【経過および考察】　脱灰歯の進行抑制と口腔衛生習慣の確
立を目指し，口腔衛生管理を開始した。両肘や手指の運動

機能不全を考慮した電動歯ブラシの当て方を指導し，口腔
衛生習慣の確立のためチェックシートを作成，患者自身に
よる記入を指示した。しかし介入 6 カ月後の時点で，歯磨
きの頻度や口腔衛生状態に改善が見られなかった。そこ
で，患者の行動変容を促すため，口腔衛生管理の頻度を増
やした。その結果，通院に対して十分に理解を示し，定期
的な通院を継続することができた。介入 1 年半後には
PPD ≧ 4mm4％，BOP24％と歯周状態に改善が見られ，
脱灰歯も進行せず経過した。歯垢の付着量は増減があり，
今後は安定した口腔衛生習慣に繋がる動機付けが必要であ
ると考える。
【結果】　アペール症候群患者の合指に伴う障害を考慮し，
行動変容を目的に介入頻度を増やした結果，患者自身の口
腔衛生に対する行動変容が認められ，脱灰歯の進行抑制
や，歯周状態の改善に繋がったと考えられた。
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合指による自力清掃困難なアペール症候群患者に対して口腔衛生習慣の 
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【目的】　自閉症スペクトラム障害児（以下 ASD 児）は社
会的相互関係の障害，コミュニケーション障害などから歯
科治療への対応は非常に困難とされている。そこで，今回
当院で口腔健康管理中である ASD 児において，障害特性
に配慮した個別対応を実施し継続的な口腔健康管理を行っ
た 1 症例を経験したので報告する。なお本症例発表に際
し，患者および家族の承諾を得ており，三豊総合病院倫理
審査委員会の承認を得て実施した。（臨床研究番号：
19CR01‒112）
【症例の概要】　ASD の 15 歳女児。近医では 5 人で抑制し
歯科治療をしていたが困難となり，う蝕処置を主訴に来院
した。少数の発語あり，踠き拒否をする。当院では個別の
心理学的，生理学的，薬理学的アプローチなど行動調整を
組み合わせるとともに，保護者には口腔に対する関心を高
める支援をした。また，当院で歯科治療困難時には，高次
医療機関と連携し全身麻酔下で歯科処置を行った。

【経過および考察】　ASD 児のお気に入りの写真やスリー
パーなどで環境作りを行い，絵カードによるスケジュール
の構造化や数字ではなく名前のカウント法を用い，言葉で
褒めるだけでなく，正の強化因子として好きなグローブを
与え心理学的アプローチを行った。また，歯科治療時，レ
ストレーナーによる体動コントロールや精神鎮静薬の前投
与で薬理学的アプローチなど様々な行動調整が非常に有効
であった。歯科治療困難時には，全身麻酔下で行える専門
施設との連携が不可欠であり，地域での障害者歯科におけ
る連携が重要であった。
【結語】　障害者歯科治療は，個々の発達レベルや行動を十
分に理解し，できるだけ適応できる環境で，きめ細やかな
個別対応が求められる。また，成長の過程や環境の変化が
生じる中で，ASD 児の口腔健康管理を継続することが大
切である。
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行動変容を用いて継続的な口腔健康管理を行った自閉症スペクトラム 
障害児の１症例
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三豊総合病院
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【目的】　近年，少子高齢化が進み人口減少への変革期を迎
えており人材確保という視点から新人教育は重要である。
今回，研修指導者・臨床実地指導者等講習会で得た「新人
歯科衛生士技術支援共通ガイドライン」の教育方法を新人
採用者の教育モデルとしたので報告する。
【対象および方法】　対象は 2020 年 4 月～ 2022 年 4 月に
採用した歯科衛生士 4 名。方法はガイドラインの育成プラ
ン大項目の業務内容 105 項目より，病院歯科として 78 項
目を選択し使用した。指導者が項目達成を星取図に記入し
て業務の計画的な履修を目指した。育成計画時期と履修状
況，質問や不安は面談して確認した。その情報は全員で共
有し，6 か月かけて新人教育を修了とした。後日，質問紙
調査を行い今回の取り組みを振り返った（承認番号
1303）。
【結果および考察】　調査結果から育成プランについて，「達
成すべき項目が一目でわかるので次の目標を立てられ

た」，「項目が多くて不安だった（新人）」，「個人の未履修
の内容が把握できるので該当する症例があるとすぐ指導で
きた」，「星取図が小さく見辛かった」，「病院歯科の外科処
置等，専門的な内容が少なかった（指導者）」という回答
を得た。実症例が必要な項目は履修時期の計画が難しいと
考察された。育成プランで個人の業務履修状況を全員が早
期に把握，指導できた事は忙しい現場で有用であった。「こ
の新人教育を通して，先輩全員に指導して貰えた」，「指導
内容に漏れがなく，同期と差がなく成長できる事が嬉しか
った」という感想を得た。
【結論】　ガイドラインをモデルにした新人教育で，育成プ
ランを使用した計画的業務履修は一定の効果を得られた。
今回の調査結果を基に，新人が早期に仕事への不安を乗り
越え自己研鑽に励めるような育成プラン，新人教育のさら
なる内容改善に取り組んでいきたい。
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「新人歯科衛生士技術支援共通ガイドライン」を活用した 
新人歯科衛生士の教育
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【目的】　2018 年度に厚生労働省からの委託で開設した当
センターは 5 年を経過し，延べ 171 名の受講生を輩出し
た。委託の終了に伴い 2023 年度からは大学独自の事業と
して，従来の事業（復職支援・離職防止）を継承しつつ，
生涯研修を視野に入れ，更なる発展的事業展開を行うこと
になったので報告する。
【概要および方法】　これまでの専門基礎研修（12 コース
から選択）と臨床研修（9 診療科から選択）の研修時間を
凝縮し，より学びやすくした。修了証書発行の基準は専門
基礎研修 6 回以上・臨床研修 6 日以上とし，日本歯科衛生
士会生涯研修の取得も可能である。そして新たに，一年を
通じていつでも自由に研修場所として活用できるよう自己
学習研修を設けることにした。自らが決めた研修内容に沿
ってスペースを借り，必要な器材や動画の媒体などは無料
で借用できるシステムとした。
　従来行ってきたフォローアップ研修や公開セミナーは引

き続き開催予定とし，口腔内スキャナーの講習会や歯科英
語実践講座の企画も加えた。さらに歯科衛生士会，歯科衛
生士養成校，歯科医院，スタディグループ，歯科関連の企
業などのハンズオンセミナーの会場として開放することに
した。
【経過および考察】　新たな運営内容についてのリーフレッ
トは，近畿 2 府 4 県の歯科衛生士会，歯科衛生士養成校，
歯科医師会（大阪府のみ 56 支部）に郵送した。当校歯学
部同窓会，医療保健学部同窓会，大阪府歯科衛生士会の会
報発送時に同封を依頼した。加えて，当センター研修生・
2022 年度卒業の医療保健学部生を対象に新システムの説
明会を行い，会員登録を勧めると共に周知を促した。
【結論】　会員登録者が研修の場のみならず，情報交換の場
としても本センターを活用し，さらに活躍の幅を広げてい
けるような運用を目指したいと考えている。
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【目的】　本研究の目的は，臨地実習を経験した学生の診療
場面で足りないと感じた診療補助技術に着目し，学生が実
習で必要と感じる技術について明らかにし，今後の技術教
育への具体的な示唆を得ることである。
【方法】　3 年課程の 2 年次実習を終えた学生 75 名を対象
に，「実習を経験して，これから学ぶべきこと」について，
10 の気づきを記した。診療補助技術に関連する内容 227
件を抽出し，KHCoder を用いて頻出語分析と共起ネット
ワーク分析を行った。質的記述的分析は，記述データを精
読し，研究者の意見が一致するまで繰り返し検討し，真実
性の確保に努めた。対象に匿名性の保持，成績評価など不
利益がない等を口頭で説明した。
【結果・考察】　出現頻度の多い順に「治療，器具器材，清
潔不潔，バキューム，患者，理解」などの言葉が抽出され
た。質的記述的分析では，28 サブカテゴリ―，12《カテ

ゴリー》を抽出した。学生が必要と感じる技術には，《治
療方法，治療の手順と留意点を理解》し，《器具・器材・
歯科材料・薬剤の正しい知識》をもとに《治療に必要な器
具・器材・材料の準備》をする，《清潔不潔を理解し行動
する》，《患者に配慮した適切なバキューム操作》，《術者目
線のライティング》，《患者負担を考え正確な機械的歯面清
掃》，《患者に応じたブラッシング指導》，《適切なセメント・
印象材練和と正確な印象採得》，《正確な X 線撮影方法と
情報の理解》，《正確な口腔内写真撮影方法と情報の理解》，

《新たな技術の練習》があった。学生は，正確な基礎知
識，患者の個別性を考える，感染対策技術の確立といった
実践的課題を明確にできたと考える。
【結論】　学生が捉えた実践的課題を解決すべく，臨床実践
力を育成するためのシミュレーション教育の充実を図って
いく。
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【目的】　歯科衛生士は職場や地域社会等で多様な人々と仕
事を行うことから，知識・技術の習得のみならず，経済産
業省の提唱する社会人基礎力を身に付けることが必要とな
る。社会人基礎力は，3 つの能力（「前に踏み出す力」，「考
え抜く力」，「チームで働く力」）と 12 の能力要素から把握
できることが明らかにされている。本研究では，卒業生

（卒後 1 ～ 5 年）本人による社会人基礎力に関するこれら
の自己評価を実施し，在学時と卒後との調査結果を比較
し，その変化を検討した。
【対象および方法】　対象は，2017 年度から 2020 年度の某
短期大学歯科衛生学科卒業生の在学時と卒後の両方ともに
回答が得られた 77 名であった。方法は，在学時の社会人
基礎力に関する調査結果と，卒後に同様の調査を，Google 
Forms を用いた Web 調査で実施し，その変化を比較検討

した。3 つの能力と 12 の能力要素については，Wilcoxon
の符号付き順位検定で検討した。なお本研究は関西福祉科
学大学研究倫理審査委員会の承認（承認番号 18‒21）を受
けて行った。
【結果および考察】　卒後の「前に踏み出す力」は 5 段階評
価の平均値で 3.41（在学時 4.03），「考え抜く力」は 3.31（在
学時 3.71），「チームで働く力」は 3.58（在学時 4.07）でい
ずれの能力も在学時の調査結果と比較して，有意に低値を
示した（いずれもp ＜ 0.05）。以上から，在学時の学生教
育で社会人基礎力が向上したとしても，継続的な介入がな
ければ社会人基礎力は低下する可能性が示唆された。
【結論】　今後歯科衛生士の社会人基礎力の向上には，卒後
においても積極的に介入する必要があると考えられた。
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【目的】　我々は，これまでに歯科衛生学生（以下，DH 学
生）の学外臨床実習（病院実習）で，特に姿勢保持，腰部
捻転，躯幹前傾，中腰作業の姿勢をとる頻度が高い場合に
身体疲労の有訴率が高くなること，また上記作業姿勢が頸
肩腕障害の発症につながる可能性を示唆した。本研究で
は，DH 学生の身体疲労部位と有訴率の関連性を明らかに
すると共に，臨床実習前後での有訴率の変化について質問
紙調査を行った。
【対象および方法】　対象は，令和 4 年度臨床実習に参加し
た DH 学生のうち同意の得られた 79 名とした。身体疲労
とその部位についての調査は，臨床実習前と 3 カ月の臨床
実習直後に行った。臨床実習直後の調査では，作業姿勢を
含む診療補助業務の頻度とそれに伴う身体疲労の有無につ
いても調べた。本研究は，関西福祉科学大学研究倫理審査
委員会の承認（承認番号 18‒06）を得て実施した。

【結果および考察】　DH 学生の身体疲労の認められる部位
としては，肩，頸，腰の有訴率が高かったが，臨床実習前
後での変化としては，足首での有訴率が臨床実習後に有意
に上昇していた（p ＜ 0.01）手首・手指，背中，腰，膝で
も臨床実習後に有訴率が上昇する傾向が観察されたが，
頸，肩，肘といった頸肩腕障害に直接つながる部位では，
臨床実習後の有訴率の明確な上昇は観察されなかった。ま
た，作業中に苦痛を訴えていた学生の多く（85.7－100％）
が臨床実習期間中その作業を高頻度で行っていたと回答し
たことから，特に頸，背中，腰，膝，足首では，身体疲労
を感じる作業を繰り返し行うことにより持続的な身体疲労
へと移行していくことが示唆された。
【結論】　DH 学生の臨床実習では，特徴ある業務や不自然
な作業姿勢が繰り返されるため，持続的な身体疲労が誘導
される可能性が明らかとなった。
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臨床実習での歯科衛生学生の診療補助業務と身体疲労
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　大岡知子　吉田理紗　新井麻実　古賀　恵　畑田晶子　細見　環　木村重信
関西女子短期大学歯科衛生学科

キーワード 歯科衛生学生　学外臨床実習　診療補助業務　身体疲労
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【目的】　厚生労働省歯科衛生士復職支援・離職防止等推進
事業による共通ガイドラインに基づいた研修プログラムの
介入効果を検証することを目的に，広島大学歯学部歯科衛
生士教育研修センターの研修（以下：本研修）を受講した
研修生を対象に，研修前後の職業性ストレスと自己評価に
ついて検討した。
【対象および方法】　2019 年から 2021 年に本研修を受講し
た 105 名に対し，研修開始時と修了直後，修了 3 カ月後，
修了 1 年後に，自記式質問票への回答を得た。そのうち研
修開始時から修了 1 年後のすべての時点で回答が得ること
ができ，かつ継続して勤務していた歯科衛生士 43 名を研
究対象とした。職業性ストレスは職業性ストレス簡易調査
票を用い，「知識」「技術」「意欲」「自己研鑽力」は 10 段
階で自己評価した。統計解析は，フリードマン検定とボン
フェローニ法を用いた。本研究は，広島大学疫学研究倫理

審査委員会の承認（E－1868）を得て行った。
【結果および考察】　対象者の平均年齢は 38 ± 12 歳で，
勤務先は歯科診療所（74％）が最も多かった。職業性ス
トレスは，開始時と修了直後を比較すると「不安感」

（p=0.012）が減少していた。一方で，開始時と修了 1 年
後を比較すると，「イライラ感」（p=0.007），「抑うつ」

（p=0.018）が増加していた。研修修了直後，修了 3 か月
後，修了 1 年後の「知識」や「技術」のレベルは，研修前
より有意に上昇していた。「意欲」レベルは修了直後が最
も高く，1 年後には低下していた。
【結論】　研修前後で自己評価による知識や技術レベルは有
意に上昇し，修了 1 年後まで継続した。一方で，修了 1 年
後の意欲の低下や職業性ストレスの増加が認められた。技
術修練だけでなく，継続的な心理面のサポートの必要性が
示唆された。
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技術修練に参加した歯科衛生士の職業性ストレスと自己評価の経時的変化
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1）　相見礼子 1）　三隅恵子 1）　西村瑠美 1,2）　松本厚枝 1,2）　内藤真理子 1,2）　竹本俊伸 1,3）

1）広島大学歯学部歯科衛生士教育研修センター
2）広島大学大学院医系科学研究科口腔保健疫学
3）広島大学大学院医系科学研究科口腔保健管理学

キーワード 歯科衛生士　職業性ストレス　研修
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【目的】　歯科診療におけるスタッフ間の連携力は不可欠で
ある。本研究は，学生が臨床場面で足りないと感じたコミ
ュニケーションスキルに着目し，臨床場面におけるスタッ
フ間の連携力を高めるスキルについて明らかにし，実践力
向上のための教育への具体的な示唆を得ることを目的とし
た。
【対象および方法】　対象は 3 年課程の歯科衛生学生 75 名
とし，2 年次臨地実習を終えて「実習を経験して，これか
ら学ぶべきこと」について各々が 10 の気づきを記した。
実習中のスタッフ間連携に関連する内容 83 件を抽出し，
KHCoder を用いて頻出語分析と共起ネットワーク分析を
行った。さらに質的記述的分析では，記述データを精読
し，研究者の意見が一致するまで繰り返し検討し，真実性
の確保に努めた。
【結果および考察】　出現頻度の多い順に「行動，挨拶，時

間，実習，自分，質問，身だしなみ」などの言葉が抽出さ
れた。質的記述的分析では，14 サブカテゴリー，5《カテ
ゴリー》を抽出した。学生は，挨拶，身だしなみ，言葉使
いといった《相手を尊重した基本的なコミュニケーション
を行う》ことの重要性を認識し，スタッフ間連携には《目
的意識を行動・態度で示す》，《周囲を観察して状況を判断
する》，《自己の判断・行動を明確に伝える》，《時間感覚を
共有して行動する》といったコミュニケーションスキルの
必要性を学んでいた。
【結論】　スタッフ間の連携力には，学生の判断する・伝達
する・行動で示すといった伝える力が求められる。我々
は，学生の伝える力の未熟さやジェネレーションギャップ
を理解しつつ，臨地実習指導者と密に連携し教育すること
が求められる。
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歯科衛生学生が臨床場面で感じるスタッフ間連携に必要なスキル
　気づきの質的記述的分析　
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　江﨑ひろみ　高橋由希子
神戸常盤大学保健科学部 口腔保健学科

キーワード 歯科衛生学生　臨地実習　スタッフ間の連携力　コミュニケーションスキル

ポスター発表



132

ポ
ス
タ
ー
発
表

【目的】　口呼吸と口腔内所見の関係を解明する一助とし
て，口呼吸関連要因，歯肉炎症，口唇閉鎖力，舌圧および
毛細血管血流速度を検討した。
【対象および方法】　歯科衛生学科女子学生 36 名を対象
に，口呼吸関連要因に関する web 質問票調査，上下顎前
歯部の歯肉炎症，口唇閉鎖力（歯科用口唇筋力固定装置り
っぷるくんⓇ），舌圧（JMS 舌圧測定器）および指先爪郭
部，上下口唇，上下顎前歯唇側歯肉部の毛細血管血流速度

（卓上・ ハンディ兼用型血流スコープ GOKO Bscan-Z）
を評価した。なお，本研究は愛知学院大学短期大学部倫理
委員会（承認番号 22－006）の承認を得て行った。
【結果】　口呼吸自覚者 17 名（47.2%）に対して，口呼吸
非自覚者 19 名（52.8%）となった。また，口呼吸に関す
る質問項目の因子分解から，「鼻炎と咀嚼習慣」と「口唇

の厚さ」，「口唇の翻転と入眠潜時」と「口唇閉鎖不全」，
それぞれに有意差が認められた（p ＜ 0.05）。平均値は，
口唇閉鎖力 7.2 ± 2.1N，舌圧 36.8 ± 6.9kPa，舌圧基準値
30kPa 未満 4 名（11.1%）であった。口呼吸自覚別の口唇
閉鎖力は，自覚者（5.9 ± 1.8N）と比べて，非自覚者

（7.4 ± 2.3N）の方が，高値となった（p ＜ 0.05）。なお，
毛細血管血流速度に有意な差異はなかった。
【結論】　口呼吸は，鼻疾患，咀嚼習慣，口唇の厚さ，口唇
の翻転，入眠潜時および口唇閉鎖不全等の複数の要因が影
響し，口唇閉鎖力の低下に関わることが示唆された。その
ため，口腔保健の専門家である歯科衛生士として，歯周病
増悪因子の 1 つである口呼吸に関連する口腔悪習癖に留意
して，患者の口腔健康管理を行う必要があると思われた。
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歯科衛生士をめざす学生における口呼吸に関連する要因と口腔内所見 
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1）　稲垣幸司 1,2）　大矢幸慧 1）　上田祐子 1）　後藤君江 1）　原山裕子 1）　犬飼順子 1）　加藤彰子 3）　林　健一 4）　石野雅一 4）

1）愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）　　2）愛知学院大学歯学部歯周病学講座
3）愛知学院大学歯学部口腔解剖学講座　　　　　　　　 4）GOKO 映像機器株式会社

キーワード 口呼吸　口唇閉鎖力　舌圧　毛細血管血流速度　学生
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【目的】　歯科衛生学生の喫煙，受動喫煙状況および加熱式
タバコ（heated tobacco products，HTP）に対する認識
と使用実態，受動喫煙曝露指標である尿中コチニン濃度，
口唇と歯肉のメラニン色素沈着，加濃式社会的ニコチン依
存度（T h e  K a n o  T e s t  f o r  S o c i a l  N i c o t i n e 
Dependence，KTSND）および HTP 認識度調査票を用
いて調査した。
【対象および方法】　A 短期大学部女子学生 211 名（2021
年度 1 年生 104 名，2022 年度 1 年生 107 名）を対象に，
2021 年度 4 月時，12 月時，2022 年度 4 月時および 7 月時
に，web 質問票調査を実施した。また，2021 年度 1 年生
の 12 月時に尿中コチニン濃度を測定した。なお，本研究
は，愛知学院大学短期大学部倫理委員会（承認番号
22‒007）の承認を得て行った。

【結果】　紙巻きタバコ喫煙者は，2022 年度 4 月の 2 年生
時 1.0% で，2022 年度 4 月時 1 年生 0.9% であった。また，
他種のタバコ喫煙者はいなかったが， 2022 年度にかけて
試し喫煙者アイコス 1.9%，グロー 1.0%，プルーム・テッ
ク 1.0% となった。さらに，受動喫煙曝露別 KTSND 中央
値は，2021 年 4 月時 1 年生非曝露群，曝露群，2022 年度
4 月時 1 年生，2 年生曝露群，非曝露群の順に高くなった。
次に，尿中コチニン濃度高値者（5.0 ng/mlCre 以上）5
名とも非喫煙者で，KTSND 得点の中央値は高く，歯肉メ
ラニン色素沈着は，5 名中 3 名（孤立性 1 名，連続性 2 名）
に見られ，受動喫煙曝露 2 名であった。
【結論】　学生時からタバコに関する正しい認識をもつこと
が，歯科衛生士として積極的に禁煙支援に関わっていくた
めに重要であると考えた。
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1）　稲垣幸司 1,2）　増田麻里 1）　上田祐子 1）　後藤君江 1）　原山裕子 1）　犬飼順子 1）　藤井　稔 3）

1）愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）　　2）愛知学院大学歯学部歯周病学講座
3）株式会社コスミックコーポレーション

キーワード 加熱式タバコ　社会的ニコチン依存度　受動喫煙寛容度　受動喫煙　尿中コチニン
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【目的】　現在，口腔がんの罹患率や死亡率は増加傾向であ
り，口腔がんに対する国民の認知度向上が必要だと言われ
ている。しかし，非医療従事者の口腔がんの意識や認知
度，口腔がんの意識と定期歯科検診の有無との関連は明ら
かになっていない。本研究の目的は，40 歳以上の非医療
従事者を対象に，口腔がんを含む口腔粘膜疾患に関する意
識や知識を明らかにすることである。また，口腔粘膜疾患
の意識の有無と，口腔粘膜疾患に対する行動との関連を検
討した。
【対象および方法】　対象は 40 歳以上の非医療従事者 105 
名とし，口腔粘膜疾患の意識や知識などを無記名自記式質
問票で調査した（東短倫‒285）。結果はχ2 検定と Fisher
の正確確率検定で分析した。
【結果および考察】　有効回答数 97 名（有効回答率
92.4%），平均年齢 58.6 ± 11.1 歳であった。聞いたことが

ある口腔粘膜疾患名は「口内炎」97 名（100.0%）が最も
多く，次いで「口腔がん」85 名（87.6%），「口腔カンジダ
症」28 名（28.9%），「扁平苔癬」3 名（3.1%），「白板症」
2 名（2.1%），「紅板症」0 名（0.0%）であった。定期歯科
検診の受診の有無と，口腔粘膜疾患の意識の有無には関連
が認められた（p ＜ 0.05）。定期歯科検診を受診する者
は，受診しない者に比べ，歯科医師や歯科衛生士から，口
腔粘膜疾患の話を聞く機会が増えることが考えられる。そ
のため，定期歯科検診の受診を推進することで，非医療従
事者の口腔粘膜疾患の意識を高められると推測した。
【結論】　「口内炎」という疾患名はすべての者が認知して
いたが，口腔潜在的悪性疾患の疾患名を認知している者は
少ないことが明らかとなった。定期歯科検診を受診する者
は，口腔粘膜疾患の意識が高い傾向が示された。
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非医療従事者における口腔粘膜疾患に関する意識調査
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1）　池田亜紀子 2）　小倉千幸 2）　池田利恵 2）　関口洋子 2）

1）日本医科大学付属病院
2）日本歯科大学東京短期大学歯科衛生学科

キーワード 口腔粘膜疾患　口腔がん　意識調査　非医療従事者
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【目的】　顎関節症の治療において，運動療法は重要な保存
療法の一つである。生体に運動刺激を加えることにより，
筋緊張や攣縮による組織循環不全の改善，筋肉内に蓄積し
た疲労物質や炎症物質を排出あるいは分解させるとされて
いる。今回われわれは，疼痛緩和や機能障害の改善，また
効果の維持を目的に，歯科衛生士による運動療法の指導を
行ったところ，症状の改善がみられたため，その概要につ
いて報告する。
【概要および方法】　運動療法が必要と診断された顎関節症
症例について，歯科医師指示のもと，患者の病態に合わせ
た運動療法の指導を行い，あわせて悪習癖の是正指導も行
った。その際，複数の歯科衛生士による指導のばらつきを
防ぎ，情報共有を円滑に行うため，記録用紙を活用しその
経過を記録した。
【経過および考察】　歯科衛生士による運動療法の指導およ
び悪習癖是正指導を行った結果，一定期間の全例において

症状の改善を認めた。運動療法は，症状の改善を図ること
はもちろん，顎運動による疼痛やクリック音の恐怖心をな
くすために，患者自身が病状を把握し，その必要性を理解
してもらうことが肝要である。これを歯科医師だけで限ら
れた時間内で行うことは，困難を伴うことも多い。そこ
で，患者に寄り添える立場の歯科衛生士が，運動療法をは
じめ，悪習癖の是正の支援や患者への啓蒙を行い，歯科医
師と連携して顎関節症の治療に取り組むことは有用である
と思われた。運動療法の指導は，ブラッシング指導同様
個々の症例に応じたきめ細かな対応が必要である。患者の
病態や性格を理解し，それに応じた的確な指導を行うこと
が治療効果をあげる上で重要である。
【結論】　歯科衛生士が専門性を発揮し，顎関節症の治療に
介入していくことは，症状の改善や再発の予防として重要
であることが示唆された。
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開業歯科医院に勤務する歯科衛生士による顎関節症に対する運動療法の 
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　古賀馨子　三重生来美　中阿地　薫　髙木可菜　山本まりこ　山本博充
医療法人　山本歯科口腔外科医院

キーワード 顎関節症　運動療法　悪習癖　クリック音
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【目的】　口腔清掃は口腔疾患の治療および予防の基本とな
るものである。口腔清掃用品は歯ブラシだけでも多くの種
類が販売されており，それぞれ特徴が異なる。患者一人一
人に合わせた口腔清掃用品を提案するには多くの知識が必
要である一方，スタッフの知識には個人差がみられる。神
奈川歯科大学附属病院では 2020 年から口腔清掃用品への
一定の理解を有する職員に対し，「ハブラシコンセイ 
エⓇ」の認定を開始し，認定取得者に向けて口腔衛生用品
に関する定期的な講習会を開催している。この院内認定制
度の取得により病院職員の意識の変化を評価する目的で，
本調査を実施した。
【対象および方法】　2021 年までに本学附属病院ハブラシ
コンセイエⓇ登用試験を受けて合格した歯科衛生士 38 名
を含む病院職員を対象とし，2022 年 10 月にオンライン無
記名アンケートにて口腔清掃用品に関する意識の変化およ
び，知識の向上などを調査した。なお，本研究は倫理審査

の必要はないことを，神奈川歯科大学研究倫理審査委員会
に確認済みである。
【結果および考察】　ハブラシコンセイエⓇ認定者 80 名か
ら回答を得た（回答率 87%）。本認定により口腔清掃用品
への意識が向上したという回答は全体の 83％，自身の知
識の向上につながったという回答が 85%，本制度は病院
職員に対する教育効果があるという回答が 63％認められ
た。口腔清掃用品への意識が向上したという回答は，歯科
衛生士では 10 年以下の経験年数の者に多く，歯科医師と
は分布が異なっていた。
【結論】　ハブラシコンセイエⓇの認定にともない，病院職
員の口腔清掃用品に対する意識の向上が認められた。歯科
衛生士と歯科医師では経験年数で意識の変化に違いがみら
れた。本制度により，職員の知識や意欲の増進につながっ
たと考えられる。
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ハブラシコンセイエⓇの認定と歯科大学附属病院職員の口腔清掃用品
に対する意識の向上
○荘

しょう

司
じ

　琴
こと

1）　青山典生 2）　渡邊真由美 1）　藤﨑みのり 1）　井野　智 3）　辻上博美 1）

1）神奈川歯科大学　歯科メンテナンス学分野　　2）神奈川歯科大学　歯周病学分野
3）神奈川歯科大学　有床義歯補綴学分野

キーワード 口腔清掃用品　院内認定制度　教育効果　意識の向上
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【目的】　以前から災害医療に興味があり，災害拠点病院に
勤務する歯科衛生士として，JDAT（日本災害歯科支援チ
ーム）の一員となったが，災害派遣の経験はなく，災害研
修に参加したこともなかった。COVID-19 第 6 波の際に，
当院のトリアージ外来診療補助業務に関わったことをきっ
かけとして，当院独自の災害研修を歯科衛生士として初め
て受講したのでその内容について報告する。
【概要および方法】　2022 年 7 月より 2023 年 3 月まで，月
1 回 2 時間全 9 回にわたる長崎大学病院独自の災害対策本
部支援要員養成研修（災害医療総論，通信確保と情報共有
のスキル，机上訓練，演習）を受講した。
【経過および考察】　　2022 年 2 月に COVID-19 第 6 波の
際に外来診療が制限され，歯科部門がトリアージ外来診療
補助業務に協力した際に，歯科衛生士も参加した。その

後，院内の災害研修を知り，受講を決意した。当院では院
内の災害対応部署として災害医療支援室が設置され，病院
の災害対応力を向上させるため，業務調整員を育成する研
修や災害訓練を行っている。本研修を通して，日本および
当院の災害医療体制について学び，通信確保や情報共有に
関するスキルを習得し，ロジスティクスの重要性を理解で
きた。また多職種とのグループワークや演習を通して，歯
科以外の職員と顔の見える関係を築くことができたと思
う。また，本研修と並行して院内災害訓練に参加し，日本
歯科衛生士会の災害歯科保健歯科衛生士に登録した。
【結論】　歯科衛生士として，被災地での歯科保健医療活動
や，院内で災害医療支援を行うために，災害研修に参加
し，災害医療の知識や業務調整員としてのスキルを習得す
ることは必要だと考える。

P-36

　

災害拠点病院に勤務する歯科衛生士の院内災害研修への取り組みについて
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1）　平尾直美1）　里　美香1）　牧野亜紀子1）　白石千秋2,3）　宮田佳之3）　安藝敬生3）　木谷貴嘉3）　山下和範3）　鵜飼　孝1,2）

1）長崎大学病院医療技術部歯科衛生室　　2）長崎大学病院口腔管理センター
3）長崎大学病院災害医療支援室

キーワード 災害研修　災害医療　業務調整員　COVID-19　災害拠点病院
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【目的】　長崎大学病院歯科衛生室では，2022 年度より表
を用いて測定するルーブリック評価を学習の達成度評価に
取り入れた。そこで今回各歯科衛生士が設定した目標やそ
の評価項目が歯科衛生士としての経験の差によってどのよ
うな違いがあるのか検討することを目的とした。
【概要および方法】　対象者の長崎大学病院に勤務する歯科
衛生士 17 名は，2022 年 4 月に 1 年の目標を立て，その達
成度を評価するためにルーブリックの評価項目と 4 段階の
評価基準を設定した。そして作成したルーブリック表を用
いて 5 月から翌年 3 月まで学習者自身が自己評価を行い，
3 月に評価結果を提出した。評価結果を提出したのは 15
名であった。結果解析に際し，評価項目を知識，技術，態
度，コミュニケーションとその他の 5 つに分類した。ま
た，KH Coder（テキストマイニングのためのフリーソフ
トウエア）を用いてルーブリック評価項目を分析した。ま

た学会発表への個人データ使用の同意を得た。
【経過および考察】　1 番多かった評価項目は知識に関する
もので，15 名中 14 名が設定した。2 番目に多かったのは
態度の9名，3番目はコミュニケーションの7名であった。
歯科衛生士経験の短い 20 歳代の歯科衛生士は 2 名であっ
たが，どちらも技術についてを評価項目に挙げていた。ル
ーブリック評価項目をテキスト分析した結果，20 歳代の
2 名ともに，参加，調べる，練習や勉強などのインプット
に関するものを挙げており，学会，発表，論文などのアウ
トプットに関するものは含まれていなかった。
【結論】　ルーブリック評価を用いたことで当院の歯科衛生
士がどのような目標や評価項目で研修したか理解できた。
また，歯科衛生士としての経験の違いにより自己評価項目
の違いがあることが明らかとなった。今後，自己評価の結
果に関して検討していくことが必要であると考えられた。
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個人の目標設定と達成度確認のためのルーブリック評価
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1）　里　美香1）　牧野亜紀子1）　東山政子1）　西山由美1）　貫間知美1）　末永しずえ1）　大森　彩1）　小出琴美1）　鵜飼　孝1,2）

1）長崎大学病院医療技術部歯科衛生室
2）長崎大学病院口腔管理センター

キーワード 歯科衛生士　ルーブリック　目標設定　テキストマイニング
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【目的】　患者のニーズに対応し根拠に基づく歯科衛生を実
践するためには，歯科衛生ケアプロセスを臨床に応用する
力が必要である。そこで 2 年次の講義科目にその理論と基
本的知識を教授し，3 年次の臨地実習において実践に即し
た応用力の修得を目的として，シミュレーション演習から
本格実践まで段階的な学修プログラムを新規に導入した。
その教育改善の取り組みについて報告する。
【概要および方法】　対象は，A 大学短期大学部歯科衛生
学科 3 年生である。3 年次前期の帰校日（週 1 回）に，症
例課題に対し歯科衛生ケアプロセスを応用するシミュレー
ション演習を少人数制ゼミ形式で 2 ラウンド実施した。そ
して 3 年次後期に実習先から患者の配当を受け，その患者
情報を基にアセスメント，歯科衛生診断を行い，歯科衛生
計画を立案した。歯科医師・歯科衛生士の指導の下，患者
への歯科衛生介入の実施ならびに評価に至る一連の歯科衛

生ケアプロセスを実践した。全過程が終了した後，個々に
異なる症例経験と学修内容を相互共有，質疑応答によるプ
レゼンテーション形式の症例発表会を開催した。
【経過および考察】　シミュレーション演習では，症例課題
ごとに論理的思考を適用させる方法を個別に学ぶと共に，
担当教員や学生間での議論によって批判的吟味が習慣化さ
れた。その結果，患者に実践する場面での論理的思考力と
省察力が従前の臨地実習と比べて格段に向上した実感を得
た。歯科衛生ケアプロセスを実践力に結実させるための教
育は容易ではないが，本プログラムが有効である可能性が
示唆された。
【結論】　歯科衛生ケアプロセスの理論と実践を結ぶ独自の
教育プログラムを構築したところ，その有用性を実感し
た。今後は学修効果を検証し改良を重ねながら，方略のブ
ラッシュアップをめざす予定である。
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歯科衛生ケアプロセスの段階的学習方略の導入事例
　シミュレーションから実践へ　
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　山本智美　森野智子　長谷由紀子　仲井雪絵
静岡県立大学短期大学部

キーワード シミュレーション　実践　歯科衛生ケアプロセス　臨地実習
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【目的】　千葉県歯科衛生士会では 1994 年から「かむ子・
のびる子・元気な子」料理コンクールを実施している。当
初は子供向けの朝，昼，夕いずれかの献立だったが，2005
年から「健康かみかみ弁当」を募集し，幼児期からのしっ
かり噛む習慣づくりの普及を目的とした活動を行なってい
る。本コンクールが県民の健康づくりに更なる貢献ができ
るよう，過去の応募作品について，咀嚼とそれに影響する
食材や調理法についてまとめた。
【概要および方法】　2016 年から 2022 年の応募者数と年代
別の割合を求め，受賞作品の食材と咀嚼については，和洋
女子大学，ロッテ，キユーピーが共同で作成した咀嚼回数
ランク表を指針に用いて，メニューの食材ごとに「切り
方」「調理法」「咀嚼回数ランク」に分け，それぞれの違い
を比較した。
【経過および考察】　過去 7 年の応募数は平均 214 点で，
応募者の属性は高校生，専門学生・大学生および小学生が

大半を占めており，若い年代の作品が中心となっている。
食材は，蓮根やごぼう等が多く使用されており，実際に咀
嚼回数ランクでは高ランクを示している。これらの食材に
おいても，生で使用する場合と茹でた場合ではランクが異
なり，同じ食材でも切り方や調理法が異なると咀嚼回数に
影響する。受賞作品では，咀嚼ランクが高い食材を使用
し，食材の調理法を工夫されていた。また，咀嚼回数を多
くするためには，咀嚼回数が少ない食材でも組み合わせや
調理法を工夫することで，咀嚼回数が変化することがわか
った。
【結論】　咀嚼回数は，同じ食材でも切り方や調理法により
変化する。よく噛めるように工夫された食事は，噛む力を
育てることに繋がる。今後も本コンクール開催を継続し，
歯科衛生士の立場から噛むことの大切さを広く県民にアピ
ールしていきたい。
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「健康かみかみ弁当」料理コンクール形式による噛む習慣づくりへの 
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　髙澤みどり　那須啓子　榎本亜弥子　植草惠子　菊地　薫　尾谷始子
千葉県歯科衛生士会

キーワード 料理コンクール　健康かみかみ弁当　咀嚼回数ランク
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【目的】　静岡県は，東海地震を含む南海トラフ地震の発生
地域および被災地域に想定されている。静岡県歯科衛生士
会では 2015 年に「災害支援活動の心構え」を作成し，地
震を含む大規模災害時での会員の行動，安否確認等を記載
しているが，内容が時代にそぐわなくなり新たに作成し
た。また，被災地での歯科保健活動のアクションカードは
様々な様式があるものの，歯科衛生士会として災害時，理
事の行動の指標となるものがないため，理事用のアクショ
ンカードを作成したので報告する。
【概要および方法】　「災害支援活動の心構え」は日本歯科
衛生士会作成「災害歯科保健活動歯科衛生士実践マニュア
ル 2021」を参考に改定した。「災害時理事用アクションカ
ード」は，大規模災害時に理事間で素早く安否確認や災害
対策本部立ち上げがスムーズにいくように考え，各理事の
行動を示した。
【経過および考察】　「災害支援活動の心構え」の名称を

「災害歯科保健活動の心構え」に変更し，基本方針，大規
模災害が起こったら，災害発生時の対応，災害救急歯科医
療・歯科保健活動の概要，当会ホームページ・掲示板操作
のマニュアル，平時の取り組みの 7 項目の内容をまとめ
た。会員の災害発生時の対応が簡潔かつ分かりやすくなっ
た。アクションカードは静岡県歯科医師会との対策本部立
ち上げなどを加えた。各理事の役割，経時的行動が明確に
なり災害時に素早く対応できると期待される。
【結論】　冊子作成では大規模災害に対して，歯科衛生士と
して何ができるのかということが明確になったことは良か
った。今後，この冊子を会員に活用してもらえるよう周知
していく必要がある。また，理事用アクションカードは本
会として理事間の認識の共有のみだけでなく，歯科医師会
や行政などと連携を図り災害対応の組織づくりに取り組ん
でいきたい。
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静岡県歯科衛生士会が災害歯科保健活動の心構えと災害時 
アクションカードを作成した取り組み
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　池谷志保　望月彩乃　小野美穂　津田晶子　佐塚真理子　森野智子
静岡県歯科衛生士会

キーワード 歯科衛生士会　災害歯科保健活動　災害時アクションカード
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【目的】　職場における安全衛生管理は，企業における重要
な責務である。従来まで歯科業界での安全衛生管理は，職
業性感染ばく露への対策に重きが置かれていた。しかし，
2016 年労働安全衛生法の改訂により，化学物質リスクア
セスメントが全ての事業所に義務化されたことを受け，当
院歯科センターでも有害物質管理に取り組んだので，その
概要について報告する。
【概要および方法】　診療室内にある歯科材料や洗剤等の一
定の危険有害性のある化学物質を特定するために，リスト
の作成，安全データシート（SDS）の準備，リスクアセス
メント，産業医と保健師による職場環境ラウンドを実施し
た。リスクアセスメントは，SDS を用いて，GHS 分類を
参照して有害性とばく露の量を相対的に尺度化し，リスク
を見積もる方法で行った。

【経過および考察】　販売業者から SDS を取寄せ，リスク
アセスメントを行う事で，有害性について評価できた。有
害性の高い製品については，より安全な製品への変更を行
う事ができた。また，感染管理において個人防護具の必要
性が注目されているが，多くの歯科材料は，GHS マーク
の対象製品が多く，使用する化学物質によっては個人防護
具が必要であることを認識することができた。
【結論】　歯科材料の中には，SDS がない製品もあり，評
価できない材料もあった。今後，広く有害物質管理が容易
に誰でも取り組める仕組み作りが必要と考える。また，個
人防護具は，感染対策として必要性を意識しているもの
の，化学物質を多く扱う診療科として，より正しい認識が
必要と考える。

P-41

　

某中規模病院の有害物質管理の取り組み
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　矢野千明　保川ほのか　田坂　樹　佐藤知夏　蓮池祥江
医療法人鉄蕉会　亀田総合病院

キーワード 安全衛生管理　有害物質管理　安全データシート（SDS）　GHS マーク
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【目的】　令和 4 年度広島県地域医療介護総合確保事業に採
択され，歯科衛生士に対し在宅および施設において口腔健
康管理の実践能力を習得するための養育プログラムを構築
し，在宅歯科保健医療に従事する歯科衛生士の人材育成を
行っている。今回は，本事業の活動実績および本専攻の進
めているプログラムについて現況を報告する。
【概要および方法】　研修会は，日本歯科衛生士会の基本研
修 C「在宅歯科医療の基礎」を参照し，1）口腔機能低下
症，2）リスクマネジメント－吸引技術－，3）在宅におけ
る口腔衛生管理，4）摂食嚥下機能訓練・評価，5）摂食嚥
下障害と栄養管理，6）高齢者心理の理解，7）臨地実習

（介護施設）の 7 つの教育プログラムを構築した。歯科医
師，歯科衛生士，看護師による講義および演習を実施し
た。 
【経過および考察】　研修会は，令和 5 年 1 月～ 2 月に 4

回開催し，参加者は延べ 81 名であり，平均年齢は 45.6 歳
（22 ～ 63 歳）であった。受講者の 35.1％が在宅歯科保健
医療に従事しており，現在実践していないが今後実践する
予定のある者は 29.8％であった。現在在宅歯科保健医療に
従事している者の従事年数は，「10 ～ 15 年」が 45.0％で
最も多かった。日本歯科衛生士会主催の認定分野 A「在
宅療養指導・口腔機能管理」の認定資格取得者は 25.9%
であった。受講後アンケートでは，「理解できた」と回答
した者が 98.3% であり，全員が「受講して良かった」「プ
ログラム内容を実務に活かしたい」と回答していた。
【結論】　本プログラム受講者の年齢は幅広く，在宅歯科保
健医療従事経験には差があったが，高い理解度と満足度を
得ることができた。在宅歯科保健医療に従事できる臨床能
力習得の一助になるよう，今後も体系的なプログラムを構
築し，展開していく予定である。
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広島大学における在宅歯科保健医療に従事する歯科衛生士の人材育成 
プログラムの現況について
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1）　鉄森琴美 1）　西村瑠美 1）　前原朝子 1）　松本厚枝 1）　三好早苗 1,2）　内藤真理子 1）

1）広島大学大学院医系科学研究科口腔健康科学科
2）広島県歯科衛生士会
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【目的】　当施設は特別養護老人ホーム，ケアハウス，グル
ープホーム，ショートステイ，デイサービス等 8 つの事業
所を含み，2008 年の開設時より歯科衛生士を配置してい
る。2022 年度に施設長方針において「予防歯科推進」が
掲げられたことにより，協力歯科医の全面的な指導・協力
のもとに新たに導入された口腔健康管理に関する取り組み
について報告する。
【概要および方法】　1. 全入居者の無料歯科検診
　協力歯科医未受診であった 26 名と新入居者 7 名を対象
に年 2 回実施し，問題のあった入居者と家族へ説明し歯科
受診を勧めた。
2. 口腔ケアスキルチェック
　口腔ケアに携わる介護職員 63 名に実施し，厚生労働省
による「ジョブカード」モデル評価シートを参考に点数化
し，必要に応じ歯科衛生士による個別指導を行った。
3. 口腔ケアスキルコンテスト

　職員の日頃の努力を称えるため，各部署の口腔ケアスキ
ルチェック高得点者を 1 名選出し審査員の前で口腔ケアを
披露するコンテストを実施した。
【経過および考察】　無料歯科検診では，口腔衛生管理加算
対象外であるケアハウス入居者も含めた 6 名が早期歯科受
診につながった。スキルチェックでは入居系職員の平均点
が高く，口腔ケア介入の頻度により差異が生じていたこと
から，部署に応じた指導が必要であると考えられた。コン
テストでは，法人会長・協力歯科医等審査員より，口腔ケ
ア実践の質の高さについて評価を得た。職員からは，自信
に繋がったとの意見やスキルチェックにより 82% が「口
腔ケアに変化があった」との回答が得られた。また，71％
の介護職員がコンテストの継続開催に肯定的であった。
【結論】　本取組は，高齢者施設における予防歯科の推進に
おいて有益であった。施設全体の口腔健康管理の意識啓発
のためにも，今後も継続していく必要がある。
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介護老人福祉施設における「予防歯科推進」の取り組み報告
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1）　中本勝也 1）　平沼章寛 2）

1）社会福祉法人邦寿会総合福祉施設　どうみょうじ高殿苑
2）ひらぬま歯科医院

キーワード 介護老人福祉施設　無料歯科検診　口腔ケアスキルチェック　口腔ケアスキルコンテスト　取り組み報告
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【緒言】　歯科衛生士が行う口腔健康管理は主科からの依頼
がある場合に行っていたが，2019 年 12 月より歯科衛生士
が口腔内の評価を行い，口腔健康管理介入のスクリーニン
グを実施するシステムを構築したので報告する。
【概要および方法】　歯科衛生士がEilers Oral Assessment 
Guide（以下，OAG）に従って，入院患者の口腔内評価を
行った。対象は入院期間が 3 日以上で，産科と 15 歳未満
を除く全入院患者とし，スコア 3 に 1 つでも該当した対象
者には歯科衛生士が口腔健康管理を実施した。スコア 3 が
なく非介入対象患者については，セルフケア可能な患者で
は口腔ケアの必要性を患者本人に説明し，セルフケア困難
な患者では担当看護師に注意事項を説明した。非介入対象
患者は，2 週間毎に歯科衛生士が OAG にて再評価を行っ
た。また，システムの評価として，入院後に院内で発生し
た誤嚥性肺炎の件数を調査した。

倫理審査承認番号 2022-051
【経過および考察】　口腔健康管理の初診件数は，2018 年
967 件，2019 年 1148 件，2020 年 768 件，2021 年 722 件
2022 年 596 件と減少傾向にあった。入院後の誤嚥性肺炎
症例件数は，2018 年 78 件，2019 年 64 件，2020 年 37 件，
2021 年 27 件，2022 年 48 件であった。歯科衛生士が評価
することにより，口腔機能管理，看護師による介助磨き，
セルフケアへの振り分けが正しく行えた。
【結論】　多くの患者を歯科衛生士が専門的に網羅的にケア
するよりも，優先度の高い症例を抽出して口腔健康管理を
行い，それ以外の症例では看護師や患者に注意事項を説明
することで，入院後の誤嚥性肺炎の発症軽減に寄与したた
め，このシステムの構築は有用であったことが示唆され
た。
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急性期病院における入院患者に対する口腔内評価システムの構築について
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　石川　純　木村嘉奈　山﨑彩夏　鈴木明美　藤本雄大
磐田市立総合病院

キーワード 口腔健康管理　OAG　誤嚥性肺炎
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【目的】　当院では 2020 年 7 月より多職種がチームとして
患者の入院を支援する入院支援室を新設した。入院支援室
では歯科衛生士も業務を兼務し，歯科の視点から支援を行
い，早期退院を目指す準備の一端を担っている。その取り
組みについて報告する。
【概要および方法】　各科より手術入院で依頼された 15 歳
以上の全身麻酔・麻酔科管理で全身麻酔の可能性のある患
者に対し，面談を通じて問診，口腔観察，セルフケア指
導，歯科受診指導を行い，必要に応じて地域の歯科医院へ
情報提供を行うと共に，得られた情報について多職種との
情報共有を行った。
【経過および考察】　当初は 2 診療科から介入し 2023 年 3
月時点で 11 診療科に介入を行い，延べ 4,103 名を対象に
3,986 名，対象の 97.1％に面談を行った。面談時間は 1 人
当たり 10.5 分で，口腔観察で動揺歯が報告されたのは 396

名，全体の 9.7％であった。無歯顎や歯科定期受診後，受
診拒否などで入院前の歯科受診はなしと判断した者を除
き，歯科受診が必要と判断されたのは 3,654 名で対象の
89.1%，緊急入院や休日入院，未入院などで受診状況が確
認できない者を除き，実際に入院前に当院歯科，地域の歯
科医院を受診したのは 2,954 名，歯科受診が必要と判断さ
れた 93.1％であった。任意の患者アンケートの結果では口
腔ケアの重要性について 95.4％が理解できたと回答してお
り，患者自身が理解し行動につなげることが出来たと考え
る。
【結論】　入院支援で歯科衛生士が介入することにより，全
身麻酔時の口腔内偶発症予防を図ると共に患者自身がその
リスクや必要性を理解し行動できるようになった。今後支
援対象が拡大していく際も，病院歯科衛生士として歯科の
視点からの支援を続けていきたい。
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某急性期病院入院支援室における歯科衛生士の介入について
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　大谷侑里　山田彩恵
地方独立行政法人岐阜県総合医療センター歯科口腔外科

キーワード 病院歯科衛生士　多職種連携　全身麻酔　口腔内偶発症予防　地域連携
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【目的】　新型コロナウイルス感染症の蔓延による業務量の
増加以前より業務の質と量の変化に柔軟に対応する必要性
を常に要求されてきた演者は，沼津市立病院 （以下，当該
病院） 歯科口腔外科に 40 年勤務して，2023 年 3 月末日に
定年退職した。演者以外の歯科衛生士は在籍しておらず

（一時的に 1 名在籍するも病気休暇の後，退職），当該病院
の事情により，後任の採用が定年退職の 1 ～ 2 カ月前とい
う短期間であり，説明と指導のための十分な時間がないこ
とを考慮し，業務別 7 種類のマニュアルを作成し，業務の
引き継ぎに当てた。
【対象および方法】　対象は，許可病床数 387 床の公立病
院の当該病院歯科口腔外科業務（演者在籍時：歯科医師 2
名，看護師 2 名，歯科技工士 1 名，歯科衛生士 1 名）と
した。方法は，歯科衛生士単独の業務と，看護師と歯科衛
生士の共通業務を洗い出し，作業風景などの画像を挿入し

可視化して，口頭で説明する時間を簡略化し，指導する側
と指導を受ける側の双方の負担軽減に努めた。
【経過および考察】　歯科衛生士単独の業務マニュアルとし
て，1.「歯科衛生士の業務」（周術期等対応口腔機能管理等）
2.「障害者歯科の対応」（予約の取り方と作業，PCR 検査
について等）3.「障害者歯科：郵送書類」（ご家族様への
お手紙等）4.「障害者歯科：全身麻酔下の治療」（手術室
入室の心構え等），看護師と歯科衛生士の共通業務マニュ
アルとして，5.「リリーフ，手伝い内容」（午前の診療介
助等）6.「予約の取り方」（入院全身麻酔手術等）7.「予定
入院説明」（入院センターに行く場合等）の 7 種類を，A5
判の冊子として作成した。
【結論】　40 年勤務の演者の，業務の短期間の引き継ぎは
困難に思われたが，マニュアル作成をすることで，一部そ
れを可能にした。

P-46

　

某中規模病院に 40 年勤務の歯科衛生士が，短期間で後任にどのように 
業務の引き継ぎをしたか？
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1）　新田有美 2）　原田睦美 2）　内野真衣 2）

1）静岡県歯科衛生士会
2）沼津市立病院　歯科口腔外科

キーワード 40 年勤務　業務　短期間　引き継ぎ　マニュアル
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【目的】　絶食中や自己ケアが困難な入院患者は，口腔衛生
状態が不良で口腔乾燥が必発し，口腔剥離上皮膜や乾燥痰
などの汚染物が厚く存在する。これまで汚染物の除去には
保湿剤を塗布後，数十分経過してから施行するため，口腔
衛生管理が 2 回必要で時間も要していた。今回われわれ
は，普段は水と同じような性質を持ちながら，亜塩素酸イ
オンから必要時に必要な水性ラジカルが生成され，反応す
る MA-T システムを用いた口腔清浄ジェル（N.act オーラ
ルリムーバルジェルⓇ：アース製薬，以下，N.actⓇ）を用
い，従来の方法と比較したので，その概要を報告する。
【対象および方法】　当院入院中で口腔剥離上皮膜や乾燥痰
などの汚染物が厚く存在する絶食中で自己ケアが困難な患
者に対して N.actⓇを使用し，これまでの口腔衛生管理方
法と比較検討した。
【結果および考察】　対象患者の口腔衛生管理に N.act Ⓡを

使用することにより，口腔剥離上皮膜や乾燥痰の汚染物を
数分で除去することができ，口腔衛生管理時間が短縮でき
た。当院で従来使用していた保湿剤や，水道水等による湿
潤よりも汚染物は早く軟化し，容易に除去することができ
たことが要因の一つであると考える。また，従来の方法で
は一旦保湿剤を塗布し，他患者の口腔衛生管理を行った
後，再訪床していたことから感染予防に関しても，PPE
が二重に生じ，業務の煩雑さやコスト面においても有用で
あったと考える。
【結論】　N.actⓇを使用することで，口腔剥離上皮膜や乾
燥痰の汚染物が短時間で除去できるため，これまでより口
腔衛生管理全体の時間を短縮することが可能であった。さ
らに 1 回で口腔衛生管理を完結することができることか
ら，N.actⓇは感染対策面においても有用であった。
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要時生成型亜塩素酸イオン水溶液を用いた口腔衛生管理の効果
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　春日佳織　安藤恵利　湯川あい　高寺貴佳　志田裕子　金山愛加　大森雄司　橋谷　進
宝塚市立病院

キーワード 要時生成型亜塩素酸イオン水溶液　口腔衛生管理　口腔剥離上皮膜
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【目的】　高齢社会において認知症を早期発見し，日常生活
のアドバイスを行うことは重要である。歯科衛生士（以下
DH）は定期検診などにおいて高齢者に対応する機会が多
く，対象者の行動から認知症の兆候に気付きやすいと考え
る。本研究は，高齢者の歯磨きをする様子を DH が評価
し，認知機能との関連性を把握することを目的として行っ
た。
【対象および方法】　対象は，11 名（75.5 ± 5.2 歳）であ
り，歯磨きをする様子を DH が「歯磨き行為の認知評価」

（Cognitive Performance Test，以下 CPT）を使用して
評価し，MMSE-J，ACLS-5 を作業療法士（以下 OT）が
実施した。CPT は OT が Allen の認知障害モデルを参照
して作成したものでありレベルは 5 段階で評価し，歯磨き
動作を中心に観察項目を設置した。主な内容は，歯磨き時
間，歯ブラシや歯磨剤の取り扱い，口を拭く動作などであ

る。千葉県立保健医療大学研究等倫理委員会（申請番号
2021‒35）
【結果および考察】　CPT は，レベル 5.0「問題なく 1 人で
可能」が 7 名であり，レベル 4.4「指示があれば修正可能，
多少のミスがある」が 4 名であった。MMSE-J は，軽度
認知症の疑いもある 22 ～ 26 点は 2 名であった。この 2
名は ACLS-5 も他者に比較し低い傾向にあり，CPT はレ
ベル 4.4 であった。その内容は「通常より短い時間で磨
く」，「汚れがついていることの指摘が必要」であり，歯科
衛生士は高齢者の歯磨きをする様子を観察することで認知
機能の低下に気付くことができる可能性が示唆された。
【結論】　DH は歯磨き指導の際に認知機能について評価で
きる可能性があると考えられた。今後は対象者を増やし，
OT の視点から作成した CPT の検討をしていきたい。
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「歯磨き行為による認知評価」の試み
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1）　成田悠哉 2）　渡辺陵介 3）　松尾真輔 2）　西村克枝 1）　麻賀多美代 1）　大川由一 1）　岡村太郎 2）

1）千葉県立保健医療大学健康科学部歯科衛生学科　　2）千葉県立保健医療大学健康科学部リハビリテーション学科作業療法学専攻
3）東京福祉専門学校作業療法学科
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ポスター発表



141

ポ
ス
タ
ー
発
表

【目的】　当院は地域がん診療連携拠点病院であり緩和ケア
チーム（Palliative Care Team; 以下 PCT）はがん患者の
QOL 向上のため活動している。歯科衛生士は 2014 年か
ら PCT の一員となった。今回，その実際を調査し今後の
課題を明確にすることとした。
【対象および方法】　対象は 2020 年 4 月から 2023 年 3 月
までのがん入院患者で PCT 介入した 43 名のうち歯科衛
生士が介入した 12 名である。カルテから 1）診療科，2）
病期，3）歯科衛生士介入依頼元，4）口腔内問題，5）介
入内容を調査した。倫理審査承認番号：第 2152 号
【結果および考察】　結果は 1）歯科口腔外科 8 名，他診療
科 4 名，2）診断期 2 名，治療中 4 名，終末期 6 名（うち
4 名は他診療科），3）病棟看護師 10 名，その他 2 名，4）
セルフケア困難が最も多く，次いで乾燥，汚染，口内痛，
易出血，5）口腔衛生管理，PCT メンバーへの情報提供等

であった。歯科口腔外科患者が過半数で，病棟看護師から
の PCT 介入依頼が多いことから，口腔病変を有する患者
の対応に病棟看護師が何らかの情報を求めていると考えら
れた。他診療科患者は終末期患者が多く，口腔内問題はが
ん性疼痛や嘔気等によるセルフケア困難と口腔乾燥が多か
った。また病棟看護師が対応困難になってからの依頼が多
かった。当院ではがん入院患者の定期口腔内評価や歯科衛
生士介入の基準がない。患者の ADL が低下しセルフケア
困難状態であることに気づきにくい現状にある。口腔内問
題が悪化する前に，病棟看護師への口腔ケア指導を行う
等，口腔衛生管理につなげることが患者の QOL を保つた
めの課題である。
【結論】　PCT における歯科衛生士介入の今後の課題は，
歯科口腔外科がん患者のケアの多職種連携と終末期患者の
口腔内評価方法を検討することである。
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某地域がん診療連携拠点病院緩和ケアチームにおける歯科衛生士介入の 
実際と今後の課題
○越

こし

田
だ

美
み

和
わ

　寺岡真紀　槇野莉沙　塚本暁子　横山ゆき乃　平山恭子　島田　遥　莨谷莉奈
石川県立中央病院

キーワード 緩和ケアチーム　多職種連携　歯科衛生士
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【目的】　2022 年に在学中の歯科衛生士をめざす学生のオ
ンライン歯科診療に対する認識等を明らかにすることを目
的に，調査，検討したので報告する。
【対象および方法】　対象は本研究への同意が得られた
2022 年度 A 短期大学部歯科衛生学科に在籍する 1 年生
102 名（18.1 ± 7.9 歳），2 年生 82 名（19.3 ± 2.7 歳），3
年生 50 名（21.0 ± 7.0 歳）の合計 234 名とし， Microsoft 
Teams を利用したインターネット調査を実施した。分析
方法は，選択式の回答については単純集計，記述式の回答
については記述内容をまとめた。本研究は，愛知学院大学
短期大学部倫理委員会（承認番号 22‒009）の承認を得て
行った。
【結果および考察】　「オンライン診療」という用語を知っ
ている学生は 66.4％であった。「直接的な指導，治療がで
きない」が 34.6％，「心理的距離間，信頼関係の構築がし

づらい」が 18.4％，「うまく伝えられない、伝わりにくい」
が 11.5％のように，不安感・不信感を持ちながらも，その
利点や必要性を理解していた。歯科衛生士業務をオンライ
ン診療で実施するにあたり一番目に学んでおきたいこと
は，「オンライン診療による歯科衛生士業務の実習」が
54.7％と最も多く，オンライン診療業務を習得したい，オ
ンライン歯科診療が拡大していくと考えているのではない
かと推測される。また，歯科保健指導においてオンライン
診療が有用であると認識しており，今後さらに，歯科衛生
士の業務が拡大し，重要な役割を担うであろうと考える。
【結論】　歯科衛生士として口腔保健活動を支援する方法と
して，オンライン歯科診療は有用であると考えた。オンラ
イン診療のメリットとデメリットを正しく理解した上で歯
科衛生士業務に活用するために，さらなる調査検討が必要
であると考える。
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コロナ禍における歯科衛生士をめざす学生のオンライン歯科診療実施 
に関する認識
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1,2）　相原喜子 1）　内海倫也 1）　鈴木一吉 1）　犬飼順子 1）

1）愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）
2）名古屋大学医学部附属病院　歯科口腔外科

キーワード オンライン歯科診療　歯科衛生士　歯科衛生学生
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【目的】　当院では CAMBRATM（以下，CAMBRA）によ
るリスク管理に基づくう蝕管理を実施しているが，う蝕発
症率の低減について十分に検討されていない。本研究は，
CAMBRA によるリスクグループ別に 5 年後のう蝕発症
率を評価することにより，リスク評価に基づくう蝕管理方
法の有効性を示すことを目的とした。
【対象および方法】　2009 年 8 ～ 2014 年 9 月，当院に来院
した成人患者 1413 名を対象とし，CAMBRA のリスク評
価方法を基に 4 段階のリスクグループに分類した。初診時
DMFT と 5 年後 DMFT をリスクグループ別に集計し，
Featherston らの報告（5 年後のう蝕発症率，2015 年）と
比較した。対象者には，十分に説明を行い，書面にて同意
を得た。
【結果および考察】　Featherston らの報告では，DMFT
がローリスク 0.94 本，ミドルリスク 1.26 本，ハイリスク
1.79 本，エクストリームリスク 3.26 本であったことに対

し，当院の 5 年間での DMFT 増加本数は，ローリスク
0.44 本，ミドルリスク 0.57 本，ハイリスク 0.68 本，エク
ストリームリスク 0.73 本であった。Featherston らの報
告と比較してう蝕の発症率に差が生じた理由として，
CAMBRA がリスク毎の治療方針を規定するのみで診療
フローにまで踏み込んでいないことが背景と考えられた。
またすべての患者を対象に診療ステップに基づく患者教育
と初期治療を徹底することで口腔を良好な状態に維持，改
善し，う蝕の発症率減少に導くことができたと考えられ
た。
【結論】　リスク評価に基づくう蝕予防管理は，予知性のあ
るプログラムである。う蝕リスクを把握し，患者教育と初
期治療を徹底することにより先行研究と比較して口腔内環
境を改善し，う蝕発症を抑制できたことから，診療のステ
ップとしてリスク評価の活用が重要であることが示唆され
た。
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リスク評価に基づくう蝕予防管理の実践
　５年間の海外調査結果との比較　
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　麻生幸男
医療法人社団ワンアンドオンリー　麻生歯科クリニック

キーワード う蝕予防　リスク評価　DMFT
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【目的】　大阪府能勢町では平成 28 年度より一般介護予防
事業として，口腔機能の維持・向上を目指し，自宅でも行
える継続した口腔体操，「かみかみ百歳体操」の実施を推
奨している。令和 2 年度より，この取組みを保健事業と一
体的に実施する「能勢健康長寿事業」が開始され，現在は
歯科衛生士が口腔機能測定後に個別の歯科保健指導を担当
している。本調査では，自宅で継続した口腔体操の実施に
ついて調査し，口腔機能の維持・向上への効果的な介入方
法への糸口を得ることを目的とした。
【対象および方法】　令和 5 年 2 月から 3 月までに「かみ
かみ百歳体操」に参加した 315 名（男性 82 名，女性 233
名，平均年齢 75.9 歳，口腔機能測定，個別の歯科保健指
導を受けていない地域住民も含む）を対象に，自記式質問
紙調査を実施した。大阪大学大学院歯学研究科・歯学部及
び歯学部附属病院倫理審査委員会承認番号：R4‒E7

【結果および考察】　自宅でかみかみ百歳体操等の口腔体操
を実施している者は 144 名であり，「毎日実施」が 58 名，

「週 2 ～ 3 回」が 46 名，「週 1 回」が 33 名，それ以下が 7
名であった。口腔体操を行う理由については，「口の機能
を保ちたいから」が 92 名と最も多かった。実施していな
い者は 171 名であり，その理由は，「忘れてしまう」が 74
名と最も多く，「口の機能に問題がないと思うから」が 37
名，「やりかたがわからない」が 27 名，「必要性を感じて
いない」が 23 名であった。本結果より，自らの口腔機能
について知り，関心を持つことが，口腔体操を継続するき
っかけになると考えられた。
【結論】　口腔機能を維持・向上させるためには，口腔体操
を継続するだけでなく，口腔健康の関心度を高めるアプロ
ーチ法が必要であると考えられる。
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地域在住高齢者を対象とした介護予防事業に関する質問紙調査
　口腔体操の継続化に向けて　
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1）　高阪貴之 2）　上田和美 3）　小澤純子 4）　福岡智子 5）　槌谷三桂 5）　畑中裕美 6）　神出　計 7）　樺山　舞 7）　池邉一典 2）

1）大阪歯科大学大学院医療保健学研究科　　2）大阪大学大学院歯学研究科　有床義歯補綴学・高齢者歯科学講座
3）はぐくむ歯科クリニック　　　　　　　　4）大手前短期大学 歯科衛生学科　　5）大阪府歯科衛生士会
6）大阪府能勢町福祉部健康づくり課　　　　7）大阪大学大学院医学系研究科

キーワード かみかみ百歳体操　口腔体操　口腔機能　健康寿命
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【目的】　滋賀県歯科衛生士会では，県の委託を受け「在宅
療養支援のための歯科衛生士養成講座（以下，養成講座）
を 3 年前から開催し，高齢者や障害者に在宅療養を支援す
る歯科衛生士の育成に取り組んでいる。養成講座受講後，
在宅療養に携わったかどうかの意識調査を実施したので報
告する。
【対象および方法】　本会の会員および歯科診療所に勤務す
る歯科衛生士を対象に，令和 4 年 8 月に「1. 口腔衛生管理
コース」（受講者 27 名），9 月に「2. 口腔機能管理コース」

（受講者 42 名）と 2 回開催した。養成講座受講時とその
半年後に，研修内容の効果，在宅療養に携わったかどうか
等についてアンケートを実施した。
【結果および考察】　1 および 2 の養成講座受講時の感想
は，良かった 80%，普通 20% と回答しており，内容が役
立つかの質問についても同様の結果であった。
　また半年後の調査では，研修内容が役立つかの質問に 1

が 78%，2 が 65％が役立つと回答していた。参加理由に
ついては，在宅療養に興味があるが 1 および 2 ともに 70
％，先輩友人に誘われて参加が 1 および 2 ともに 10％で
あった。1 については勤務先の歯科医に勧められたと回答
した者が 10% いた。養成講座受講時に在宅療養に携わっ
ているかについては 40% が携わっており，予定無しも 40
％であった。半年後の結果も同様の結果だが，養成講座受
講後に在宅療養に携わった者が 20％いた。このことから
養成講座の効果があったと推測される。また予定無しの理
由は勤務先が現在は在宅療養を実施していないと回答して
いた。しかし開始された時のために今から準備をすると前
向きに捉えて養成講座を受講したと考えられる。
【結論】　今回の調査で，在宅療養を支援するためには，即
実践に繋げられる歯科衛生士の育成を定期的に実施する必
要性が示唆された。
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「在宅療養支援のための歯科衛生士養成講座」受講後の意識調査
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1）　日野隆子 1）　大谷直美 1）　林　泰代 1）　吉田なおみ 1）　土屋奈美 1）　溝井敬子 1）　柳田　学 2）　井上万悠子 2）

1）一般社団法人滋賀県歯科衛生士会
2）滋賀県健康寿命推進課

キーワード 口腔健康管理　訪問歯科衛生士　在宅療養　意識調査
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【目的】　口腔機能維持向上を専門的立場から，機能改善に
資する具体的な方法を助言し行動変容を促すことを目的と
し，介護予防教室参加者の実態を調査した。
【対象および方法】　ぎふ・さわやか口腔健診，歯周病健診
の健診結果より，「要指導」「要精検」に該当した方，「歯
や口の状態で気になること」がある 642 名に介護予防教
室「おいしく歯歯歯教室」の案内を個別に送付した。その
うち 31 名（4.8％）のハイリスク者を含む，市内在住 75
歳以上の高齢者合計 84 名が参加した。参加者のうち質問
紙協力者 72 名（85.7％）について調査した。1 週間の 10
食品群チェックシート記録と質問紙を事前に送付した。質
問紙は無記名であり，調査への回答協力をもって同意を得
た。匿名化されており倫理面に配慮した。質問紙の内容
は，口腔内状況（残存歯数把握および義歯使用の有無），
かかりつけ歯科および定期検診の有無であった。握力測定

値を含め管理栄養士と情報共有した。
【結果および考察】　平均年齢は男性 77.4 歳，女性 75.3 歳
であった。握力測定値（キログラム）は，75 歳～ 79 歳と
比較した。男性平均33.37は，1.7低く，女性平均21.48は，
1.01 低い。残存歯把握者 70.3％。平均歯数 20.5 本。義歯
使用率 48.5％。平均歯数が 20 本以下では，義歯使用率 50
％以上。オーラルフレイル危険性が低い 42.9％，危険性あ
り 14.9％，危険性が高い 42.8％の結果となった。10 食品
群チェックシートは，10 点中 7 点以上を目標とし，92.9
％の方が目標達成できた。1 週間チェックした事で，行動
変容に繋がった。かかりつけ歯科は，6 会場中 5 会場 100
％であった。定期受診率は，74.1％となった。
【結論】　予防教室の場から健診事業の啓発活動の必要性を
感じた。

P-54

　

歯科衛生士と他職種が情報共有して展開した介護予防教室参加者に対する
質問紙調査
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1）　岩井孝恵1）　上田亜海1）　小森千代乃2）　矢木明美1）　菱川敏光3）　藤井政也4）　田原秋彦1）　古田摂夫5）　中井雅人6）

1）田原歯科医院　　　　　　2）さばし歯科　　　　　　　3）ひしかわ歯科
4）可児川歯科クリニック　　5）アスク歯科クリニック　　6）なかい歯科

キーワード 握力　オーラルフレイル　セルフチェック表　かかりつけ歯科
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【目的】　某歯科衛生士養成校の就職率は開校以来 100％を
継続しているが，早期に離職してしまう者もいる。そこで
学生たちが何を優先して就職先を決定しているのかを明ら
かにし，また就職先決定時と就職後約 1 年経過時の心境の
変化を比較し，今後の学生への就職指導に役立てることを
目的とした。
【対象および方法】　某歯科衛生士養成校学生の 2021 年度
卒業生 30 名を対象とし，3 年次の就職活動開始時と就職
後約 1 年経過時に就職活動に対する意識調査を質問紙およ
び Google Forms を用いて実施した。本研究はインター
ナショナル岡山歯科衛生専門学校倫理委員会承認済である

（IDEHC－002）。
【結果および考察】　3 年次の就職活動開始時に実施した調
査では，就職先を検討する時に重視する項目として，「従
業員の雰囲気が良好である」「賃金が高い」「就業場所（自

宅からの距離）」が上位であった。反対に避けたい項目は
「従業員の雰囲気が良好でない」「賃金が低い」「休日が少
ない」が上位であった。就業後に不満に思うことは「終業
時間（拘束時間）が長い」「休日が少ない」「その他（清潔
感がない，落ち着きがない，休日出勤が多い，医院の経営
が不安，持ち帰りの仕事がある，有給休暇が取りづらいな
ど）」「賃金が低い」が上位であった。また，もし転職活動
をするならば重視したい項目は「賃金が高い」「従業員の
雰囲気が良い」「休日が多い」が上位であった。
【結論】　就職活動時は就業先の従業員の雰囲気の良さを重
視している者が多かった。また賃金の高さを求める者も多
かったが，就職後は就業時間（拘束時間）が長い事や，休
日が少ないことに不満を抱いている者が多いことが分かっ
た。
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某歯科衛生士養成校学生の就職に関する意識調査
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　小野加寿未　太田正美
インターナショナル岡山歯科衛生専門学校

キーワード 歯科衛生士養成校学生　就職活動　意識調査
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【目的】　現在新型タバコのシェアが拡大しており，若い層
で喫煙率が上がっていると報告されている。そこで，A
大学の大学生を対象に，新型タバコや喫煙についての認識
や使用状況を調査することを第 1 の目的とした。また，口
腔関連 QOL（Oral Health-related Quality of Life，以下
OHRQL）と喫煙経験や喫煙認識との関連を検討すること
を第 2 の目的とした。
【対象および方法】　A 大学の 5 つの学部の学生を対象と
して，無記名自記式配票調査を実施した。調査内容は，基
本属性・新型タバコの認知度・喫煙習慣の有無・喫煙影響
に関する知識等について尋ねた。また OHRQL の尺度に
沿って調査し，統計解析（Mann-Whitney のＵ検定）を
行った。（明海大学歯学部倫理審査委員会承認番号：
A2117）
【結果および考察】　計 253 名から回答を得た。紙巻タバ

コの喫煙経験者は 27 名（10.7%），加熱式タバコの喫煙経
験者は 23 名（9.1%）であった。また，225 名（88.9％）
が「IQOS」や「glo」などの加熱式タバコを知っていると
回答した。一方で，加熱式たばこの健康影響について，「ま
ったく知らない」「あまり知らない」と回答した者が 59 名

（23.3%）おり，加熱式タバコからも有害物質が検出され
ることを周知する必要があると考えられた。OHRQL のス
コアは，1 年生の total の平均スコアが 12.1 点と最も高く，
1 年生が最も口腔に問題を感じている結果となった。喫煙
経験の有無と OHRQL のスコアについては，有意な差は
認められなかった。
【結論】　本研究により，A 大学の学生の新型タバコおよ
び喫煙についての認識や使用状況を確認し，新型タバコに
ついての認知度が高いことが確認された。
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大学生の喫煙認識と口腔関連 QOL
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1）　星合愛子 1）　大塚紘未 2）

1）明海大学保健医療学部口腔保健学科
2）東京都歯科衛生士会

キーワード 新型タバコ　加熱式タバコ　口腔関連 QOL
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【目的】　令和元年度時点で青森県 A 町は乳幼児健診時フ
ッ化物塗布を行っているが，対象年齢に応じた健康教育が
進んでいない。令和元年度の 3 歳児のむし歯有病率は 39.3
％と青森県平均の 20.4％をかなり上回っている。そこで，
保育園児・幼稚園児および保護者へ歯科保健に関する健康
教育を行うために保護者へ質問紙調査を行い，普及啓発活
動を行うための基礎資料を得ることとした。
【対象および方法】　A 町の保育園 2 園・幼稚園 1 園に通
う園児 152 名の保護者に歯科保健に関する質問紙調査を
実施した。質問紙調査は令和 2 年 6 ～ 7 月に行った。保
育園児・幼稚園児に対しての質問紙調査は本会で平成 28
年度より行っており，令和 2 年日本歯科衛生学会ポスター
発表を行った保育園児・幼稚園児保護者の歯科保健行動状
況把握のための質問紙調査と同じ質問紙を使用した。質問
紙調査を行うにあたり，保護者に文書で同意を得た。

【結果および考察】　質問紙調査の結果，「むし歯予防につ
いて知りたい」65.8％，「歯みがき以外にもむし歯予防に
努めていることがある」67.0％とむし歯予防に対して保護
者の意識が高いことが伺われた。しかし日常の保健行動で
は「フッ素入りの歯磨き剤を使用していない」34.1％「仕
上げ磨き時歯ブラシ以外のものを使用していない」は 87
％にも及び，むし歯予防を意識しながらもフッ化物や仕上
げ磨きの効果的な活用ができていない。また歯磨き指導は
68.2％が受けたことがなく定期健診は 54.1％が習慣がない
と答えた。意識と行動が伴わず保護者の健康教育が不足し
ていると考えられた。
【結論】　乳幼児健診時のむし歯予防の取り組みに対し保護
者の歯科保健行動に隔たりがある。市町村と家庭が連携を
とりセルフケアに有効な健康教育が必要である。
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保育園児・幼稚園児の歯科保健行動に関する保護者への質問紙調査

○山
やま

口
ぐち

景
けい

子
こ

1,2）　小村真妃 2）　立花晶子 2）　掛端由衣子 2）　道尻紋佳 2）　杉山祐美子 2）　浅木美智子 2,3）

1）八戸保健医療専門学校　　2）青森県歯科衛生士会
3）湯の里にのへ

キーワード 保育園児保護者　歯科保健行動　歯みがき指導
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【目的】　令和元年度，青森県 A 村の 3 歳児のう蝕有病者
率は，50％であり青森県内でも高率となっている。当地域
において乳幼児健診で，フッ化物配合歯磨剤の配布や，希
望者にはフッ素塗布を行うなどの対策をしているが効果が
みられない，よって，保護者の歯科保健行動や乳幼児の生
活習慣について必要があると考え質問紙調査を行った。さ
らに，親子でのお口の健康教室を行い，歯科保健に関する
普及啓発活動を実施した。
【対象および方法】　調査は A 村の保育園 1 園に通う園児
58 名とその保護者を対象とし，令和 2 年 6 月～ 7 月に行
った。調査項目は，令和 2 年本学会発表にて保育園児保護
者の歯科保健行動状況把握のために使用した物を採用し
た。調査を行うにあたり，文書にて同意を得た。調査後，
その結果を基に，園児と保護者に対し知識が不足している

部分を強調し，お口の健康教室を行った。
【結果および考察】　保護者への質問紙調査では，44％がお
子さんの歯や口の状態で気になることがあると答え，36％
がお子さんの歯や口の悩みがあると答えた。しかし，56％
の保護者がかかりつけ歯科医があるにもかかわらず，年一
回の受診をしていない保護者が全体の 59％いた。このこ
とから，定期検診を利用して相談していないと考えられ
る。そのため歯科保健教室を開催し，歯科保健行動への啓
発，広報活動をしたところ親子での参加がみられた。
【結論】　定期検診を利用して保護者の歯科保健行動につな
がるように，地域で多職種連携をはかり，教育や広報，啓
発活動をしていきたい。また，調査結果を参考にし，園と
保護者の連携をはかりたい。
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保育園児の歯科保健行動に関する保護者への質問紙調査および 
お口の健康教室
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1）　小村真妃 2）　山口景子 2,3）　立花晶子 2）　掛端由以子 2）　道尻紋佳 2）　浅木美智子 2,4）

1）総合リハビリ美保野病院　　2）青森県歯科衛生士会
3）八戸保健医療専門学校　　　4）湯の里にのへ

キーワード 保育園児保護者　歯科保健行動　歯みがき教室
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【目的】　生活習慣病である糖尿病有病者と糖尿病予備軍
は，年々増加傾向にある。日頃歯周病治療に関わっている
歯科医師と歯科衛生士（以下，歯科医療従事者）が糖尿病
患者の来院時にどのような点を意識して関わっているのか
現状を調査し，糖尿病に対する認識，歯周病と糖尿病との
関連について歯科医療従事者の関心を高める啓発のための
基礎的なデータとし，歯周治療を通して糖尿病患者の重症
化の抑制や糖尿病の予防へ繋げる。
【対象および方法】　A 市と N 町の 33 歯科診療所に勤務の
歯科医療従事者を対象に，質問紙『歯科と糖尿病に対する
歯科医師・歯科衛生士の意識調査』を配布，回答時間 15
分程度，無記名で回収した。令和 4 年度日本歯科衛生学会
倫理審査委員会において承認番号 10 を得て実施した。
【結果および考察】　質問紙調査の結果，糖尿病患者来院時
の確認している項目は，HbA1c，インスリン投与有無，

内服薬状況，血糖値の順であった。歯周病治療後に定期歯
科健診が定着 28％，歯肉炎改善 26％，BOP 減少 15％と
回答した。初診時パノラマや歯周病検査で糖尿病を疑った
ことがある歯科医療従事者は 54％であった。歯科と糖尿
病の関連知識を得たのは，歯科医師は研修会・本・インタ
ーネットの順で，歯科衛生士は学生教育・本・研修会の順
であった。糖尿病予防研修会を受講希望者は 33％であっ
た。
　今回の調査結果から，糖尿病予防に関心がある歯科医療
従事者が医科歯科連携をとり，情報交換や多職種の研修会
に参加し行動変容に繋げることが示唆された。
【結論】　歯周病と糖尿病に関する認知度は高いとはいえな
い，この関係を浸透させていくためには歯科医師・歯科衛
生士が連携し，継続した教育支援体制を整備する必要があ
る。
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歯科と糖尿病に対する歯科医師・歯科衛生士の意識調査
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　今川真由美　河野美枝子
徳島県歯科衛生士会

キーワード 医科歯科連携　多職種研修会　行動変容
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【目的】　近年，歯科訪問診療の実施件数は増加傾向にある
が，その業務に携わる歯科衛生士の実態はほとんど報告さ
れていない。本調査は，広島県内で歯科訪問診療に従事す
る歯科衛生士の業務実態を把握することを目的とした。
【対象および方法】　2023 年 1 月，広島県歯科衛生士会会
員 446 名および 2021 年度に歯科訪問診療の実績があった
406 歯科医療機関に勤務する歯科衛生士を対象に，郵送ま
たは Web による調査を実施した。調査項目は，基本属
性，就労状況，業務内容とした。本調査は，広島県歯科医
師会臨床研究倫理審査委員会の承認を得て実施した（広県
歯倫 -20211206_04）。
【結果および考察】　回答者 474 名（回収率 55.6％）のう
ち，歯科訪問診療に従事していた者は 215 名（45.3％）で
あった。歯科訪問診療従事者の平均年齢は45.5±12.9歳，
訪問経験年数の中央値は 6 年，62.5％が常勤であった。就

業規則や有給休暇の有無について，約 8 割が「ある」と回
答し，職場での抗体検査は 73.8％で実施していた。歯科訪
問診療をはじめたきっかけは，「勤務先の方針」が 76.2％
と最も多く，業務内容は，「口腔内の観察」95.6％，「口腔
衛生管理」89.6％，「口腔清掃指導」88.5％の順に実施率が
高かった。一方，「多職種への口腔ケアの教育研修」，「担
当者会議への参加」の実施率は低く，61.6％が「口腔ケア
技術を多職種へ指導する自信がない」と回答した。また，
医療保険と介護保険の算定要件について，64.5％が「理解
していない」と回答した。歯科訪問診療における歯科衛生
士の指導力向上と各保険制度の仕組みについて理解を促す
必要性が示唆された。
【結論】　広島県内の歯科訪問診療に従事する歯科衛生士の
課題は，多職種への口腔ケア指導と保険制度の理解である
ことが明らかとなった。
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歯科訪問診療に従事する広島県内歯科衛生士の業務実態調査
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1）　藤原千尋 1）　桒原里美 1）　西村瑠美 1,2）　相見礼子 1）

1）広島県歯科衛生士会
2）広島大学大学院医系科学研究科口腔保健疫学研究室

キーワード 歯科訪問診療　歯科衛生士　業務実態　アンケート調査

ポスター発表



147

ポ
ス
タ
ー
発
表

【目的】　近年，歯科口腔外科外来の来院患者の中で，顎関
節の不調を主訴とする患者が増加しつつある。顎関節症の
発症メカニズムはいまだ不明なことが多く，日常生活を含
めた多因子が積み重なり顎関節症と心身症の関連があると
報告されている。今回，朝日大学医科歯科医療センター

（以下，当センター）では，顎関節症と精神的因子につい
ての関係性を調査し，歯科衛生士としての関わりについて
検討することを目的とした。
【対象および方法】　対象は，当センター歯科口腔外科外来
を受診し「顎関節症」と診断され，同意を得られた被験者
である。調査方法として，心理特性の把握のため質問紙調
査である YG 性格検査一般用を用いて実施した。本研究
は，朝日大学倫理審査委員会（承認番号：33007）の承認
を得て実施した。

【結果および考察】　病態分類では，3—A 型の方が負の精
神的要素が高く見られ，外的要因だけではなく生活習慣か
らくるストレスが要因で歯ぎしりや食いしばりにつながる
と考える。20 代では社会人としての新生活が始まること
や，女性においては妊娠などの環境変化も加わり身体的・
精神的ストレスの増加との関連性が考えられる。
【結論】　今回の調査により，心理的・精神的因子は顎関節
症の病因の 1 つと示唆された。特に顎関節症は女性が多い
ため，検査やアプローチは男性の歯科医師より女性の歯科
医師や歯科衛生士が関わっていくことの方が望ましいと考
えられた。また，顎関節症は再発しやすい疾患であるた
め，患者への生活習慣指導，さらに治療への動機付けを歯
科医師と共同し，歯科衛生士も介入が必要であると思われ
る。
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顎関節症と精神的因子の関係性について
　歯科衛生士としての関わり方　
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1）　森島亜未 1）　近澤沙耶 1）　大島亜希子 1）　久世恵里子 1）　飯沼光生 2）　村松泰徳 3）

1）朝日大学医科歯科医療センター歯科衛生部　　2）朝日大学
3）朝日大学歯学部口腔病態学講座口腔外科学

キーワード 顎関節症　精神的因子　性格検査
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【目的】　歯科疾患実態調査の結果，8020 達成者の割合は
2016 年に 51.2% へ増加したが，日常臨床でよく遭遇する
高齢者の残根に関しては報告がほとんどない。そこで，高
齢入院患者の残根保有率の年次推移および残根の実態につ
いて調査した。
【対象および方法】　対象は国立長寿医療研究センターの
65 歳以上の入院患者で，5 つの期間（2013 年，2015 年，
2017 年，2019 年，2021 年の前半半年）に歯科衛生士によ
る口腔衛生管理を受療した者とした。歯科診療記録から情
報収集し，現在歯数と残根歯数，残根部位を 5 つの期間別
に集計し，5 群間比較を行った。なお，本研究は国立長寿
医療研究センター倫理・利益相反委員会の承認を得て実施
した（受付番号 1557）。
【結果および考察】　対象は合計 787 例であった。平均現

在歯数と残根保有者率，平均残根数は 5 群間に有意差はな
く，それぞれ 13.2 ± 10.1 本，40.0%，4.0 ± 3.6 本であった。
また，残根部位は，上下顎の割合および残根種の割合に 5
群間に有意差はなく，上顎が 53.4%，切歯が最多の
34.8%，大臼歯が最小の 19.3% であった。高齢入院患者の
多くは要介護度等が高く口腔衛生管理の対象となるが，本
調査結果から高齢入院患者の口腔内の実態は歯科疾患実態
調査の結果とは乖離があると考えられた。
【結論】　高齢入院患者の残根について調査した結果，明ら
かな年次推移は確認されず，高齢入院患者の 4 割が残根を
有し，平均残根数は 4 本であることが明らかとなった。口
腔衛生環境を改善するためには，残根の形態修正や充填等
の処置も含めた口腔健康管理の必要性が示唆された。

　

高齢入院患者の残根保有の実態と年次推移
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1,2）　日野出大輔 3）　渡辺朱理 4）　松山美和 4）

1）徳島大学大学院口腔科学研究科　口腔保健学専攻博士後期課程「学生」　　2）国立研究開発法人国立長寿医療研究センター　歯科口腔外科部
3）徳島大学大学院医歯薬学研究部　口腔保健衛生学分野　　　　　　　　　 4）徳島大学大学院医歯薬学研究部　口腔機能管理学分野

キーワード 高齢入院患者　残根　保有率
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【目的】　歯周病予防には歯間部の清掃が重要であるが，歯
間部清掃実施者は低水準に留まっており，歯間清掃用具の
使用の普及と習慣化が課題とされる。今回，歯間清掃用具
のうち歯間ブラシの仕様の違いが使用状況に与える影響の
調査を目的に，歯間ブラシ未使用者に各種歯間ブラシを試
用させた際の使用感と試用期間終了後の使用状況を調査し
た。
【対象および方法】　本試験の同意が得られた 40 ～ 69 歳
の歯間ブラシ未使用者 54 名を対象とした。歯科衛生士が
歯間清掃の重要性と使用方法を説明後，被験品の歯間ブラ
シ（ブラシタイプとゴムタイプ）を使用順で 2 群に分けた
交差試験にて各 2 週間の試用後にアンケート調査を実施し
た。被験品を回収の上，試用期間終了 1 および 3 カ月後に
使用状況を調査した。本研究は，芝パレスクリニック倫理
審査委員会の承認（149291_rn‒32316）を得て実施した。

【結果と考察】　試用後アンケート調査結果より，各歯間ブ
ラシの 14 日間における使用回数の平均値は，ブラシタイ
プ 19 回，ゴムタイプ 24 回とゴムタイプが有意に多かっ
た。清掃性においてブラシタイプの支持が高い一方で，使
いやすさはゴムタイプが優勢であり，使用中に歯茎を傷つ
けそうと感じた者の割合がゴムタイプでは低かった。ブラ
シタイプとゴムタイプについて，歯間ブラシによる歯間清
掃を必要と感じた者の割合は 67% と 81%，今後の使用意
向のある者の割合は 55％と 70% であった。また，試用期
間終了後の継続使用状況を確認した所，1 カ月後と 3 カ月
は同様の傾向で，3 カ月後において 54 名中 28 名が歯間ブ
ラシを使用し，内訳はブラシタイプ 10 名，ゴムタイプ 16
名，併用 2 名であった。
【結論】　歯間ブラシ未使用者において，ゴムタイプの方が
ブラシタイプより継続使用しやすいことが示唆された。
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歯間ブラシ未使用者を対象とした刷掃部の異なる歯間ブラシの使用状況に
関する調査研究
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1）　倉光祥平 1）　林　忠紘 1）　田村康治 2）

1）小林製薬株式会社
2）医療法人旭ヶ丘ホリクリニック歯科

キーワード 歯間清掃　歯間ブラシ　実態調査
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【目的】　日常のブラッシングの継続には歯ブラシの機能だ
けでなく，磨き心地が重要である。しかしながら，歯ブラ
シの磨き心地を調べた研究は見当たらない。
　そこで今回，代表的な形状を持つ 5 種類の歯ブラシの磨
き心地を調べ，その評価指標と方法について検討した。
【対象および方法】　歯ブラシは代表的な形状をもつ 5 種類
の歯ブラシ（ヘッドが小型，幅広，大型，極細毛，複合
毛）とした。20 名の歯科衛生士が実際に 5 種類の歯ブラ
シを 1 日に 1 本ずつ使用して磨き心地を評価した。評価項
目は，磨いた時の軟らかさ，滑らかさ，こしなどの 17 項
目とした。評価には 5 本のうち使用した歯ブラシと前日使
用した歯ブラシの 2 本を比較する方法で行い，総当たりで
一人の評価者がそれぞれ，すべての組み合わせを評価し
た。そして，各評価指標の関連性を調べた。

【結果および考察】　今回の磨き心地において，「こしがあ
る感じ」は「やさしさ」「やわらかさ」「なめらかさ」と有
意な負の相関を認めた（p ＜ 0.01）。また，「ヘッドの大き
さの感じ」は，「奥歯が磨ける感じ」と有意な負の相関を
認めた（p ＜ 0.01）。「好み」については，今回調査した項
目と有意な相関を示したものはなく，歯ブラシの好みは特
定の磨き心地との共通した強い関連が認められなかった。
【結論】　歯ブラシを一対で評価する方法は，磨き心地を評
価するのに有用な方法であることが確認できた。また，今
回用いた歯ブラシの磨き心地の評価指標には複数の指標に
強く関連するものがあり，今後，さらに歯ブラシの磨き心
地を的確に評価する評価方法の検討が必要であると考えら
れた。

P-64

　

歯ブラシの磨き心地の評価に関する研究
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1）　荒木萌花2）　遠藤眞美3）　伊藤　梓3）　倉持恵美4）　中村広恵5）　奈良小百合5）　宮内知美6）　山岸　敦7）　高柳篤史3,5,7）

1）日本歯科大学東京短期大学　歯科衛生学科　　2）東京都歯科衛生士会　　3）日本大学松戸歯学部障害者歯科学講座
4）茨城県歯科衛生士会　　　　　　　　　　　　5）高柳歯科医院　　　　　6）国際医療福祉大学成田病院　歯科口腔外科
7）東京歯科大学　衛生学講座

キーワード 歯ブラシ　磨き心地　ブラッシング　歯ブラシ選択　評価法
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【目的】　口腔機能の低下を自覚していない健常成人を対象
とした前回の報告で我々は，口腔の筋力の指標としての舌
圧（最大舌圧）が，一部の（舌圧および握力のいずれもが
非常に低い）女性被験者を除けば握力値と正相関すること
を明らかにした。握力を含む全身の筋力はまた，サルコペ
ニアをはじめ年齢の影響を受けることも予想されることか
ら，握力測定値を舌圧／オーラルフレイルのスクリーニン
グとして利用するには，被験者の年齢についても考慮する
必要がある。そこで本研究では，年齢との関連性に焦点を
当て検討した。
【対象および方法】　対象は口腔機能低下を自覚していない
16 歳以上の男性 70 名，女性 121 名の計 191 名（36.2 ±
16.0 歳：平均±標準偏差）で，舌圧測定器（JMS）および
スメドレー式握力計を用いて舌圧，握力の測定を行った。
解析は unpaired t -test を用いた。本研究は関西福祉科学
大学研究倫理審査委員会の承認を得て行った（承認番号

20－14）。
【結果および考察】　今回の被験者では舌圧，握力とも男性
群で高い値を示した（p<0.01）ため，男女それぞれで検
討した。男性の舌圧は 25 ～ 34 歳群で最高値を示したが，
握力は 24 歳以下群で最高値を示したものの，加齢による
低下傾向はほとんど見られなかった。一方，女性の舌圧は
24 歳以下群と 45 ～ 54 歳群で二峰性に高値を示したが，
握力はいずれの年齢群においても有意な差がみられなかっ
た。
【結論】　今回対象とした成人健常被験者群では，男女とも
舌圧への年齢の明確な影響は見られなかった。また，握力
に対してもほとんど影響が認められなかったことから，舌
圧／オーラルフレイルのスクリーニングとして利用する全
身の筋力の指標としては握力が適当で，年齢の影響は小さ
いことが示唆された。
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成人健常者の舌圧と握力との関連性
第2報　年齢との関連
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　永田英樹　濵元一美　花谷早希子　古賀　恵　新井麻実　岡橋　祐　佐田夏穂　木村重信
関西女子短期大学　歯科衛生学科

キーワード 舌圧　握力　年齢　成人健常者　スクリーニング
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【目的】　近年拡大している歯科衛生士の診療補助業務は歯
科衛生士の能力に応じて実施される必要があるが，その現
状については知られていない。本研究では，現在歯科診療
補助として拡大されつつある業務の実施状況と歯科衛生士
歴との関連を検討した。
【対象および方法】　A 専門学校と A 短期大学卒業生 1,542
名を対象に web 調査を実施した。調査項目は，勤務状況

（年齢，歯科衛生士歴，現在の主な就労場所）と業務の実
施状況（主な就労場所での 業務内容）とした。調査結果
は集計し，業務の実施状況と歯科衛生士歴のクロス集計お
よびχ2 検定を行った。なお本研究は，愛知学院大学短期
大学部倫理委員会の承認を受けて行った（承認番号 22－
010）。
【結果および考察】　歯科衛生士業務の実施状況は，精密印
象採得 112 名（58.0%），SRP 時の浸潤麻酔 15 名（7.8%），

SRP 時以外の浸潤麻酔 19 名（9.8%），採血 4 名（2.1%），
注射 8 名（4.1%），口腔機能訓練 75 名（38.9%），咽頭部
及び気管内吸引 19 名（9.8%），在宅（施設・病棟を含む） 
での口腔衛生管理 70 名（36.3%）が実施していた。これ
らの業務と歯科衛生士歴との関連は口腔機能訓練について
歯科衛生士歴が 8 年以上の者が有意（p<0.05）に実施し
ており，8 年以上の歯科衛生士歴が口腔機能訓練の業務に
ついて熟練していることが示唆された。一方，その他の業
務は歯科衛生士歴との有意な関連は認められなかった。
【結論】　歯科衛生士養成機関において十分な教育を行って
いない業務であっても，勤務している歯科衛生士は実施し
ている状況であり，口腔機能訓練以外は歯科衛生士歴によ
り熟練していないことから，今後の卒前，卒後教育内容を
検討する必要性が示唆された。
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歯科衛生士業務の実施状況と歯科衛生士歴との関連
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　犬飼順子　後藤君江
愛知学院大学短期大学部歯科衛生士学科

キーワード 歯科衛生士業務　歯科診療補助　歯科衛生士歴
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【目的】　インシデントの予防策を検討するための基礎デー
タ収集を目的として本調査を行った。
【対象および方法】　対象は A 短期大学 2022 年 3 月卒業の
新卒歯科衛生士と A 短期大学 3 年生の臨床実習生とし， 
web または対面で調査を行った。それぞれのインシデン
ト経験のある割合の違いを，統計ソフト SPSSver.27（日
本 IBM. 東京）を用いて分析を行った。本研究は，愛知学
院大学短期大学部倫理委員会（承認番号 22‒003）の承認
を得て行った。
【結果および考察】　アンケート回収率は新卒歯科衛生士
75 名，臨床実習生 99 名であった。インシデントに関する
アンケート 28 項目のうち新卒歯科衛生士は 1 人あたり約
5.8 項目インシデントを経験しているのに対し，臨床実習
生は 1 人あたり約 3.1 項目であった。新卒歯科衛生士，臨
床実習生を合わせてインシデントを起こした回数が多かっ

たものは「歯科医師・歯科衛生士の指示の聞き間違え」計
130 名「患者が咽頭に水が溜まってむせさせた」計 102 名

「器材・薬剤等を落とした」計 86 名であった。臨床実習生
に比べ新卒歯科衛生士のほうがインシデント経験が高かっ
たのは 13 項目あり，歯科診療補助業務に加え「予約の取
り間違い」などの受付業務や，「患者の口唇や口腔内を傷
つけた」などの歯科予防処置業務が見られることが分かっ
た。
【結論】　臨床実習生時代は行うことができる業務が限られ
ており，新卒歯科衛生士になり，それぞれの病医院の決め
られたシステムを理解し慣れるまで様々なインシデントが
起きていることが分かった。インシデント発生を低下さ
せ，未然に防ぐためには技術の向上，知識の習得はもちろ
ん，病院内，授業内でのインシデントの共有やコミュニケ
ーションの促進が必要であると考えた。
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新卒歯科衛生士と臨床実習生のインシデント経験についての調査
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　鈴木一吉　後藤君江　犬飼順子
愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）

キーワード インシデント　新卒歯科衛生士　臨床実習生
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本演題は演者都合により演題取り下げとなりました。
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【目的】　臨床実習前後の臨床実践能力と自己教育力の意識
の変化を探るため，歯科衛生士養成課程在籍学生を対象に
調査した。
【対象および方法】　本調査への協力が得られた学生に，臨
床実習前後の臨床実践能力および自己教育力に関する意識
の変化についてインターネット調査を行った。臨床実習開
始前の学生 401 名，臨床実習後の学生 340 名分の回答を
分析した。臨床実践能力習得の測定 30 項目のうち 24 項
目は臨地実習指導マニュアル－歯科衛生士学生の指導のた
めに－（公益社団法人日本歯科衛生士会作成）を引用，改
変して用いた。残り 6 項目は，臨床実習全般に対する思い
や考えについて質問した。自己教育力の測定は，西村ら

（1995）が作成した自己教育力測定尺度を使用した。どち
らも使用許諾済である。本研究は大阪歯科大学医の倫理委
員会承認研究である（大歯医倫第 111181－0 号）。

【結果および考察】　臨床実践能力の習得では，診療現場対
応が「できる」と答えた学生は実習開始前 12.3％，臨床実
習後 31.0％，基本姿勢が「できる」と答えた学生は実習開
始前 54.6％，臨床実習後 67.4％であった。自己教育力の意
識の変化では，クラスター分析により学生は臨床実習前後
ともそれぞれ意識の違いで 3 群に分類され，群間で有意差
を認めた（p<0.01）。側面Ⅲの「学習の対象化と統制」に
おいて，臨床実習前後で有意差を認めた（p<0.05）。側面
Ⅳの「自信・プライド・安定性」は，臨床実習前のみ有意
差を認めた（p<0.01）。学生は臨床実習後に臨床実践能力
の習得を一様に感じるが，それらが自己教育力の向上につ
ながるか否かは個人差があることが示唆される。
【結論】　学生は臨床実習を通して臨床実践能力を習得して
も，それが必ずしも自己教育力の向上に結びつくとはいえ
ない。
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歯科衛生士養成課程に在学する学生の臨床実践能力と自己教育力に関する
意識調査
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1,2）　前岨亜優子 1,3）　中塚美智子 1,3）

1）大阪歯科大学大学院医療保健学研究科
2）なにわ歯科衛生専門学校
3）大阪歯科大学医療保健学部

キーワード 臨床実習　臨床実践能力　自己教育力
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【目的】　口腔内細菌に対する各種消毒薬の効果を一般細菌
用寒天培地（フードスタンプⓇ，寒天培地）における増殖
の観察から，また，タンパク質凝固・変性作用を卵白の白
濁や変色の様子から検討し，消毒薬の効果と生体への影響
について考察した。
【材料および方法】　口腔内細菌は，歯面から歯ブラシに付
着させ，ブイヨンで培養して用いた。消毒薬として，フェ
ノール（Ph），グルタルアルデヒド（GA），セチルピリジ
ニウム塩化物（CP），ベンザルコニウム塩化物（BK），ク
ロルヘキシジングルコン酸塩（CH）の 1% 液を用意し
た。それぞれの消毒液の 10 倍稀釈を順次繰り返えすこと
で 10 倍稀釈液列（1% 〜 0.0001%）を調製した。各種消
毒薬の 10 倍希釈液列に細菌浮遊液を添加・攪拌した。1
分後，それぞれの溶液 100μL を寒天培地上に注ぎ，培養
後，細菌増殖の有無を観察し，最小発育阻止濃度（MIC）

を調べた。次に，各消毒薬（1% と MIC）をシャーレに分
注し，添加した卵白の白濁や変色の有無を観察した。
【結果および考察】　各種消毒薬の MIC は，それぞれ 1%
（Ph），0.01%（GA），0.001%（CP と BK），0.0001% 以下
（CH）であった。消毒効果は，強力な方から，CH，CP
と BK，GA，Ph の順となった。卵白の白濁は，1% では
すべての消毒薬に認められたが，MIC では Ph と GA の
みに認められた。即ち，CP，BK，CH の MIC では，生
体への障害は少ないことが示唆される。このことは歯磨剤
や洗口剤の殺菌成分として BK や CP などが添加されてい
ることが口腔組織への影響を考えると合理的であることを
示した。
【結論】　適切な消毒薬を適切な濃度で用いれば，生体への
障害は少なく有効な消毒効果が得られるものと思われる。
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消毒薬の消毒効果とタンパク質凝固作用に関する考察

○淺
あさ

沼
ぬま

楓
ふう

子
こ

1,2）　新井通次 1）　渥美信子 1）　犬飼順子 1）

1）愛知学院大学短期大学部専攻科（口腔保健学専攻）
2）岐阜大学医学部付属病院歯科口腔外科

キーワード 消毒薬　最小発育阻止濃度　タンパク質凝固・変性作用

ポスター発表



152

ポ
ス
タ
ー
発
表

【目的】　新型コロナウイルス感染症禍において，歯磨き時
に生じる飛沫が問題とされた。本研究では，ATP 測定法
と口腔内細菌培養検査を用いて，手用歯ブラシと電動歯ブ
ラシによる飛沫やエアロゾルの有無，およびその発生量に
ついて検証することを目的とした。
【対象および方法】　研究の参加に同意が得られた対象者の
首にフェイスシールドを装着し，手用歯ブラシと電動歯ブ
ラシを用いて歯磨きを実施した。各歯磨きは歯磨剤を使用
せず 3 分間行い，30 日間実施した。歯磨き前後にフェイ
スシールドを滅菌綿棒で擦過して試料を採取し，ATP 測
定を行った。歯磨き前後の比較はウィルコクソンの符号付
順位和検定，手用歯ブラシと電動歯ブラシの歯磨き後の比
較はマン・ホイットニ検定を行った（p ＜ 0.05）。口腔内
細菌培養検査では，歯磨き後にフェイスシールドを滅菌綿
棒にて擦過し，口腔レンサ球菌選択培地である Mitis-
Salivarius 寒天平板培地に塗沫後，37℃で 48 時間好気培

養を行った。
【結果および考察】　歯磨き後は，手用歯ブラシ，電動歯ブ
ラシともに口腔内細菌を含んだ飛沫やエアロゾルの発生が
認められた。また歯磨き後の ATP 測定値は電動歯ブラシ
の方が手用歯ブラシに比べ有意に低く，飛沫やエアロゾル
の発生量は少なかった。さらに，電動歯ブラシの方が
ATP 測定値の四分位範囲は小さく，飛沫やエアロゾルの
発生量の差が少ないことが認められた。電動歯ブラシを正
しく操作することで周囲環境への飛散や汚染を防ぐことが
できると考えられる。
【結論】　電動歯ブラシは歯磨き後の飛沫の発生量がほぼ一
定で，手用歯ブラシに比べて飛沫の発生が抑えられてい
た。電動歯ブラシを正しく用いることは，集団生活の場に
おける感染予防対策の一つとして有効であろうことが示唆
された。
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手用歯ブラシと電動歯ブラシにおける飛沫飛散検証
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【目的】　歯科保健指導のために 1 つの会社の音波歯ブラシ
で，それぞれ形状の違う 3 つのヘッドを用いて，顎模型に
よる頬側面のプラーク除去面積を 1 歯あたりのブラッシン
グ時間で比較検討した。
【材料および方法】　歯ブラシは，PHILIPS sonicareⓇの音
波歯ブラシを使用した。ヘッドは，センシティブ，プレミ
アムオールインワン，インターケアーの 3 種類を用いて実
験を行った。被験歯は上顎右側第一大臼歯とし，頬側面と
隣接面移行部の最大豊隆部に油性インクで境界線を描い
た。歯の頬側面に人工プラークを塗布した後，音波歯ブラ
シの毛先が上顎第一大臼歯の頬側面に垂直に当たるように
音波歯ブラシを保持装置に固定し，上顎第二大臼歯から上
顎第二小臼歯の 3 歯に渡って，顎模型を遠心から近心方向
へ移動した。なお，ブラッシング圧は 200g とし，それぞ
れ 4，6，8，10 秒の時間で上顎第一大臼歯の頬側面を通

過した。これらの実験を 6 回施行した。その後，被験歯を
写真撮影装置に固定し，規格写真撮影を行い，Photoshop
にて画像加工後，NIH ImageJ を用いてプラーク除去面積
を求めた。統計処理は，SPSS を用いて一元配置分散分析
とTukeyの多重比較を行い，有意水準を5％未満とした。
【結果および考察】　歯ブラシのヘッドを一定にしたとき
の，ブラッシング時間の違いによるプラーク除去面積は，
ブラッシング時間が長いほど大きかった。また，ブラッシ
ング時間を一定にしたときの，歯ブラシのヘッドの違いに
よるプラーク除去面積は，インターケアー，プレミアムオ
ールインワン，センシティブの順に大きかった。
【結論】　患者の口腔内の状況に合わせた電動歯ブラシの使
い方，ヘッドの形態や毛先の形状，使用時間およびモード
などを提案していくことが歯科衛生士として重要と思われ
る。
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電動歯ブラシのヘッドの差異によるプラーク除去効果に関する検討
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【目的】　根面デブライドメントにおける器具別・歯面別の
プラーク除去率（以下，除去率），プラーク除去到達度

（以下，到達度）を比較検討した。
【対象および方法】　根面デブライドメント用器具として，
超音波スケーラー，エアスケーラー，デブライトメント用
インスツルメント（以下，インスツルメント）の 3 種を選
択し，経験年数 1 年未満の歯科衛生士 10 名を術者とし
た。模型上の下顎右側第一大臼歯（以下，46）に人工プラ
ークを塗布し，超音波スケーラー 40 秒，エアスケーラー
30 秒，インスツルメント 10 ストロークと設定し，根面デ
ブライドメントを施行した。規格写真の画像解析による器
具別・歯面別の除去率，到達度を測定した。除去率，到達
度の評価は，器具，歯面のそれぞれを要因とした一元配置
分散分析と Tukey HDS の多重比較を行った。
【結果および考察】　器具別の除去率，到達度に有意差は認

められなかった。歯面別の除去率は超音波スケーラーでは
近心面が遠心面（p ＜ 0.001）および頬側面（p ＜ 0.05）
より高く，舌側面が遠心面（p ＜ 0.05）より高かった。到
達度は，超音波スケーラーでは近心面が頬側面（p ＜
0.05）より有意に深く，エアスケーラーは近心面が頬側面
および舌側面（p ＜ 0.001），遠心面（p ＜ 0.01）より有意
に深く，インスツルメントは近心面が頬側面（p ＜
0.05），遠心面（p ＜ 0.01）より有意に深かった。3 器具す
べてにおいて近心面が頬側面より有意に到達したことは，
歯面の解剖学的形態と各種チップの形態との適合の影響に
よると考える。
【結論】　効果的な根面デブライドメントを行うためには，
解剖学的形態の留意と適切なチップの選択を前提とし，患
者の口腔内状況や全身状態，操作性や術者の技術レベルに
合わせた器具の選択が求められる。
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根面デブライドメントにおける器具別・歯面別プラーク除去率と 
プラーク除去到達度の検討
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【目的】　開口障害を有する頭頸部がん患者は，開口量が日
常の歯磨きに影響する。本研究では，開口障害を有する患
者本人や介助者が入手・加工しやすく効果的に歯磨きがで
きることを目標に，市販の歯ブラシの刷毛部を加工し，人
工歯垢の除去効果について検討を行った。
【対象および方法】　廉価で入手が容易な 2 種類のヘッドサ
イズの歯ブラシ（ビトイーンライオン，レギュラー・コン
パクト，やわらかめ；ライオン社）と顎模型（ニッシン社）
を使用した。刷毛部を市販のバリカンで切断し，刷毛部の
長さ別に control 群，7mm 群，5mm 群，7+5mm 群の 4
群ずつ計 8 群作製した。被験歯は Ramfjord の 6 歯（16，
21，24，36，41，44）とし歯面全体に人工歯垢（ニッシ
ン社）を塗布した。当院歯科衛生士 4 名が 150 ～ 200g の
ブラッシング圧で 5 ストロークずつブラッシング後，

Rustogi Modification Navy Plaque Index を使用し，歯
垢残留の有無に応じて 1 点，0 点でスコア化して評価した
のち，SPSS で統計解析を行った。
【結果および考察】　レギュラーの control 群で開口量
25mm（2 横指）と開口量 10mm（1 横指）の歯垢残留ス
コアの比較では，開口量 10mm の方が有意に歯垢除去効
果が劣っていた。開口量 10mm における歯ブラシ 4 群間
の比較では，レギュラーとコンパクト共に加工した 3 群は
未加工群よりも有意に歯垢除去効果が高かった。
【結論】　本研究では開口量が少ない場合，市販の歯ブラシ
の「刷毛部の長さ」を短くすることで歯垢除去効果を高め
ることができた。開口量が少ない患者が歯ブラシを選択す
る際は，使い慣れた歯ブラシを加工し使用することも有用
であるという事が示唆された。
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開口障害を有するがんサバイバーのための加工した歯ブラシの歯垢除去 
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【目的】　本研究では，歯ブラシに簡便な処置を施すことに
より積極的に除菌する方法について検討した。
【対象および方法】　歯面から採取した口腔内細菌を一般細
菌用乾燥ブイヨンにて培養・増殖し細菌浮遊液を作製し
た。そこに未使用の歯ブラシを浸漬して細菌を付着させた
後，歯ブラシを 25℃の蒸留水，市販の洗口液（モンダミ
ンⓇとリステリンⓇ）の原液と 10 倍希釈液，および温湯

（50℃，60℃，80℃）に浸漬処置を施した。これらの歯ブ
ラシを蒸留水に浸漬して被験溶液とし，コンパクトドラ 
イⓇおよびフードスタンプⓇにて培養し，洗口液や温湯処
置による除菌効果を調べた。
【結果および考察】　蒸留水の浸漬処置を行った歯ブラシの
被験容液では，コンパクトドライⓇ，フードスタンプⓇ双
方の培地表面に多数のコロニー形成が認められた。これに

対し，洗口液の原液および温湯（60℃，80℃）の浸漬処
置を行った歯ブラシの被験液ではコロニーの形成は認めら
れず著しい除菌効果を示した。しかし，洗口液の 10 倍希
釈液や 50℃の温湯では明白なコロニー形成が認められ除
菌効果は減弱した。これらの事実から，口腔内に使用した
歯ブラシは，流水で洗い流す作業に加えて，洗口液や温湯

（60℃，80℃）による除菌処置を組み合わせることで，極
めて簡便に，清潔な状態で歯ブラシを保管することができ
ると考えられる。
【結論】　本研究では，洗口液や温湯により歯ブラシを簡便
に除菌できることを示した。特に，温湯による除菌は，電
気ポットなどで沸かした湯を湯呑みに注ぎ，歯ブラシを浸
漬するだけの極めて簡便な除菌法として利用できる。

P-75

　

洗口剤および温湯を用いた歯ブラシの簡便な除菌について
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【目的】　我々はこれまでに，盲腸で産生された短鎖脂肪酸
（SCFAs）が唾液中 IgA 分泌速度の増加に関与する可能
性を明らかにした。しかし SCFAs が直接的に唾液中 IgA
分泌速度を増加させるかどうかは不明である。本研究では
SCFAs の経口摂取と摂取期間が唾液中 IgA 分泌速度に与
える影響について明らかにすることを目的とした。
【対象および方法】　5 週齢ラットを無繊維飼料と塩化ナト
リウム（Na）水溶液で 1 週間予備飼育後に，コントロー
ル群には 21 mM 塩化 Na 水溶液を，SCFAs 群には酢酸
Na70 mM，プロピオン酸 Na30 mM，酪酸 Na20 mM を
添加した水溶液を自由摂取させた。0 週，1 週，2 週，4
週後に盲腸組織，盲腸内容物，血清，顎下腺，唾液を採取
した。唾液，盲腸内容物，血清の IgA 濃度は ELISA 法に
て測定した。
【結果および考察】　唾液中 IgA 分泌速度には，SCFAs 摂

取の有無と SCFAs 摂取期間の交互作用が認められ
（p=0.0004），SCFAs 添加群の 4 週でコントロール 4 週群
と比較して高値が認められた（p ＜ 0.05）。また唾液中
IgA 分泌速度は盲腸組織重量との間に正の相関が認めら
れた（r=0.47, p=0.0008, n=48）。盲腸組織重量は SCFAs
摂取の有無の影響と（p=0.0004）SCFAs 摂取期間の影響

（p ＜ 0.0001）が認められ，SCFAs 摂取群で高値であっ
た。SCFAs を経口摂取することにより，摂取 4 週で唾液
中 IgA 分泌速度が増加する可能性が示され，末梢血中だ
けでなく盲腸内の SCFAs 濃度が上昇したことが示され
た。
【結論】　末梢血中 SCFAs あるいは盲腸内容物中 SCFAs
のどちらか，あるいは両方が唾液中 IgA 分泌速度を増加
させた可能性がある。
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経口摂取した短鎖脂肪酸がラット唾液中 IgA レベルに与える影響
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【目的】　本会において，太陽電池付酸化チタン内蔵歯ブラ
シ（S ブラシ）の歯垢除去・付着抑制効果並びに唾液検査
システムによる口腔環境改善効果を報告してきた。今回は
S ブラシとフッ化物配合歯磨剤（フッ素濃度：1450ppm，
ペースト，F 歯磨剤）を併用した際の効果を検討する目的
で，ハイドロキシアパタイト（HAp，ペレット）を用い
in vitro 実験をした。具体的には HAp 表面を観察し，結
晶成長の観点から考究した。
【対象および方法】　F 歯磨剤を蒸留水に懸濁しフッ素濃度
を 100ppm に調製した（F 溶液）。実験群は F 溶液に S ブ
ラシと HAp を浸漬し，インキュベーター内（37 ± 0.5℃）
に静置した。光照射は S ブラシから 10cm 離し蛍光灯

（6W）で 24 時間行った。HAp を取り出し蒸留水で 3 回
洗浄し，室温乾燥後に走査型電子顕微鏡（SEM）にて
HAp 表面を観察した。対照群は F 溶液に HAp のみを浸

漬し光照射後の操作は S ブラシと同条件とした。
【結果および考察】　処理前の HAp 表面には粒径が 300 －
500nm の均一な粒子を確認した。実験群と対照群の HAp
表面には，新たに約 100nm の粒子が観察された。この粒
子は対照群に比べ実験群で多く存在していた。実験群は光
照射した S ブラシの存在により，F 歯磨剤中のフッ化物
イオンが HAp 表面上に取り込まれ，新たな粒子が析出し
た可能性が推測される。今後は実験条件の検討，析出物の
成長や元素分析を実施する予定である。
【結論】　HAp を用いたin vitro 実験では，光照射した S
ブラシと F 歯磨剤の共存下で HAp 表面に粒径約 100nm
の粒子が観察された。この粒子はフッ素化合物と推測され
ることから，S ブラシと F 歯磨剤の併用によるう蝕予防
効果を高める可能性が示唆された。
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酸化チタン内蔵歯ブラシとフッ化物配合歯磨剤併用のう蝕予防効果
第1報　HAp表面の結晶学的観察
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1）　鈴木一正 2）　佐藤　勉 3）

1）日本歯科大学東京短期大学　　2）名古屋大学大学院工学研究科
3）東海大学医学部基礎医学系

キーワード 酸化チタン内蔵歯ブラシ　結晶成長　HAp　フッ化物配合歯磨剤　再石灰化
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【目的】　近年，歯科衛生士は多職種連携での活躍が求めら
れ，特に看護師との連携機会が増加していることから，卒
前の連携教育が重視されている。本研究では，某大学口腔
保健学科学生（以下 OH）から看護学専攻学生（以下 NS）
へ口腔ケアに関する健康教育を実施し，NS 学生への調査
からその教育効果を検討した。
【対象および方法】　OH4 年生が NS2 年生への口腔ケアに
関する健康教育実習を企画，実施した。参加 NS 学生 55
名を対象に，実習前後に自記式質問紙調査を行った。調査
項目は，実習前のみは歯科知識の認知度，自身の口腔保健
行動，実習前後には口腔ケアに関する知識の理解度，口腔
ケア実践への自信，口腔ケア関連の学習や連携への意欲と
した。本研究は東京医科歯科大学統合教育機構倫理審査委
員会の承認を得た（C2022－011）。
【結果および考察】　53 名より回答を得た（回収率 96%）。
実習前の回答から，歯磨き回数，歯間清掃用具の使用頻度

は高いものの，定期歯科受診率および専門性の高い歯科知
識の認知率は低い状況が示された。実習前後の比較では，
口腔ケア関連知識の正答率の中央値が実習前 66％から実
習後 89％へと有意に上昇し，口腔ケア実践の自信に関す
る 8 項目の肯定的回答の割合が，実習前 2 ～ 53％から実
習後は全て 80％以上へと有意に上昇した。口腔ケア関連
の学習・連携への意欲においても，実習後 1 項目を除き全
項目で肯定的回答が有意に増加した。
【結論】　OH 学生が行った健康教育を通して，NS 学生の
口腔ケアに関する知識，実践への自信，関連学習と連携へ
の意欲，全てにおいて大幅な向上を認め，高い教育効果が
示された。これらより，卒前教育における職種の垣根を超
えた学習機会の提供が，他領域の知識・技術の学びと将来
の職種間連携への意欲の向上に有効であることが示唆され
た。
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口腔保健学科学生が実施した看護学生への口腔ケアに関する健康教育の 
効果
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1）西郷歯科クリニック　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科口腔健康教育学分野
3）東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科口腔疾患予防学分野　　4）東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科
5）明海大学保健医療学部口腔保健学科
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【目的】　本研究の目的は，口腔疾患予防におけるリスクア
セスメントツールに関する歯科衛生士の意識を明らかに
し，その有効性と課題，さらに活用するための検討を質的
に行うことである。
【対象および方法】　リスクアセスメントツールを使用して
いる静岡県内の歯科医院の歯科衛生士 22 名を対象とし，
Google Forms を用いて質問調査を実施した。質問内容
は，リスクアセスメントツールを用いて歯科保健指導を行
う際に気を付けていること，活用できた事例，活用できな
かった事例についてである。自由回答は，KJ 法に準じて
回答内容の分類を行った。東京医科歯科大学歯学部倫理審
査委員会の承認を得て実施した（承認番号第 D2022‒025
番）。
【結果および考察】　歯科衛生士は継続的にメインテナンス
を受けてもらうことや予防を理解してもらうためにリスク

アセスメントツールが必要であると考えており，リスクア
セスメントツールを使用する際に最も気を付けていること
は「患者を理解すること」「モチベーション」「患者がメイ
ン」「リスク」「継続」「わかりやすさ」の 6 つに分類できた。
ツールの活用において成人は主に本人を対象とした歯科保
健指導を行うのに対し，小児は本人だけでなく保護者を含
めての対応が必要であった。使用時に困難を感じる点とし
ては，関心が薄い患者や実感がわかず行動変容に至らない
患者，行動変容が不十分で中断してしまう患者の指導が挙
げられ，意欲が低い患者に対する情報提供や説明・指導の
方法について課題があると考えられた。
【結論】　歯科衛生士は，継続的なメインテナンス受診や予
防を理解してもらうためにリスクアセスメントツールが必
要であると考え，意欲が低い患者に対する情報提供や説
明・指導の方法について課題があることが示唆された。

P-79

　

口腔疾患のリスクアセスメントツールについての歯科衛生士の意識調査
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1）このは歯科医院　　　　　　　　　　　　　　　　  2）東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科口腔疾患予防学分野
3）株式会社神戸製鋼所 東京本社 健康管理センター

キーワード リスクアセスメントツール　予防　メインテナンス　行動変容
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【目的】　フッ化物洗口後，フッ素の口腔内停滞時間は唾液
分泌速度に影響を受けることが示されている。本研究の目
的は，ジェル状保湿剤と液状保湿剤の口腔内停滞時間を
pH の変化で明らかにすることである。
【対象および方法】　対象者は健常な成人 7 名とした。保湿
剤はコンクールマウスジェルⓇ（Weltec），コンクールマ
ウスリンスⓇ（同）を使用した。保湿剤 pH を重曹で調整
し，ジェル型は pH7.5，リンス型は pH7.9 の試料を作成し
た。pH 測定にはコンパクト pH メータ（LAQUA twin 
HORIBA）を用いた。
　実験方法は実験前に安静時唾液分泌速度量を吐唾法（5
分間）により測定し，その唾液 pH を測定した。その後リ
ンス型試料 10mL で 5 秒間洗口させ，5 分間隔で 30 分間，
それぞれ採取した唾液の分泌速度および唾液 pH を測定し
た。30 分後にジェル型試料 3g を口腔に塗布し，同様に 5
分間隔で測定を行った。pH の平均値の差の比較は t 検定

を行い有意水準はα＝ 0.05 とした。本研究は明海大学歯
学部倫理委員会（A2204）の承認をうけた。
【結果および考察】　リンス型試料の pH は，各対象者 7 名
とも 5 分後は増加を示し，その後徐々に減少し，30 分後
には適用前の値に戻った。ジェル型試料もリンス型試料と
同様の結果を示した。pH には個人差が認められたため，
試料適用前の平均値を 1 として比較した結果においても両
者に有意な差は認められなかった。剤型をジェル型に変え
ても，唾液の洗浄作用の影響を超えてリンス型よりも pH
が高く維持される効果は認められなかった。これは両者の
口腔内停滞時間に差がないことを示唆していると考えられ
た。
【結論】　ジェル状保湿剤適用後の口腔内唾液 pH 変化を検
討した結果，リンス型に比べ有意な差は認められなかっ
た。
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ジェル状保湿剤と液状保湿剤の口腔内停滞時間の比較
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　伊藤佳七子　渡部　茂　金子　潤　藤内　祝
明海大学保健医療学部口腔保健学科
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【目的】　お薬手帳は患者情報の収集に重要である。今回
は，今後歯科医療に従事する歯科衛生学科の学生における
お薬手帳の認識や活用方法を明らかにすることを目的とし
て調査を行った。
【対象および方法】　C 大学歯科衛生学科 1 ～ 4 年生を対象
に，Microsoft Forms を用いて無記名のアンケート調査
を実施した。内容は，お薬手帳の所有・携帯状況，医科・
歯科への持参状況，お薬手帳の電子化に関する知識等とし
た。解析は Wilcoxon の符号付順位和検定にて検討した

（千葉県立保健医療大学研究倫理審査委員会承認番号：
2022‒27）。
【結果および考察】　回答は 47 名より得た（回収率 50.5
％）。お薬手帳を知っている者は 97.9％で，そのうち所有
している者は 86.7％であった。医科への持参は「毎回持参
する」51.3％，「ときどき持参する」28.2％であった。歯科

へはそれぞれ 25.6％，10.3％であり，有意に歯科への持参
頻度が低かった（p ＜ 0.05）。歯科へ持参しない理由は

「歯科ではお薬手帳の提示を求められないため」58.6％が
最多であった。したがって，歯科医療従事者から提示が求
められれば，歯科への持参が増加すると考えられた。
　お薬手帳の日常的携帯は 9 割以上の者が「必要である」
と回答したが，実際には「していない」者が約 8 割を占め
ていた。携帯が阻まれる理由として「かさばるため，電子
媒体ならありだと思う」との意見があったが，電子化につ
いて知っている者は 33.3％にとどまっていた。
【結論】　歯科への持参は 9 割以上の者が必要であると回答
したが，医科と比較した歯科への持参頻度は低かった。電
子媒体のお薬手帳を周知することで，お薬手帳の携帯状況
が改善することが示唆された。
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歯科衛生学科学生におけるお薬手帳の認識と活用に関する調査
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1）東京歯科大学市川総合病院
2）千葉県立保健医療大学健康科学部歯科衛生学科
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【目的】　本研究では，1 ステップ PMTC ペーストのスケ
ーリング後の歯面研磨効果を検討することを目的に，1 ス
テップ PMTC ペーストによる歯面研磨（以下，1 ステッ
プ）と従来の 2 種類の研磨剤による歯面研磨（以下，2 ス
テップ）によって研磨後の歯面の表面粗さに違いがあるの
かどうかを検討した。
【対象および方法】　ヒト抜去歯牙のエナメル質表面を超音
波スケーラーで擦過し，超音波スケーリング後（以下，ス
ケーリング後）の歯面を再現した試料に対して歯面研磨を
行った。歯面研磨方法は 1 ステップと 2 ステップとし，研
磨時間は 1 ステップ 16 秒，2 ステップでは 1 研磨剤につ
き 8 秒（計 16 秒）とした。試料の表面性状の計測とし
て，1. 紙やすりでの試料表面の研磨後，2. 超音波スケーラ
ーでの擦過後，3. 歯面研磨後の計 3 回表面粗さ Ra 値を測
定し，t 検定にて統計解析を行った。なお，本研究は明海

大学保健医療学部内倫理審査の承認を得て実施した。
（MH22-001）
【結果および考察】　どちらの歯面研磨方法においても，ス
ケーリング後と比較して研磨後は有意に表面粗さが小さく
なった（p<0.05）。歯面研磨による表面粗さの変化（スケ
ーリング後の表面粗さ－歯面研磨後の表面粗さ）は，1 ス
テップ 4.54 ± 2.86㎛，2 ステップ 3.17 ± 1.89㎛であり，
歯面研磨方法による有意な差は認められなかったが，1 ス
テップの方が高い表面粗さ回復率を示した。今回の研究で
は，1 ステップと 2 ステップどちらもスケーリング後の歯
面の表面粗さを改善し，かつ研磨方法による差は認められ
なかったため，手順の少ない 1 ステップの活用が歯面研磨
の効率化に有用であると考えられた。
【結論】　1 ステップ，2 ステップ共にスケーリング後の表
面粗さを回復させ，両者に有意な差はなかった。
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【目的】　子どもの口腔衛生状態は，保護者の影響が強く関
連していると考えられ，保護者に適切な歯科保健指導を行
うことが大切であると示唆されている。そこで本研究は，
小学生（以下：児童）の保護者を対象とし，親子の口腔保
健行動の関連性を明らかにすることを目的とした質問紙調
査を行った。
【対象および方法】　研究協力施設である歯科医院に来院し
た児童の保護者のうち同意が得られた 82 名を対象とし，
保護者自身と児童の口腔保健行動に関する無記名自記式質
問紙調査を行った。調査項目は，基本情報，保護者および
児童の口腔保健行動（1 日の歯磨き回数，補助的清掃用具
使用の有無等）とした。親子の口腔保健行動の関連性につ
いて，保護者を口腔保健に対する意識が高い群と普通群の
2 群に分け，児童の口腔保健行動の関連性について，χ2

検定を用いて群間比較を行った。また，児童の学年を低学

年と高学年に分け，それぞれ同様に比較検討を行った。な
お，本研究は明海大学保健医療学部卒業研究倫理審査の承
認を得て行った（MH22-020）。
【結果および考察】　全体の比較では，児童の口腔衛生習慣
において高い群では，自発的に歯を磨く，清掃補助器具を
使用している，口腔の状態への関心がある者の割合が有意
に高かった（p ＜ 0.05）。低学年では，高い群で自発的に
歯を磨く，口腔の状態への関心がある者の割合が有意に高
かった（p ＜ 0.05）。高学年では，高い群でフッ化物配合
の歯磨剤を使用している者の割合が有意に高かった（p ＜
0.05）。本研究結果から，保護者の口腔保健行動が児童の
口腔保健行動に影響を及ぼすことが示唆された。
【結論】　保護者と児童の口腔保健行動の関連性が明らかと
なり，児童のみならず，保護者自身への歯科保健指導を行
うことの重要性が示唆された。
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親子の口腔保健行動の関連性
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【目的】　本研究は，外科的矯正治療を施行した顎変形症患
者の形態面，機能面および社会心理面に焦点を当てた歯科
衛生アセスメントシートを作成し，臨床経験を有する歯科
衛生士に調査を行い，その必要性を評価することを目的と
した。
【対象および方法】　歯科衛生上の問題解決のために情報収
集すべき項目を検討し，歯科衛生アセスメントシートを作
成した。歯科衛生アセスメントシートの内容は，顎変形症
患者の形態，機能および社会心理についての 18 項目から
なる。次に，某大学病院に勤務する歯科衛生士 27 名を対
象にその必要性について質問紙調査を行い，歯科衛生アセ
スメントシートの各項目間の内的整合性と信頼性の検討を
行った。本研究は，明海大学保健医療学部内倫理審査を受
けて実施した。（MH22-016）
【結果および考察】　回答者は 16 名で，回収率は 59.2％で
あった。形態面について情報収集すべき項目の中央値は全

て 4.00，機能面について情報収集すべき項目の中央値は全
て 5.00 であり，歯科衛生アセスメントにおいて必要性が
高いことが明らかになった。顎変形症に対する外科的矯正
治療では，形態面として顔貌が最も変化することから，患
者自身もその変化を自覚しやすいため高い必要性を示した
と考えられる。社会心理面について情報収集すべき項目
は，中央値にばらつきが見られた。また容姿面と機能面と
を比べ，中央値が低く，必要性が低い傾向が認められた。
　歯科衛生アセスメントシートの信頼性を検討した結果，

「機能面について情報すべき項目」と「社会心理面ついて
情報すべき項目」の各項目が，全体として同じ概念を測定
しており，高い信頼性を示した。
【結論】　顎変形症患者の歯科衛生アセスメントにおいて，
顎変形症患者の形態および機能についての情報収集の必要
性が高いことが明らかになった。
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外科的矯正治療を施行した顎変形症患者の歯科衛生アセスメント方法の 
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1）　星合愛子 2）

1）東京歯科大学千葉歯科医療センター
2）明海大学保健医療学部口腔保健学科

キーワード 外科的矯正治療　顎変形症　歯科衛生アセスメントシート
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【目的】　歯科診療は唾液等の体液に触れる機会が多いこと
や歯の切削等により飛散することがあるため，SARS-
COV-2 感染のリスクが高く「新たな感染症を踏まえたガ
イドライン」が策定されるなど，より一層感染予防対策が
なされるようになった。新型コロナウイルス感染症（以下
COVID-19）が流行する現在どのような感染予防対策がな
されているかは明らかになっていない。したがって本研究
では COVID-19 流行以前と流行している現在を調査し比
較することで現状を明らかにし，更なる感染症予防対策の
向上を目的とする。
【対象および方法】　浦安市・市川市歯科医師会会員診療所
計 237 件の歯科医師または歯科衛生士を対象とした。
　質問項目は感染予防対策に関する質問を Google Forms
を用いて実施した。コロナ流行前と現在との感染予防対策

についてカイ二乗検定を用いて比較検討を行った。なお，
本研究は明海大学保健医療学部内倫理審査の承認を得て実
施した（MH22-024）。
【結果および考察】　対象診療所 237 件のうち回答が得ら
れたのは 57 件（回答率 24.0%）であった。グローブの交
換，患者への検温，速乾性擦式製剤の使用，ユニットの清
拭，患者へのうがいの指示，患者への検温の指示等がコロ
ナ前よりも有意に高かった（p ＜ 0.05）。COVID-19 流行
以前より感染予防対策が十分に行われていたが，
COVID-19 流行後は飛沫に対する感染予防対策がより強化
されている傾向がみられた。
【結論】　COVID-19 流行後，歯科診療所における感染予防
対策は向上していると考えられた。
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新型コロナウイルス感染症流行前後での感染症予防対策の変化について
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　宮澤　慶　森下志穂
明海大学保健医療学部口腔保健学科

キーワード 歯科診療所　感染予防対策　新型コロナウイルス感染症
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北海道

角田　裕子
荒川　久悦
佐藤　昌美
青森県

木村　和子
石塚　育子
道尻　紋佳
秋田県

小武海明美

山形県

村越　友子
埼玉県

北浦　涼子
千葉県

野村　摩耶
東京都

須田　正江
成田祐貴子
山本　裕子
福壽　裕紀

神奈川県

金山みづほ
新潟県

江邉真奈美
宮川友里恵
富山県

藤田　奈央
岐阜県

伊左治わかな
静岡県

鈴木　清美

西藤　美穂
愛知県

川田佐代子
三重県

髙松いずみ
滋賀県

土屋　奈美
京都府

相原　直子
大阪府

山田　恵里

桑村　尚美
福池　久恵
樋口　敦子
山本　雅子
瀬 川　 梓
福岡　智子
森下　紅華
兵庫県

岩倉　佳恵
奈良県

乾　 美 保

和歌山県

林　糸津香
玉置　浩美
岡山県

重田雅奈江
広島県

森田　紀子
仁井谷善恵
香川県

山本かおり

愛媛県

川上　三紀
福岡県

高橋由希子
荒巻　裕子
住田　安恵
佐賀県

陣内美穂子
八木　浩子
小部　素子
大川内佳奈美

古藤美貴子
長崎県

岩下ひろ子
三ノ宮美紀
大分県

新名美由樹
藤田　峰子
沖縄県

安仁屋みなみ
平田奈々子

【認定分野A】　生活習慣病予防（特定保健指導―食生活改善指導担当者研修）

北海道

渡邊　恵里
加藤　明美
青森県

原田　千明
日野口尚子
山形県

佐藤　美香

茨城県

中村　郁子
東京都

三浦　綾子
野島　矩子
田口　知実
小林　文子
矢島　秀子

井上　百世
神奈川県

田頭　絹代
山梨県

佐藤美佐子
阿部　裕子
福井県

舘　 陽 子

川端登代美
静岡県

渡邊　陽子
柴山奈都子
愛知県

金原　理佳
向井紗耶香
浅野江里子

赤平　愛華
三重県

久保田加寿美
滋賀県

角田幸栄子
谷地　柚香
大阪府

奥田　理芳

兵庫県

髙田　香織
広島県

尾川　直子
山口県

草野戸美子
高知県

植田　智香

福岡県

川上　恵美
坂梨　裕子
大分県

出納美智代
鹿児島県

寺野くらら

沖縄県

伊禮美由紀
吉田　綾乃

【認定分野A】　摂食嚥下リハビリテーション

北海道

太田　繭子
伊藤　朋江
江戸美奈子
澁谷　友恵
永 橋　 茜
椚田　珠美
福島県

八島真奈美
荒木　友美

茨城県

今西正佐子
群馬県

笠原　好美
赤松　恭子
星野　美里
川田　律子
埼玉県

岩橋　真澄

千葉県

西部有里沙
東京都

鳴海　広美
神奈川県

鈴木　祥子
加藤理恵子
長野県

柏原　夏奈

新潟県

伊藤和佳子
富山県

原田　志穂
岐阜県

廣瀬絵里佳
静岡県

宗田　理華
愛知県

山田　陽子

都筑亜矢子
大阪府

小 南　 史
柳川　朋子
兵庫県

占部　美由
本房ゆかり
玉 置　 綾
奈良県

青木　恭江

武田　好美
岡山県

永田　晴江
広島県

市川稔奈子
大下　雅枝
築尾　慈子
徳島県

丸 崎　 愛
篠原　浩子

薦 田　 茜
香川県

眞鍋　美穂
高知県

小松　由樹
福岡県

秋吉　知美
鴨田　由希
神野　幸恵

長崎県

久家　朋子
熊本県

園田　清子

【認定分野A】　在宅療養指導・口腔機能管理

北海道

大津　久子
佐々木朋子
古川　和代
足立早希子
中山ひかり
青森県

竹内　祐子
宮城県

中 澤 正 絵

栃木県

兵藤　淳子
東京都

吉田　和恵
武藤　久子
江藤　倫子
加藤　理子
丸山　千春
工藤美佑季

神奈川県

鈴 木　 恵
菊池奈穂子
長野県

米沢ひとみ
高山きよ江
矢田麻衣子
石川県

塚本　暁子

福井県

大門　智子
静岡県

武塙　香菜
愛知県

水野　淳子
岩倉　由希
野村　幸乃
三重県

奥田　英未

前川　和子
村 田　 恵
大阪府

上牧左右子
山野視香子
尾形　祐己
下井戸　恵
兵庫県

肥塚美奈子
堂田あかり

登利　早苗
岡山県

藤本　幸恵
広島県

黒田　景子
桒原　里美
香川県

管　真奈美
上村香南子
山下亜矢子

前田　陽子
愛媛県

篠原こずえ
福岡県

平川　裕子
中山　朋美
吉田　涼子
本田　麻樹
佐賀県

山口いづみ

熊本県

永江　千晃
大分県

衛藤　恵美
川村　佳美
鹿児島県

山元　美礼

【認定分野A】　糖尿病予防指導

　日本歯科衛生士会認定歯科衛生士制度規則に基づき、認定分野別に生活習慣病予防（特定保健指導 - 食生活改善指導担当者研修）56 名、摂食嚥
下リハビリテーション 37 名、在宅療養指導・口腔機能管理 46 名、糖尿病予防指導 52 名、医科歯科連携・口腔機能管理 20 名、歯科医療安全管理
36 名、障害者歯科 22 名、老年歯科 8 名、地域歯科保健 1 名、口腔保健管理 1 名、う蝕予防管理 53 名、研修指導者・臨床実地指導者 34 名、合わせ
て 366 名の方々を認定歯科衛生士名簿に登録し、認定証を交付いたしました。各分野において認定歯科衛生士として活躍されることを期待します。

令和4年度日本歯科衛生士会 認定歯科衛生士の紹介
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福島県

佐久間真紗美
栃木県

両角　恵美
埼玉県

竹谷　沙織

東京都

鳴海　広美
川名美智子
牧　 松 美
神奈川県

栗原　行子

岐阜県

山越　陽子
愛知県

金森いづみ
原田　未来
榊原　裕子
加知美穂子

渡邉　理沙
三重県

前田　尚子
滋賀県

溝井　敬子
大阪府

村井亜希子

古 賀　 恵
板並　悠香
秋 山　 遥
吉川　美優
中村　紀子
松山　優花
岩城　一栄

赤松明日香
大森かずみ
尾形　祐己
兵庫県

高見　美佳
破魔　幸枝

奈良県

柳川　京子
谷　 裕 枝
徳島県

高石　和子
上田　甲奈

愛媛県

川上　三紀
佐賀県

古藤美貴子

【認定分野C】　研修指導者・臨床実地指導者

徳島県

福島みどり

【認定分野B】　口腔保健管理
東京都

伊 藤　 奏

【認定分野B】　地域歯科保健
東京都

中 田　 悠
静岡県

佐藤　美紀

寺 田　 泉
橋詰　桃代
愛知県

田中　紘子

大阪府

石川　由美
福岡県

川端　千花

沖縄県

赤嶺あきな

【認定分野B】　老年歯科

北海道

川平　景子
宮城県

堀込ゆかり
小野ゆかり
山田　桂子

埼玉県

大堀　千鶴
佐藤　康子
千葉県

蓮池　祥江
杉本明日美
滝　あかね

矢野　千明
神奈川県

栗原　行子
北山　仁美
村上由岐子
澤田しのぶ

新潟県

山城　知子
福井県

高崎　裕美
笹木　明美
中林　育実

滋賀県

玉井　文子
大阪府

野田めぐみ
道下　千秋
桝井　悦子
外山　裕貴

福永　昌代
兵庫県

赤崎　直美
池田　恵理
奈良県

森　 加 奈

岡山県

小野加寿未
広島県

石田　眞南
中岡美由紀
山根　次美
矢野加奈子

徳島県

橋本千奈美
宮川　章代
愛媛県

長井　礼子
福岡県

林　 光 子

【認定分野A】　歯科医療安全管理

茨城県

鈴木　伶菜
東京都

堀越　咲葵

石川県

畑　 早 苗
島田真菜美
静岡県

勝又たまき

愛知県

飯田　景子
足立　恭子
太田　那菜
和田　鮎美

三重県

春日美智子
滋賀県

上西加奈子

京都府

永谷美紗希
大阪府

向山　和美
吉岡　佳子

兵庫県

高瀬ひかり
伊藤　美咲
広島県

大石　瑞希

保田　紗夜
香川県

楠木　奈央
福岡県

梶原　友里

熊本県

吉良　利沙
鹿児島県

藤崎　郁恵

【認定分野B】　障害者歯科

北海道

塗 田　 泉
岩手県

金野柚佳子
埼玉県

古川　敏子
奥　美恵子
角田　朋美

東京都

下田　哲子
松 田　 梢
鳴海　広美
花木こころ
霜鳥友里江
金子みのり
神奈川県

佐々木小百合

宮本　詩織
田中　里果
新潟県

田巻菜穂子
岐阜県

久世恵里子
小島　綾子
髙松磨由子
野村　玲奈

森　　真由
長屋優里菜
長屋　梨紗
市川　清香
柳沢　梨乃
梅田　麻衣
鈴木　夏奈
田中　由貴
小森　りさ

愛知県

佐々木るり香
大阪府

垣東　佑佳
松本　瑞希
西山　沙織
山田　摩有
枡田　里加
渡邊　貴子

兵庫県

一井　瑞希
北 川　 瞳
田中　古都
森　みのり
岡山県

渡辺　朱理
藤代　万由
西山　由夏

難波みゆき
小畑　幸恵
原田麻依子
小山明日香
徳島県

藤原奈津美
瀬山真莉子
田中　弥生

福岡県

田原　文香
鶴田　智香
塩士　真由
髙橋　綾華

【認定分野B】　う蝕予防管理

北海道

北山まなみ
岩手県

菅原　沙織

宮城県

小松　美保
群馬県

佐田　美子

東京都

細入　枝里
岩嵜　知美
新潟県

伊藤　鮎美

金池千香子
静岡県

増田　彩乃
愛知県

白川　由佳

滋賀県

奥村　裕子
大阪府

横 田　 忍
中西　優実

倉本　裕子
和歌山県

津村　瑞希
香川県

久保　直美

愛媛県

三谷　幸子
福岡県

山岸眞由美
原田　有泉

甲斐　彩香

【認定分野A】　医科歯科連携・口腔機能管理



162

日本歯科衛生学会雑誌投稿規程改正のお知らせ
（必ずご確認ください）

日本歯科衛生学会が刊行する学会雑誌投稿規程の一部を 17 巻 2 号より大幅に追加および変更いたしました。これか
らご投稿いただく会員の皆様には，今号の雑誌投稿規程および投稿の手引きをよくお読みいただいた上で，ご投稿く
ださいますようよろしくお願いいたします。

大きく追加および変更した点は，利益相反（以下，COI）に関する事項の箇所です。研究倫理と COI に関する事項
は，研究を進める上で避けて通ることのできないステップです。

近年，より厳密な研究成果の公表が求められ，特に倫理的な妥当性，COI 開示の遵守については著者の責任に，よ
り重きが置かれるようになりました。本学会でも 2022 年 12 月に利益相反委員会が設置され，そして，「日本歯科衛生
学会研究等の利益相反に関する指針」が策定されました。今号も掲載をしております。多くの会員の皆様にとって
は，なじみの薄い事柄であることもまた事実かと想像いたします。どうぞご一読くださいますようにお願いいたしま
す。

さて，このような状況のもと，医療界，学術界の進歩とともに，当学会雑誌の投稿規程も更新していくべきものと
考えています。論文投稿を考えてくださっている会員の皆様にとっては，重要な事項となりますので，ぜひ，お目通
しくださいますようお願いいたします。つきましては，以下の変更箇所の要点をご確認くださいますようよろしくお
願いいたします。

変更箇所の要点
1 ．論文の分類（資料）について更新
2 ．倫理規定に「医学論文における患者プライバシー保護ならびに研究倫理に関する指針」の遵守を追記
3 ．動物実験に関する規定の追記
4 ．雑誌投稿時に提出する COI 自己申告書に関する規定の追記
5 ．原稿の書き方の一部更新

※利益相反（COI）とは
医学における利益相反（Conflict of Interest：COI）とは，科学的な客観性の確保や患者もしくは被験者の利益や安

全を保護するという医療者や研究者および研究機関の責任に対して，不当な影響を与え，重大なリスクや研究成果の
歪曲を生じうるような利害の対立状況を指します。具体的には，企業等営利団体からの研究資金の提供によって実施
された医学研究の結果の解釈が，資金提供元にとって有利あるいは不利になる可能性がある場合に，公平・公正であ
るべき研究結果の判断に影響をもたらしかねないと第三者から見て懸念される状況を意味します。

� 日本歯科衛生学会　編集委員会
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日本歯科衛生学会雑誌（THE JOURNAL OF JAPAN 
SOCIETY FOR DENTAL HYGIENE）は，歯科衛生の向
上と実践に関する研究論文を受け付ける。

この規程は，日本歯科衛生学会雑誌（以下「本誌」と
いう）に掲載する総説（Review Article），原著（Original 
Article），報告（Report：臨床，症例，調査，活動），資料

（Information：歯科衛生に関する有用なデータ），およびそ
の他の投稿について規定する。

１　本学会雑誌の発行
本誌は，原則として年 2 回発行する。

２　投稿資格
本誌に投稿する筆頭者および共同研究者は，日本歯科

衛生学会会員に限る。なお，編集委員会から依頼された原
稿については，この限りでない。

３　倫理規定
人を対象とする研究については，「ヘルシンキ宣言（1964

年採択，2013 年改訂）に沿ったものとし，別掲の「医学
論文における患者プライバシー保護ならびに研究倫理に関
する指針」を遵守して倫理的に行われており，対象者ある
いは患者にインフォームドコンセントが得られていなけれ
ばならない。人を対象とする研究論文の投稿に際しては，
所属機関あるいは所属施設の倫理審査委員会の承認を得る
ことを必須とする。投稿者の周囲に適切な倫理審査委員会
がない場合は，研究開始前に，本学会で倫理審査を受ける
ことができる。また，投稿する論文の「対象および方法」
において，承認された倫理審査委員会の名称および承認番
号を記載する。なお，倫理審査委員会により非該当となっ
た場合には，その旨を記載する。本学会の倫理審査申請の
手引きを参照のこと。

動物実験は，所属施設の動物実験指針等に準拠し，動
物実験委員会等で承認を得て，その旨を明記すること。

４　利益相反（Conflict of Interest，以下「COI」）
論文の種類にかかわらず COI の有無について，論文末

尾の「引用文献」の前に以下の記載例にならって記載し，
開示すること。なお，論文初回投稿時，「日本歯科衛生学
会雑誌の投稿論文に関わる利益相反（COI）」自己申告書」
を添付すること。
1 ）COI 状態がない場合：「本論文に対して，開示すべ

き利益相反状態はない。」
2 ）COI 状態がある場合：以下に例を示す。
　例）‌�・第一著者は，〇〇株式会社より報酬を受理し

ている。
　　　�・本研究は，著者が所属する〇〇株式会社の研

究費で実施された。

５　原稿内容と分類
1 ）投稿する原稿は，本学会の目的に合った内容で，他

の雑誌に投稿や発表をしていないものに限る。
2 ）投稿の分類は，総説，原著，臨床報告，症例報告，

調査報告，活動報告，資料等とする。総説や論説
は，原則として編集委員会が依頼するものとする。

（1）原著：研究の新規性および独創性の高い研究成果
から得られた歯科衛生領域の論文で，研究目的，方
法，結果が明確で，客観的な考察ならびに結論を含
むもの。さらに当該領域における先行研究について
の論及が十分であり，先行研究と比較してどのよう
な結果が得られたのかという理論的な考察が含まれ
信頼性の高いもの。

（2）臨床報告，症例報告：歯科衛生領域の技法・手法
の改良に有用で信頼性のあるもの。

（3）調査報告：歯科衛生領域の研究や調査等に関する
報告で信頼性のあるもの。

（4）活動報告：歯科衛生領域の個人や団体による活動
等の報告あるいは紹介。

（5）資料：歯科衛生に関する有用なデータの報告ある
いは紹介。

６　原稿の投稿，採否および掲載順序
1 ）オンラインにて投稿する。ウェブ上に設置した「論

文投稿システム」を使用し，原稿ファイル，「著作
権委譲承諾書」および「日本歯科衛生学会雑誌の投
稿論文に関わる利益相反（COI）自己申告書」をア
ップロードする。

2 ）学会に到着した日を原稿受付日とする。
3 ）学会より論文受理の連絡後，論文投稿システムを使

用し，完成原稿をアップロードする。
4 ）投稿原稿の受理は，複数の査読者の意見を参考にし

て，編集委員会で決定する。
5 ）編集委員会は，著者に承認を求めたうえで，原稿の

分類を変更することができる。また，原稿につい

日本歯科衛生学会雑誌投稿規程
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て，加筆・修正等を求めることがある。訂正を求め
られた原稿は，指定期間までに再提出すること。

6 ）投稿論文の掲載順序は，編集委員会が決定する。

７　著作権，複写権の行使
1 ）本誌に掲載された論文の著作権（著作財産権）は，

本学会に帰属する。本学会が必要と認めたときある
いは外部から引用の申請があったときは，編集委員
会で審議し，掲載ならびに版権使用を認めることが
ある。

2 ）著者は，当該著作物の複写権および公衆送信権を日
本歯科衛生学会に委任するものとする。

3 ）掲載された論文の著作権譲渡にあたり，著作権委譲
承諾書に著者全員の署名を行い，投稿原稿とともに
提出すること。

８　掲載料
本文刷り上り 5 頁以内は，無料とする。ただし，これ

を超えた場合は，印刷費，図・表の組版代，製版費，アー
ト紙使用代，および印刷代の実費は，著者負担とする。ま
た，カラー写真の掲載を希望する場合は有料となる。

９　別刷
別刷は，50 部単位とし，実費は著者負担とする。希望

する場合は，論文投稿時に希望部数を記載すること。

10　校正
著者校正は原則として初校のみとする。組版面積に影

響を与える加筆・変更は認めない。

11　原稿の書き方
投稿原稿は，最新の「投稿の手引き」に従って執筆す

ること。準拠しない原稿は編集委員会から加筆・訂正を依
頼することがある。

附則
１　この規程は，平成 21 年 5 月 1 日から施行する。
２　この規程は，平成 23 年 12 月１日から施行する。
３　この規程は，平成 25 年 12 月 1 日から施行する。
４　この規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。
５　この規程は，平成 29 年 12 月 8 日から施行する。
６　この規程は，令和 4 年 12 月 3 日から施行する。
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医療の実施に際して患者のプライバシー保護は医療者
に求められる重要な責務である。一方，医学研究において
医学論文は医学・医療の進歩に貢献してきており，国民の
健康，福祉の向上に重要な役割を果たしている。 医学論
文あるいは学会・研究会において発表される報告では，特
定の患者の疾患や治療内容に関する情報が記載されること
が多い。 その際，プライバシー保護に配慮し，患者が特
定されないよう留意しなければならない。日本歯科衛生学
会雑誌に掲載される症例報告を含む医学論文については，
以下の指針を遵守し，なお一層，学術発表における患者プ
ライバシー保護に努めるものとする。また，人間を対象と
する臨床研究においては，被検者の尊厳と人権に対する配
慮が科学的・社会的利益よりも優先されることを前提と
し，研究者等が円滑に臨床研究を実施するため，世界医師
会によるヘルシンキ宣言ならびに我が国において定められ
た下記の指針ならびに法律上の規範を遵守するものとす
る。

１．患者のプライバシー保護に関する指針
1 ）患者個人の特定が可能となる氏名，カルテ番号，入

院番号，イニシャルまたは「呼び名」等は記載しな
い。

2 ）患者の住所は記載しない。ただし，疾患の発生場所
が病態等に関与する場合は区域（神奈川県，横浜市
など）までに限定して記載する。

3 ）日付は，個人が特定できないと判断される場合でも
年月までの記載にとどめること。

4 ）他の情報と診療科名を照合することにより患者が特
定され得る場合，診療科名は記載しない。

5 ）既に他院などで診断・治療を受けている場合，その
施設名ならびに所在地を記載しない。ただし，救急
医療などで搬送元の記載が不可欠の場合はこの限り
ではない。

6 ）顔写真を提示する際には目隠しを付す。
7 ）症例を特定できる生検，剖検，画像情報に含まれる

番号などは削除する。
8 ）以上の配慮をしても個人が特定される可能性のある

場合は，発表に関する同意を患者本人（または遺族
か代理人，小児では保護者）から得る。

9 ）前項の手続きが困難な場合は，筆頭著者の所属する
施設における倫理委員会もしくは本学会倫理審査委
員会の承認を得ることが望ましい。

２．研究に関する倫理指針
1 ）臨床研究など医学系研究の個人情報の取り扱いなら

びに疫学研究に関しては「人を対象とする生命科
学・医学系研究に関する倫理指針」（文部科学省・
厚生労働省・経済産業省）（令和 4 年 3 月 10 日改
正）による規定を遵守する。

2 ）再生医療について，PRP，脂肪細胞，臍帯血細胞，
幹細胞，iPS 細胞などの使用（臨床・研究）は，「再
生医療等の安全性の確保等に関する法律施行令」

（厚生労働省）（平成 25 年公布， 平成 28 年 8 月 8 日
政令第 278 号）による規定を遵守する。

（注 1）�上記の指針本文等は，管轄各省庁の HP を参照
すること。

（注 2）PRP: Plate-Rich Plasma

医学論文における患者プライバシー保護ならびに研究倫理に関する指針
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日本歯科衛生学会雑誌の投稿論文に関わる利益相反（COI）自己申告書 

 

投稿論文題目：                                       

                                              

 

著者氏名（全員）                                      

 
＊著者全員について，投稿時から遡って，過去 1 年以内の論文内容に関係する企業・組織や団体との COI 状態を記載し

て下さい。配偶者，一親等の親族，収入・財産を共有する者が COI 状態に該当する場合は，「該当者氏名（発表者との関

係）」のように記載して下さい。 

申告すべき事項【申告の基準】 該当の有無 

○有 の場合，①該当者氏名，②該当事

項の概要，③金額，④企業・組織や団

体名などを記載して下さい。 

① ① 報酬額【1 つの企業・組織や団体から年間 100 万円以上】 有 ・ 無  

② ② 株式などによる利益【1 つの企業から年間 100 万円以上，あ

るいは当該株式の 5％以上保有】 
有 ・ 無  

③ ③ 特許権使用料【1 つにつき年間 100 万円以上】 有 ・ 無  

④ ④ 講演料【1 つの企業・組織や団体から年間 50 万円以上】 有 ・ 無  

⑤ ⑤ 原稿料【1 つの企業・組織や団体から年間 50 万円以上】 有 ・ 無  

⑥ ⑥ 研究費・助成金などの総額【1 つの企業・組織や団体から

著者が所属する講座あるいは研究室などに支払われた総額が年間 200

万円以上】 

有 ・ 無  

⑦ ⑦ 奨学（奨励）寄付金などの総額【1 つの企業・組織や団

体から著者が所属する講座あるいは研究室などに支払われた総額が年

間 200 万円以上】 
有 ・ 無  

⑧ ⑧ 企業などが提供する寄付講座【企業などからの寄付講座

に所属している場合に記載】 
有 ・ 無  

⑨ ⑨ 旅費，贈答品などの受領【1 つの企業・組織や団体から年

間 10 万円以上】 
有 ・ 無  

（注）本 COI 自己申告書は投稿後から 3 年間保管されます。 

申告日（西暦）：      年    月    日 

著者所属                            

 

著者氏名（自署）                        
               ※申告書は各自個々に作成してください。  
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1　投稿の方法
１）投稿は，ウェブ上の日本歯科衛生学会論文投稿シ

ステムにオンラインで論文の投稿を行う。
２）投稿は，原稿（本文および図表），「著作権委譲承

諾書」，「日本歯科衛生学会雑誌の投稿論文に関わる
利益相反（COI）自己申告書」を論文投稿システム
上へアップロードする。「日本歯科衛生学会雑誌の
投稿論文に関わる利益相反（COI）自己申告書」
は，初回の論文投稿時に著者全員分を添付するこ
と。学会より論文受理の連絡があった後は，完成し
た論文をシステム上へアップロードする。

３）原稿ファイルは，本文は Microsoft Word 形式と
する。図表は Word，Excel，PowerPoint，PDF，
JPEG 形式とする。

４）二次出版論文投稿については，日本歯科衛生学会
ホームページ内の「二次出版論文投稿の手引き」に
従い，学会事務局に連絡のうえ，編集委員会の承諾
を得る。

2　投稿原稿の作成方法
〔原稿の様式〕
１）原稿は，A4，1 頁 800 字（40 字× 20 行），12 ポ

イントで横書きとする。日本語は，口語体，新かな
づかい，ひらがなとし，フォントは MS 明朝とす
る。英数字は，すべて半角で入力し，原則として
Times New Roman を使用する。

２）英文原稿は，ダブルスペースで 12 ポイントを用
いる。

３）原稿は必ず表紙から通し頁番号をつける。
４）刷り上り原稿の長さは，原則 5 頁とする（和文の

場合は 1 頁約 1800 字，英文の場合は１頁約 1000
語）。また，図表は，各 1 枚が本誌の片段に収まる
ものを標準サイズとした場合，6 枚で刷り上り 1 頁
とする。

〔原稿の記述様式〕
１）原稿の表紙には，中央上段より和文による表題，

著者氏名（姓名間はスペースを空けない，著者氏名
間はコンマで区切る），所属都道府県歯科衛生士会
名，所属機関名（勤務先），英文による表題（文頭
のみ大文字使用），著者氏名（姓 - 名の順で，姓は
すべて大文字，名は頭文字のみ大文字で記載，コン

マで区切る，コンマは和文の場合には「全角」，欧
文の場合には「半角＋半角スペース」とする，括弧

（）は「全角」），キーワード（索引用語：3 ～ 5 語）
の順に 1 行ずつあけて記載する。

複数の著者で所属が異なる場合は，著者氏名の右
肩に番号を振り，所属機関名については著者の下に
記載すること。なお，所属が複数かつ都道府県歯科
衛生士会名が含まれる場合，所属都道府県歯科衛生
士会名を先に記載すること。

例）〇原〇子 1,3），〇田〇 2）

　　 1 ）所属都道府県歯科衛生士会名 A
　　 2 ）所属都道府県歯科衛生士会名 B
　　 3 ）所属機関名 C
２）原著論文は原則として，はじめに（または緒

言），対象および方法，結果，考察，結論，引用文
献の順に記載する。症例報告では，はじめに（また
は緒言），症例の概要，治療経過，考察，結論，引
用文献の順に記載する。また，英文抄録（300 語以
内）と，和文抄録（600 字以内）を記載する。原著
論文以外の論文もこれに準ずるが，英文抄録および
和文抄録は必ずしも必要としない。和文抄録，英文
抄録は原則として，目的，対象および方法，結果，
結論の順に記載する。また，大項目間は 1 行空ける
こと。

３）文中の項目を細分する場合は，Ⅰ．　Ⅱ．・・，
1．　2．・・，1）　2）・・，（1）　（2）・・，a  b・・
の順とする。

４）微生物，動植物などの学名は，二名法によりイタ
リックとし，最初の文字だけ大文字で書く。たびた
び使用する場合は，2 回目以後，属名を省略してもよ
い。

　例）Streptococcus mutans　⇒　S．mutans 
５）歯式の記載方法

本文中の歯式は漢数字を用いて，上顎右側第一大臼
歯のように具体的に明記するか，Zsigmondy’s 
system（例：右上 6），あるいは Two-Digit system

（例：16）を用いて表記する。
６）図表の書き方

（1）原則として，データを図と表に重複して記載しな
い。また，図表の枚数は必要最低限にとどめる。

（2）図表の説明は，原則として本文と同一の言語と

日本歯科衛生学会雑誌「投稿の手引き」
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し，図 1，表 1 と記載する。本文で引用順に，図
（写真を含む）は，図 1，図 2・・，表は，表 1，表
2・・のように一連番号を付けて，本文の最後に記
載する。図表は本文とは別にファイルで提出する。

（3）本文中の挿入箇所を本文中該当部分の右欄外に図
１などと朱書きする。

（4）図（写真を含む），表は，原則として，白黒プリ
ントとする。

（5）図のタイトルは下に，表のタイトルは上に記載す
る。

７）引用文献について
（1）本文中の文献引用箇所には，その右肩に一連番号

を付した文献番号を記載する（例えば，「金澤らは
･･･ ということを指摘している15）。」のように）。

（2）本文最終項目の「引用文献」欄に次のように番号
順に記載する。また，同一箇所で複数引用した場合
は，年代順に並べる。同時に多数の文献を引用する
場合には，「・・多数の報告がある2，3，7）。」「・・の
報告がある1－10）。」

（3）雑誌論文の場合は，著者名（全員とする）：表
題，掲載誌名，掲載巻（号）：通巻頁の始－終，西
暦年．の順に記載する。雑誌略名は，当該雑誌で規
定されている略名を採用する。

　例）１）�○原○子，○田○：学童期における永久歯
齲蝕罹患予測指標の検討，日衛学誌，2（2）：
13-18，2008．

　　　２）�Yoshida N，Aso T，Asaga T，Okawa Y，
Sakamaki H，Masumoto T，Matsui K，
Kinoshita A : Introduction and evaluation of 
computer -ass i s ted educat i on in an 
undergraduate dental hygiene course，Int J 
Dent Hygiene，10（1）：61-66，2012.

（4）単行本の場合は，著者名：表題，書名，発行所，
発行地，版，西暦年，引用頁の始－終の順に記載す
る。

　例）1）�○井○子：高齢者の口腔ケアと QOL の向上，
歯科衛生士のための高齢者歯科学，永末書
店，京都，第 1 版，2005，299-304．

（5）インターネットウェブサイトから引用する場合，
引用箇所には引用順に文献番号を掲載する。著者
は，読者からの請求があったときには，引用したウ
ェブサイトの該当頁を送付できるように，手元に保
管しておくこと。但し，極力，原著論文からの引用
に努めること。

　例）�文部科学省・厚生労働省省令：歯科衛生士学校
養成所指定規則．文部科学省・厚生労働省．平成
二七年三月三一日改正．http://law.e-gov.go.jp/
htmldata/S25/S25F03502001001.html（2016 年 11
月 1 日アクセス）

8 ）原稿の終わりに「著者への連絡先」として，筆頭
著者名と責任著者名を記載すること。責任著者
は、論文掲載後に論文の責任者として問い合わせ
を受ける著者である。それぞれの氏名，所属，
E-mail アドレスを記載すること。筆頭著者と責
任著者が同じ場合は，筆頭著者のみでよい。
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（目的）
第 1 条　日本歯科衛生学会（以下「本学会」という。）

は，公益社団法人日本歯科衛生士会（以下「本会」と
いう。）定款第 4 条二号および第 40 条の規定に基づ
き，本学会会員（以下「学会員」という。）が行う

「人」を対象とする歯科衛生研究が，「ヘルシンキ宣
言」の趣旨に沿い，かつ文部科学省，厚生労働省等が
示す倫理指針に準拠し，倫理的観点および科学的観点
のもとに行われることを目的とする。

（委員会の設置）
第 2 条　前条の目的を達成するため，日本歯科衛生学会

長（以下「学会長」という。）は，本学会に倫理審査
委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（審査の対象）
第 3 条　この規程に基づく審査の対象となる研究は，学

会員が所属する研究機関に倫理審査委員会がない場合
で，学会員が主たる研究者である場合とする。

（委員会の構成）
第 4 条　委員会は学会長の下に置き，次の各号に掲げる

委員をもって構成する。
（1）歯科衛生分野および歯科衛生士教育の専門家か

ら若干名
（2）歯科医学・医療の専門家から 2 名
（3）法律学の専門家または人文・社会科学専門の有

識者から 1 名
（4）本学会顧問 1 名
（5）一般の立場を代表する者から 1 名
（6）その他学会長が必要と認めた者
2 　前項の委員は，本学会幹事会の議を経て本会理事

会において選任し，学会長が委嘱する。
3 　委員の任期は 2 年とし，再任を妨げない。ただ

し，委員に欠員が生じた場合は，前項の選任手続き
に従ってこれを補充し，後任者の任期は前任者の残
任期間とする。

4 　委員は男女両性をもって構成する。
5 　委員会に委員長および副委員長を置く。委員長は

委員の互選により選出し，委員長は副委員長を指名
する。委員長に事故ある時は副委員長がその職務を
代理する。

（役割・責務）
第 5 条　委員会は，学会長から研究の実施の適否等につ

いて意見を求められた場合には，文部科学省，厚生労
働省等が示す倫理指針に基づき，倫理的観点および科
学的観点から，研究者等の利益相反に関する情報も含
めて公平かつ中立的に審査を行い，文書により意見を
述べなければならない。

（申請手順き）
第 6 条　審査を申請しようとする者は，別に定める手引

きに従い，別紙による申請書等に必要事項を記載し，
原本 1 部および別に定める部数を学会長に提出する。
2 　学会長は，歯科衛生研究倫理審査申請書等（様式

1 － 4）を受理したときは速やかに委員会に諮問す
る。

（議事）
第 7 条　委員会は，委員の 3 分の 2 以上の出席がなけれ

ば会議を開くことができない。
2 　審議または採決の際には，法律学・人文科学の専

門分野または一般の立場を代表する委員が 1 名以上
出席しなければならない。

3 　審査の対象となる歯科衛生研究に携わる者は，当
該研究に関する審議または採決に参加してはならな
い。ただし，委員会の求めに応じて会議に出席し，
説明することはできる。

4 　学会長は，必要に応じ，会議に出席することがで
きる。ただし，委員会の委員になること並びに審議
および採決に参加することはできない。

5 　審査の判定は，出席委員全員の合意によるものと
し，次の表示により行う。

（1）非該当
（2）承認
（3）不承認
6 　委員会は，審査結果報告書（様式 5）を学会長に

提出する。
7 　審査経過および判定結果の記録は 5 年間保存す

る。

（迅速審査）
第 8 条　委員会は，以下の（1）から（3）のいずれかに

該当する審査について，委員会が指名する 2 名以上の

日本歯科衛生学会 倫理審査委員会規程
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委員による審査（以下，「迅速審査」という。）を行う
ことができる。迅速審査の結果は委員会の意見として
取り扱うものとし，当該結果は全ての委員に報告しな
ければならない。
（1）研究計画の軽微な変更
（2）共同研究であって，主たる研究機関で倫理審査

委員会の承認を受けているもの
（3）研究対象者に対して最小限の危険（日常生活や

日常的な医学検査で被る身体的，心理的，社会
的危害の可能性の限度を超えない危険であっ
て，社会的に許容される種類のものをいう。）
を超える危険を含まない研究計画

（決定）
第 9 条　学会長は，委員会から前条の審査結果報告書に

よる答申を受けたときは，委員会の意見を尊重し，当
該研究計画の実施を許可するか否かを決定し，審査結
果通知書（様式 6）により申請者に通知する。

（結果の報告等）
第 10 条　前条により審査が承認された者は，承認され

た研究が終了したときは，委員会を経て学会長あてに
研究結果報告書（様式 7）を提出しなければならな
い。

（守秘義務）
第 11 条　委員は，職務上で知り得た個人および研究計

画等に関する情報等について，正当な理由なく漏らし
てはならない。委員を退いた後も同様とする。

（情報公開）
第 12 条　学会長は，委員会の規程，手順書，委員名

簿，会議の記録およびその概要を公表しなければなら
ない。

（調査への協力）
第 13 条　学会長は，委員会が国が定める倫理指針に適

合しているか否かについて，文部科学大臣，厚生労働
大臣等が実施する実地または書面による調査に協力し
なければならない。

（教育・研修）
第 14 条　学会長は，委員会委員に対して，国が定める

倫理指針等に関する教育・研修を実施しなければなら
ない。
2 　学会長は，学会員の歯科衛生研究の倫理に関する

講習その他必要な教育を受けるための措置を講じな
ければならない。

（調査）
第 15 条　委員会は，倫理審査が承認され，実施中また

は終了した歯科衛生研究について，その適正性および
信頼性を確保するための調査を行うことができる。

（事務）
第 16 条　委員会の事務は，本学会事務局において処理

する。
2 　事務局職員は，審査等に係わる事務を行う上で知

り得た個人および研究計画等に関する情報につい
て，正当な理由なく漏らしてはならない。事務局職
員を退いた後も同様とする。

（申請に係る経費）
第 17 条　審査を申請した者は，審査に必要な経費とし

て別に定める審査料を納める。ただし，学会長が認め
る場合においてはこの限りではない。

（規程の改廃）
第 18 条　本規程の改廃は，委員の 3 分の 2 以上の合意

を得，本学会幹事会の議を経て，本会理事会において
これを定める。

（運営細則）
第 19 条　この規程に定めるもののほか，委員会の運営

に関し必要な事項は，委員長が委員会に諮り，本学会
幹事会の承認を得て運営細則に定める。

附　則
1 　本規程は，平成 26 年 4 月 1 日から施行する。
2 　令和 4 年 1 月 25 日一部改正
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（趣旨）
第 1 条　この運営細則は，日本歯科衛生学会倫理審査委

員会規程に基づき，倫理審査委員会（以下「委員会」
という。）の運営に必要な事項を定める。

（委員会の開催）
第 2 条　委員会は委員長が招集し，原則として年 2 回
（9 月，3 月）開催する。

2 　前項に関わらず，委員長は必要に応じて委員会を
招集することができる。

（申請書等の事前確認に関する事項）
第 3 条　委員長は，歯科衛生研究倫理審査申請書等を事

前に確認するため，委員会規程第 4 条第 1 項に規定す
る委員のうちから若干名の委員を指名することができ
る。

（不服申立に関する事項）
第 4 条　申請者は審査結果に対して，具体的な理由を付

して不服申立を行うことができる。
2 　不服申立は，結果の報告を受けてから 14 日以内

でなければならない。

（経費に関する事項）
第 5 条　審査に必要な経費として申請者は申請 1 件につ

き 1 万円を本学会に納める。
2 　当該審査の経費納入と，申請者の当該年度の本学

会年会費の納入を確認の上，審査の結果を申請者に
通知する。

3 　自然災害等，原則として本人の責めによらない事
由により研究期間が延長となった場合，学会長が認
める場合は再審査に係る第１項の経費を免除するこ
とができる。

（審査有効期間に関する事項）
第 6 条　審査有効期間は承認を受けてから研究終了予定

日までとする。ただし，終了予定日を超える場合は再
度審査を必要とする。

附　則
1 　本運営細則は，平成 26 年 4 月 1 日から施行する。
2 　平成 28 年 12 月 1 日一部改正
3 　令和 4 年 1 月 25 日一部改正

日本歯科衛生学会 倫理審査委員会運営細則

倫理審査申請は，日本歯科衛生学会ホームページから，倫理審査申請の手引き，申請様式等をダウンロードし，申請
してください。
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第１条　目的
日本歯科衛生学会（以下，本学会）は，会員の研究等

の利益相反（Conflict of Interest:COI）状態を公正に管理す
るために「研究等の利益相反に関する指針」（以下，利益
相反指針）を策定し，会員の研究等の公正・公平さを維持
し，透明性，社会的信頼性を保持しつつ産学連携による研
究等の適正な推進を図るものとする。

第２条　対象者
利益相反指針は，COI 状態が生じる可能性のある以下

の対象者に適用する。
（1）本学会会員
（2）本学会が実施する学術大会等の発表者
（3）本学会が発行する学会雑誌等の著者
（4）本学会が実施する研究・教育および調査に係る研

究者
（5）（1）～（4）の対象者の配偶者，一親等の親族，

または収入・財産を共有する者

第３条　対象となる事業活動
利益相反指針の対象となる事業活動の例は，以下のと

おりである。
（1）本学会学術大会等の開催
（2）本学会雑誌の発行
（3）本学会が実施する研究・教育および調査事業
（4）その他，本学会会員の目的を達成するために必要

な事業活動

第４条　申告すべき事項
対象者は，個人における以下の（1）～（10）の事項に

ついて，利益相反指針の定める基準を超える場合には，そ
の正確な状況を，所定の様式により，本学会学会長（以
下，学会長）に申告するものとする。申告された内容の具
体的な開示，公開方法は利益相反指針の定めるところによ
り行うものとする。
（1）企業・法人組織，営利を目的とする団体の役員，

顧問職，社員などへの就任
（2）企業の株の保有
（3）企業・法人組織，営利を目的とする団体からの特

許権使用料
（4）企業・法人組織，営利を目的とする団体から，会

議の出席（発表）において，研究者を拘束した時

間・労力に対して支払われた日当（講演料など）
（5）企業・法人組織，営利を目的とする団体がパンフ

レットなどの執筆に対して支払った原稿料
（6）企業・法人組織，営利を目的とする団体が提供す

る臨床研究費（治験，臨床試験費など）
（7）企業・法人組織，営利を目的とする団体が提供す

る研究費（受託研究，共同研究，寄付金など）
（8）企業・法人組織，営利を目的とする団体がスポン

サーとなる寄付講座
（9）企業・法人組織，営利を目的とする団体に所属す

る人員・設備・施設が，研究遂行に提供された場合
（10）その他，上記以外の旅費（学会参加など）や贈

答品などの受領

第５条　COI 自己申告の基準
前条で規定する基準は以下の通りとする。下記の基準

の金額には消費税額を含まないものとする。
（1）企業・組織や団体の役員，顧問職，社員について

は，1 つの企業・組織や団体からの報酬額が年間
100 万円以上とする。

（2）株式の保有については，1 つの企業についての年
間の株式による利益（配当，売却益の総和）が 100
万円以上の場合あるいは当該全株式の 5％以上を所
有する場合とする。

（3）企業・組織や団体からの特許権使用料について
は，1 つの権利使用料が年間 100 万円以上とする。

（4）企業・組織や団体から，会議の出席（発表）にお
いて，研究者を拘束した時間・労力に対して支払わ
れた日当（講演料など）については，1 つの企業・
団体からの総額が年間 50 万円以上とする。

（5）企業・組織や団体から支払われたパンフレットな
どの執筆に対する原稿料については，1 つの企業・
組織や団体からの総額が年間 50 万円以上とする。

（6）企業・組織や団体が提供する研究費については，
1 つの企業・団体から歯科医学研究（受託研究費，
共同研究費，臨床試験など）に対して支払われた総
額が年間 200 万円以上とする。

（7）企業・組織や団体が提供する奨学（奨励）寄付金
については，1 つの企業・組織や団体から，申告者
個人または申告者が所属する部局あるいは研究室の
代表者に支払われた総額が年間 200 万円以上の場合
とする。

日本歯科衛生学会研究等の利益相反に関する指針
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（8）企業・組織や団体が提供する寄付講座に申告者ら
が所属している場合とする。

（9）その他，研究とは直接無関係な旅行，贈答品など
の提供については，1 つの企業・組織や団体から受
けた総額が年間 10 万円以上とする。

第６条　（COI 自己申告書の取り扱い）
第 1 項

本学会の学術大会等での発表に係る抄録登録時，本
学会雑誌への論文投稿時あるいは本学会が実施する研
究・教育および調査事業の実施にあたり，研究倫理審
査申請書と併せて提出される COI 自己申告書は，受
理日から 3 年間，学会長の監督下に本学会事務所で厳
重に保管されなければならない。ただし，本学会雑誌
の投稿規程等において，COI 自己申告について別に
定めのある場合は，その定めによる申告をもって，利
益相反指針における COI 自己申告に代えることがで
きる。
第 2 項

COI 情報は，原則として非公開とする。COI 情報
は，本学会の活動，各種委員会の活動などに関して，
本学会として社会的 ･ 道義的な説明責任を果たすため
に必要があるときは，幹事会の議を経て，必要な範囲
で本学会の内外に開示若しくは公表することができ
る。但し，当該問題を取り扱うに適切な特定の理事に
委嘱して，利益相反委員会（以下，COI 委員会）の
助言のもとにその決定をさせることを妨げない。この
場合，開示もしくは公開される COI 情報の当事者
は，幹事会若しくは決定を委嘱された理事に対して意
見を述べることができる。但し，開示もしくは公表に
ついて緊急性があって意見を聞く余裕がないときは，
その限りではない。
第 3 項

本学会の非会員から特定の会員を指名しての開示請
求（法的請求も含めて）があった場合，妥当と思われ
る理由があれば，学会長からの諮問を受けて COI 委
員会が個人情報の保護のもとに適切に対応する。しか
し，COI 委員会で対応できないと判断された場合に
は，学会長が指名する会員若干名および外部委員 1 名
以上により構成される利益相反調査委員会を設置して
諮問する。利益相反調査委員会は開示請求書を受領し
てから 30 日以内に委員会を開催して可及的すみやか
にその答申を行う。

第７条　（利益相反委員会（COI 委員会））
利益相反委員会（以下，COI 委員会）は学会長の下に

置き，COI 委員会の組織，業務等に関わる事項は別に定
める。COI 委員は知り得た COI 情報についての守秘義務
を負う。COI 委員は幹事会と連携して，本指針に定める
ところにより，会員の COI 状態が深刻な事態へと発展す
ることを未然に防止するための管理と違反に対する対応を
行う。委員にかかる COI 事項の報告ならびに COI 情報の
取扱いについては，第 6 条の規定を準用する。

第８条　（違反者に対する措置）
提出された COI 自己申告事項について，疑義もしくは

社会的・道義的問題が発生した場合，本学会として社会的
説明責任を果たすために COI 委員会が十分な調査，ヒア
リングなどを行ったうえで適切な措置を講ずる。深刻な利
益相反状態があり，説明責任が果たせない場合には，学会
長は幹事会で審議のうえ，当該発表予定者の学会発表や論
文発表の差止めなどの措置を講じることができる。既に発
表された後に疑義などの問題が発生した場合には，学会長
は事実関係を調査し，違反があれば掲載論文の撤回などの
措置を講じ，違反の内容が本学会の社会的信頼性を著しく
損なう場合には，必要な措置を講じることができる。

第９条　（不服申し立て）
第 1 項：不服申し立て請求

第 8 条により，違反措置の決定通知を受けた者は，
当該結果に不服があるときは，幹事会議決の結果の通
知を受けた日から 7 日以内に，学会長宛ての不服申し
立て審査請求書を本学会事務局に提出することによ
り，審査請求をすることができる。審査請求書には，
学会長が文書で示した決定理由に対する具体的な反論
･ 反対意見を簡潔に記載するものとする。その場合，
学会長に開示した情報に加えて異議理由の根拠となる
関連情報を文書で示すことができる。
第 2 項：不服申し立て審査手続

１．不服申し立ての審査請求を受けた場合，学会長
は速やかに不服申し立て審査委員会（以下，審査
委員会という）を設置しなければならない。審査
委員会は学会長が指名する本学会会員若干名およ
び外部委員 1 名以上により構成され，委員長は委
員の互選により選出する。COI 委員は審査委員
会委員を兼ねることはできない。審査委員会は審
査請求書を受領してから 30 日以内に委員会を開
催してその審査を行う。

２．審査委員会は，当該不服申し立てにかかる
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COI 委員会委員長ならびに不服申し立て者から
意見を聴取することができる。

３．審査委員会は，特別の事情がない限り，審査に
関する第 1 回の委員会開催日から 30 日以内に不
服申し立てに対する答申書をまとめ，幹事会に提
出する。

４．幹事会は不服申し立てに対する審査委員会の裁
定をもとに最終処分を決定する。

第 10 条　（守秘義務違反者に対する措置）
COI 情報を管理する上で，個人の COI 情報を知り得た

本学会事務局職員は，関係役職者と同様に第 6 条第 2 項に

定める守秘義務を負う。正規の手続きを踏まず，COI 情
報を意図的に部外者に漏洩した関係者や事務局職員に対し
て，幹事会は罰則を科すことが出来る。

第 11 条　（指針の改正）
本指針は，社会的要因や産学連携に関する法令の改

正，ならびに医療および臨床研究に関わる諸条件の変化等
に適合させる必要がある場合，COI 委員会の答申に基づ
き，幹事会の議を経て改正することができる。

附　則
１．本指針は，令和４年 12 月３日より実施とする。
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日本歯科衛生学会 COI 自己申告書 
 

 
申告者氏名 ：                
 
申 告 理 由 ：                                 

 

項  目 該当の状況 有であれば、企業・団体名などの記載 

① 報酬額 
 1 つの企業・団体から年間 100 万円以上 

有 ・ 無  

② 株式の利益  
 1 つの企業から年間 100 万円以上，あるいは当

該株式の 5％以上保有 
有 ・ 無  

③ 特許使用料  
 1 つにつき年間 100 万円以上 

有 ・ 無  

④ 講演料  
 1 つの企業・団体からの年間合計 50 万以上 

有 ・ 無  

⑤ 原稿料  
 1 つの企業・団体から年間合計 50 万円以上 

有 ・ 無  

⑥ 研究費・助成金などの総額  
 1つの企業・団体から申告者個人もしくは申告者

が所属する講座あるいは研究室などに支払われ

た総額が年間 200 万円以上 

有 ・ 無  

⑦ 奨学（奨励）寄付などの総額  
 1つの企業・団体から申告者個人もしくは申告者

が所属する講座あるいは研究室などに支払われ

た総額が年間 200 万円以上 

有 ・ 無  

⑧ 企業などが提供する寄付講座  
 （企業などからの寄付講座に所属している場合

に記載） 
有 ・ 無  

⑨ 旅費，贈答品などの受領  
 1 つの企業・団体から年間 10 万円以上 

有 ・ 無  

１．提出時から遡って１年間以内の COI 状況を申告してください。 
２．本 COI 自己申告書は受理後 3 年間保管されます。 
 

申告日（西暦）：    年  月  日 

              （署名）                        
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日本歯科衛生学会 COI 自己申告書 

（配偶者、一親等内の親族、または収入・財産を共有する者） 
 
 

申告者氏名 ：                
 
申 告 理 由 ：                                 

 

項  目 該当の状況 有であれば、企業・団体名などの記載 

① 報酬額 

 1 つの企業・団体から年間 100 万円以上 有 ・ 無  

② 株式の利益  

 1 つの企業から年間 100 万円以上，あるいは当

該株式の 5％以上保有 
有 ・ 無  

③ 特許使用料  

 1 つにつき年間 100 万円以上 有 ・ 無  

④ 講演料  

 1 つの企業・団体からの年間合計 50 万以上 有 ・ 無  

⑤ 原稿料  

 1 つの企業・団体から年間合計 50 万円以上 有 ・ 無  

⑥ 研究費・助成金などの総額  

 1 つの企業・団体から申告者個人もしくは申告

者が所属する講座あるいは研究室などに支払わ

れた総額が年間 200 万円以上 

有 ・ 無  

⑦ 奨学（奨励）寄付などの総額  

 1 つの企業・団体から申告者個人もしくは申告

者が所属する講座あるいは研究室などに支払わ

れた総額が年間 200 万円以上 

有 ・ 無  

⑧ 企業などが提供する寄付講座  

 （企業などからの寄付講座に所属している場合

に記載） 
有 ・ 無  

⑨ 旅費，贈答品などの受領  

 1 つの企業・団体から年間 10 万円以上 有 ・ 無  

１．提出時から遡って１年間以内の COI 状況を申告してください。 
２．本 COI 自己申告書は受理後 3 年間保管されます。 
 

申告日（西暦）   年  月  日 

              （署名）                        
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（目的）
第１条　本委員会は産学連携活動により生じる利益相反

問題に適切に対処することにより，本学会会員（以
下，会員）および本学会の名誉および社会的信用を保
持することを目的とする。

（設置）
第２条　日本歯科衛生学会（以下，本学会）は，日本歯

科衛生学会研究等の利益相反に関する指針第 7 条の規
定に基づき，利益相反委員会（以下，本委員会）を置
く。

（所掌事項）
第３条　本委員会は，次の事項を所掌する。
（1）利益相反に関する調査，審議，審査マネジメン

ト，改善措置の提案，勧告に関する事項
（2）その他，利益相反に係る必要事項

（組織）
第４条　本委員会は，学会長の下に置き，次の各号に掲

げる委員をもって組織する。
（1）本学会学会長（以下，学会長）が指名する会員若

干名。
（2）本学会顧問 1 名

２　委員は，本学会幹事会の議を経て日本歯科衛生
士会（以下，本会）理事会において選任し，学会
長が委嘱する。

３　委員長は委員の互選により選出する。
４　委員の任期は 2 年とし，再任を妨げない。委員

に欠員が生じた場合は，これを補充するものと
し，その任期は，前任者の残任期間とする。

（会議）
第５条　本委員会は，必要の都度，委員長が招集する。

２　本委員会は，委員の３分の２以上の出席をもって
成立する。

３　本委員会が必要と認めたときは，委員以外の者の
出席を求め，意見を聴くことができる。

（改廃）
第６条　本規程の改廃は，委員の 3 分の 2 以上の合意を

得，本学会幹事会の議を経て，本会理事会の承認を得
なければならない。

附　則
本規程は，令和４年 12 月３日から施行する。

日本歯科衛生学会利益相反委員会規程
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第１章　総　　　則

（趣旨）
第１条　この規則は，公益社団法人日本歯科衛生士会（以

下「日本歯科衛生士会」という。）定款第４０条の規定
に基づき，日本歯科衛生学会（以下「本学会」という。）
の運営に関し必要な事項を定める。

（名称）
第 ２ 条　 本 学 会 は， 日 本 歯 科 衛 生 学 会（The Japan 

Society for Dental Hygiene）という。

（目的）
第３条　本学会は，歯科衛生の向上と実践に根ざした学

術研究の振興に努め，もって人々の健康と福祉に貢献
することを目的とする。

（事業）
第４条　本学会は，前条の目的を達成するため，次の事

業を行う。
一　学術大会の開催
二　学会雑誌の発行
三　歯科衛生の向上と実践に関する調査及び研究
四　専門分科会の推進
五　その他本学会の目的達成に必要な事業

（事務所）
第５条　本学会は，事務所を日本歯科衛生士会内（東京

都新宿区大久保二丁目 11 番 19 号）に置く。

第２章　学会会員

（学会会員）
第６条　学会会員（以下「学会員」という。）は，次のと

おりとする。
一　第一会員　日本歯科衛生士会正会員
二　第二会員　第一会員以外で，本学会に直接入会し

た個人会員
三　賛助会員　日本歯科衛生士会の賛助会員であり，

本学会の目的に賛同する企業・団体
四　学生会員　日本歯科衛生士会学生会員

（入会手続き及び学会会費）
第７条　前条各号における学会員の入会手続き及び学会

会費等は，日本歯科衛生士会「会員規程」，「会費規程」

及び「日本歯科衛生学会運営細則」に定める。

第３章　役　員　等

（役員）
第８条　本学会に次の役員を置く。
学会長　　１名
学会理事　１～２名
２　学会長は，日本歯科衛生士会会長又は第一会員の中

から学会幹事会が推薦し，日本歯科衛生士会理事会（以
下「理事会」という。）において選任された者をもって
あて，本学会を統括する。

３　学会理事は，日本歯科衛生士会理事をもってあて，
学会事業を執行する。

（学会委員）
第９条　本学会に学会委員若干名を置く。
２　学会委員は，第一会員及び学会長が指名する有識者

をもって構成する。
₃　前項の規定にかかわらず，倫理審査委員会委員は，

倫理審査委員会規程第４条に基づき構成する。
₄　学会委員は，学会幹事会の議を経て，理事会におい

て決定し，学会長が委嘱する。

（学会幹事）
第 10 条　学会長は，学会委員の中から学会幹事長 1 名，

学会副幹事長２名及び学会幹事３名を指名する。
２　学会幹事は，学会委員の業務別に委員会を構成し，

委員長として委員会の業務を統括する。委員長は，学
会委員の中から必要に応じて副委員長を指名すること
ができる。

（学術大会長）
第 11 条　学術大会に学術大会長（以下「大会長」という。）

を置く。
₂　大会長は，開催担当都道府県歯科衛生士会（以下「開

催担当県会」という。）会長または開催担当県会長が第
一会員の中から推薦する者とし，学会運営協議会の議
を経て，理事会において決定する。

₃　大会長は，学術大会準備委員会を組織し，学術大会
開催に伴う業務を執行する。

₄　大会長の任期は，当該学術大会の任務が終了するま
でとする。

公益社団法人日本歯科衛生士会 日本歯科衛生学会規則
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（学会顧問）
第 12 条　本学会に学会顧問を若干名置くことができる。
２　学会顧問は，学会幹事会の推薦を得て，理事会にお

いて決定し，学会長が委嘱する。
３　学会顧問は，学会長の諮問に応え，会議に出席して

意見を述べることができる。
４　学会顧問の任期は，その委嘱した学会長の在任期間

とする。

第４章　会　　　議

（学会運営協議会）
第 13 条　本学会の円滑な運営を図るため，学会運営協議

会を年１回以上開催し，次の事項を協議する。
一　学術大会開催担当県会及び大会長の選出に関する

事項
二　その他学会運営に必要な事項

２　学会運営協議会の構成は，次のとおりとし，学会長
が招集する。

学会長
学会理事
学会幹事長，副幹事長及び学会幹事
大会長
次期大会長
その他学会長が必要と認めた者

３　学会運営協議会の議長は，学会長がこれにあたる。

（学会幹事会）
第 14 条　学会幹事会は，学会長および学会幹事により構

成し，学会事業の企画運営及び業務の実施に関する事
項を審議する。ただし，必要に応じて大会長又は次期
大会長が出席することができる。

２　学会幹事会は，学会長が招集する。
３　学会理事は，学会幹事会に出席し，審議事項につい

て意見を述べ，理事会との連携・調整を図るものとする。

（学術プログラム委員会）
第 15 条　学術大会の企画主旨及び学術大会プログラム編

成等について協議するため，年 1 回，学術プログラム
委員会を開催する。

２　学術プログラム委員会の構成は次のとおりとし，学
会長が招集する。

学会長
学会幹事長，副幹事長及び幹事
学術大会大会長及び準備委員長
日本歯科衛生士会会長及び学会担当理事
その他学会長が必要と認めた者

（学術表彰選考委員会）
第 16 条　日本歯科衛生士会表彰規程第７条第四号の規定

に基づく学術賞の表彰授賞者を選考するため，学術表
彰選考委員会を開催する。

２　学術表彰選考委員会の構成は次のとおりとし，学会
長が招集する。

学会長
学会顧問
学会幹事長，副幹事長及び幹事
日本歯科衛生士会会長，専務理事及び学会担当理事

３　学術表彰選考委員会の運営に関し必要な事項は，学
術表彰選考要領に定める。

（学会委員会）
第 17 条　学会委員会は，学会委員により構成し，業務別

に次の委員会を置く。各委員会は，担当の学会幹事が
招集する。
一　企画第一委員会
二　企画第二委員会
三　編集委員会
四　総務委員会
五　倫理審査委員会
六　利益相反委員会

２　学会長及び学会幹事長は，必要に応じて前項第一号
から第六号に掲げる委員会に出席し，意見を述べるこ
とができる。

３　第１項第五号に規定する倫理審査委員会の運営に関
し必要な事項は，倫理審査委員会規程に定める。

４　第１項第六号に規定する利益相反委員会の運営に関
し必要な事項は，利益相反委員会規程に定める。

５　各委員会の任務は別に定める。

第５章　学術大会

（開催）
第 18 条　本学会の学術大会は，毎年１回以上開催する。
２　学術大会において専門領域別・研究集会を開催する

ことができる。
３　学術大会の開催地及び開催担当県会は，学会運営協

議会の議を経て，理事会において決定する。
４　天災その他やむを得ない事由により，学術大会の現

地開催が困難になった場合は，前項規定にかかわらず
開催方法を変更することができる。開催方法の変更は，
学会幹事会の議を経て，理事会において決定する。

（演題応募）
第 19 条　学術大会への演題応募資格は，原則として学会

員とする。学会員以外の共同研究者については，別に
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定める。
２　演題応募要領は，別に定める。

（参加費）
第 20 条　学術大会参加費は，別に定める。

第６章　学会雑誌の編集

（学会雑誌の編集）
第 21 条　学会雑誌の編集は，編集委員会が行う。
２　編集委員会に論文等の査読委員を置く。査読委員は，

学会長が委嘱する第一会員及び有識者により構成する。

（学会雑誌の投稿論文）
第 22 条　学会雑誌投稿論文の応募資格は，学会員とし，

投稿規程は，別に定める。

第７章　雑　　　則

（会計）
第 23 条　本学会事業の経費は，日本歯科衛生士会会費，

学術大会参加費，その他学会事業に伴う収入をもって
充て，その収支予算，収支決算は，日本歯科衛生士会
の正味財産増減計算書等において代議員会の議決を経
るものとする。

２　学会事業に伴う会計処理は，日本歯科衛生士会定款

規程に準じて行い，日本歯科衛生士会監事の監査を受
けなければならない。

（学会事務職員）
第 24 条　学会事務を処理するため，日本歯科衛生士会事

務局内に学会担当職員を置く。

（規則の改廃）
第 25 条　この規則の改廃は，学会幹事会の議を経て，理

事会の決議により行う。

（補則）
第 26 条　この規則の実施に関し必要な事項は，学会幹事

会の議を経て，理事会において別に定める。

附　則
１　この規則は，一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に
関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法
律第 106 条第１項に定める公益法人の設立の登記の日

（平成 24 年４月１日）から施行する。
２　この規則は，平成 26 年４月１日から施行する。
３　この規則は，令和２年７月１日から施行する。
４　この規則は，令和４年 12 月３日から施行する。
５　この規則は，令和５年４月１日から施行する。
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（趣旨）
第１条　この細則は，日本歯科衛生学会規則（以下「学

会規則」という。）第７条及び第 26 条に基づき，日本
歯科衛生学会（以下「本学会」という。）の運営に必
要な事項を定める。

（入会）
第２条　本学会の第一会員は，公益社団法人日本歯科衛

生士会（以下「日本歯科衛生士会」という。）定款第
６条に定める入会をもって同時入会とする。

２ 　第二会員入会希望者は，日本歯科衛生士会「会員
規程」第１４条に基づく所定の入会申込書に必要事項
を記入し，「会費規程」第４条に定める入会金及び年
会費を添えて本会に提出する。

３ 　本学会は，前項の提出書類及び入会金及び年会費
の納入を確認した後，第二会員証を交付する。

４ 　学生会員及び賛助会員は，日本歯科衛生士会入会
をもって本学会への同時入会とする。

５ 　本条に規定する会員の資格及び入会手続き等に関
する事項は，日本歯科衛生士会「会員規程」に定め
る。

（学会会費等）
第３条　前条に規定する本学会会員（以下「学会員」と

いう。）の入会金及び年会費の額は，日本歯科衛生士
会「会費規程」に定める。

（学会委員会）
第４条　学会規則第１７条に基づく学会委員会の任務

は，次のとおりとする。
一　企画第一委員会は，学会事業の企画運営に関する

事項を審議する。
二　企画第二委員会は，専門領域別・研究集会の開催

に関する事項を審議する。委員は専門領域別に構成
することができる。

三　編集委員会は，学会雑誌投稿論文及び学術大会演
題抄録等の査読，審査，その他学会雑誌の編集に伴
う事項を審議する。

四　総務委員会は，学会の総務及び会計に関する事項
を審議する。

五　倫理審査委員会は，倫理審査委員会規程に基づく
事項を審議し，審査する。

六　利益相反委員会は，利益相反委員会規程に基づく
事項を審議し，対処する。

（学術大会）
第５条　学術大会の開催に伴う要領は，「学術大会開催

要領」等に定める。
２ 　学術大会の演題応募は，「演題応募要領」に定め

る。
３ 　演題応募を希望する学会員以外の共同研究者は，

学会長の承認を得て，投稿原稿に記名することができ
る。

４ 　学術大会参加費は，学術大会の開催方法に応じ
て，その都度，学会幹事会の議を経て，日本歯科衛生
士会理事会（以下「理事会」という。）において決定
する。

５ 　前項の規定にかかわらず，誌上開催の場合は，原
則として学術大会参加費は徴収しない。ただし，事務
手続き等に要する費用は別途徴収することができる。
事務手続き等に要する費用の徴収は学会幹事会におい
て決定し，理事会に報告する。

（学会雑誌の編集）
第６条　学会雑誌投稿論文は，本学会の目的及び投稿規

程にかなった研究論文であり，未発表のものとする。

（退会）
第７条　第二会員が本会を退会しようとするときは，日

本歯科衛生士会「会員規程」に基づき，所定の退会届
を提出しなければならない。

（運営細則の変更）
第８条　この運営細則の改廃は，学会幹事会の議を経

て，理事会の決議により行う。

附　則
１ 　この運営細則は，一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認
定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関
する法律第 106 条第１項に定める公益法人の設立の登
記の日（平成２４年４月１日）から施行する。

２ 　この運営細則は，平成25年４月１日から施行する。
３ 　この運営細則は，平成29年１月１日から施行する。
４ 　この運営細則は，令和２年７月１日から施行する。
５ 　この運営細則は，令和４年12月３日から施行する。
６ 　この運営細則は，令和５年４月１日から施行する。

公益社団法人日本歯科衛生士会 日本歯科衛生学会運営細則
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新型コロナウイルス感染症流行により我々の生活が
一変して 3 年余りが経ち、長いマスク生活から地域社
会や他者との関係の希薄化を感じることもあったので
はないでしょうか。政府が 2023 年 5 月 8 日から新型
コロナウイルス感染症が 5 類感染症へ移行することを
発表したことで、対面生活が少しずつ回復し、ポスト
コロナへ大きな一歩を進めることとなりました。

社会生活回復が期待される中、日本歯科衛生学会第
18 回学術大会が新型コロナウイルス感染症拡大後初
めてのハイブリッド形式（会場開催＋オンデマンド配
信）で、令和 5 年 9 月 16 日～ 18 日に静岡県コンベン
ションアーツセンターグランシップで開催されま
す。「人生 100 年時代、求められる地域医療連携とは
－歯科衛生士の専門性を探る－」をメインテーマと
し、本誌に掲載しております多くの演題発表やシンポ
ジウム、大韓歯科衛生士協会会長をお迎えしての招聘
講演などが予定されております。4 年ぶりの現地開催
となりますので、活発な情報交換をしていただき、今
後の歯科衛生士活動向上に繋げていただければと思い
ます。また、2023 年 10 月上旬にオンデマンド配信を
予定しておりますので、現地参加が難しい方だけでな
く、現地参加された方も繰り返し視聴していただ
き、ポストコロナ時代における歯科衛生士の役割を一
緒に考える機会になることを期待しております。皆様
の本学術大会へのご参加を心よりお待ち申し上げま
す。
� （編集委員　西村瑠美）

編　集　後　記
　　　学会役員，幹事，委員等	

　　　　　　　　　　　　　 2023 年 8 月 1 日現在
○学会長

吉田　幸恵（神戸常盤大学保健科学部口腔保健学科）
○学会理事

石川奈保美（鶴見大学短期大学部歯科衛生科）
松本　厚枝（広島大学大学院医系科学研究科）
○幹事長

柴田佐都子（新潟大学大学院医歯学総合研究科）
○副幹事長

畠中　能子（関西女子短期大学歯科衛生学科）
今井　光枝（東京歯科大学衛生学講座）
○幹事　

新井　　恵（埼玉県立大学健康開発学科）
江口　貴子（東京歯科大学短期大学）
藤原奈津美（徳島大学大学院医歯薬学研究部）
山村有希子（明海大学保健医療学部口腔保健学科）
○編集委員会
　委員長

畠中　能子（関西女子短期大学歯科衛生学科）
　副委員長

新井　　恵（埼玉県立大学健康開発学科）
伊藤　　奏（東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科）
松田　悠平（島根大学医学部歯科口腔外科学講座）
　委員

藤原奈津美（徳島大学大学院医歯薬学研究部）
西村　瑠美（広島大学大学院医系科学研究科）
白部　麻樹（東京都健康長寿医療センター研究所）
野口　有紀（静岡県立大学短期大学部歯科衛生学科）
森下　志穂（明海大学保健医療学部口腔保健学科）
○企画第一委員会
　委員長

山村有希子（明海大学保健医療学部口腔保健学科）
副委員長
安達奈穂子（東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科）
岩隈　好恵（サンスター株式会社マーケティング部）
　委員

阿部　智美（鶴見大学短期大学部歯科衛生科）
○企画第二委員会
　委員長

藤原奈津美（徳島大学大学院医歯薬学研究部）
　委員

松田　悠平（島根大学医学部歯科口腔外科学講座）
西村　瑠美（広島大学大学院医系科学研究科）
西保　亜希（神戸常盤大学保健科学部口腔保健学科）
米澤　大輔（新潟大学大学院医歯学総合研究科）
○倫理審査委員会
　委員長

今井　光枝（東京歯科大学衛生学講座）
　副委員長

星合　愛子（明海大学保健医療学部口腔保健学科）
　委員

大川　由一（千葉県立保健医療大学）
鳥山　佳則（東京歯科大学短期大学）
関根　　透（鶴見大学歯学部）
白石　泰夫（医歯薬出版株式会社）

宮武　洋吉（立川北法律事務所）
鈴木　　瞳（東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科）
西保　亜希（神戸常盤大学保健科学部口腔保健学科）
○利益相反委員会
　委員長

今井　光枝（東京歯科大学衛生学講座）
　委員

鈴木　　瞳（東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科）
西保　亜希（神戸常盤大学保健科学部口腔保健学科）
畠中　能子（関西女子短期大学歯科衛生学科）
星合　愛子（明海大学保健医療学部口腔保健学科）
鳥山　佳則（東京歯科大学短期大学）

○第 18回（2023 年度）学術大会長
森野　智子（特定非営利活動法人 静岡県歯科衛生士会 会長）

○学会顧問
木下　淳博（東京医科歯科大学教授）
鳥山　佳則（東京歯科大学短期大学学長）
宮﨑　秀夫（新潟大学名誉教授・明倫短期大学学長）
� （敬称略・五十音順）
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